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第３編 震災対策計画 

第１章 災害予防計画 

第１節 災害に強いまちづくり 

まちづくりの基本は安全であり、「生活者重視の原点は安全と安心」ということを基本に据え、

地震災害による被害を 小限にするために、災害に強いまちづくりを進めることが重要である。 

そのため、町では、防災空間の確保、防災拠点の整備、避難施設の整備、災害特性に配慮し

た土地利用の誘導、開発抑制、移転の促進や避難に必要な施設の整備を進める。加えて、自然

環境の機能を活用すること等により地域のレジリエンスを高める「Ｅｃｏ－ＤＲＲ※１（生態系

を活用した防災・減災）」及び「グリーンインフラ」の取組みの推進など、総合的な防災・減災

対策を講じることにより、災害に強いまちづくりを進める。 

本町においては、平成 30 年 12 月「茨城県地震被害想定調査報告書」の被害想定によると、

首都直下地震の発生形態うち、「茨城・埼玉県境地震」が も被害が大きい地震とされ、 大震

度６強と想定されている。また、平成 24 年４月の中央防災会議における「南海トラフ巨大地震

対策検討ワーキンググループ」の被害想定においても 大震度５弱が想定されている。（参照：

本計画第１編第４章第１節 本町に被害をもたらす可能性のある地震） 

本計画においては、 大震度６強が想定される茨城・埼玉県境地震を主対象とするほか、首

都直下地震や南海トラフ地震など、国難級の災害発生の蓋然性を踏まえ、全国の災害支援ネッ

トワークの構築など、各地方公共団体が一丸となって取り組む体制づくりなどについて記述し

ている。 
※１Ｅｃｏ－ＤＲＲ及びグリーンインフラの事例： 

「雨庭」…雨を一時的に貯留し、ゆっくり地中に浸透させる機能を持った植栽空間

（庭）により、排水溝等の氾濫を抑制する効果がある。また、平時は景観を向上させ

るとともに、環境教育の場としてや水辺の生き物の生息地としてなど活用できる。 

 

《計画体系》 

災害に強いまちづくり 
  

１ 防災まちづくり方針の策定   

      

  
  

２ 防災に配慮した都市計画の推進 
  

       

  
  

３ 防災空間の確保と防災機能の強化 
  

       

  
  

４ 防災拠点の整備と土木構造物等の災害対策 
  

       

  
  

５ 社会的備蓄に関する取組みの推進 
  

       

 

 

関係部課 
総務課、防災安全課、まちづくり推進課、地方創生課、農業政策課、建設課、

都市計画課、上下水道課、学校教育課、生涯学習課 

関係機関 
県西水道事務所、県西流域下水道事務所、ガス販売事業所、東京電力パワー

グリッド(株)、ＮＴＴ東日本、(株)ＮＴＴドコモ 
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第１ 防災まちづくり方針の策定 

１ 上位計画の方針に基づく一貫性ある整備 

町は、総合計画において、「災害に強く、子どもからお年寄りまで健康で安全に暮らせる

まちづくり」を主要方針の一つとしている。災害に強いまちづくりを推進するため、地域

防災計画等に基づき防災拠点施設や学校施設、公共施設、公園、緑地等の避難先、避難路

を確保し防災機能を体系的に配置する。 

２ ハード・ソフト両面にわたる整備 

町は、道路、公園等の根幹的な公共施設や土地区画整理事業等の都市計画決定、地区レ

ベルの防災性の強化を図るため地区計画制度の活用、建築物の不燃化等を総合的に推進す

る。この際、水害避難タワー、境町利根川左岸河川防災ステーション（建設中）や、防災

公園や、モバイル建築など、水害のみならず、道路途絶時の緊急空輸拠点、関係機関、各

種応援団体や、災害ボランティアなどの防災拠点、被災地からの避難者の受入拠点として

も機能するよう整備する。 

３ 災害リスクに応ずる総合的な対策 

町は、防災・都市計画・まちづくり・建設等を担当する各部局の連携の下、地域防災計

画や立地適正化計画等警戒避難態勢の整備状況、災害を防止又は軽減するための施設の整

備状況や整備見込み等を、水害対策と併せ総合的に勘案し、まちづくりにおける安全性の

確保に努め、居住誘導区域について指定を検討する。 

４ 防災まちづくりの方針 

町は、上記の災害に強いまちづくりの計画的な推進の観点から、現状や各種計画の総点

検を行い、次の内容とする防災まちづくりの方針を作成し、上位関連計画ヘ位置付ける。 

(１) 都市の災害危険度を把握し、防災に配慮した土地利用計画 

(２) 災害時の緊急活動を支え、市街地における防災空間を形成する道路や公園等の防

災空間の配置計画 

(３) 地域における災害対策活動の拠点となる防災拠点の配置計画 

(４) 防災上危険な市街地の解消を図るための市街地開発事業等の計画 

第２ 防災に配慮した都市計画の推進 

町は、災害の未然防止を第一目的として、併せて土地の合理的利用の増進及び環境の整備

改善に資するため、総合的な都市計画の推進による、まちの防災力の向上を図る。 

１ 市街地の整備・形成 

町は、上位関連計画に基づいて、市街地内の防災機能の強化を図り、ユニバーサルデザ

インに配慮しながら、災害に強いまちづくりを推進する。 

２ 適切な土地利用の誘導 



第３編 震災対策計画 

第１章 災害予防計画 

第１節 災害に強いまちづくり 

3-3 

境町地域防災計画 

 

町は、大規模な開発や道路、公園などの都市化により、畑地・山林の自然的土地利用か

ら、宅地・雑種地などの都市的土地利用への転換が進みつつあることを踏まえ、中長期的

視点に立ち、適切な用途地域・地区計画の見直し（検討）による合理的な土地利用の推進

と、良質な自然環境の保全を図る。 

第３ 防災空間の確保と防災機能の強化 

道路、公園・緑地、河川等の都市基盤施設は、災害時における避難地、避難路及び火災の

延焼防止のためのオープンスペースとして機能するとともに、応急救助活動、応急物資集積

の基地、ヘリポートとしても活用できる重要な施設である。 

町は、関係機関と連携し、これらの都市基盤施設の効果的整備に努め、防災空間の確保を

図る。 

１ 公園・緑地、広場等の防災空間の整備・確保 

(１) 都市公園等の整備 

町は、災害時における避難地の確保、火災の延焼防止、各種災害応急活動の円滑な実

施を図るため、都市公園等の体系的な整備を推進する。このため、配置や規模等の検討

を行いながら震災時の緊急避難場所のほか、関係機関や各種応援に対する活動基盤を兼

ね備えた防災拠点として防災公園の整備を進める。 

(２) 緑地・広場等の整備・保全 

町は、火災による延焼防止を図るため、道路、公園・緑地、広場等の整備を推進する

とともに、大規模施設の周辺緑地、農地、林地の保全に努め、延焼遮断効果の向上を図

る。 

(３) その他防災空間の確保 

町は、広場や空間等の所有者、占有者、管理者は、町長が必要と認めたときは、防災

空間（災害応急活動に利用される空間）として、その土地の一時利用に協力するよう努

める。 

２ 道路・緑道の整備 

(１) 都市計画道路等の整備 

町は、緊急避難場所等への避難路として、また、主要幹線道路への円滑な連絡、街路

で囲まれた市街地の安全性の向上を図るため、都市計画道路等の整備を推進する。 

(２) 生活道路等の整備・改善 

町は、避難路、延焼遮断空間としての機能を強化するため、幅員の不十分な既存道路

の拡幅を図るとともに、沿道建築物の不燃化、工場等の大規模沿道施設の緑化を促進す

る。 

３ 防災機能の強化 

(１) 公共空間等の防災機能の強化 
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町は、避難路、延焼遮断帯としての機能を強化するため、既存幹線道路等の歩道の拡

幅、耐火性能の高い樹種による緑化及び無電柱化の推進、不法占有物件の除去に努める。 

避難先となる防災空間においては、災害応急対策に必要となる施設（放送設備、耐震

性貯水槽、井戸等）の整備を進める。 

(２) 河川の防災機能の強化 

町は、地震に起因する水防施設の崩壊による洪水、浸水を防止するため、河川・用排

水路・排水機場の改修や土地改良区等への支援、治水・用水施設の整備を促進するとと

もに、大規模災害時において、緊急用水の供給源として活用できる川づくりを促進する。 

第４ 防災拠点の整備と土木構造物等の災害対策 

町は、関係機関と連携し、災害応急活動の中枢として機能する防災拠点の強化に努めると

ともに、土木構造物ごとに特性を見極め、個々の状況に応じた被害軽減のための諸施策を実

施する。 

１ 防災拠点と避難施設の整備 

町は、災害応急活動の中枢拠点となる町役場は耐震化され、地下には予備電源も確保し

ている。庁舎西側に建設した水害避難タワーには、防災備蓄倉庫や、高所に非常用電源を

確保している。なお、屋上のヘリ用レスキューポイントは、道路途絶時の避難者救助、緊

急物資輸送等などで使用するなど、役場庁舎の防災拠点機能の強化を図る。 

また、既存の避難施設の安全性を検証し、災害に対して安全・安心な避難施設の確保を

図る。さらに、圏央道の境古河ＩＣ周辺開発に伴い進出する企業と、災害協定締結により

大規模物流施設を避難施設として確保するとともに、モバイル建築を展開し、住民のみな

らず、大規模災害時の避難者や、関係機関、応援者の受入施設等として使用できる防災拠

点として整備し、防災機能の強化を図る。 

資料編：６-２ 防災施設 

６-３ 防災拠点 

６-４ 防災関係施設等位置図 

２ 土木構造物の災害対策 

(１) 道路施設 

町は、道路の浸水・冠水箇所、道路法面の崩壊、路面の損壊、道路施設の変容や破壊

等の被害の危険性を調査し、危険箇所には必要な対策を講じる。 

(２) 河川・水路 

町は、地震に伴う河川・水路の治水機能の低下・損失を防止するため、国及び県管理

の一級河川の治水工事に関する協議会等に参加し、整備計画・整備状況を把握するとと

もに、必要な場合は、意見・要望を提出する。また、町管理の河川は、堤防、護岸等の

河川構造物を調査し、危険箇所には必要な対策を講じるとともに、土地改良区の管理す

る排水機場の機能向上のための整備を支援し、防災力向上を促進する。 

(３) その他公共施設 
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上・下水道、ごみ・し尿処理、電力、ガスなどのライフライン等に関わる事業者は、

災害による被害を防止するため、平常時から施設・設備の強化と保全に努めるとともに、

迅速かつ的確な応急復旧を行うための防災体制を整備する。 

町は、事業者と連携をとりながら、防災体制の確立に向けて協力及び指導する。 

第５ 社会的備蓄に関する取組みの推進 

町は、平常時には地方創生に資する社会資源として町や企業が使用収益しつつ、災害時に

は分散型の福祉避難所や応急仮設住宅等、被災地の対策資源として活用することを目的と

しモバイル建築を導入している。国難級の災害に全国自治体が連携して対応できる仕組み

として官民協働による境町モデルを展開し、社会的備蓄による全国支援ネットワークの構

築を推進する。 

(１) モバイル建築の運用 

町は、平常時には地域振興の場として、災害時には防災拠点や被災者の受入先として、

また、被災地へ速やかに派遣し応急仮設住宅として利用するなどの被災地支援の取組み

としてモバイル建築※１の運用を進めている。 

また、地方創生拠点整備交付金や、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）など新

たな財源を有効に活用し、ハウスメーカーとの協定、民間のノウハウを活用した運営に

よる町の管理費を「ゼロ」にするなど、境町モデルの全国への普及を図る。 

さらに、モバイル建築関連の協会と連携し、モバイル建築の運用研究・開発施設を整

備し、災害時の防災拠点として活用する。 
※１モバイル建築： 

完成した建築物を解体せずに容易に基礎から分離し、ユニット単位でクレーン等を

用いて吊り下げ、トラック等に積載し目的の場所に輸送し、迅速に移築することを繰

り返し行うことができる建築物（出典：一般社団法人日本モバイル建築協会） 

(２) 境町利根川左岸河川防災ステーション（建設中）の活用 

町は、境町利根川左岸河川防災ステーション（建設中）を水害時のみならず、水防セ

ンター施設の耐震化や、ライフライン途絶時でも一定期間機能しうる独立性を保持させ、

災害用備蓄や、駐車場・ヘリポート等を活用する。また、整備中の防災公園の防災拠点

化とともに、モバイル建築を展開し、大規模雑賀時の防災拠点・受入施設や近隣住民の

緊急避難場所として活用を図る。 

さらに、モバイル建築の一般利用、防災訓練や防災教育の場としての活用など、平常

時の利活用を推進することにより、地域の賑わいづくり及び防災に対する意識向上を図

る。 
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第２節 建築物等の安全対策の推進 

 

《計画体系》 

建築物等の安全対策の推進 
  

１ 建築物の耐震化・不燃化等の促進   

      

  
  

２ 土木施設の耐震化の推進 
  

     

  
  

３ ライフライン施設の耐震化の促進 
  

       

  
  

４ 地盤災害防止対策の推進 
  

       

  
  

５ 危険物等施設の安全確保 
  

       

  
  

６ 文化財等の保護対策 
  

       

 

 

関係部課 
防災安全課、建設課、都市計画課、上下水道課、学校教育課、生涯学習課、

地方創生課、財政管財課、各施設管理者 

関係機関 
県西水道事務所、県西流域下水道事務所、ガス販売事業所、東京電力パワー

グリッド(株)、ＮＴＴ東日本、(株)ＮＴＴドコモ 

第１ 建築物の耐震化・不燃化等の促進 

町は、地震による建設物の損壊、焼失、延焼を軽減するため、耐震化・不燃化を推進し、

既存（老朽）建築物の耐震改修、応急対策実施上の重要建築物の耐震性の強化を推進する。 

また、既存建築物の耐震診断・耐震改修の促進を効率的に実施していくため、耐震診断を

行う建築技術者を養成しつつ、建築物の所有者等への理解を求めるため普及啓発を行う。 

なお、地震発生後の避難、救護、関係機関の応急対策の拠点となる防災上重要な防災拠点

や避難所となる公共施設や、警察・消防関連施設の耐震化は、地震対策全体に対して果たす

役割が大きいため、重点的に推進するとともに、積極的に働きかける。さらに、役場庁舎、

学校など防災上重要施設等で、既に耐震化されている公共施設についても、確実な耐震診断

の履行によりその耐震機能を維持する。民間の建築物についても、その重要度に応じて防災

対策の周知徹底を図り、安全性向上の指導に努める。 

１ 建築物の耐震化の推進 

(１) 耐震改修促進計画の整備及び耐震化の推進 

町は、「建築物の耐震の改修の促進に関する法律」（平成 7 年法律第 123 号）（以下「促

進法」という。）及び国の基本方針に基づき、県の耐震改修促進計画と整合を図りつつ町

の耐震化促進計画を整備し、住宅や多数の者が利用する民間施設・公共施設、特に地震

発生時の災害応急対策の拠点や、避難所・避難場所となる重要な役割を担う施設につい

て、耐震診断及び改修を行うよう、更なる耐震化を推進する。併せてこれら以外の一般

建築物についても、耐震診断・改修に関する普及啓発に努める。 

① 耐震化の現状（令和４年３月 31 日現在） 
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ア 住宅の耐震化の現状 

町の令和３年における住宅推計※１では、住宅総数 8,534 戸のうち、昭和 56 年の建

築基準法における新耐震基準以降に建設された住宅及び以前の住宅で耐震改修済み、

又は耐震性を満たしている住宅は 7,430 戸と推測され、耐震化率は約 87％である。 
※１住宅推計：平成 30 年住宅・土地統計調査に基づく推計 

イ 特定建築物 

a. １号特定建築物 

促進法第 14 条第１号に該当する町有の１号特定建築物（庁舎、学校、社会福祉施

設、その他）は 24 施設で、耐震化率は全体で約 92％であり、民間の１号特定建築物

（病院。社会福祉施設、賃貸共同住宅）は７施設で、耐震化率は全体で約 43%にとど

まっている。いずれも庁舎、学校、社会福祉施設、病院等の重要施設の耐震化率は

100％であるものの、一部の施設で耐震化されておらず、更なる推進を図る必要があ

る。 

b. ２号特定建築物 

現在、町には促進法第 14 条２号に該当する２号特定建築物（一定数量の石油類、

火薬類などの危険物の貯蔵場又は処理場）はない。 

c. ３号特定建築物 

現在、町内の促進法第 14 号第３号に該当する建築物（緊急輸送道路沿いの建築物
※１で、倒壊により道路を閉塞されるおそれのある建築物）は１棟であり、当該施設の

保有者に対し、耐震化について理解の促進を図る。 
※１緊急輸送道路沿いの建築物： 

県の地域防災計画で指定する第１次、及び第 2 次緊急輸送路、及びＡランクの重要拠

点（境町では茨城県西南医療センター病院が該当）までのアクセス道路沿いにある建

築物で、地震によって倒壊した場合に、前面道路の２分の１を超えて道路を閉塞する

建築物 

資料編：８-１ 緊急輸送道路 

② 耐震化の目標 

町は、県の耐震化促進計画を踏まえ、地震被害による「犠牲者《ゼロ》」を目標に、

前項の耐震化率に基づき住宅、各特定建築物の耐震化について耐震化促進計画により、

対象区分ごとの耐震化目標を設定し、その推進を図る。 

③ 公共建築物等の地震対策 

公共建築物は、地震時の防災拠点や応急対策活動拠点として重要な役割を担う。 

町は、重要性や緊急性を考慮して地震発生後の避難・救護、応急対策活動の拠点とな

る施設を重視し、耐震化を図る。 

ア 不燃堅牢構造化の促進 

建物の建築に当たっては、鉄筋コンクリート造、鉄骨造等による不燃堅牢構造化を

促進する。 

イ 敷地に関する地震予防措置 

敷地等の選定、造成をする場合は、地震に対する適切な予防措置を講ずる。 
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ウ 施設管理者による安全点検等の実施 

定期的に安全点検を行い、危険箇所、補修箇所等の補強補修等を実施し、電気設備、

電気用品、ガス設備、その他の危険物がある施設では、適切な管理に努める。また、

避難所として使用される建物は、エアコンの設置、トイレの様式化、バリアフリーな

ど避難者、特に要配慮者に配慮した機能を整備する。 

④ 民間建築物等の地震対策 

近年、都市化の進展に伴い建築物は大型化され、その用途や設備も多様化するなど、

地震発生時の被害の拡大が予測される。したがって、町は、防災知識の普及・啓発に努

めるとともに、建築物の所有者自らが地震に対する防災性の確保に努めるよう促進す

る。 

ア 住宅相談窓口の設置 

町は、住宅等相談窓口を設置し、耐震診断・改修に関する建替費・改修費用及び維

持管理費等の判断材料となる情報・資料の提供や、県の推進する住宅耐震・リフォー

ムアドバイザー制度を活用するなど相談・紹介体制を保持するとともに、担当者の耐

震化に関する技術的な知識向上を図る。 

イ 耐震診断・改修に係る支援策 

町は、昭和 56 年の新耐震基準以前に建築された木造住宅（軸組工法住宅）の所有者

を対象に「木造住宅耐震診断士派遣事業」により、耐震診断にかかる費用の一部を補

助するとともに、国の耐震改修促進税制・住宅ローン減税、(独)住宅金融支援機構の

融資制度の情報提供を行うなど、住宅等の耐震化を促進する。 

(２) 広報活動等 

町は、建築技術者及び建築物所有者等を対象に、建築物の耐震化に関する意識啓発を

目的とした講習会や防災講話などの開催により広報活動を展開する。 

① 住民に対する知識の普及・啓発 

町は、公共施設等におけるポスターの掲示や、催事での地震実例の展示などにより、

住民に対し建築物の安全性強化等に関する知識の普及・啓発に努める。 

② 建設技術者等に対する啓発 

町は、国・県が作成するパンフレットや耐震化に関する制度、県の公表する震度予測

マップ（県ホームページ掲載）による災害リスクについて普及・啓発し、理解促進に努

める。 

③ 防災上の助言・指導 

町は、主に不特定多数の者が利用する建築物の所有者を対象とし、防災上必要となる

空閑地の確保、建築物の安全性の確保を促し、危険地域における防災上の安全性を高め

るため、耐震診断・改修の実施について積極的に助言・指導する。 

(３) ブロック塀の倒壊防止 

① 町は、地震によるブロック塀の倒壊を未然に防止するため、住民に対してブロック

塀の安全点検及び耐震性の確保について広報紙等を活用し啓発を図るとともに、ブ
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ロック塀の造り方、点検方法及び補強方法等についてパンフレット等を作成し知識

の普及に努める。 

② 町は、行政区、学校と連携し、市街地内のブロック塀の実態調査を行い、ブロック

塀の倒壊危険箇所の把握に努める。なお、実態調査は通学路、避難路及び避難先等に

重点を置く。 

③ 町は、ブロック塀を設置している住民に対して日頃から点検に努めるよう指導す

るとともに、危険なブロック塀に対しては造り替えや生垣化等を奨励する。そのため、

通路に接している危険ブロック塀等の撤去工事費用の一部について助成する。 

④ 町は、ブロック塀を新設又は改修しようとする住民に対し、住宅相談窓口等におい

て、建築基準法に定める基準の遵守を指導する。 

２ 建築物の不燃化促進 

町は、木造等家屋が密集しているところにおいて、建築物の延焼火災を防止するため、

建物の不燃構造に対する助言等、住宅の不燃化を推進する。 

３ 建築物の液状化被害予防対策の推進 

平成 30 年度の茨城県の地震被害想定における町の液状化リスクは、 大震度 6 強が予

定される茨城・埼玉県境地震旧沼地（長井戸沼、一ノ谷沼、鵠戸沼）において５段階の評

価のうち も低く、旧沼地において液状化の可能性がある程度であり、沈下量も想定され

ていないが、町は、家屋等の地盤調査に基づき、必要な場合は液状化予防対策するよう指

導する。 

４ 防災拠点施設の耐震性の確保 

(１) 耐震診断の継続等による耐震機能の維持 

町は、前述の防災拠点となる公共の１号特定建築物の耐震化の現状を踏まえ、学校、

病院、福祉施設等等防災上重要施設など既に耐震化されているものについても、継続的

な耐震診断により、その機能維持に努める。 

(２) 耐震改修未実施の施設に対する耐震化等の推進 

町の耐震化促進計画を整備し、未実施の公共施設について県の耐震化事業の活用によ

り耐震診断・耐震補強工事を推進する。また、併せて地震時の停電に備え、バッテリー、

自家発電設備、ＬＰガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を推進する。 

第２ 土木施設の耐震化の推進 

道路等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動には不可欠であり、また、地震

発生後の災害復旧の根幹となるべき使命を担っている。 

町は、施設ごとに耐震性を備えるよう設計指針を考慮し、被害を 小限にとどめるための

耐震性の強化及び被害軽減のための諸施策を実施する。 

１ 町道の耐震化の推進 

(１) 町道の耐震化の促進 
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町は、町内の公共施設を相互に結ぶ道路について、緊急車両の通行を確保するため、

拡幅整備に努めるとともに、経年劣化に伴うひび割れ・陥没など定期的な確認を行い、

行政区からの要望に迅速に補修する。 

(２) 道路施設の耐震性の向上 

町は、橋梁部の耐震について、製造年度、経年劣化に伴い所望の耐震機能を維持する

ため、必要な場合は、落橋防止構造の設置、橋脚補強等を実施する。 

２ ため池の耐震化の推進 

町は、受益者の協力のもとに農業用ため池に係る諸元等の詳細情報の整備を行い、地震

時に緊急点検を要するため池を決定し、耐震事業化を進める。事業については、国庫補助

制度の活用について県からの支援を受けて実施する。 

第３ ライフライン施設の耐震化の促進 

電力、電話、ガス、上下水道、廃棄物処理施設等のライフライン施設は、地震発生時の応

急対策活動において重要な役割を果たすものである。したがって、これらの施設について、

災害後直ちに機能回復を図ることはもちろん、事前の予防措置を講じることはより重要か

つ有効である。 

町は、関係機関と連携し、各施設の耐震性を考慮した設計指針に基づき、耐震性の強化及

び代替性の確保、系統多重化等被害軽減のための諸施策を実施して、被害を 小限に止める

よう万全の予防措置を講じていく。 

１ 電力施設の耐震化 

町は、災害時、脆弱かつ も蓋然性のある電力設備整備について、その主体たる東京電

力パワーグリッド株式会社による電力施設の耐震化の現況について承知し、耐震化事業に

ついて協力、促進を図る。 

(１) 電力施設の現況  

① 変電設備 

機器の耐震は、変電設備の重要性、その地域で予想される地震動などを勘案するほか、

電気技術指針「変電所等における電気設備の耐震対策指針」に基づいて設計が行われて

いる。建物については、建築基準法による耐震設計が行われている。 

② 送電設備 

ア 架空電線路 

電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回るため、

同基準に基づき設計が行われている。 

イ 地中電線路 

終端接続箱、給油装置については、電気技術基準である「変電所等における電気設

備の耐震設計指針」に基づき設計が行われている。洞道は「トンネル標準示方書（土

木学会）」等に基づき設計を行う。また、地盤条件に応じて可とう性のある継手や管路

を採用するなど耐震性を配慮した設計とされている。 
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③ 配電設備 

ア 架空電線路 

電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回るため、

同基準に基づき設計が行われている。 

イ 地中電線路 

地盤条件に応じて可とう性のある継手や管路を設計するなど耐震性を配慮した設計

とされている。 

④ 通信設備 

屋内設置装置については、構造物の設置階を考慮した設計とされている。 

(２) 耐震化の方針 

電気施設は、過去の地震災害の記録を基に、実際に震動波形を与えた実証試験など、

各設備に科学的な分析に基づいた耐震設計方針を定め施工が行われている。 

(３) 事業計画 

全体計画及び実施計画は、「電気施設の現況」に準じ実施するよう努めるとされている。 

２ 電話施設の耐震化 

町は、災害時に汎用性ある重要な通信手段である電話施設耐震課整備について、その主

体たるＮＴＴ東日本による施設・システム等の耐震化の現況について承知し、耐震化事業

について協力、促進を図る。 

(１) 電気通信設備等の耐災性向上対策 

災害の発生を未然に防止するため、次のとおり電気通信設備及びその付帯設備（建物

を含む。以下「電気通信設備等」という。）の防災設計が実施されている。地震等に備え

て、主要な電気通信設備等について耐震対策及び耐火構造化が行われている。 

(２) 電気通信システムの信頼性向上対策 

地震が発生した場合において、通信を確保するため、次により通信網の整備が行われ

ている。 

① 主要な伝送路を多ルート構成あるいはループ構成とする。 

② 主要な中継交換機を分散設置とする。 

③ 大都市等において、とう道（共同溝を含む。）網を構築する。 

④ 通信ケーブルの地中化を推進する。 

⑤ 主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置する。 

⑥ 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確

保するため、２ルート化を推進する。 

⑦ 社内システムの高信頼化を図る。 

(３) 電気通信処理システムに関するデータベース等の防災化 

電気通信設備の設備記録等重要書類並びに通信処理システム及び通信システム等のフ

ァイル類について地震時における滅失あるいは損壊を防止するため、保管場所の分散、

耐火構造容器への保管等の措置が行われている。 
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(４) 災害時措置計画 

災害時等において、重要通信の確保を図るため、伝送措置、交換措置及び網措置に関

する措置計画表を作成し現行化が行われている。 

３ ＬＰガス供給施設の耐震化 

町のガスはＬＰガスが主体であり、ＬＰガス販売事業者等は震災時の緊急対応、火災発

生など二次災害防止のための利用者によるガス栓閉止等必要な措置に関する広報を実施す

る。併せて、町でも防災講話等において周知に努める。 

(１) 地震発生時の緊急対応・処置の周知 

① 住民の措置事項の周知 

ＬＰガス販売事業者等は、住民に対し、地震が発生した場合のＬＰガスマイコンメー

ターの機能・操作要領等（震度５弱でＬＰガスが自動停止、ボタン操作による復旧要領）

安全なＬＰガス使用について周知する。 

ア 火災発生の場合 

ＬＰガス販売事業者は、火災発見者から通報があった等の場合は、直ちに発火燃焼

源を確かめ、周辺ＬＰガス設備のバルブ閉止等により延焼防止に努める。 

イ 地震災害発生の場合 

ＬＰガス販売事業者は、地震等によりＬＰガス設備が損壊又は転倒した場合は、Ｌ

Ｐガスによる災害の発生を防止するため、バルブ閉止等の措置を緊急に講じる。 

② 復旧における措置の周知 

ア 広報活動 

・ ＬＰガス販売事業者は、消費先に対し、ガス栓閉止等の広報をする。 

・ ＬＰガス販売事業者は、消費先に対し、ＬＰガスは、安全が確認されるまで使用

しないよう広報する。 

イ ＬＰガス供給施設の被害状況把握 

・ ＬＰガス販売事業者は、安全点検を実施し、被害状況の把握に努める。 

ウ 容器の回収（処分） 

・ ＬＰガス販売事業者は、使用後廃棄された不要容器による二次災害を防止するた

め、回収に努める。 

・ ＬＰガス販売事業者は、必要に応じて各種メディアを活用し、周知徹底する。 

(２) ＬＰガス販売事業者の措置 

ＬＰガス販売事業者は、事業所内及び供給先において地震が発生した場合、境警察署

及び坂東消防署境分署等関係機関に協力し、災害の鎮静に努め、災害が沈静化した後は、

全力で復旧に努める。 

資料編：７-２ 危険物・火薬類等関連施設の現況 

４ 水道施設の耐震化 

町は、水道事業者として、水道施設の耐震化について目標を定め、計画的に事業を推進

する。 



第３編 震災対策計画 

第１章 災害予防計画 

第２節 建築物等の安全対策の推進 

3-13 

境町地域防災計画 

 

(１) 配水池・貯水池の緊急補強又は更新 

町は、配水池等市街地に存する重要施設のうち耐震性に問題があるものについて、二

次災害を回避するため緊急に補強又は更新を図る。 

(２) 老朽管の更新 

町は、老朽化した管、耐震性に劣る管路について速やかに更新を終えることを目標に

整備を図る。 

(３) 給水装置・受水槽の耐震化 

町は、利用者の理解と協力を求め給水装置や受水槽の耐震化を進めるよう指導する。

特に、避難所や病院等の防災上重要な施設について優先する。 

(４) 緊急時給水能力の強化 

町は、緊急時の給水量を貯留できるよう配水池容量を拡大するとともに、浄水施設や

配水池等に緊急遮断弁を設置するなど緊急時に備えた施設整備を図る。 

資料編：９-４ 給水拠点及び給水能力 

９-５ 給水車等配備状況 

５ 下水道施設の耐震化 

(１) 既存施設の耐震化 

町は、被災した場合の影響度を考慮して、処理場・ポンプ場・幹線管渠等の根幹的施

設については、より高い耐震性能が保持できるよう配慮する。 

① 耐震診断 

町は、新耐震設計基準に適合しない施設を中心に耐震診断を実施する。 

② 耐震補強工事 

町は、補強対策工事の年度計画に従い、耐震補強工事を実施する。 

③ 耐震化の実施 

ア 可とう性・伸縮性を有する継手の採用 

イ 地盤改良等による液状化対策の実施 

(２) 新設施設の耐震化 

町は、施設の計画、調査、設計及び施工の各段階において耐震化対策を進める。 

６ 廃棄物処理施設 

町は、さしま環境管理事務組合の構成団体として綿密な連携を図り、災害時に災害廃棄

物処理のほか、入浴施設、電力供給や熱供給等の役割も期待できることから重要な役割を

果たす廃棄物処理施設について各設備の耐震化・強靭化等について促進する。 

資料編：11-１ さしま環境管理事務組合の組織 

11-２ さしま環境管理事務組合の業務 

11-３ 各施設の位置 

11-４ 「さしま環境センター」内処理施設の概要 

11-５ 「さしまクリーンセンター寺久」内処理施設の概要 
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第４ 地盤災害防止対策の推進 

地震による被害を未然に防止するには、その土地の地盤、地形を十分に理解し、その土地

の災害に対する強さに適した土地利用を行う必要がある。 

町は、災害危険度の高い場所については、災害防除のための対策を実施して、住民の生命、

財産の保全に努める。 

１ 地盤災害危険度の把握 

(１) 地盤情報のデータベースの活用 

町は、県で実施する地形、地質、土質、地下水位等に関する各種調査、データベース

を有効に活用し、地盤災害の危険度把握に役立てる。 

(２) 地盤情報の広報 

町は、上記データベースを広報し、公共工事、民間工事における液状化対策工法の必

要性の判定等に活用する。 

また、必要な場合は、データベースに基づき、地域の災害危険度に関する調査を実施

し、液状化マップ等の作成などにより公開する。 

２ 土地利用の適性化の誘導 

町は、安全を重視した総合的な土地利用の確保を図る。 

(１) 防災まちづくり方針の策定に基づく安全を重視した土地利用の確保 

町は、都市の災害危険度の把握を的確に行うとともに、これらの災害を周知する。 

また、災害に弱い地区については土地利用について、安全性の確保という観点から総

合的な検討を行い、土地利用の適正化を誘導する。 

３ 地盤沈下防止対策の推進 

広域的な低地化をもたらす地盤沈下は地震水害の被害を増大させる可能性がある。また、

地盤沈下による建築物、土木建造物等の耐震性の劣化の可能性が指摘されている。 

町には、工場用水として地下水を活用した大規模な工場が２か所あるほか、小規模な井

戸が多数存在し、必要な場合は、地下水の過剰揚水を規制する。 

４ 液状化防止対策の推進 

町は、液状化による被害を軽減するため、県の地盤データベース、工事調査実績等に基

づき危険な地域について、締固め、置換、固結等の有効な地盤改良を行うよう努める。 

第５ 危険物等施設の安全確保 

地震による火災及び死傷者を 小限にとどめるためには、阪神・淡路大震災の教訓を踏ま

え、町の消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第２条７項１、火薬類取締法（昭和 25 年法律第

149 号）第３条、第５条及び第 12 条及び高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号）第５条、

第 16 条及び第 20 条の４にある危険物等（石油類等、高圧ガス、火薬類、毒劇物及び放射性

物質をいう。）の施設の現況を把握し、消防法令等関係法令に基づく安全確保対策を推進す
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るため、今後とも法令遵守の徹底を図る必要がある。なお、町には、危険物等の製造・貯蔵・

取扱・販売等施設が 194 か所存在している。 

町は、各危険物等取扱事業所等への災害に対するマニュアル（災害時に対する応急措置・

連絡系統の確保など）作成指導の徹底のほか、坂東消防署境分署等関係機関と連携し、施設

立入検査の徹底を図り、法令遵守に基づく危険物等施設の安全確保を推進する。 

また、施設全体の耐震性能向上の確立を図る。 

(１) 危険物等施設の安全確保 

町は、危険物等施設の管理者等に対し、消防法第 12 条及び同法第 14 条の３の２等の

規定を遵守し、危険物等施設の保全と安全性の強化に努めるよう指導を行う。 

【※消防法第 12 条：施設の基準維持義務】 

【※同法第 14 条の３の２：定期点検義務［基準維持の保安検査］】 

(２) 保安確保の指導 

町は、坂東消防署境分署と連携して、危険物等施設の位置・構造・設備の状況及び危

険物の貯蔵・取扱いの方法が、危険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査

を実施し、必要がある場合は、事業所の管理者等に対し、災害防止上必要な助言又は指

導を行う。 

(３) 自主防災体制の確立 

町は、危険物等施設の管理者等に対し、消防法第 14 条の２の規定に基づく予防規程の

内容を常に見直し、操業実態に合うよう努めるとともに、従業員等に対する保安教育や

防災訓練を実施し、自主防災体制の確立に努めるよう指導を行う。 

また、隣接する事業所間の自衛消防隊の相互協力体制の強化を図るとともに、消火薬

剤、流出油処理剤等の防災資機材の備蓄に努めるよう指導を行う。 

【※消防法第 14 条の２：予防規定の作成義務】 

資料編：７-２ 危険物・火薬類等関連施設の現況 

第６ 文化財等の保護対策 

文化財は貴重な国民的財産であり、その保存のために万全の配慮が必要となる。 

町は、地震災害から文化財を保護するため、貴重な文化財が集積・保存されている「境町

歴史民俗資料館」及び「S-Gallery 粛粲寶美術館」等の施設に対し、耐震化を図るとともに、

防災施設・設備（収蔵庫・火災報知器・消火栓・貯水槽・避雷針）の整備を図る。 

また、どのような文化財がどこに保管されているかなど、災害時にすぐに全体像を把握で

きるようにするための管理体制を構築する。さらに、一般外来者に対し、地震に関する注意

を喚起するための標識等の設置を図る。 

資料編：12-１ 県指定文化財 

12-２ 町指定文化財 

12-３ 町の文化財の所在地位置図 
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第３節 災害対策に携わる組織の整備 

大規模な災害が発生した場合には、災害の防止又は軽減を図るため、行政や防災関係機関の

みならず、住民が自主的に防災活動に参加し、地域で助け合っていく必要がある。 

町は、災害時に幅広い知識や技能をもって対応できるボランティアの養成及び登録を行うと

ともに、円滑な救援活動が行えるよう平常時からボランティア団体や地域内企業間のネットワ

ーク化を促進していく。 

また、自主防災組織についても活動環境の整備を積極的に行っていく。 

 

《計画体系》 

災害対策に携わる組織の整備 
  

１ 災害対策に携わる組織の整備   

      

  
  

２ 相互応援体制の整備 
  

     

  
  

３ 防災組織等の活動体制の整備 
  

       

 

 

関係部課 
総務課、防災安全課、子ども未来課、社会福祉課、介護福祉課、社会福祉協

議会 

関係機関 坂東消防署境分署 

第１ 災害対策に携わる組織の整備 

１ 町の活動体制の整備 

(１) 町の防災体制の組織化 

町は、地震発生時等の対策に係る検討及び計画等を立案しその具現化を図る。また、

平常時の各課等間の緊密な連携及び災害発生時の初動における迅速かつ組織的な対応に

より、町の災害等対処能力の実効性を高めるため、平常時から災害担当及び初動対応職

員を指定しておくなど、災害時に組織的な連携が図れるように努める。 

(２) 組織的活動体制の強化 

町は、各課・室で防災担当職員を指定し、平常時から情報交換を緊密に行い、研修及

び訓練等を共同で行うなど部署間の連携体制を整備しておく。 

２ 活動のための計画等の整備 

(１) 防災関連の計画の作成・整備 

町は、各種防災関連の計画について、一貫性を保持するため、本計画に基づき、明確

な方針のもと作成及び整備する。 

また、大規模災害時においては、次の計画の整備が重要となる。 

① 業務継続計画の整備 

町は、災害時、役場自体が被災した場合でも、間断なく防災活動を継続するため、業

務継続計画（ＢＣＰ）を策定する。同計画には、首長不在時の明確な代行順位及び職員
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の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の

確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックア

ップ並びに非常時優先業務の整理等について定めておく。 

第２ 相互応援体制の整備 

町は、大規模災害が発生した場合に、円滑な応急対策等が行えるよう、あらかじめ相互応

援協定を締結する等相互応援体制の確立を図る。 

資料編：２-１ 災害応援協定一覧 

２-２ 災害時の相互応援に関する協定及び同実施細目 

１ 応援要請・受入体制の整備 

(１) 市町村間の相互応援 

① 協定の締結 

町は、大規模災害時の応援要請を想定し、法第 67 条の規定等に基づき県内外の市町

村との相互応援協定の締結を推進する。また、既に締結された協定については、より具

体的、実践的なものとなるよう連絡体制を保持し、災害リスクに応ずる災害情報を交換

し、ニーズに応ずる相互支援体制を保持する。 

【※災害対策基本法第 67 条：他の市町村長等に対する応援の要求】 

② 応援要請体制の整備 

町は、災害時の応援要請が迅速かつ円滑に行えるよう、受援窓口等の開設による受援

組織を確立し、応援要請手続、情報伝達方法等についてマニュアルを整備し、職員への

周知徹底を図る。 

③ 応援受入体制の整備 

町は、応援要請後、他都道府県からの応援部隊が効率的に応援活動を実施できるよう、

受入窓口や指揮連絡系統の明確化及びマニュアルを整備し、職員への周知徹底を図る

とともに、応援部隊の執務スペースの確保に努める。その際、新型コロナウイルス感染

症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮する。 

また、平常時から協定を締結した他市町村との間で、訓練、情報交換等を実施する。 

２ 国等の機関に対する職員派遣の要請及びあっせん 

町は、災害時の国等の機関に対する職員派遣の要請及びあっせんが迅速かつ円滑に行え

るよう、受援窓口等の開設による受援組織を確立し、国等の各種応援の枠組み、県を通じ

た応援要請手続、情報伝達方法等についてのマニュアルを整備するとともに、職員への周

知徹底を図る。 

また、避難、救助・捜索など、救命活動に携わる警察・消防・自衛隊について、初期の

段階からリエゾン※１の派遣を要請する。 
※１リエゾン（情報連絡員）：地方公共団体等の被害状況や支援ニーズを把握し、地方整

備局等への報告のほか、状況に応じて技術的助言を実施（出典：国土交通省） 

３ 公共的団体等との協力体制の確立 
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町は、町域内又は所掌事務に関係する公共的団体に対して災害時において応急対策等、

特にライフライン、情報通信、建設業に係る指定公共団体に対しその積極的協力が得られ

るよう協力体制を整えておく。 

このため、公共的団体の防災に関する組織の充実を図るよう指導し、緊急連絡体制を確

立して相互の連絡を密にして災害時に協力体制が十分発揮できるよう体制の整備を図る。 

第３ 防災組織等の活動体制の整備 

大規模な災害が発生した場合には、災害の防止又は軽減を図るため、行政や防災関係機関

のみならず、住民が自主的に防災活動に参加し、地域で助け合っていく必要がある。 

町は、災害時に幅広い知識や技能をもって対応できるボランティアの養成及び登録を行

うとともに、円滑な救援活動が行えるよう平常時から国際交流団体、ボランティア団体や地

域内企業間のネットワーク化を促進していく。 

また、自主防災組織について、防災意識の啓発、備品・拠点等など活動環境の整備を積極

的に行うよう促進する。 

さらに、町は、被害の発生及び拡大を防止するため、次の項目により誰もが理解できる活

動マニュアルを作成し、周知する。 

１ 自主防災組織の育成・連携 

町は、自主防災組織の結成や育成の強化を図り、境町消防団とこれらの組織との連携等

を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図る。 

また、防災講話等による防災意識の啓発や研修の実施等による防災リーダーの育成、多

様な世代が参加できるような環境の整備等により、これらの組織の日常化、訓練の実施を

促す。その際、女性の参画の促進に努める。 

資料編：１-４ 自主防災組織等 

(１) 災害対策の役割分担 

① 住民の役割（自助） 

自助とは、「自らの命は自ら守る」といった考え方に基づき、住民一人ひとりが自分

の命や生活を守る活動をいう。各組織が自分の組織を守るための活動を含む。 

② 地域の役割（共助） 

共助とは、「地域から犠牲者を出さない」といった考え方に基づき、地域連携による

防災活動をいい、自主防災組織による防災活動や、住民一人ひとりが隣人等と協力して

地域を守る活動をいう。自治組織や民間組織が、住民や近隣組織と連携して地域の安全

を守る活動も含む。 

③ 行政の役割（公助） 

公助とは、行政が実施主体となり、警察、消防、自衛隊等の関係機関と連携し行う防

災対策で、自然災害に強い地域を実現する活動をいう。 

(２) 普及啓発活動の実施 
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町は、防災講演会や研修会の開催、パンフレットの作成等を通じ、広く住民に自主防

災組織の活動の重要性や役割を啓発していく。 

(３) 自主防災組織の活動内容 

① 組織 

町は、行政区を単位として自主防災組織を結成しているが、今後、全ての行政区での

結成及び結成後の活動を促進し、実効性ある組織とするとともに、区長等と連携し、行

政区に未加入の住民を対象に加入促進を図る。 

② 編成 

自主防災組織は、本部のほか、情報班、消火班、救出・救護班、避難誘導班、給食給

水班等を基準とする。しかしながら、行政区の災害リスク、大小、年齢構成、コミュニ

ティ等の特性に応じ、いたずらに形式にこだわることなく、柔軟性をもって実効性ある

組織とすることが重要である。 

③ 活動内容 

ア 平常時の活動 

自主防災組織は、防災知識の普及、防災訓練、防災資機材の備蓄・点検、危険箇所

の点検・把握、避難計画の作成等を行う。 

・ 日頃の備え及び災害時の的確な行動等の防災知識の普及や地域の危険箇所の点

検・把握等 

・ 情報の収集及び伝達、初期消火、救出・救護、避難等の防災訓練の実施 

・ 初期消火、救出・救護用の防災用資機材等の備蓄・整備・点検等 

・ 家庭及び地域における防災点検の実施 

・ 地域における要配慮者の把握、要配慮者を含めた地域住民のコミュニティの醸成 

・ 災害発生時における、行政や境町消防団など地域内との連絡手段や伝達事項等の

マニュアルの策定及び再確認 

イ 災害時の活動 

自主防災活動は、発生した災害の種類、規模、時間の経過等に応じて行う。 

＜発災前＞ 

・気象・避難情報等の収集及び伝達 

・行政区内の避難状況の確認 

・要配慮者、特に避難行動要支援者※１の避難支援及び避難誘導 

・町に対する避難支援の要請 
※１避難行動要支援者： 

自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

特に支援を要するもの（出典：内閣府） 

＜発災後＞ 

・初期消火活動、延焼防止活動（取壊しなど）及び搬出作業 

・行政区内の住民の安否※１・行方不明者※２の確認 

・逃げ遅れ者等の救出・救護の要請 

・避難者名簿の確認及び避難所運営への協力（ 終的には運営の主体を目標） 
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※１安否不明者：災害が原因で所在不明の者（行方不明者を除く。） 
※２行方不明者：災害が原因で所在不明、かつ、死亡の疑いのある者 

(４) 自主防災組織育成・活性化の支援 

町は、自主防災組織の実効性、継続性を高め、自主積極性を助長するため、防災訓練

や防災講話などの開催、啓発資料の作成・配布等を通じて自主防災組織の育成・活性化

に向け啓発活動を実施するとともに、リーダー養成（防災まちづくりリーダー）のため

の研修会や資機材整備等によりその活動を支援し、組織強化に努める。その際、要配慮

者や女性の参画の促進に努める。 

また、区長会と連携し、各地区及び町として自主防災組織間の協力体制の整備を目的

として、連絡協議会的な組織を設置し、組織間の情報交換等を行うなど連携体制を強化

する。 

(５) 住民主体の地域コミュニティにおける防災活動 

町は、地域コミュニティを住民防災活動の も重要な啓発対象と捉え、自主防災組織

はもとより、未組織の地域住民や企業に対しても、防災教育の普及に努め、地域コミュ

ニティ構成員が自助・共助の精神を基本として主体的に地域の状況に応じた地域防災活

動に参加し、ボランティアや各種団体等とネットワークをつくり、その連携の中で自主

的な防災活動ができるよう、指導や助言等に努める。 

(６) 地区防災計画の策定 

町は、災害による被害を軽減するため、各自主防災組織と協議の上、あらかじめ地区

防災計画を定めるよう促進する。防災計画の策定に当たっては、自主積極性の助長に努

め、次の事項について助言・指導する。 

・ 各行政区の住民は、危険が予想される箇所を点検し、その状況を把握するととも

に、対策を検討する。 

・ 各行政区の住民それぞれが分担すべき任務を検討する。 

・ 各行政区の住民は、町が行う訓練に積極的に参加し、さらに自主防災訓練の時期や

内容等について計画を立てる。 

・ 各行政区の住民は、町の組織・関係防災機関と、各世帯との体系的な連絡方法や

連絡の仕組みを定める。 

・ 各行政区の住民は、出火防止、消火に関する役割分担を定めるほか、消火用その

他資機材の配置場所等の周知を図る。 

・ 各行政区の住民は、努めて自らの避難先を確保する。 

・ 各行政区の住民は、避難先、避難路、避難情報の伝達方法、誘導方法、避難時の携

帯物資等を検討する。 

・ 各行政区の住民は、負傷者の救出・搬送方法を検討する。 

・ 各行政区の住民は、その他自主的な防災活動に関する事項について検討する。 

２ 事業所の防災体制の強化 

町は、大規模災害による不測の事態から中小企業の「事業継続」を確保するため、中小

企業に対し、災害時における企業の事業継続を目的とした「事業継続計画(ＢＣＰ)」の作

成の促進を図る。 
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また、各企業における防災力を高めるために、事業所建物の耐震耐火対応や防災体制の

整備、災害種類に配慮した災害時業務継続計画の作成と対応マニュアル作成、計画に基づ

く防災訓練の実施等、地域における企業の防災活動の推進に努める。 

(１) 防火管理体制の強化 

学校・病院・大型店舗等多数の人が出入りする施設については、施設管理者により、

消防法第８条の規定により防火管理者を選任し、消防計画の作成、各種訓練の実施、消

防用設備の点検及び整備等を行うことになっている。 

消防機関は出火の防止、初期消火体制の強化等を指導する。 

また、複数の用途が存在し、管理権限が分かれている建物の防災体制については、共

同防火管理体制が確立されるよう指導するとともに、発災時には事業所の共同防火管理

協議会が中心となった防災体制がとれるよう指導する。 

【※消防法第８条：防火管理者の決定及び消防計画作成義務（学校、病院、工場、 

事業場、興行場、百貨店、複合用途防火対象物等）】 

(２) 企業への意識啓発 

町は、町内の企業を対象に、企業の業務継続に関して「事業継続計画(ＢＣＰ)」策定

の重要性や必要性、考え方等についてパンフレット等により情報提供を積極的に実施し、

企業の意識啓発を推進する。 

(３) 「事業継続計画(ＢＣＰ)」の策定支援 

町は、町内の企業が「事業継続計画(ＢＣＰ)」を策定する際、中小企業庁の策定マニ

ュアル等の情報提供を積極的に行い、策定後は、社会活動と評価し内容の一部を広報紙

に掲載し普及啓発する。 

(４) 防災力向上の推進 

企業は、地域コミュニティの構成員であり、地域住民とともに自助・共助の精神を基

本として主体的に地域活動に参加することが求められる。 

町は、企業がボランティアや地域の各種団体等とのネットワークを構築し、その連携

の中で自主的な防災活動が行えるよう、指導・助言等の支援に努める。 

(５) 危険物等施設及び高圧ガス関係事業者等の防災組織 

危険物等施設は、災害が発生した場合周囲に及ぼす影響が大きいことから、事業所の

自主防災体制の強化及び相互間の応援体制を確立する。また、高圧ガスには爆発性、毒

性等の性質があり、地震によって高圧ガス取扱施設等に被害が生じた場合には防災機関

のみでは十分な対応が図れないことが考えられる。 

町は、消防機関と連携して、危険物等施設管理者に対し自主防災体制の確立を図るよ

う指導する。 

３ ボランティア組織の育成・連携 

近年の大規模災害においては、行政や防災機関のみの災害対応の限界が指摘されると同

時に、ボランティアの多彩な活躍が注目され、地域住民とともにボランティアが活躍する

ことが期待されている。 
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町では、大規模災害時におけるボランティア活動が効果的に生かされるよう、平常時か

ら社会福祉協議会、境町ボランティア連絡協議会、ＮＰＯ等といった地域内の多様な被災

者支援団体と「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成する。また、訓練・研修等を通じ

て、構築した関係を持続的なものにするよう努めるとともに、大規模災害時はボランティ

アセンターの開設や、受入れ・支援基盤となる施設の確保が町内では困難であるため、自

己完結型による支援及び県、近隣自治体等と連携して支援拠点を確保し、ボランティアの

受入体制や環境整備等に努める。 

防災ボランティアは、個人の立場で活動するボランティアとＮＰＯ等の組織化されたボ

ランティアの両者の意味を持つ。このうち一般ボランティアと専門ボランティア（医療・

防疫、語学、アマチュア無線）があるが、基本的に町は社会福祉協議会及び境町ボランテ

ィア連絡協議会と連携し、一般ボランティア中心とした受入れを行う。専門ボランティア

とは、県を通じＮＰＯ等のボランティア組織と連携し、ニーズに応じたボランティア団体

とのマッチングなどコーディネートを要請する。 

 

＜防災ボランティアの区分＞ 

区分 活動内容 
要請・登

録の有無 
担当窓口 受入窓口 

一般 

炊き出し、食事の配 

布、水汲み、清掃、 

救援物資の仕分 

け・配布、情報の収 

集・提供、介助、手 

話等、がれきの除去、

災害ごみの仕分け・

搬出、泥等の洗浄 

要請有り 

登録有り 

県（福祉部） 

町（福祉部） 

県社会福祉協議会 

市町村社会福祉協議会 

専門 

医療・防疫 

医療活動（医師、看 

護師、臨床検査技師、 

診療放射線技師、理 

学療法士、作業療法 

士）、調剤業務、医薬 

品の仕分け・管理、 

消毒等の防疫指導 

（薬剤師）、健康管 

理・栄養指導（保健 

師、助産師、栄養士） 

歯科診療（歯科医師、 

歯科衛生士、歯科技 

工士）、メンタルケア 

（精神保健福祉士、 

臨床心理士）、医業類 

似行為業務の提供 

（あん摩マッサージ 

指圧師、はり師、き 

ゅう師） 

要請無し 

登録無し 

県（保健医療部） 県医師会 

県歯科医師会 

県薬剤師会 

県看護協会 

県助産師会 

県臨床検査技師会 

県診療放射線技師会 

県理学療法士会 

県作業療法士会 

県栄養士会 

県歯科技工士会 

県精神保健福祉士会 

県臨床心理士会 

県鍼灸師会 

県鍼灸マッサージ師会 

語学 
外国語通訳・翻訳 要請有り 

登録有り 

県（県民生活環境

部） 

県国際交流協会 

アマチュア無線 
非常通信 要請無し 

登録無し 

県（防災・危機管 

理部） 

県（防災・危機管理部） 
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(１) 防災ボランティア団体等との連携 

町は、県と連携し、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協

議会、境町ボランティア連絡協議会、ＮＰＯ等との連携を図る。また、中間支援組織（Ｎ

ＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図

り、災害時において防災ボランティア活動が円滑に行われるよう、県を通じ支援基盤及

び活動環境の整備について推進を図る。さらに、地域における的確なボランティア活動

の展開を図るとともに、次に掲げる事項に取り組む。 

① 平常時の登録 

② 災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制の整備 

③ 防災ボランティア活動の拠点の確保 

④ 活動上の安全確保 

⑤ 被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・

強化 

⑥ ボランティア活動者の育成 

⑦ ボランティアの組織化 

⑧ ボランティア個人及びボランティア団体のリスト化 

⑨ 防災ボランティアコーディネーターの養成 

⑩ 情報ネットワーク体制の整備 

⑪ ボランティア活動や避難所運営等に関する研修会の開催 

⑫ 災害時の具体的マニュアルの策定等 

(２) ボランティア受入体制等の整備 

① 災害ボランティアセンターの開設 

町は、ＮＰＯやボランティア団体だけでなく、組織化されていないボランティアが円

滑な支援活動ができるように、町社会福祉協議会により、一般ボランティアセンターを

開設・運営する。しかしながら、町社会福祉協議会の組織は脆弱であるため、県、ＮＰ

Ｏなど、他の団体等からの支援により体制が整うまでの間、町により開設・運営を支援

する。 

② 大規模地震における受入体制の整備 

町は、大規模地震により町内に受入施設を確保できない場合は、近隣自治体の協力の

もと、県、町、近隣自治体の各社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯとの連携に

より、町外に災害ボランティアセンター施設を確保し、運営体制の整備に努める。 

③ 協力体制の確立による受入体制の整備 

町は、茨城県社会福祉協議会と町社会福祉協議会との協力体制等により、ボランティ

アの登録・養成、情報ネットワーク体制の整備、研修会の開催、防災訓練の実施、災害

時の具体的な活動指針を示した災害ボランティアセンターの設置・運営に関するマニ

ュアルの作成支援等により体制づくりを推進する。 

(３) 専門ボランティア活動への支援等 

町は、国や関係機関等による応援の枠組みや、弁護士や行政書士など専門的な協定締

結団体との協力体制を踏まえ、その不足する機能、医療・救護などについて調整し、復



第３編 震災対策計画 

第１章 災害予防計画 

第３節 災害対策に携わる組織の整備 

3-24 

境町地域防災計画 

 

興・復旧に係る専門知識や特殊な技術を有するボランティアの活動を支援するための方

策について、県と連携して、より専門的な知識を有するボランティアが活動しやすく、

かつ参加を促進できる体制の整備に努める。 

(４) 町社会福祉協議会の役割 

町は、町社会福祉協議会の災害発生時における災害ボランティアセンターの開設を支

援し、主に一般ボランティア活動の「受入窓口」としてその活動が円滑に行われるよう、

あらかじめその機能の整備を促進する。 

また、「受入窓口」の円滑なボランティア活動を促進するため、体制整備を進めるとと

もに、市町村社会福祉協議会間における相互応援協定の締結を促進し、災害時の体制強

化を図る。 

(５) ボランティア保険への加入促進 

町は、ボランティア活動を支援するため、町社会福祉協議会を通じ、一般ボランティ

アに対して、ボランティア保険への加入促進を図るとともに、ボランティア保険への加

入者に対する助成に努める。 

(６) 被災者支援の迅速・適切な実施 

町は、社会福祉協議会と連携し、インターネットを活用したボランティアの募集等に

係る情報の収集・提供の充実、資機材の十分な確保等ボランティア実施に係る環境整備

の推進、ボアランティア等の個人情報の保護や感染症予防における物資の提供などによ

り、被災者支援の迅速化や適切な実施を促進する。 
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第４節 情報収集 

町は、災害時における情報通信の重要性を考慮し、通信手段確保のため、情報通信施設の耐

震性の強化及び停電対策、情報通信施設の危険分散、通信網の多ルート化、無線を活用したバ

ックアップ対策、デジタル化の促進等情報通信体制の整備計画を定める。 

また、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピューティング

技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する必要がある。デジタル化に当

たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システムを活用したデータ収集・分析・

加工・共有の体制整備を図る必要がある。 

さらに、発災時に有効な情報収集手段の一つであるドローンについて、操作要員の養成など

計画的に整備する。 

 

《計画体系》 

情報収集 
  

１ 通信手段の確保   

        

  
  

２ 情報の分析整理 
  

       

 

 

関係部課 総務課、防災安全課、まちづくり推進課、農業政策課、地方創生課 

第１ 通信手段の確保 

１ 情報通信ネットワークの拡充 

住民に対して災害情報の伝達手段の基本は、防災行政無線であり、災害後の住民アンケ

ート結果を見ても、情報収集手段としては、他の手段に比して依然、重要な位置付けにあ

る。また、災害時に取り交わされる多種多様な情報を扱うためには、様々なレベルの情報

通信ネットワークが必要である。 

町は、テレビ、ラジオ、携帯電話、電話、ＦＡＸ、メール、アプリ、インターネット、

公共安全ＬＴＥ（ＰＳ-ＬＴＥ）※１等それぞれの通信機器、通信手段の利点・欠点を考慮し

て、情報通信ネットワークの多様化、多層化に努める。この際、リアルタイムでの映像、

３次元ハザードマップ等の画像による視覚的情報等を有効に活用する。 
※１公共安全ＬＴＥ（ＰＳ－ＬＴＥ）： 

災害現場等において公共安全機関が共同で利用する無線システム（出典：総務省） 

（平時は通常の携帯電話として利用しつつ、災害発生時等には関係機関相互の円滑

な通信や情報共有を確保することで円滑な災害対応の実現が期待されている。また、

標準化された技術を利用することから低コスト化のメリットがあるとされている） 

(１) 防災行政無線設備の利用 

防災行政無線（固定系・移動系）は２系統ある。町は、坂東消防署設置の無線とも綿

密な連絡をとり、令和３年度以降、デジタル化への移行に伴い更なる連携の強化を図り、

災害防止に万全を期すべく取り組む。 

(２) マルチメディア化 
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情報技術の急速な発展により、音声のほか、文字情報、映像等多様なメディアによる

情報通信が可能となった。町は、これらの技術を活用し、３次元ハザードマップ等で可

視化するなど、より容易な状況把握が可能となるよう整備に努める。 

(３) 各種情報ネットワークシステム 

町には県からの防災に関する情報の収集及び県への通報、メディアへの迅速な災害情

報への配信のため、茨城県災害情報共有システムが設置されている。 

町は、災害発生時に十分活用できるよう随時保守点検など適切な維持管理を行い、故

障等の未然防止に努める。また、地震情報や、各種情報システムなど、端末操作研修や

端末操作訓練を通して、担当者の習熟度向上を図る。 

資料編：４-４ その他の情報・通信手段 

(４) 非常通信対応マニュアルの活用 

町は、災害発生時において、通信ルートの設定や災害時に所要の通信を確保するため

の行動・作業等について定めた「非常通信対応マニュアル」を整備し、県や防災関係機

関等との災害情報の迅速な伝達の確保や円滑な非常通信ルートの運用等を行う。 

２ 防災行政無線の充実整備 

町は、町内に配備した防災行政無線を活用し、災害発生時の迅速な情報伝達を行う。 

また、町の防災行政無線は、令和３年度にデジタル化を図り、戸別受信機を全戸に無償

貸与した。屋外拡声子局の配信は、親局の他再送信子局（中継局）を２局増設し、屋外拡

声子局は 11 基増設して 17 か所とし、通信網の信頼向上と安定化を図り、確実な通信確保

に向け整備した。さらに、携帯電話を含めた多様な手段の整備とともに、その伝達体制の

充実を図るよう努める。 

なお、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）と接続しているため、国からの情報を瞬時

に伝達することができる。 

資料編：４-２ 防災行政無線関係 

３ 情報通信設備の災害時の機能確保 

町は、発災時における電気通信設備の安全稼働体制整備に向け、災害時の停電に備えた

通信設備の機能確保に努め、計画的な設備更改を行い、設備の信頼性向上と安定化を図る。 

(１) 衛星携帯電話 

町は、電話がつながりにくいときや、停電時に災害発生時の通信手段として、衛星携

帯電話を活用する。 

資料編：４-４ その他の情報・通信手段 

(２) 特設公衆電話回線（ＮＴＴ東日本） 

町は、ＮＴＴ東日本の協力のもと、災害時に携帯電話などが不通の際も、優先的に直

接避難所と通信できる特設公衆電話回線を、指定避難所である各小中高校９か所、中央

公民館、町民体育館、勤労青少年ホーム・文化村公民館などの公共施設４か所、町社会

福祉協議会の計 13 か所、41 回線を確保し、災害時の優先電話として使用する。 

資料編：４-３ 特設公衆電話設置場所 



第３編 震災対策計画 

第１章 災害予防計画 

第４節 情報収集 

 

3-27 

境町地域防災計画 

 

(３) バックアップ化 

町は、通信回線の多重ルート化、制御装置の二重化等に努め、中枢機器や通信幹線が

被災した場合でも通信が確保できるようにする。 

(４) 非常用電源の確保 

町は、災害時の停電に備え、庁舎地下及び水害避難タワーに併設された予備電源のほ

か、電気、水素、ＬＰガス等を使用した自動車を導入し、災害時の移動式予備電源とし

て確保する。また、再生可能エネルギー等の代替エネルギー等の活用やバッテリー、無

停電電源装置、自家発電設備等の整備に努めるとともに、発電機等の燃料の確保を図る。 

資料編：９-６ 町所有車両 

４ 災害時の優先通信 

町は、必要な部署等に災害時優先電話を配置するとともに、登録状況について管理し、

関係機関との情報共有を図る。 

５ サーバの負荷分散 

町は、災害時の機器の損傷や電力の枯渇によるサーバの停止、災害発生後のホームペー

ジ用サーバにアクセスが集中し、情報が閲覧しにくい状況が生じる場合においても、情報

発信を継続できるよう、ミラーリング（代替）サーバの確保など、サーバの負荷を分散す

る手段について情報通信事業者等と調整を図っておく。 

６ 情報提供に係る多様な通信手段の活用 

町は、被災者等への情報提供に当たり、放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関及び

ポータルサイト・サーバ運営業者の協力を得る。 

また、住民が災害に関する情報を随時入手したいというニーズに柔軟に応えるため、防

災行政無線、テレビ、ラジオ、携帯電話、電話、ＦＡＸ、メール（緊急速報メール、茨城

県防災情報メール）、アプリ（防災アプリ「Sakainfo」）、インターネット（町ホームページ、

町公式 Twitter、Yahoo!防災情報等）等を活用して、的確な情報を提供できるよう努める。 

７ ドローンによる多角的な情報収集 

町は、新たな情報収集・輸送手段等としてドローンを導入し、３次元ハザードマップと

連携することで効率化を図る。 

災害発生時、道路が途絶した場合や、人が直接踏み込めない場所の被害状況や、安否不

明者の捜索などにおいて有効な情報収集手段としてドローンを整備し、操作要員の養成に

努める。 

第２ 情報の分析整理 

１ 的確な分析整理 

町は、収集した情報を的確に分析整理するため、事務局に、情報収集・分析を担任する

職員を指定し、組織的かつ一貫した情報活動を行うとともに、システム操作員など人材育
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成を図るとともに、必要に応じ、防災アドバイザーを委託するなど、専門家の意見を活用

できるように努める。 

２ 情報の活用 

町は、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の収集、過去の地震

の統計資料の分析・蓄積に努める。 

また、都市空間情報デジタル基盤構築支援事業により、３次元ハザードマップを整備し、

水害リスクの可視化を推進する。なお、国及び関係機関と連携して、必要に応じ、災害対

策を支援する地理情報システムの構築について推進を図り、情報の充実に努める。 
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第５節 災害被害軽減への備え 

 

《計画体系》 

災害被害軽減への備え 
  

１ 緊急輸送への備え   

      

  
  

２ 臨時ヘリポートの設置 
  

       

  
  

３ 消火活動、救助・救急活動への備え 
  

       

  
  

４ 医療救護活動への備え 
  

       

  
  

５ 被災者支援のための備え 
  

       

  
  

６ 要配慮者の安全確保のための備え 
  

       

  
  

７ 燃料不足への備え 
  

       

  
  

８ 複合災害対策 
  

       

 

 

関係部課 

防災安全課、社会福祉課、介護福祉課、子ども未来課、農業政策課、建設課、

都市計画課、上下水道課、学校教育課、生涯学習課、総務課、多文化共生推

進室 

関係機関 

坂東消防署境分署、県西水道事務所、県西流域下水道事務所、保健所、茨城

西南医療センター病院、猿島郡医師会、社会福祉協議会、社会福祉関係機関、

ガス販売事業所、東京電力パワーグリッド(株) 

第１ 緊急輸送への備え 

災害による被害を 小限にとどめるためには、消防や人命救助、応急復旧や救援のための

物資輸送等の効果的な実施が必要となる。 

そのためには、緊急通行車両の調達と、その交通経路（緊急交通経路）の確保のための道

路啓開等を地震発生後、迅速に行うことが必要であり、町は県と連携し、指定された緊急輸

送道路の整備を推進して、緊急通輸送体制を整備していく。 

１ 緊急輸送路の指定・整備 

(１) 茨城県における緊急輸送路の指定 

県は、災害時に輸送路を確保するため、主要幹線道路として第１次緊急輸送道路及び

防災活動の重要拠点施設である境町役場や災害拠点病院である茨城西南医療センター病

院などの主要な拠点と接続する幹線道路として第２次緊急輸送道路を指定している。 

資料編：８-１ 緊急輸送道路 

２ 町における輸送路の確保 
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町は、県指定の第２次緊急輸送道路につながり、避難所等防災上重要な建物を結ぶ道路

を優先的に復旧できるよう努め、災害時の輸送路の確保を図る。 

３ 緊急輸送道路の整備 

町は、関係機関や道路復旧に係る協定締結者などと連携しながら、緊急輸送道路に指定

している道路について、災害時の道路の信頼性向上を図るため、国や県など関係機関と連

携しながら、緊急輸送道路の整備を行う。 

４ 緊急輸送道路における無電柱化の推進 

町は、緊急輸送道路に指定された施設の管理者に対して、緊急輸送道路について、災害

時の交通の確保を図るため、必要に応じて区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行

うよう指導するとともに、国が促進する一般送配電事業者、電気通信事業者における無電

柱化の取組みと連携しつつ、無電柱化の推進を図る。 

第２ 臨時ヘリポートの設置 

町は、緊急輸送の中継基地となる臨時ヘリポートを関係機関と協議の上４か所指定して

いる。また、近隣自治体との連携により安全な地域で新たなヘリコプターの緊急離発着場を

設定し、避難先及び緊急輸送道路等その利便性を考慮し、緊急患者輸送及び救援物資空輸拠

点として効率的な緊急輸送体制の確保を努める。 

なお、水害避難タワーの屋上や移住定住促進住宅の屋上に、レスキューポイントを設定し、

緊急搬送のほかヘリやドローンにより緊急物資輸送のための防災拠点として機能強化を図

る。 

 

名 称 所在地 土地の状況 管理者 

境第二中学校グラウンド 境町伏木 1310-1 運動場 境町 

多目的広場 境町上小橋 540 土 境町 

境町大歩運動場 境町大歩 327-1 土 境町 

境町利根川河川敷 境町宮本町 1695 地先 草地 境町 

資料編：２-４ 茨城県防災ヘリコプター応援要綱 

８-６ 臨時ヘリコプター離発着場及びレスキューポイント 

第３ 消火活動、救助・救急活動への備え 

町は、火災及び死傷者を 小限にとどめるため、消防力の充実強化、救助・救急体制の整

備など、消防対応力・救急対応力の強化を図る。 

また、境町消防団の人員確保、消防設備・器材の整備など消防力の整備強化に努めるとと

もに、初期段階で重要となる地域住民、自主防災組織による初期消火、救出、応急手当能力

の向上を図る。 

１ 火災予防対策の徹底 
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(１) 一般火気器具からの出火の予防 

① コンロ、ストーブ等からの出火の予防 

町は、住民に対し、地震を感じたら身体の安全を図るとともに、すばやく火を消すこ

と、対震自動消火装置の設置とその定期的点検、火気周辺に可燃物を置かないことなど

を普及啓発する。 

② 電気器具からの出火の予防 

町は、住民に対し、地震を感じたら安全が確認できるまで、電気器具のプラグを抜き、

避難など長期に自宅を離れる場合には、ブレーカーを落とすことなど通電火災発生の

未然防止について普及啓発する。また、揺れを感知すると電気を遮断する感電ブレーカ

ーなどの普及促進に努める。 

③ ＬＰガス遮断装置の普及 

町は、ガス事業者による地震を感じた場合等自動的にガスの供給を遮断する機能を

有する装置（マイコンメーター等）の普及を促進する。 

(２) 化学薬品からの出火の予防 

町は、化学薬品を保管している事業所、教育機関、研究機関等に、容器の破損が生じ

ないよう、管理を適切かつ厳重に行うよう周知・指導する。 

また、住民に対する防火思想の普及・高揚を図るとともに、火気使用設備及び危険物

施設等からの火災危険の排除指導を徹底的に行い、効果的な火災予防行政を展開するこ

とによって火災の未然防止を図る。 

(３) 消防同意制度の推進 

町は、消防法第７条の規定による消防同意制度※１の効果的な運用を図り、建築面から

の火災予防の徹底を期する。 
※１消防同意制度：建築物の建築確認の際、建築主事等からの消防庁又は消防署長への

同意のことで、対象は「確認等が必要な新築、増築などをする建築物の計画」で、同

意の要件は「建築物の計画が防火に関する規定に違反しないこと」 

（対象としていないもの：防火地域及び準防火地域以外の区域内における、戸建て専

用住宅及び住宅以外の部分の床面積が延べ面積の1/2未満かつ50㎡以下の併用住宅） 

【※消防法第７条：建築物の新築、増築、改築、移転、修繕、模様替、用途の変更、 

使用における許可、認可若しくは確認の権限】 

(４) 防火管理者の育成、指導 

町は、学校、病院、工場等消防法第８条及び第８条の２に規定する防火対象物の所有

者等に対し、必ず防火管理者を置くよう指導し、さらに当該防火管理者に対し、消防計

画の作成、防火訓練の実施、消防施設等の整備、点検及び火気の使用等防火管理上必要

な業務を行わせるよう努める。 

【※消防法第８条：防火管理者の決定及び消防計画作成義務（学校、病院、工場、事業

場、興行場、百貨店、複合用途防火対象物等）】 

【※同法第８条の２：防火管理者の決定及び消防計画作成義務（高層建築物、地下街等）】 

(５) 予防査察の強化指導 
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町は、消防法第４条及び第４条の２に規定する予防査察※１の実施に当たっては、消防

対象物の用途・地域等に応じて、計画的に実施し、常に当該区域内の消防対象物の状況

を把握し、当該対象物の関係者に対して、火災発生危険及び火災拡大危険の排除等火災

予防上必要な各種の措置の励行を強力に指導する。 
※１予防査察（立入検査）：消防法に基づき消防職員が建物や危険物施設に立ち入り、火

災予防上の観点から検査するもの（出典：東京消防庁） 

【※消防法第４条：火災予防における資料提出若しくは報告、立入及び検査又は質問

の権限】 

【※消防法第４条の２：火災予防における消防対象物及び期日又は期間を指定した立

入及び検査又は質問の権限】 

(６) 危険物施設等の保安監督の指導 

町又は県は、消防法に規定する危険物施設等の所有者、管理者又は占有者についてこ

れらの者が自ら計画的に危険物の取扱作業に関し、保安監督するよう指導し、また、危

険物取扱者に対し指導の強化を図るとともに、これら施設について必要の都度、消防法

第 16 条の５の規定による立入検査を実施し、災害防止上必要な助言又は指導をする。 

【※消防法第 16 条の５：危険物の貯蔵又は取扱いに伴う火災防止における資料提出 

若しくは報告、立入及び検査、質問又は収去の権限】 

(７) 防火思想、知識の普及徹底 

町は、住民の防火思想を普及徹底するため、関係機関並びに団体等と協力して、動画

や防火訓練、講習会等の開催、広報車の巡回、広報紙の配布、新聞等報道機関の利用等

を図る。 

２ 消防力の強化 

町は、火災の特性に対処しうる消防力を確保するため、「消防力の整備指針」及び「消防

水利の基準」に適合するよう、消防機械器具、消防水利施設、火災通報施設等について整

備強化に努める。 

(１) 坂東消防署境分署の強化の促進 

境分署は、大規模災害時、施設の老朽化により脆弱であり、分署自体が被災する可能

性がある。 

町は、茨城西南消防本部等と連携し、分署の施設移転、建替え等による防災基盤の強

化など消防体制の見直しの促進に努める。 

(２) 消防水利の確保 

消防水利は消火活動上欠くことのできないものである。 

町は、河川、防火用水、ため池等自然水利の確保とともに、消火栓、防火水槽、耐震

性貯水槽等を計画的に設置及び耐震化を促進し、平時におけるこれら消防水利の定期的

な点検・整備など水利状況の把握に努める。 

また、消火栓は上水道の拡張計画とともに推進されるが、災害時には水源池、送配水

管等の損壊により、全域にわたって消火栓が使用不能となる可能性もあり、消火栓の設

置と併せて防火水槽の設置のほか、河川・ため池の利用、プールの利用など水利の多様

化を図る。 
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資料編：１-３ 消防組織の体制 

(３) 消防車両・資機材の充実 

町は、通常の消防力の強化に加え、災害時の活用が期待されるタンク車の整備を推進

する。 

また、停電による通信機能不能に備え、発電機や消防団無線の充実を図るとともに、

署所においては燃料の確保対策や自家発電設備の整備を推進する。 

(４) 境町消防団の育成・強化 

町は、災害時の活動が十分にできるよう、資機材の整備、体制の確保、処遇の改善、

団員の教育訓練等を総合的に推進する。境町消防団は、地域社会における消防防災の中

核として重要な役割を果たしていることから、団員の確保等の問題に対して、地域の実

情を踏まえて、青年層や女性の参加促進、地方公共団体、農業協同組合等の職員の入団

促進、施設・装備の整備充実及び啓発活動等により、活性化を図り活動体制の強化に努

める。 

(５) 消防通信施設の整備 

町は、坂東消防署境分署と境町消防団、火災現場等との間で迅速・的確に情報の伝達

や指令等を行うための消防通信施設の整備充実を図るとともに、災害時の災害応急対策

活動における中核的防災機関として有効に機能するため、医療機関や自衛隊、警察等関

係機関との連携を密にし、通信連絡体制の確立を図る。 

３ 救助力の強化 

(１) 救助活動体制の強化促進 

町は、茨城西南消防本部等と連携し、災害現場から要救助者を安全な場所へ救出する

ため、応急対応班の設置、関係機関と連携して救助用資機材の使用について教育し、救

助活動体制の整備を図る。 

(２) 救助隊員に対する教育訓練への寄与 

町は、茨城西南消防本部等と連携し、大規模かつ広域的な災害に対応するため、消防、

自衛隊など救助隊員の救助訓練の場を提供するなど積極的に教育訓練を支援し、救助隊

員の状況判断能力と救助技術の向上に寄与する。 

４ 救急力の強化 

(１) 救急活動体制の強化 

町は、茨城西南消防本部等と連携し、迅速で確実な救急業務が遂行されるよう、平時

からの医療関係機関との密接な協調・連携のもと、救急体制・通信連絡体制の確立を図

り、救命率の向上に資する。 

① 自主防災組織等の防災リーダー等に対する救急救命士講習受講の促進 

② 救急医療機関との連携強化 

③ 住民に対し防災教育・防災訓練等を通じ応急手当の普及啓発 

(２) 防災ヘリコプター等による傷病者の搬送体制の確立 
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町は、大規模災害時に予想される交通の途絶等に対応するため、臨時離発着場の整備、

関係機関との連携強化を図り、ヘリコプターによる救急搬送体制を確立する。 

５ 地域の初期消火・救出・応急手当能力の向上 

(１) 初期消火力の向上 

町は、自主防災組織の実効性を高めるため、「消火活動の初動の要は『共助』」である

ことを啓発し、消火器、バケツ、可搬ポンプ等の消火資機材を備えるとともに、防火用

水の確保、風呂水のためおきなどを地域ぐるみで取り組むよう促進する。また、事業所

においても、地域の自主防災組織等との連携を図り、自らの初期消火力の向上に努める

よう促進する。 

(２) 救出・応急手当能力の向上 

① 救出資機材の備蓄 

町は、自主防災組織等に対し、家屋の倒壊現場からの救出などに役立つジャッキ、バ

ール、のこぎり、角材、鉄パイプなどの救出資機材の備蓄を地域内の建築業者等から調

達することを推進する。 

② 救助訓練 

町は、自主防災組織を中心として家屋の倒壊現場からの救助を想定した救助訓練を

推奨し、その指導助言を行うとともに訓練上の安全の確保に十分配慮し、全面的に支援

する。 

さらに、救急隊到着前の地域での応急手当は救命のため極めて重要であることから、

住民に対する応急手当方法の普及啓発を図る。 

(３) 防災訓練の充実、自主防災組織の育成 

町は、災害時において消防機関と連携し、地域住民が自主的に防火活動を行えるよう、

防火防災訓練の実施、自主防災組織の育成に努める。 

① 防火防災訓練の実施 

町は、防災機関の訓練と連携し、住民参加による地域ぐるみの防火防災訓練を実施し、

初期消火に関する知識と技術の普及に努める。 

② 自主防災組織の育成 

町は、行政区を単位として、自主防災組織の育成、特に次期行政区を担う防災リーダ

ー、若年層などの後継者の育成に努め、その活動を活性化し、組織の実効性・継続性を

高めるよう組織の育成強化と助言・協力する。 

また、新たな組織づくりに対しては、各行政区の災害リスク、規模等の特性に応じた

規約、要綱の作成を支援する。 

③ 町職員緊急招集訓練の実施 

町は、町職員の防災力の向上と非常体制における速やかで円滑な初期活動体制の構

築を目的とした、緊急招集訓練を実施する。 

(４) 防火対象物の防火体制の推進 

多数の者が出入りする防火対象物は、火災が発生した場合の危険度が大きい。 
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町は、消防法に規定する防火対象物について防火管理者を必ず選任させ、その者に災

害対策事項を加えた消防計画を作成させる。また、同計画に基づく消火、通報、避難等

の訓練の実施、消防用設備等の点検整備、火気の使用又は取扱いに関する指導を行うと

ともに、防火対象物について消防法の規定に基づく消防用設備等の設置指導を行い、当

該対象物における防火体制の推進を図る。 

(５) 避難誘導体制の整備 

地震等の災害時には、火災等の二次災害から住民の安全を守るための避難活動が必要

になることが予想される。 

町は、避難情報の伝達、避難誘導体制等について、水害時の避難計画に準じ行動する。 

また、避難情報の伝達、避難の誘導等については平素から地域に密着した防災活動を

行い、住民の指導的立場にある境町消防団の活動が重要である。なかでも、要配慮者の

避難誘導については境町消防団、自主防災組織を中心とした体制の整備に努める。 

第４ 医療救護活動への備え 

災害においては、広域あるいは局地的に、多数の傷病者が発生することが予想され、情報

の混乱と医療機関自体の被災などがあいまって、被災地域内では十分な医療が提供されな

いおそれがある。 

町は、医療機関等と連携し、これら医療救護需要に対し迅速かつ的確に対応するため、平

常時より医療救護活動への備えを図る。 

資料編：９-１ 医師会 

９-２ 第３次医療機関 

９-３ 救急車保有台数 

１ 医療救護施設の確保 

(１) 医療救護施設の耐震性の確保 

町は、医療救護の活動上重要な拠点となる茨城西南医療センター病院、保健センター

等の「耐震改修促進法」第 14 条に示す１号特定建築物に該当する医療・社会救護施設に

ついては、現在、耐震性は確保されており、引き続き計画的に耐震診断を行い、必要に

応じ、耐震改修を行う。また、災害時に医療救護を担う災害拠点病院等の施設において

も、建築物の倒壊等を未然に防止するため、法令等に従い、必要に応じて耐震診断や耐

震改修に努める。 

(２) ライフライン施設の代替設備の確保 

① 自家発電装置の整備 

町は、ライフラインが寸断された場合、診療能力を維持するため再生可能エネルギー

等の代替エネルギー等の活用や、３日程度の電気供給が可能な自家発電装置の整備を

促進する。必要に応じて、町の非常用電源となる庁用車により支援する。 

② 災害用井戸等の整備 
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病院は、ライフラインが寸断された場合、診療能力を維持するための水を確保するた

め、自家用の井戸を確保する必要がある。 

町は、発災時、必要に応じて自衛隊等、国の機関に対し県を通じ給水支援を要請し、

医療活動基盤を維持する。 

２ 医療品等の確保 

(１) 医薬品等の調達体制 

町は、県を通じて、茨城県医薬品卸業組合など、国や医療団体など各種応援の枠組み

を有効に活用し、災害用医薬品等の流通備蓄や、緊急調達を要請する。 

(２) 医療ガス等の確保 

町は、手術等に要する酸素ボンベ等について災害時においても円滑に確保できるよう

促進する。 

３ 医療関係者に対する訓練等の実施 

(１) 病院防災マニュアルの作成支援 

町は、施設管理者に対し、災害、特に大規模災害を想定した対応について助言し、病

院の防災体制、災害時の応急対策、自病院内の入院患者への対応策、病院に患者を受け

入れる場合の対応策等について留意した病院防災マニュアルの作成及び災害時に緊急災

害医療活動を継続するため、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進し、支援する。 

また、病院の継続した見直し・検証について支援する。 

(２) 防災訓練の実施 

町は、病院の防災担当と連携し、病院の防災訓練を促進し、積極的に協力するととも

に、町及び県が実施する防災訓練において、地域の防災機関や地域住民と災害想定に基

づく実際的な訓練実施の場を設け、共同連携について訓練する。 

４ 医療関係団体との協力体制の強化 

町は、災害時における医師や看護師等の派遣をはじめとした医療救護活動について、国

や医療団体との応援の枠組みを有効に活用するため、受援計画により受援内容、県への要

請手続、緊急連絡先など受援体制を確立し、医療関係団体との協定の締結を進めることに

より協力体制の強化を図る。 

医療関係団体は、町・県が実施する防災訓練に積極的に参加する。 

さらに、町、県及び医療関係団体は、効率的な救助・救急活動を行うため、協議会の設

置又は会議等を通じ、「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努め、平時より相

互の連携を図る。 

第５ 被災者支援のための備え 

発災後、指定避難所等に避難した被災者のうち、住居等を喪失するなど引き続き救助を必

要とする者に対しては、受入れ、保護を目的とした施設の提供が必要である。 
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また、住宅の被災等による各家庭での食料、飲料水、生活必需品の喪失、流通機能の一時

的な停止や低下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ

る。 

町は、避難所としての施設の指定及び整備を積極的に行っていく。また、災害発生直後か

ら被災者に対し円滑に食料、生活必需品及び飲料水の供給が行えるよう物資の備蓄並びに

調達体制の整備を行っていく。 

１ 避難施設等の整備 

＜避難施設等の種類と定義＞ 

名称 定義 

指定避難所 

災害の危険性があ

り、避難した住民等

を災害の危険性がな

くなるまでに必要な

間滞在させ、また、

災害により家に戻れ

なくなった住民等を

一時的に滞在させる

ための施設 

町内避難所 災害の危険性があり、避難した住

民等を災害の危険性がなくなるまで

に必要な間滞在させ、また、災害に

より家に戻れなくなった住民等を一

時的に滞在させるため町内に設けた

施設 

広域避難所 
※１ 

町内で避難を完結することが困難

となるような広域的な水害が発生し

た場合又はそのおそれがある場合

に、緊急に生命若しくは身体を災害

から保護することを目的とした施設

（災害の危険性がなくなるまで一時

的に滞在することを目的とした施

設） 

指定緊急避難場所 

災害が発生し、又

は発生するおそれが

ある場合にその危険

から逃れるため、洪

水や地震など異常な

現象の種類ごとに安

全性等の一定の基準

を満たす施設又は場

所 

町内 

緊急避難場所 

・町指定施設 

・民間施設 

災害が発生し、危険な施設、家屋

から地域一時的に避難する施設・場

所のほか、大規模水害発生の可能性

があり、広域避難を検討中の段階に

おいて危険な地域から一時的に避難

者を受け入れるための施設 

広域 

緊急避難場所 
※１ 

町内で避難を完結することが困難

となるような広域的な水害が発生し

た場合又はそのおそれがある場合

に、緊急に生命若しくは身体を災害

から保護することを目的とした施設

又は場所（災害の危険性がなくなる

まで一時的に滞在することを目的と

した施設） 

広域避難先※１ 

広域避難所、広域緊急避難場所のほか、安全な地域における親戚、知人、

宿泊施設、車中避難等の町が指定する避難所等以外の自主避難先を含む町

外の避難先 

福祉避難所 
一般の避難所では生活に支障をきたす要配慮者に対し特別の配慮がなさ

れた避難所（発災後の一定期間経過後に必要に応じて開設する施設） 

※１利根川、渡良瀬川の大規模洪水等による広域避難先のため、地震では開設しない。 

(１) 指定避難所、指定緊急避難場所等の指定 

① 指定避難所及び指定緊急避難場所の指定状況 
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町は、現在、指定避難所として 60 か所、指定緊急避難場所として３か所、指定避難

所兼指定避難場所を 60 か所指定している。このうち、広域避難に係る避難所及び緊急

避難場所は大規模水害を対象とした避難先であり、各行政区の公民館等は、基本的に地

震等の災害を対象とし、当該行政区の住民を対象とした自主防災組織（当該行政区）に

よる開設・運営を基本とする。 

なお、地震時、住家が使用できる場合は、在宅避難を推奨している。ライフラインが

途絶した場合には、状況に応じて、学校・公民館等を拠点とし、水・食料・トイレなど

の配給・支援体制を確立する。 

また、町で保有する社会的備蓄であるモバイル建築を有効に活用する。これらは、平

常時には町の賑わい施設として有効に活用し、発災時には、被災者や避難者の受入れ、

首都直下地震など大規模災害時には、仮設住宅としての活用を前提としている。 

② 対象施設の要件 

指定避難所兼指定緊急避難所は、避難施設の整備に基づき、物資の運搬、炊事、宿泊

等の利便性、収容可能人数、エアコン、バリアフリー、地域的な特性や過去の教訓、想

定される災害、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、小・中学校、

高校の体育館、町民体育館等の公共建築物を対象としている。 

また、耐震診断がされていない施設については、速やかに診断を実施し、結果に応じ

て耐震補強等の措置を行う。 

町は、避難所で収容しきれない大規模災害の場合は、県の「災害時支援協力に関する

協定」に基づき、ゴルフ場の活用を図る。 

③ 住民への周知 

町は、平常時から、指定避難所等の場所、収容人数等について、住民への周知徹底を

図る。また、災害時に指定避難所等の開設状況や混雑状況等について、茨城県災害情報

共有システムよる報道機関からの放送、町ホームページ、町公式 Twitter、防災アプリ

「Sakainfo」、Yahoo!等の民間アプリなどの多様な手段により周知する。 

資料編：５-１ 指定避難所兼指定緊急避難場所 

５-２ 指定緊急避難場所（町内） 

(２) 福祉避難所の指定 

町は、避難所内の一般の避難スペースでは生活することが困難な障がい者等、医療的

ケアを必要とする者等、要配慮者のため、福祉避難所として４か所指定している。 

また、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電

源の確保等の必要な配慮をするよう努める。 

なお、福祉避難所は災害発生から一定期間経過後、必要に応じて開設する。 

① 福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配

慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられている。町は、災害が発生した場

合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主とし

て要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する。 

② 町は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることが

ないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として避難所を指定する際に、受入

対象者を特定して公示する。 
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③ 町は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調

整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所

へ直接避難することができるよう努める。 

④ 町は、福祉避難所を開設できない場合、指定避難所に要配慮者スペースを設置し、

要配慮者を一時的に避難させる。また、福祉避難所開設時には必要に応じて担当職員

を派遣するが、大規模災害発生当初には、福祉避難所に派遣する職員を確保できない

場合があるため、福祉避難所の設置及び管理に関しては、施設管理者等と連携し協力

を得ながら対応を図る。 

資料編：５-７ 福祉避難所 

(３) 避難所の耐震性の確保 

町は、平常時より建物の耐震診断を積極的に推進していくものとし、特に避難所に指

定され耐震改修促進法第 14 条に基づく１号特定建築物にあたる公共施設を重視し改築

に努める。 

(４) 避難所の備蓄物資及び設備の整備 

① 避難所の備蓄 

町は、指定避難所等に必要な食料及び資機材等をあらかじめ整備し、又は必要なとき

は直ちに配備できるよう各小学校に災害時に非常用トイレ室として使用できる防災倉庫

を５箇所整備している。また、水害避難タワー上に１室、広域避難所である町外の公立

高校３校の施設内に防災倉庫として部屋を確保し、庁舎地下及び庁用車駐車場に物置タ

イプの倉庫倉庫を整備している。なお、備蓄に当たっては、乳幼児用の備蓄品や、感染

症対策に必要な資材を準備する。 

ア 食料、飲料水 

イ 毛布、ビニールシート等 

ウ ラジオ 

エ 通信機材 

オ 液体ミルク 

カ 照明設備（非常用発電機を含む。） 

キ 炊き出しに必要な機材及び燃料 

ク 給水用機材 

ケ 救護所及び医療資機材 

コ 物資の集積所 

サ 仮設の小屋又はテント、仮設のトイレ、マンホールトイレ 

シ マット、簡易ベッド、段ボールベッド、パーティション（テント） 

ス 携帯トイレ、簡易トイレ 

セ マスク、消毒液、ＰＰＥ、体温計、清掃用具、消毒用ポンプ等感染症対策資機材 

資料編：10-１ 備蓄倉庫の位置及び備蓄品の保管状況 

② 避難所設備の整備 
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町は、空調、洋式トイレ、バリアフリー設備の設置など高齢者・障がい者等の要配慮

者への配慮や専用物干し場、更衣室、授乳室の設置など乳児や女性への配慮を積極的に

行っていく。 

③ 避難所における予備電源の確保 

町は、大規模地震に備えた移動式電源として使用できる水素・電気自動車などを配備

するとともに、電気の供給が停止した場合でも、施設・設備の機能が確保されるよう、

水素やソーラー設備による再生可能エネルギーの活用を含めた非常用電源設備等の整備

に努める。 

(５) 避難所の運営体制の整備 

① 住民主体の運営体制への移行 

町は、住民等に対し、マニュアルの作成、訓練、防災講話等を通じて、「自らの地域

は自ら・皆で」の精神の下、自助・共助の重要性を啓発し、避難所の運営管理のために

必要な知識等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的

に避難所を運営できるように配慮するよう努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高

まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。 

② 各施設管理者による指定避難所の運営・管理 

町は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。 

また、各避難所の運営者と連携し、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、

専門家、ＮＰＯ・ボランティア団体等によるセミナー、シンポジウム等に積極的に参加

し、情報交換に努める。 

(６) 避難所の感染症対策 

町は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から、避難所のレ

イアウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含め、

関係部局で連携して、必要な措置を講じるよう努める。この際、避難所運営担当職員に

対して、病院の感染症対策専門職員による衛生教育、ＰＰＥ着脱訓練などにより識能の

向上に努めるとともに、感染症対策用備品を備蓄する。また、感染症対策を踏まえた避

難所運営についてマニュアルを整備し、職員に周知する。 

２ 食料、生活必需品等の供給体制の整備 

(１) 食料、生活必需品等の備蓄並びに調達体制の整備 

① 町の体制整備 

ア 備蓄品・備蓄場所の設定要領 

町は、想定される罹災人口のおおむね３日分を目標として食料、生活必需品等の備

蓄に努める。その際、避難所に指定されている施設・町役場、体育館等を備蓄場所と

して整備に努める。 

なお、備蓄・調達品目の設定においては、ライフラインが途絶しても食用可能な食

品や、乳幼児、高齢者・障がい者等の要配慮者への配慮や、アレルギー対策、感染症

対策等を考慮する。 
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イ 発災後の物資の確保要領 

町は、災害時において被災者に対する食料、生活必需品等の供給が必要となった場

合や、町において十分な量を確保できない場合は、必要量を確保するため、茨城県県

西農林事務所、関東農政局茨城拠点、農林水産省指定倉庫の責任者等との連絡・協力

体制の整備を図っておく。 

このほか、生産者、生活協同組合、農業協同組合、その他販売業者と十分協議し、そ

の協力を得るとともに、事業者と物資調達に関する契約及び協定の締結・更新等に努め

る。 

ウ 大規模地震における物資の調達要領 

町は、大規模な地震が発生した場合には、町内全体が被災し、生産・流通機能が停

止することを考慮し、県及び近隣自治体と連携し、町外の救援物資などの物資拠点・

機能の確保に努め、国の物資調達・輸送調整等支援システムなどを有効に活用する。 

② 住民、事業所等の備蓄 

町は、事業所及び住民に対し、「自らの命は自ら守る」との防災意識を普及啓発し、

災害時のライフライン施設や食料等の流通途絶、行政庁舎等の被災による支援の途絶

の可能性を踏まえ、自ら必要な食料など、次の物資を 低３日間、推奨１週間分備蓄す

ることを促進する。 

また、事業所においても、安全が確保でき、社員の帰宅がかえって危険な場合などは、

事業所内での避難施設を確保し、同様に社員分の備蓄品を確保するよう促進する。 

 

＜食料品、生活必需品等の備蓄例＞ 

食料等 パックごはん、ビスケット・クッキー、即席めん、味噌汁・
スープ、レトルト食品、缶詰、乳児用粉ミルク・液体ミルク、
飲料水等 

生活必需品等 寝具 毛布等 

日用品雑貨 石鹸、タオル、歯ブラシ、歯磨き粉、トイレットペーパー、
ごみ袋、軍手、バケツ、洗剤、洗濯ロープ、洗濯バサミ、蚊
取線香、携帯ラジオ、老眼鏡、雨具、ポリタンク、生理用品、
ティッシュペーパー、ウェットティッシュ、紙おむつ等、使
い捨てカイロ、マスク、消毒液、ガムテープ等 

衣料品 作業着、下着（上下）、靴下、運動靴等 

炊事用具 鍋、釜、やかん、包丁、缶切等 

食器 箸、スプーン、皿、茶碗、紙コップ、ほ乳ビン等 

光熱材料 ロウソク、マッチ、懐中電灯、乾電池、ＬＰガス容器一式、 
コンロ等付属器具、卓上ガスコンロ等 

その他 ビニールシート等 

 

３ 応急給水・応急復旧体制の整備 

(１) 行動指針の作成 

町は、応急給水・応急復旧の行動指針として次の事項を定めておく。なお、行動指針

は職員に周知徹底しておくとともに、水道施設の耐震化の進展等、状況の変化に応じ見

直す。 
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ア 緊急時の指揮命令系統 

イ 給水拠点及び水道施設並びに道路の図面の保管場所 

（同一図面の複数の場所への保管場所を含む。） 

ウ 指揮命令者等との連絡に必要な手順等 

(２) 応急給水資機材の備蓄並びに調達体制の整備 

町は、水道事業者として、地震により水道施設が損壊し、供給が不能となった場合、

施設の早期復旧を図るとともに、速やかに応急給水活動が行えるよう、応急給水資機材

の備蓄・更新並びに調達体制の整備を行う。なお、各小学校にある耐震貯水槽の水を有

効に活用する。 

ア 給水タンク車 

イ 給水タンク 

ウ 浄水器 

エ ポリ容器 

オ ポリ袋等 

資料編：６-１ 防災設備等 

９-５ 給水車等配備状況 

(３) 給水支援体制の整備 

町は、大規模災害などで、長期かつ広範囲に水の供給が止まり、町の応急給水の能力

を超えるような場合には、自衛隊へ災害派遣を要請し、避難所近傍に給水拠点を設定し

て給水支援を受ける。 

(４) 検水体制の整備 

町は、井戸、プール、防火水槽、ため池、沈殿池、河川など比較的汚染の少ない水源

を浄水処理した水について、飲用の適否を調べるため、事前及び災害時に水質検査が行

える検水体制を整備しておく。 

４ 自宅療養者等への情報提供 

新型コロナウイルス感染症の自宅療養者※１への避難に関する情報提供は、基本的に県で

あり、具体的な検討・調整を行うこととなっているが、町は、感染拡大など状況により町

による実施に備え、個人情報に留意しつつ、自宅療養者等に関する情報を共有する。また、

濃厚接触者※２（感染症ではない）は、町で避難の責任を有するため、避難方法について検

討しておく必要がある。ただし、重症化リスクや、病床圧迫状況など、国の対応の基本方

針の変更に伴う対応の変化について柔軟に対応する。 
※１自宅療養者：入院病床の状況及び宿泊療養の入居可能状況を踏まえ、外出しないこ

とを前提に、自宅での安静・療養を行う軽症者等（出典：厚生労働省） 
※２濃厚接触者：陽性者と一定の期間（発症日の２日前から療養終了までの期間若しく

は検体摂取時の２日前から療養終了までの期間）に陽性者と接触した者のうち、次の

範囲に該当する方（出典：厚生労働省） 

■陽性者と同居している人 

■陽性者と長時間の接触があった人（車内、航空機内等での同乗の場合（航空機は

同行家族が原則）を含む。） 
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■適切な感染防護なしに陽性者を診察、看護又は介護していた人 

■陽性者の気道分泌液や体液などの汚染物質に直接触れた可能性が高い人 

■マスクなしで陽性者と 1m 以内で 15 分以上接触があった場合 

※ただし、これらはあくまで原則であり、感染状況や各地域の実情に応じて判断さ

れる。 

５ 安否不明者の把握・公表手続の整備 

町は、災害時、主に防災アプリの安否確認機能を使用して安否情報を収集し、その危険

度や、救助の優先順位などを判定する。そのため、防災アプリの普及に努めるとともに、

安否不明者の氏名等の公表は、県と情報を共有して連携を保持し、安否情報の齟齬を避け

るため、基本的に県が一元的に発表する。 

６ 罹災証明書の交付体制の整備 

町は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明

書の交付の担当部局を定め、住家の被害認定調査の担当者の育成、他の市町村や民間団体

との応援協定の締結、応援の受入体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付

に必要な業務の実施体制の充実強化に努める。 

また、被災者生活再建支援システムの構築・運用について県と協力するとともに、県に

よるシステム操作研修や建物被害認定調査、被災者台帳を活用した被災者支援等に係る研

修機会等への参加により、罹災証明書の迅速な交付と適切な被災者支援を図る。 

資料編：17-１ 罹災証明書 

第６ 要配慮者の安全確保のための備え 

近年の災害発生時には、要配慮者の犠牲が多くなっている。 

町は、基礎的地方自治体として、住民の意識を高め、関係機関と連携しつつ「自助」「共

助」「公助」をもって「犠牲者〚ゼロ〛」を目指し、災害時の要配慮者等の支援体制を整備

する。 

１ 在宅の要配慮者の安全体制の確保 

町は、本計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき、避難行動要

支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うため、防災担当部局と福祉担当部局など関

係部局及び行政区長、民生委員・児童委員、町社会福祉協議会、ケアマネージャー等と連

携の下、平常時より避難行動要支援者に関する情報を共有し、避難行動要支援者名簿の作

成及び個別避難計画の策定に努める。 

(１) 避難行動要支援者の範囲 

町は、次に定める基準に基づき、避難行動要支援者の把握に努める。なお、名簿への

登載対象者は、生活基盤が自宅にある在宅の方で、個人としての避難能力の有無に加え、

避難支援の必要性を総合的に勘案して判断する。 

ア 要介護認定３～５を受けている方 

イ 身体障害者手帳（１級、２級）の交付を受けている方 
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ウ 療育手帳Ａの交付を受けている方 

エ 精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けている方 

オ 75 歳以上の高齢者のみで世帯を構成する方 

カ その他、前各号に準ずる状態にあり、災害時の支援が必要と認められた方 

(２) 避難行動要支援者名簿の作成 

① 避難行動要支援者名簿の作成と管理 

町は、避難行動要支援者を災害から保護するため、必要な避難支援等を実施するため

の基礎となる「避難行動要支援者名簿」を作成する。また、庁舎の被災等の事態が生じ

た場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

なお、避難行動要支援者名簿には、対象者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記

録する。 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 電話番号その他の連絡先 

カ 避難支援等を必要とする事由 

キ 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し必要と認める事項 

② 避難行動要支援者名簿の更新 

在宅の要配慮者の状況は、日々変化していく。 

町は、避難行動要支援者名簿については、対象者の居住状況や避難支援を必要とする

事由を適切に反映したものとなるよう、更新の仕組みを構築し、必要に応じて随時、名

簿を更新して 新の状態に保つよう努める。 

③ 避難行動要支援者名簿の情報の共有 

町は、避難行動要支援者の避難支援等に必要となる事項に変化が生じたとき、その情

報を庁内及び自主防災組織の長、民生委員・児童委員、町社会福祉協議会、警察、消防

など避難支援等関係者間で共有する。 

また、転居や入院により避難行動要支援者名簿から削除された場合、該当者の名簿情

報の提供を受けている避難支援等関係者に対して、避難行動要支援者名簿の登録から

削除されたことを周知する。 

(３) 個別避難計画の作成 

① 個別避難計画の作成と管理 

ア 避難行動要支援者の特性に応ずる個別避難計画の策定 

町は、避難行動要支援者が迅速に避難できるよう、防災担当部局と福祉担当部局な

ど関係部局の連携の下、避難行動要支援者名簿の作成に併せ、名簿情報に係る避難行

動要支援者ごとに作成の同意を得て、防災関係機関及び福祉関係者と協力し、対象者

の特性に応ずる個別避難計画（避難行動要支援者の所在、家族構成、緊急連絡先、日
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常生活自立度、かかりつけ医、避難手段、避難所までの避難ルート等の情報）の策定

に努める。 

イ 支援者間の相互協力体制の整備 

町は、策定した個別避難計画に基づき、民生委員・児童委員や、避難行動要支援者

の近隣住民（自主防災組織や地域防災協力員）、避難行動要支援者を対象とする地域ケ

アシステムの在宅ケアチームやボランティア組織等との連携により、避難行動要支援

者安全確保に係る相互協力体制の整備に努める。 

ウ 実効性ある計画の整備 

町は、コーディネーターとなる民生委員・児童委員や自主防災組織等を中心に、避

難行動要支援者を個別に訪問し、本人と具体的な避難支援等の方法について打ち合わ

せ、町や避難支援等関係者間で避難支援等に必要な情報を共有できるよう、避難行動

要支援者名簿に記載されている情報に加え、下記の情報等を記録する。 

＜具体的な支援方法＞ 

・ 発災時に避難支援を行う者 

・ 避難支援を行うに当たっての留意点 

・ 避難支援の方法や避難先、避難経路 

エ 個別避難計画の更新と管理 

町は、個別避難計画について、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの

見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要

に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活

用に支障が生じないよう、情報の適切な管理に努める。 

② 地区防災計画との整合 

町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、自

主防災組織により地区防災計画の作成を促進し、定める場合は、地域全体での避難が円

滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担

及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう指導する。また、訓練等により、

両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

(４) 避難支援等関係者への事前の名簿情報及び個別避難計画情報の提供 

町は、本計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、社

会福祉協議会、自主防災組織、地域医師会など避難支援等に関わる関係者に対し、避難

行動要支援者本人の同意又は町の条例の定めがある場合には、あらかじめ避難行動要

支援者名簿及び個別避難計画情報を提供する。 

また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、

避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、名簿情報の漏

えいの防止等必要な措置を講じる。 

① 平常時における情報の外部提供 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画情報は、平常時から避難支援等関係者に提

供され、共有されていることで、いざというときの円滑かつ迅速な避難支援等の実施に

結びつく。 



第３編 震災対策計画 

第１章 災害予防計画 

第５節 災害被害軽減への備え 

3-46 

境町地域防災計画 

 

町は、避難行動要支援者の名簿及び個別避難計画情報について、あらかじめ避難支援

等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に提供する。 

情報の提供については要支援者やその家族等が社会生活を営む上で不利益を受ける

おそれがあることから、民生委員・児童委員の訪問活動や郵送等により、事前に要支援

者や代理人から同意を得ることが必要である。 

② 情報の提供先 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画情報の提供に際しては、秘匿性の高い個人

情報が含まれる。 

町は、消防機関、警察署のほか、担当地域の民生委員・児童委員や自主防災組織その

他避難支援関係者に限り、情報を提供する。 

③ 住民等と情報を共有する場合の留意点 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画情報は、その性格上、個人情報保護を大前提

に適切な管理、使用が求められる。 

町は、避難行動要支援者の情報を共有する際には、個人情報の漏えいを防止するため、

情報管理の徹底を図る。 

(５) 平常時における避難行動要支援者の名簿及び個別避難計画情報の活用 

① 避難支援等関係者の対応原則 

避難支援等関係者は、平常時から、避難支援等関係者への名簿及び個別避難計画情報

の提供に同意した避難行動要支援者の避難支援について、情報に基づき避難支援を行

う。 

② 避難支援等関係者の安全確保 
町は、平常時から、一人ひとりの避難行動要支援者に避難行動要支援者名簿制度の活

用や個別避難計画作成の意義等について理解してもらうことと併せて、避難支援等関

係者は全力で助けようとするが、助けられない可能性もあることを理解してもらうよ

う努める。 

③ 個別避難計画が作成されていない避難行動支援者の避難支援 

町は、避難支援が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に関わる

関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整

備など、必要な配慮をする。 

(６) 避難行動支援に係る共助力の向上 

住民相互の助け合いを促し避難支援等の体制を構築するために、平常時から地域づく

りを進める必要がある。 

町は、防災に直接関係する取り組みだけでなく、日常の様々な事業の中で避難行動要

支援者が地域社会で孤立することを防ぎ、避難行動要支援者自身が地域に溶け込んでい

くことができる環境づくりに努める。 

≪避難行動支援に係る地域づくりの具体例≫ 

ア 地域行事への避難行動要支援者等の参加の呼びかけ 

イ 避難行動要支援者等への日頃からの声掛けや見守り活動 
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(７) 災害時の情報提供、緊急通報システムの整備 

町は、災害時における迅速かつ適切な情報提供を行うため、聴覚障がい者など情報入

手が困難な障がい者に対して、視覚で確認できる防災行政無線戸別受信機（文字表示機

能付）や、ＦＡＸなど通信装置の給付や障がい者団体との連携により情報伝達体制の確

立に努める。 

また、要配慮者が迅速に避難できるよう、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、

防災関係機関及び福祉関係者と協力して、避難に関する情報の伝達マニュアルの策定を

するとともに、情報伝達体制の整備に努める。 

さらに、災害時における的確かつ迅速な救助活動を行うため、要配慮者に対する緊急

通報装置の給付の促進など、緊急通報システムの整備を図る。 

(８) 防災知識の普及・啓発、防災訓練の実施 

町は、近隣住民（自主防災組織）、地域ケアシステムの在宅ケアチームやボランティア

組織等の協力により、要配慮者及びその関係者に対して、災害時における的確な対応能

力を高めるため、地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかける等、防災意識の啓発に

努める。なお、防災訓練等の実施に当たっては、要配慮者の特性に配慮し、地域におい

て要配慮者を支援する体制の整備に努める。 

また、要配慮者の防災行動マニュアルの策定など、要配慮者に十分配慮したきめ細か

な防災に関する普及・啓発を図る。 

(９) 「共助」主体による避難支援体制の構築と避難支援者の安全確保 

町は、地域で協力し、「共助」を助長して救命率を上げるため、自主防災組織を主体と

した避難支援体制の構築に努める。 

なお、町や関係機関等の「公助」においては、避難支援等関係者のうち、真に支援が

必要な避難行動要支援者を優先的に支援できるようコーディネーターとなる関係者との

連携・協力の下、平常時から対象者の掌握に努める。 

また、避難支援者の身体的安全を守るため、避難支援者の行動範囲や 終的な「退避」

の判断基準について明確化するなど、避難支援者の安全を 大限確保する。 

２ 社会福祉施設等の安全体制の確保 

(１) 社会福祉施設等による防災組織体制の整備 

町は、災害発生時に社会福祉施設等の施設管理者による迅速かつ的確な対応のため、

あらかじめ施設職員の職務分担、動員計画及び避難誘導体制等の整備を図るとともに、

厚生労働省令に基づく「非常災害対策計画」の作成及び見直しについて助言・指導を行

い、施設入所者等の安全を確保する。 

(２) 緊急応援連絡体制の整備 

町は、社会福祉施設棟の施設管理者による非常用通報措置の設置など、施設の特性に

応じた災害時の通信手段の整備を促進するとともに、災害リスクの異なる社会福祉施設

との相互応援協定の締結、近隣住民（自主防災組織）、ボランティア組織等との連携等施

設入所者等の安全確保について、協力体制の整備を促進する。 

また、町と福祉関係団体との協定の締結により、要配慮者支援への協力体制の強化を

図る。 
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(３) 社会福祉施設等の耐震性の確保 

町は、社会福祉施設等の施設管理者に対し、利用者の大半が、要配慮者であることか

ら、災害時における建築物の倒壊等を未然に防止するため、耐震診断の実施や耐震補強

工事に努めるよう促進する。 

また、要配慮者の避難所の拠点となる公立社会福祉施設について、施設入所者の安全

を図るため、計画的に耐震診断を行い必要に応じ耐震補強工事を行う。 

(４) 防災資機材の整備、食料等の備蓄 

社会福祉施設等の施設管理者は、災害に備え、食料、生活必需品、非常用自家発電機、

防災資機材等の備蓄に努める。 

町は、要配慮者の避難所ともなる社会福祉施設等に対し、防災資機材等の整備や食料

等の備蓄を促進する。 

(５) 防災教育、防災訓練の実施 

町は、施設管理者による施設職員に対する防災教育や防災訓練の実施について指導・

助言を行う。また、町として施設管理者に対し、防災知識及び意識の普及、啓発を図る

ために必要な助言等を行うとともに、防災関係機関、近隣住民（自主防災組織）、ボラン

ティア組織等を含めた総合的な地域防災訓練への参加を促進する。 

３ 外国人等に対する防災対策の充実 

町は、町国際交流協会などの団体と連携し、言語、生活習慣、防災意識の異なる外国人

や旅行者等が災害時に迅速かつ的確な行動がとれるよう、防災知識の普及、防災教育や防

災訓練への参加の推進、外国人への住民登録の推進、災害時マニュアルの携行促進、語学

ボランティアの確保等について努めるとともに、簡単な日本語の使用など地域全体で外国

人等への支援システムや救助体制の整備等に努める。 

(１) 外国人の人数や所在の把握 

町は、災害時における外国人の安否確認等を迅速に行い円滑な支援ができるように、

日常時における外国人の人数や所在の把握に努める。 

(２) 防災知識の普及啓発 

町は、町国際交流協会等と連携し、日本語を理解できない外国人のための勉強会にお

いて、やさしい日本語による防災講話、町の災害リスクや避難情報、避難先・避難行動

等に関する知識の普及に努め、外国語による防災に関するパンフレットを、外国人との

交流会や外国人雇用事業所等様々な交流機会や受入機関等を通じて配布を行うほか、イ

ンターネット通信等を利用して、防災知識の普及・啓発に努める。 

(３) 避難者カード、災害時マニュアルの携行促進 

町は、町国際交流協会等と連携し、外国人が被災した場合の確認、連絡や医療活動等

を円滑に行うため、氏名や住所、連絡先、言語、血液型等を記載した避難者カードを勉

強会等の機会を通じて作成し、また、多言語に係る災害時マニュアル等を配布してそれ

らの携行の促進に努める。 

(４) 外国人が安心して生活できる環境の整備 
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① 外国人相談体制の充実 

町は、町国際交流協会等と連携し、外国人が日常生活の中で抱える様々な問題につい

て、身近なところで気軽に相談し適切なアドバイスを受けられるように、外国人相談窓

口の充実を図る。 

② 外国人にやさしいまちづくりの促進 

町は、避難先や避難路等の避難施設の案内板について、外国語の併記も含め、その表

示とデザインの統一を図るなど、外国人にもわかりやすいものを設置するように努め

る。 

また、町は、県と連携し、案内板の表示とデザインの統一化について検討を進める。 

③ 外国人への行政情報の提供 

町は、町国際交流協会等と連携し、生活情報や防災情報等の日常生活に関わる行政情

報を外国人に周知するため、広報誌やガイドブック、ラジオ、インターネット通信等、

各種の広報媒体を利用して外国語による情報提供を行う。なお、多種多様な人種・言語

に対応するため、やさしい日本語の使用を推奨する。 

④ 外国人と日本人とのネットワークの形成 

町は、町国際交流協会等と連携し、外国人も日本の地域社会に溶け込み、その一員と

して地域で協力し合いながら生活できるよう、地域住民との交流会の開催など様々な

交流機会の提供を行い、外国人と日本人とのネットワークの形成に努める。また、同一

言語ネットワークの構築により、日本語の通じるキーパーソンを通じて各言語間で情

報発信・共有できる仕組みの構築を推進する。 

⑤ 語学ボランティアの支援 

町は、県と連携し、災害発生時に通訳や翻訳等を行うことにより、外国人との円滑な

コミュニケーションの手助けをする語学ボランティアの活動を支援するため、あらか

じめその「担当窓口」を設置する。 

(５) 外国人を含めた防災訓練の実施 

町は、町国際交流協会等の団体、自主防災組織と連携し、平常時から外国人の防災へ

の行動認識を高めるため、外国人を含めた防災訓練を積極的に実施する。 

また、自主防災組織による防災訓練への参加を促進し、地域として外国人避難者を考

え、体制を整備できるよう「共助」力の向上を促進する。 

さらに、防災部署、外国人対応部署、福祉部署など庁内で連携し、県等が実施する外

国人を対象とした講習会、避難訓練などへ参加し、対応能力の向上を図る。 

４ 要配慮者の避難所等における支援体制の確保 

町は、避難所における要配慮者支援において、ＤＷＡＴ※１をはじめ福祉専門職による福

祉支援を受け入れるため、県、近隣自治体との調整・協力のもと、避難所近傍に受入施設

を設定し、支援体制を確保する。 

また、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被

災者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」

意識の普及、徹底を図る。 
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※１ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム：Disaster Welfare Assistance Team）： 

大規模災害発生時等における避難所において、高齢者や障がい者、乳幼児などの要配

慮者を対象に、食事や入浴の介助・相談、感染症の予防、まん延防止の措置などの支

援を行い、生活機能の低下や要介護度の重度化などの二次被害の防止を図るため、福

祉専門職から構成されるチーム（茨城県では、県職員、県社会福祉協議会及び福祉関

係団体等で構成される。） 

第７ 燃料不足への備え 

町は、大規模災害時、燃料給油が滞る事態が発生した場合に備え、県と県石油業共同組合

との協定に基づき指定された災害応急対策車両専用・優先給油所等のほか、町外の給油所を

併せ把握するとともに、災害応急対策車両を指定しておくなど、燃料の優先供給体制を整備

し、住民の生命の維持及びライフラインの迅速な復旧を図る。 

また、庁用車について、水素自動車や電気自動車、災害に強いＬＰガスの使用できるハ

イブリット車の導入など予備電源を兼ねた移動式の脱炭素エネルギー化を推進する。 

１ 災害応急対策車両専用・優先給油所の指定 

町は、災害応急対策車両専用の優先給油所又は県の中核給油所について、関係者との認

識を共有し、災害応急対策用車両の給油所を周知し、災害対応力の強化に努める。 

この際、大規模災害に備え、近隣自治体等近隣の給油所を併せ周知し、有効に活用する

とともに、給油所への殺到による混雑・混乱による災害応急車両の妨げを防止するため、

一般に対しての公表を厳に慎む。 

２ 災害応急対策車両等の指定 

(１) 災害応急対策車両の指定 

町は、県及び県石油業協同組合との協定「大規模災害発生時における緊急給油の考え

方（26.1）」に基づき、災害応急対策車両を、次の優先順位で指定し、県知事へ報告する

とともに、関係機関への指定を促進する。また、指定車両には「応急対策車両ステッカ

ー」を作成し備えておく。（ただし、赤色灯付の車両を除く。） 

≪災害応急対策車両及び優先順位≫ 

① 第１優先順位（大規模災害発生直後から優先供給対象） 

ア 道路、河川等の応急復旧を行うため必要な車両 

イ パトカー、救急車等赤色灯付の車両（道路交通法第 39 条及び同施行令第 13 条に

定める緊急車両に限る。） 

ウ 電気、ガス、通信、上下水道等ライフラインの応急復旧を行うため必要な車両 

エ 医療機関の車両（当該医療機関名の表示があるものに限る。） 

オ 県及び市町村（又は一部事務組合）が災害応急対策を行うため必要な公用車（給

水車、ごみ収集車等を含む。） 

カ その他、行政機関の依頼に基づき、支援物資等の運搬など災害応急対策を行うた

め必要な車両 

【※道路交通法第 39 条：緊急自動車の通行区分等の権限】 
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【※同施行令第 13 条：緊急自動車の範囲】 

② 第２優先順位（大規模災害発生後おおむね４日以降優先供給対象） 

ア 訪問看護・訪問介護・訪問薬剤指導を実施するため必要な車両 

イ 薬剤等を医療機関に運搬するため必要な車両 

注）ただし、上記に該当する場合においても、個人所有の車両は除く。 

資料編：８-４ 【様式】災害応急対策車両指定の報告様式 

８-５ 【様式】災害応急対策車両ステッカー（第１順位、第２順位） 

(２) 災害応急対策車両管理者等の責務 

町は、重要施設の管理者に対し、災害に伴う停電が発生した場合においても、再生可

能エネルギー等の代替エネルギー等の活用や、 低限３日間継続して電力を賄うことが

できるよう、自家発電設備を備えるとともに、必要な燃料の備蓄を行うよう指導する。 

また、災害応急対策車両に指定された車両の所有者又は使用者は、日頃から燃料を満

量近く給油しておくよう促進する。 

町は、上記対策を含め、各管理者に対し、災害発生時にも必要 低限の業務が継続で

きるよう、業務継続計画を策定するよう促進するとともに、指定された施設及び車両に

変更等が生じた場合には速やかに県に報告する。 

３ 平常時の心構え 

町は、県と連携し、災害発生時の燃料の供給不足に伴う混乱を防止するため、住民及び

事業者等に対し、災害時応急対策車両や重要施設に対する優先燃料供給への理解促進、車

両の燃料を日頃から半分以上としておくよう心がけるなど、災害発生時に備えた燃料管理

等の普及啓発を行う。 

また、日常生活や事業活動において、車両が必要不可欠な住民及び事業所に対し、車両

の燃料を日頃から半分以上としておくよう心がけるなど、自助努力に努めるよう働きかけ

る。 

第８ 複合災害対策 

町は、県と連携し、コロナ禍における災害対応など複合災害※１の発生可能性を認識し、各

計画等を見直し、備えを充実する。 

また、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定した机上訓練を行い、要員の参

集、合同の災害対策本部の立上げ等の実動訓練の実施に努める。 
※１複合災害： 

同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被

害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象（出典：茨城県） 
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第６節 防災教育・訓練 

 

《計画体系》 

防災教育・訓練 
  

１ 防災知識の普及計画   

      

  
  

２ 防災訓練 
  

       

  
  

３ 災害に関する調査研究 
  

       

 

 

関係部課 
防災安全課、子ども未来課、社会福祉課、介護福祉課、保険年金課、学校教

育課 

関係機関 
医療関係機関、社会福祉関係機関、社会福祉施設管理者、事業所、坂東消防

署境分署、区長会、境町消防団 

第１ 防災知識の普及計画 

災害においては、過去の災害の教訓を踏まえ、住民一人ひとりが、「自らの身の安全は自

らが守る（自助）」ことを基本認識とし、平常時より防災についての備えを心がけるととも

に、発災時には自らの身を守り、ともに助け合う（共助）意識と行動することが重要である。

こうしたことから、防災対策をより一層効果的に行うために、住民を挙げての取り組みが重

要である。 

町は、地域の関係者の連携の下、居住地、職場、学校等において、地域の災害リスクや自

分は災害に遭わないという思い込み（正常性バイアス）等の必要な知識を教える実践的な防

災教育の実施や防災訓練への参加を促すなど、防災思想、防災知識の普及啓発を進め防災意

識の高揚に努める。 

その際、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 

資料編：15-１ 大規模地震：平成 23 年３月 11 日 東日本大震災 

15-４ 感染症対応：令和２年～ 新型コロナウイルス感染症 

１ 住民に対する防災知識の普及 

町は、住民の防災に対する意識の高揚を図り、災害時には住民一人ひとりが正しい知識

と判断をもって、自らの生命と財産は自らの手で守るという心構えと行動ができるよう、

防災週間や防災とボランティア週間等を活用して、防災知識の普及徹底を図る。 

また、地震に関する情報を住民が容易に理解できるよう、地震情報（震度、震源、マグ

ニチュード、地震活動の状況等）、過去の地震災害の対応・教訓、南海トラフ地震に関連す

る情報等の解説に努め、報道機関等の協力を得て、住民に迅速かつ正確な情報を伝達する。 

(１) 普及すべき防災知識の内容 

町は、県及び関係機関と連携し、住民に対し、地域のハザードマップや災害時のシミ

ュレーション結果などを示しながらその危険性を周知する。また、専門家（防災アドバ

イザー等）の知見も活用しながら、災害による犠牲者「ゼロ」とする方策は、住民等の
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「平常時の備え」が基本となることを踏まえ、事前の備蓄や住家の耐震化、家具等の転

倒防止など、次の事項について普及・啓発を図る。 

① 低３日間、推奨１週間に相当する量の食料及び飲料水等の備蓄、非常持出品の定

期的な点検、玄関や寝室への配置等の推進、自動車へのこまめな満タン給油の実施な

ど事前の備えに関すること。 

② 家具・ブロック塀等の転倒防止、寝室等における家具の配置等の見直しなど転倒防

止対策に関すること。 

③ 地域の緊急避難場所や避難所、危険箇所等を記載した地図などの作成の促進など

避難行動をあらかじめ認識するための取組みに関すること。 

④ 発災当初の安否確認等による輻輳を回避するため、災害用伝言板や災害用伝言ダ

イヤル、ソーシャル・ネットワーキングシステム等の利用及び複数の手段の確保を促

進するなど災害時の連絡に関すること。また、災害時の家庭内の連絡体制等（避難方

法や避難ルールの取り決め等）について、あらかじめ決めておくことを推進するなど

災害時の家族内の連絡体制の確保に関すること。 

⑤ 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備えとして、地震保険・共済加入をはじめ

とした自助による地震への備えに関すること。 

⑥ 平成 30 年 12 月に公表した「茨城県地震被害想定」にて想定される被害状況につい

て周知するなど被害軽減のための対策や行動に関すること。 

⑦ 地震災害時の危険性を把握するため、簡単な気象知識、余震による二次被害のおそ

れ、災害危険箇所、過去の主な被害事例などについて防災知識の普及・啓発に関する

こと。また、気象庁から発表される「緊急地震速報」の特性と限界、具体的内容、発

表時に利用者がとるべき行動等についての十分な周知に関すること。 

⑧ 避難先（町の指定避難先、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等自らの避難先）、

避難経路等の確認、避難時や避難先での行動に関すること。また、二次災害を考慮し、

基本的に安全が確認できれば在宅避難も有効であること。 

⑨ 地域で実施する防災訓練への積極的参加、初期消火など初歩的な技術の習得や地

域内での顔の見える関係の構築、自主防災組織等の活動を促進するなど地域防災に

関すること。 

⑩ 要配慮者への支援協力に関すること。 

⑪ 飼い主による家庭動物との同行避難や避難所での飼養についての準備等に関する

こと。 

⑫ 地震等による被災者の生活安定に寄与することを目的とした公的保険制度であり、

被災者の住宅再建にとって有効な手段の一つである地震保険制度の普及・促進に関

すること。 

⑬ 防災関連設備等の準備に関すること。 

・ 非常用持出袋 

・ 消火器等消火資機材 

・ 住宅用火災警報器 

・ その他防災関連設備等 

⑭ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生

活の再建に資する行動に関すること。 

⑮ その他地域の実情に応じて住民の安全確保に関すること。 
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(２) 普及の方法 

町は、県及び関係機関と連携し、住民に対し、次のような各種広報媒体や講習会等を

活用して防災知識の周知徹底を図る。 

① 広報紙、パンフレット、防災マップ等の配布 

町は、県及び関係機関と連携し、広報紙、パンフレット等を作成し、広く住民に配布

することにより、災害・防災に関する知識の普及、防災意識の高揚を図る。 

町は、地域の防災的見地からの防災アセスメントを行い、地域住民の適切な避難や防

災活動に資する防災マップ、地区別防災カルテ、災害時の行動マニュアル等をわかりや

すく作成し、住民等に配布する。 

なお、作成に当たっては、住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避

難に対する住民等の理解を促進する。 

② 講習会、講演会等の開催及び訓練の実施 

町は独自で又は県及び関係機関と連携し、防災をテーマとした講演会、講習会、シン

ポジウム、座談会等を、公民館等の社会教育施設を活用して催し、広く参加を呼びかけ、

知識の普及、意識の高揚を図る。この際、防災に関する有識者等により、防災リーダー

や将来を担う学生などを対象とした防災教育を推進する。 

③ その他メディアの活用 

・ テレビ・ラジオ、文字放送及び新聞の利用 

・ 映画・ビデオ等による普及 

・ インターネットの利用 

２ 児童生徒等に対する防災教育 

保育園、幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等（以下「学校」という。）

においては、園児・児童生徒等の発達段階かつ地域の災害リスクに応じた防災教育を行い、

防災に関する知識の普及啓発、防災意識の高揚を図る。 

(１) 児童生徒等に対する防災教育の充実 

① 児童生徒等に対する防災教育 

町は、各学校等の危機管理マニュアルや防災計画などの計画に基づき、児童生徒等の

発達段階に応じた防災教育の充実を図ることを促進する。この際、指導内容として、町

の災害リスク、大規模災害における避難行動、自助・共助の重要性、過去の地震の惨状

と教訓、町の防災への取り組み・対策の現状など画像・映像を交えた印象教育を重視し、

避難訓練等の主体的な学習により理解を促進する。 

② 防災教育内容の充実 

町は、学校に対し、災害時に一人ひとりがどのように行動すべきかなどを自ら考え学

ばせる「自立的に行動するための防災教育」、学校を核とした地域での避難訓練や避難

所運営などを行う「地域活動と連携した実践的な防災教育」の視点に立った指導を行え

るよう支援する。 

実施に当たっては、登下校時など学校外も含めたあらゆる場面を想定し、授業等によ

る指導や避難訓練等の体験的学習の充実に努めるとともに、保護者等も一緒に防災に
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関する知識等を学べる機会を設けるよう促進する。また、訓練に当たっては、必要な支

援・助言を行う。 

この際、境町消防団など関係機関が参加し、努めて現地現物による実践的かつ体験型

の防災訓練を推進する。 

(２) 教職員の防災意識の高揚と指導力の向上 

児童生徒の防災意識及び防災力の向上は、指導者である教職員の指導・感化力による

ところが大きい。このため、町は、学校に対し、防災に関する各種研修として、心肺蘇

生法等の職員研修会を通じて、学校における防災体制の確立や防災教育のあり方につい

て助言・支援するとともに、必要な防災関係指導資料の提供及び防災教育などにより、

教職員の資質向上に努める。 

(３) 避難訓練等の実施 

町は、学校における防災訓練が形骸化しないよう、大規模災害を想定した焦点を絞っ

た事象別対応訓練又は発災から一連の流れに基づく総合的な対応訓練を定期的に実施し、

災害に備えるとともに、実施に当たっては、家庭や地域の関係機関と連携した訓練の実

施や専門家の協力を得て避難行動を評価してもらう等、避難訓練を工夫するなど実践的

かつ効果的な訓練を促進する。 

３ 防災対策要員に対する防災教育 

防災業務に従事する職員及び応急対策を実施する防災対策要員は、災害に関する豊富な

知識と適切な判断力が要求される。 

町は、次のような防災教育や計画的かつ継続的な研修に努め、長期的な視点に基づいた

人材育成を実施する。 

(１) 応急対策活動の習熟 

町は、被災者救護活動、情報収集活動、応急復旧活動等の現場活動に従事する防災対

策要員に対しては、防災対策職員を年度当初に指定し、大規模災害を対象としたマニュ

アルの作成や対策の周知徹底、活動地域の現地視察・研修などにより習熟を図る。 

(２) 研修会及び講習会の開催 

町は独自で又は災害に関する学識経験者、防災機関の担当者、災害を被った自治体の

担当者等を講師として招き、研修会、講演会、ワークショップ、セミナーを開催すると

ともに、災害用伝言板や災害用伝言ダイヤルを実際に体験してもらう等の体験型の項目

を組み込んでいくよう努める。 

(３) 自主防災組織の実効性の向上 

大規模地震が起きた際は、「自助」及び自主防災組織を中心とした近隣住民の「共助」

による活動が、要救助者の救命率の９割を占めるとの過去の実績もあることから、区長

を中心とした自主防災祖組織等のリーダーとなる人材を養成し、防災士取得を促進・支

援するなど、自主防災組織の実効性を高める。 
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第２ 防災訓練 

防災訓練においては、災害リスクに応じ、何の災害を対象とするか焦点を明確にして実施

する必要がある。 

町は、防災訓練に当たって、住民一人ひとりが訓練目的を理解し、個々の対応行動の確立

及び自主性を助長するとともに、関係機関や自主防災組織との協調体制の更なる強化を目

的として各種の実践型の防災訓練を実施する。 

１ 町、防災機関等が実施する訓練 

(１) 避難訓練 

① 町による避難訓練 

町は、大規模災害を焦点とし、関係機関や避難施設の管理者等と連携し、一斉メール

による地震発災・被災状況や避難所の開設等の一連の情報発信・伝達訓練、避難所研修・

避難所受入訓練や防災マップ作成など機能別訓練を実施し、総合訓練へつなげる。この

際、感染症の対応や県や国による防災訓練の枠組みを有効に活用する。 

② 保育園、幼稚園、小学校、中学校、病院及び社会福祉施設等における訓練 

町は、災害時の幼児、児童生徒、傷病者、身体障がい者及び高齢者等の要配慮者、災

害対応力の比較的低い施設利用者の生命・身体の安全を図り、被害を 小限にとどめる

ため、各施設で作成した危機管理マニュアルや防災計画などに基づき、施設管理者に対

し避難訓練を中心とする防災訓練を実施するよう指導するとともに、必要な支援を行

い、実効性を向上させる。 

③ 学校と地域が連携した訓練の実施 

町は、学校と連携し、児童生徒を含めた地域住民の参加により、学校における避難所

運営や炊き出し等の実践的な訓練を行うよう努める。 

(２) 非常参集訓練 

町は、防災関係機関の実施する非常参集訓練等などの促進により災害時の即応・連携

体制強化する。また、町の実施する災害対策本部訓練に連動し、リエゾンの派遣、本部

運営訓練及び情報収集・伝達訓練も併せて実施する。 

(３) 通信訓練 

町は、地震の発生を想定した被害状況の把握及び伝達が迅速かつ適切に行えるよう定

期的に通信訓練を実施するとともに、非常用電源設備を活用しての通信訓練も実施する。

この際、音声だけでなく、ドローンや携帯電話等による画像・動画通信を組み合わせる

など通信の実効性を向上する。 

また、有線及び防災行政無線が使用不能になったときに備え、関東地方非常通信協議

会※１が実施する非常通信訓練に参加し、非常時の通信連絡の確保を図る。 
※１関東地方非常通信協議会： 

電波法（昭和 25 年法律大 131 号）第 74 条の規定に基づき、地震、洪水等の非常事態

が発生した場合に、人命救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のため、

必要な通信の円滑な運用を図るため昭和 29 年に設立 
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防災関係の国の機関、管内各都県、市長会、村町マイ、電子通信・ライフライン関係

事業者で構成 

２ 事業所、自主防災組織及び住民等の訓練 

(１) 事業所（防火管理者）における訓練 

町は、学校、病院、工場、事業所、大型店舗及びその他消防法で定められた防火管理

者に対し、その定める消防計画に基づき避難訓練を定期的に実施するよう指導する。 

また、地域の一員として、町、所轄消防署及び地域の防災組織の行う防災訓練にも積

極的に参加し、事業所の特性に応じた防災対策行動により地域に貢献するよう努めるよ

う指導する。 

(２) 自主防災組織等における訓練 

町は、関係機関と連携し、「共助」の要である自主防災組織等の実効性を高めるため、

防災意識の向上、地域住民の防災力の強化、組織活動の習熟及び関連防災機関との連携

を図る。このため、地域の事業所とも協調して、年１回以上の組織的な訓練実施に努め

るよう指導する。 

訓練種目は、緊急情報伝達訓練、初期消火訓練、応急救護訓練、避難訓練及び高齢者・

障がい者等の避難行動要支援者の安全確保訓練等を主とする。 

また、自主防災組織等からの指導協力の要請を受けた場合は、関係機関と連携し、積

極的に自主防災組織等の活動を支援する。 

(３) 住民の訓練 

町は、関係機関と連携し、住民一人ひとりの災害時の行動、すなわち「自助」が犠牲

者「ゼロ」達成の根源である重要性に鑑み、防災訓練に際して広く住民の参加を求め、

住民の防災知識の普及啓発、防災意識の高揚及び防災行動力の強化に努める。 

また、住民に対し、防災対策の重要性の理解を促進し、各種の防災訓練への積極的・

主体的な参加、防災教育施設での体験訓練、家庭での防災会議の実施等の防災行動を継

続的に実施に努めるよう促進する。 

３ 町総合防災訓練・避難力強化訓練 

(１) 実働訓練と併せた各種訓練の実施 

町は、年の訓練の集大成として、防災関係機関相互の連携体制の強化を図り、災害リ

スクを踏まえた総合防災訓練を実施する。 

この際、区長会と連携した実行委員会を立ち上げ、企画段階から実施まで一貫した訓

練の実施など自発的防災意識を啓発し、自主防災組織の実効力及び住民の参加率の向上

を図る。 

また、各機関の防災活動・装備品展示、体験型訓練、合同炊事など総合的な訓練の実

施により参加意識の高揚を図る。 

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害

対応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。 

(２) 訓練項目（例） 

ア 避難訓練（声掛け、安否確認、情報伝達等訓練） 
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イ 交通規制及び交通整理 

ウ 避難準備及び避難誘導、指定避難所の開設・運営 

エ 救出・救助、救護・応急医療 

オ 各種火災消火 

カ 道路復旧、障害物除去 

キ 緊急物資輸送 

ク 災害情報の収集伝達 

ケ ライフライン復旧 

コ 要配慮者の支援 

サ 合同炊事、応急給水活動 

シ その他、災害時に起こりうる被害を想定した幅広い項目 

(３) 図上訓練（ロールプレイング） 

町は、総合防災訓練の場において、特に災害対策本部における初動を重視し、災害対

策本部を運営する職員の熟度の向上（組織体制・災害対応能力の向上）及び円滑な運営

の検証並びに運営上の課題等を明らかにして改善措置を講ずるために図上訓練を実施す

る。 

(４) 訓練参加機関 

町は、県、自主防災組織、ボランティア組織、事業所、要配慮者を含めた、できるだ

け多くの地域住民の参加を呼びかけるとともに、警察や消防、自衛隊などの防災関係機

関と協力し実施する。 

第３ 災害に関する調査研究 

災害は、建物の倒壊や火災の延焼、ライフライン施設の破壊等災害事象が広範でかつ複雑

である。 

町は、地震及び地震防災に関する調査研究機関との連携を図りながら、過去に経験した災

害等に関する実態を時間的、計数的、視覚的に把握するとともに、地域の自然特性、社会特

性等を正確に把握し、災害対策を総合的、効果的に推進していく。 

１ 基礎的調査研究 

町は、地震及び地震防災に関する観測、調査、研究を実施している官民の各研究機関と

の連携、観測データ及び研究成果の流通並びに情報の一元化等を行い、昨今の全国で発生

している地震、町の過去の災害の教訓を踏まえ、総合的な視点から調査研究を行う体制を

強化する。 

２ 防災アセスメントの実施 

災害対策の立案や公共施設の災害予防対策、住民の普及啓発のための資料として、町内

の危険度評価等を行う防災アセスメントは効果的である。 

町は、県及び防災関係機関と協力し、防災アセスメントを実施するよう努める。 

３ 災害対策に関する調査研究 
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町は、被害を 小限に食い止める方法を常に調査研究し、その成果に基づき、ハード面

の整備や、防災拠点・緊急避難場所の整備、情報伝達手段の改善など災害の防止策の向上

に努める。 

４ 災害教訓の伝承 

町は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大災害

に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、適

切に保存する。また、広く一般の人々が閲覧できるよう地図情報その他の方法により公開

に努める。さらに、災害に関する石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えて

いくよう努める。 

加えて、自ら災害教訓の伝承に努める。このため、災害教訓の伝承の重要性について啓

発を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・

公開等により、住民が災害教訓を伝承する取組みを支援するよう努める。 

資料編：15-１ 大規模地震：平成 23 年３月 11 日 東日本大震災 

15-４ 感染症対応：令和２年～ 新型コロナウイルス感染症 
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第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 初動対応 

大規模な地震災害等においては、職員の被災、交通機関の途絶等が想定されるが、ハード・

ソフト両面にわたる平常時の備えと職員の自動参集体制に基づき状況に応じた応急活動を実施

する体制を速やかに整えることが重要である。そのため、職員の動員・配備体制の基準、参集

要領、配備の基準などを明確にし、また、町の体制が完了するまでの間、迅速な初動対応が必

要となる。 

町は、被害状況の拡大に応じた応急対策を実施する上で、職員の動員を速やかに行い初動体

制の確立を図る。 

 

《計画体系》 

初動対応 
  

１ 初動対応組織の編成   

      

  
  

２ 職員参集・動員 
  

       

  
  

３ 災害対策本部設置前の動員 
  

       

  
  

４ 災害対策本部設置時の動員 
  

       

  
  

５ 被災状況を把握するための組織体制 
  

       

 

 

関係部課 

総務課、防災安全課、企業立地推進室、新型コロナウイルス接種対策室、秘

書広聴課、多文化共生推進室、まちづくり推進課、ふるさと納税推進室、情

報システム室、税務課、地方創生課、財政管財課、住民課、人権・協働ハー

モニー室、子ども未来課、健康推進課、社会福祉課、介護福祉課、保険年金

課、建設課、都市計画課、農業政策課、上下水道課、会計課、学校教育課、

生涯学習課、給食センター、議会事務局、農業委員会事務局 

関係機関 坂東消防署境分署 

第１ 初動対応組織の編成 

町は、地震発生後の初動において、町の災害対応体制が確立されるまでの間等、迅速かつ

組織的な対応により、交通の安全を確保するとともに、住民の救援・救護、避難等の要請に

対応するため、年度当初から職員を指定し、初動対応のための組織（以下「初動対応チーム」

という。）を編成する。 

なお、初動対応チームは、水害対応を基本とした編成となっているが、地震時の対応にお

いても、本編成を準用する。 

  



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 初動対応 

3-61 

境町地域防災計画 

 

＜初動対応チームの編成＞ 

 

 

第２ 職員参集・動員 

１ 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

地震災害における配備体制は、４段階の配備体制で応急活動を実施する。動員配備の決

定基準は、気象庁が発表する町内での地震の揺れの規模、災害の状況等により、次のとお

り定める。 

  

境町初動対応チーム

学校等調整組

救護１組

救護２組

救護３組

１組

２組

３組

交通統制１班 交通統制２班

１組

２組

３組

１組

２組

３組

交通統制班 救援班

本部班 現場対応隊 避難所対応班

長：危機管理監
副：同 専門監

長：建設課長 長：社会福祉課長

長：防災安全課長
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＜配備基準＞ 

 

＜配備体制＞ 

配備区分 
【災害対策本部等の設置】 

配備体制の内容 参集職員 

注意体制 
（1 次配備） 

【災害対策連絡室】 

・地震･気象情報の収集、県への連絡が円滑に
行える体制 

・軽微な災害等で交通統制等の初動対応がで
きる体制 

長：危機管理部長 
□初動対応チーム（災

害規模の状況により
編成） 

警戒体制 
（2 次配備） 
【警戒本部】 

・被害情報収集、把握、連絡活動及び住民の
周知、災害応急活動が速やかに実施できる
体制 

長：危機管理部長 
□総務課長 
□建設課長 
□各防災職員 

特別警戒体制 
（3 次配備） 

【特別警戒本部】 

・災害応急活動の準備及び必要な災害応急活
動を実施 

・事態の推移に伴い速やかに災害対策本部を
設置できる体制 

長：副町長 
□各部長 
□各課長 
□各課災害対策検討委

員（総括要員） 

非常体制 
（4 次配備） 

【災害対策本部】 

・全員により災害応急対策が実施できる体制 
①情報収集・運用検討 
②対報道・広報活動 
③災害応急復旧活動 
④被災者支援活動 
⑤学校教育対策 

長：町長 
□全職員 

非常体制（4 次配備：災害対策本部） 

特別警戒体制（3 次配備：特別警戒本部） 

警戒体制（2 次配備：警戒本部） 

注意体制（1 次配備：災害対策連絡室） 

・町内で震度 5 強の地震が発生したとき。 
・その他大規模な災害が発生又は切迫し、副町長が必要と認め、町長の承認を

得たとき又は町長から指示されたとき。 

・町内で震度 4 の地震が発生したとき。 
・県下で震度 5 強以上の地震が発生したとき。 
・その他、災害が発生するおそれがあり、危機管理部長が必要と認め、町長の承
認を得たとき又は町長から指示されたとき。 

・町内で震度 6 弱以上の地震が発生したとき。 
・町内で災害救助法の適用を必要とする地震災害が発生したとき。 
・南海トラフ地震又は首都直下地震が発生（認定）したとき。 
・その他、町長が必要と認めたとき。 

・町内で震度 5 弱の地震が発生したとき。 
・その他大規模な災害が発生するおそれがあり、危機管理部長が必要と認め、町

長の承認を得たとき又は町長から指示されたとき。 
・町内で地震が発

生したとき。 

・県下で地震が発

生したとき。 

・その他、災害が

発生するおそれ

がありと認めた

とき。 

配備基準 

配備基準 

配備基準 

配備基準 
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２ 職員の動員・参集時の基本 

(１) 職員の動員配備体制の決定 

動員は、配備基準及び配備体制に定める基準に至った場合又は災害発生の可能性があ

る場合等で、危機管理部長が必要と認め、町長が当該配備を承認した場合又は町長が必

要と認め指示した場合に決定する。ただし、災害の種類・規模・発生の時期、その他に

より必要と認められるときは、動員基準と異なる動員を発令することができる。 

(２) 職員の動員 

① 動員の伝達手段 

原則、職員の動員については、防災アプリ及びメール等の一斉配信を基準とし、併せ

て電話等による複数の手段を利用する。 

ア 勤務時間内の場合 

災害対策本部の配備体制については、本部長の命に基づき、庁内放送をもって行う。

関係機関に対しては、電話、携帯電話、メール等 も速やかに行える方法によるほか、

茨城県災害情報共有システムにより、速やかに県へ体制等を報告する。 

イ 勤務時間外の場合（休日・夜間） 

■町内に震度６弱以上、災害救助法の適用を必要とする地震が発生、南海トラフ地

震又は首都直下地震発生の地震情報を警備員又は日直員が受理したときは、直ち

に危機管理部長に連絡する。 

■危機管理部長は副町長に報告する。 

■副町長は町長に報告する。 

 

上記の場合により、職員を動員する必要があるときは、本部長は、副町長を通じ危

機管理部長に災害対策本部設置を発令する。 

危機管理部長は、各班長に班員の勤務場所への参集を指示する。 

各課（班）長は、班員に勤務場所への参集を指示する。 

a. 防災アプリ等による伝達 

危機管理部長は、防災安全課に指示し、可能性のある段階から防災アプリ及びメー

ル等の一斉配信により注意喚起し、段階に応じて関係職員の参集を指示する。また、

部課長会の LINE グループの配信により、主要職員への徹底を図る。 

b. 携帯電話等による伝達 

危機管理部長は、緊急連絡網に基づき、関係機関等への電話連絡を指示するととも

に、伝達の完全を期すため、メールのほか、必要な場合には主要職員に対し、携帯電

話、一般加入電話等により災害対策本部開設に伴う動員の伝達を指示する。 

c. ラジオ・テレビの情報による自動参集 

職員は、テレビ、ラジオにより報道される地震災害情報など参集の基準に合致した

場合や災害発生のおそれがあると判断した場合は、自ら判断し、指示を待つことなく

速やかに自主参集する。 

② 動員の伝達系統 

動員伝達系統を次に示す。 
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ア 初動対応チーム 

 

イ 一般職員等 

a. 防災アプリ及びメール等による場合（勤務時間内外共通） 

 

※ 小規模な場合（一部の道路冠水等）は危機管
理部長の判断で参集し、町長へ報告する。
必要な場合は町長に仰指し、承認を得る。

②承認

①仰指 ①報告
仰指

②了承
承認

（大規模な場合）

（小規模な場合※）

③編成指示

④編成指示

⑤一斉配信（防災アプリ）

予令及び参集指示
通報

報告

⑤一斉配信
（防災アプリ）

≪ 協 議 ≫
副 町 長
教 育 長
危機管理部長
防災安全課長
危 機 管 理 監

町長 危機管理部長

初動対応チーム長
（防災安全課長）

本部班長
（危機管理監）

初動対応チーム

副町長
教育長

各部・課・室長

③
編
成
指
示
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b. 電話による場合 

【勤務時間内】 

 

 

【勤務時間外（休日、夜間）】 
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③ 自動参集 

職員は、勤務時間の内外を問わず、庁内で震度６弱以上の地震が発生したときは、直

ちに各所属班で配備・参集することとする。 

④ 配備の命令を受けた町職員の行動 

ア 配備の原則 

町から配備命令を受けた職員は、勤務時間の内外を問わず、直ちに各所属班で配備

につくことを原則とし、 低３日分の水・食料、着替え、日用品、雨具など。個人で

準備する。そのため、平常時から個人携行品として準備しておくことを推奨する。 

イ 勤務時間外に配備の命令を受けた場合 

職員自身又は家族の被災等のため配備につくことができないときは、直ちにその旨

を所属長に連絡する。また、居住地の周辺で大規模な被害が発生し、自主防災組織等

による人命救助活動等が実施されているときは、これに参加し、その旨を所属長に連

絡する。ただし、本部長、副本部長、本部員及び対策検討班要員については、この限

りでない。 

ウ 交通機関の途絶等のため、勤務場所に赴くことができないとき 

通信連絡により、所属長又は災害対策本部の指示を受け災害応急対策に従事する。

これらの措置が不可能な場合は、 寄りの町施設、避難所等に参集する。ただし、本

部長、副本部長、本部員及び対策検討班要員については、この限りでない。 

エ 参集途上において事故等に遭遇したとき 

職員は、付近住民と協力し適切な処置をとり、その旨を所属長に連絡する。 

オ 参集不要者の基準 

次に示すものは、参集に応じない。 

この際、異常の有無等を所属長に報告するとともに、自ら報告できない場合は、家

族から役場へ連絡するようにしておく。また、所要の処置後、参集可能な者は、処置

後に速やかに参集する。 

a. 妊娠中の職員 

b. 育児休業中の職員 

c. 病気休職中の職員 

d. 療養休暇中の職員 

e. 家族の中に要介護者や障がい者があり、当該職員しか介護等をする者が存在し

ない場合 

f. 家族の中に小学生以下の子どもがあり、当該職員しか監護する者が存在しない

場合、又は他の監護者が来るまでの間 

g. 当該災害に起因する次の場合 

・ 当該災害により負傷した職員 

・ 当該災害により、家族が負傷して当該職員しか看護する者が存在ない場合、又

は他の看護者が来るまでの間 
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第３ 災害対策本部設置前の動員 

災害対策本部設置前の配備体制における職員の動員計画は、災害の発生状況に応じ３段

階に分けて計画する。 

区分 指揮者 動員配備 

注意体制 危機管理部長 

・災害対策連絡室を設置 

□危機管理部長以下危機管理部※１ 

□防災安全課長、危機管理監、同専門監 

□初動対応チーム※２（本部班、現地対応班、避難所対応班） 
※１上項の動員の伝達系統に従い対応 
※２動員編成は、災害の規模・状況により別示 

警戒体制 危機管理部長 

・警戒本部を設置 

□危機管理部長以下危機管理部 

□防災安全課長、危機管理監・同専門監、防災安全課職員 

□総務課長、総務課職員 

□建設課長、建設課職員 

特別警戒体制 副町長 

・特別警戒本部を設置 

□危機管理部長以下危機管理部、防災安全課長、危機管理監、

同専門監 

□副町長 

□総務部長 

□秘書公室長 

□企画部長 

□町民生活部長 

□福祉部長 

□建設農政部長 

□教育次長 

□教育（委員会）参事 

□議会事務局長 

□上記各部等内の各課・室・センター所 長及び農業委員会事務

局長 

□上記各課・室の災害対策検討委員（総括要員） 

□その他、各部長等が必要と認める者 

１ 各体制共通事項 

各体制における本部（事務局）について、危機管理部内（執務エリア）を基準として設

置する。 

動員配備職員 活動の内容 

□本部要員（防

災安全課職員

等） 

・消防・警察、ＴＶ等の報道関係、各種システム、ドローン等各種情報収集手

段により地震速報・地震災害情報等を収集し、状況を 新の状態にして表示

する。 

・境町ホームページ、公式 Twitter 等により、災害のページを開設し、住民へ

情報を提供する。 

・時系列による行動のほか、指示事項・処置の有無等を記録し、 新の状態を

表示する。 

・携帯無線機の通信系や、グループライン等を構成し、野外行動班等との指揮・

連絡体制を確立する。 
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動員配備職員 活動の内容 

・災害情報共有システムや、災害時の報告の基準に基づき、必要事項を県へ報

告する。 

・各種会議の準備・統制を行う。 

□各対策部・課 

・現場での情報収集・報告は、写真・動画等リアルタイムでの報告に留意する。 

・各班の電話記録をまとめ、本部（事務局）へ報告し、命に係る情報は優先し、

直接、危機管理部長へ報告する。 

 

２ 注意体制における活動 

注意体制における動員配備職員は、各課の事務分掌に基づいて活動を実施する。 

動員配備職員 活動の内容 

□危機管理部長 

□防災安全課長 

□危機管理監 

□同専門監 

・災害対策連絡室を設置する。 

・県及び関係機関と連絡をとり、地震、気象、その他災害に関する情報を収

集し、町長、副町長、教育長及び各部長に報告する。 

□防災安全課職員 

□その他の初動対

応チーム職員 

・本部班長等の指示に基づき、次の事項を行う。 

・掲示物、地図・無線機、ホームページの開設等を準備する。 

・地震速報・地震災害等の情報収集体制及び県への報告体制を確立する。 

・巡回パトロールにより道路状況を偵察し、必要により自主避難所を開設す

る。 

・交通統制・誘導、自主避難者に対応する。 

 

３ 警戒体制における活動 

警戒体制における動員配備職員は、各課の事務分掌に基づいて活動を実施する。 

動員配備職員 活動の内容 

□危機管理部長 

・警戒本部を設置する。 

・状況を判断し対応する措置を検討して、指示する。 

・必要に応じ町長及び副町長へ報告の上指示を仰ぐ。 

□総務課長 

□防災安全課長 

□建設課長 

□危機管理監 

□同専門監 

・本部（事務局）に参集して情報交換を行う。 

・必要に応じ危機管理部執務室に参集して相互に情報を交換する。 

・坂東消防署境分署、境町消防団、警察、必要に応じ自衛隊との連絡調整を

行う。 

・職員に対し必要な指示を行う。 

・状況に応じて応援職員、各課防災担当指定職員の動員を行う。 

・必要に応じ住民への周知を行う。 

□総務課職員 

□防災安全課職員 

□建設課職員 

・地震速報・地震災害等に関する情報を収集し報告する。 

・関係先との連絡を確保する。 

・災害応急活動の準備を行う。 
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４ 特別警戒体制における活動 

特別警戒体制における動員配備職員は、各課の事務分掌に基づいて活動を実施する。 

動員配備職員 活動の内容 

□副町長 

・特別警戒本部を設置する。 

・特別警戒本部長として、特別警戒本部員を招集し特別警戒本部会議を

開催する。 

・特別警戒本部会議により応急対策内容の決定と各部長等への指示を行

う。 

・必要に応じ高齢者等避難の伝達、避難指示を検討する。 

・災害状況の推移により、町長に非常体制への移行の判断を相談する。 

□教育長 
・特別警戒副本部長として特別警戒本部長を補佐する。 

・副町長不在の場合には、特別警戒本部長となる。 

□総務部長 
・職員の状況、部各課の業務遂行状況について報告する。 

・災害対策本部（総務対策部）の設置準備状況等を報告する。 

□秘書公室長 

・報道対応準備状況を報告する。 

・災害対策本部（政策広報等対策部）の設置準備状況を報告する。 

・必要に応じ住民への広報を実施する。 

□企画部長 
・町営施設、管理物等の状況を報告する。 

・災害対策本部（政策等対策部）の準備状況を報告する。 

□福祉部長 

□町民生活部長 

・被災者支援（相談窓口、避難所等）の開設状況を報告する。 

・災害対策本部（被災者支援対策部）の設置準備状況を報告する。 

□建設農政部長 
・道路、河川、ライフラインの被害状況について報告する。 

・災害対策本部（応急対策部）の設置準備状況について報告する。 

□教育次長 

□教育（委員会）参事 

・学校等施設、教育、児童生徒の状況について報告する。 

・災害対策本部（学校教育対策部）の準備状況について報告する。 

□危機管理部長 

以下防災安全課職員 

・災害対策本部事務局として各種会議の開催・運営を行う。 

・各部等の災害対策本部設置準備状況の把握を行う。 

・県及び関係機関との連絡調整を行う。 

・避難情報の発令を準備する。 

・情報の収集・分析を実施して対策検討の方向性を報告する。 

・関係機関合同調整所を設定する。 

 

５ 動員状況の報告 

各部長は、職員の動員状況を速やかに把握して総務部長へ報告し、職員参集状況を把握

するとともに、 終的に全ての報告内容と併せ事務局へ提出する。危機管理部長は、 終

的に参集状況を含めた報告内容を確認し、副町長を通じ町長へ報告することを基本とする。 

第４ 災害対策本部設置時の動員 

１ 設置基準 

町は、前述の配備の基準に基づき、法第 23 条の２、境町災害対策本部条例及び本計画の

定めるところにより、第４次非常体制として災害対策本部を設置し、全職員は自動参集し

災害応急対策を実施する。 
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【※災害対策基本法第 23 条の２：都道府県災害対策本部設置の権限】 

資料編：１-２ 災害対策本部条例 

２ 廃止基準 

本部長（町長）は予想された災害の危険が解消したと認められるとき又は災害に関し応

急措置がおおむね終了し、平常の事務分掌により処理できる段階に達したときは、本部の

活動を終了し、本部を廃止する。 

３ 設置及び廃止の通知 

本部長（町長）は、災害対策本部を設置し又は廃止したときは、防災会議委員及び関係

機関等に通知するとともに、報道機関に発表する。 

４ 実施責任者 

災害対策本部の総括指揮者は本部長（町長）であるが、不在の場合は次の順序による。 

第 1 順位 第 2 順位 第 3 順位 第 4 順位 

副町長 教育長 総務部長 所在する先任部長 

５ 開設場所 

災害対策本部会議室は、町長公室とし、防災安全課フロア内に災害対策本部室を開設す

る。なお、庁舎は耐震化され、予備電源の確保、各種システム、防災情報発令機能など、

他の町内施設に比して強靭かつ機能的であり、可能な限り努めて庁舎を利用する。 

ただし、町役場が被災するなど何らかの理由で災害対策本部関係室が使用できない場合

は、新たな防災拠点（境町利根川左岸河川防災ステーション（建設中）、さかいＲ＆Ｄセン

ター（仮称：建設中）、さくらの丘防災公園（仮称：建設中）等）が整備されるまでの間、

次の順序で本部を移設する。 

また、状況に応じ関係機関のための関係機関連絡・調整室を設置する。 

第 1 順位 第 2 順位 

文化村公民館 長田小学校 

 

６ 災害対策本部の組織体制 

(１) 災害対策本部体制（基準） 

町は、配備体制の基準に基づき、災害対策本部を設置する場合には、各対策・支援援

機能別に、部の枠を超え、次の基準により編成する。 
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＜災害対策本部組織図＞ 

 

情報収集分析班 

広報等総括班兼 

報道視察対応窓口 

対 策 検 討 班 

総務対策部総括班 
兼 総 合 受 付 

受 援 調 整 窓 口 

応急対策総括班 
兼物資調達窓口 

被災者支援総括班 
兼対応調整窓口 

教育対策総括班 
兼対応調整窓口 

■対策検討班：防災安全課、企業立地推進室 

各課支援職員（学校教育課各 1） 

■情報収集分析班 ：各課支援職員 

（総務課（情報システム係）各 1） 

■総合受付班 ：住民課 

■総務班 ：総務課 

■税務等対策班 ：税務課 

■総務支援兼会計班 ：会計課 

■議会連絡班 ：議会事務局 

■農業委員会連絡班 ：農業委員会 

■受援調整窓口 ：総務課 

■渉外広報班 ：秘書広聴課 

■道路河川等対策班 ：建設課 

■都市計画対策班 ：都市計画課 

■給排水等対策班 ：上下水道課 

■商工産業対策班 ：まちづくり推進課、 

ふるさと納税推進室 

■農林畜産対策班 ：農業政策課 

■環境対策班 ：防災安全課（生活環境） 

支援（健、農、保各 1） 

■被災者支援班 

・兼障害者等対策班 ：社会福祉課(運営班長兼) 

・兼高齢者等対策班 ：介護福祉課 

・兼母子対策班 ：子ども未来課 

■外国人被災者対策班 ：多文化共生推進室 

■医療救護等対策班 ：保険年金課、健康推進課 

■公共施設等対策班 ：生涯学習課 

■学校教育班 ：学校教育課 

■給食等対策班 ：給食センター 

事

務

局 

総

務

対

策

部 
 

被
災
者
支
援
対
策
部 

応

急

対

策

部 

教
育
対
策
部 

境
町
災
害
対
策
本
部 

機能別編成 
▼ 

部の枠を超え編成 

総括機能 
▼ 

災害対策検討委員をもって編成 

■災害政策等対策班 ：地方創生課 

■財政対策班 ：財政管財課 

政
策
等
対
策
部 

政策等対策総括班 
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(２) 各班の事務分掌 

＜事務分掌＞ 

対策部 
・部長 

班名 
・班長 

平時の課等 事務分掌 

事
務
局 

［
長
］
防
災
安
全
課
長 

対策検討班 
 
［長］ 
危機管理監 

□防災安全課 
（ 生 活 環 境 を 除

く。） 
□学校教育課 

各 1 名 

■災対本部会議等の開催・運営 
■会議資料の作成及び各部への資料作成の統制 
■国・県及び関係機関等との連絡調整 
■関係機関等合同調整所の開設及び会議開催 
■災害応急対策・運用等の検討 
■災対本部地図（災害対応図）の整備 
■防災行政無線、県災害情報システム等の運用 
■警察・消防・自衛隊等関係機関との連絡調整 
■関係機関等のリエゾンの受入調整 
■自衛隊の災害派遣要請 
■交通整理等の連絡調整 
■避難所の開設数・場所の検討・福祉部と調整 
■避難指示の発信 
■ボランティア活動に関する福祉部との調整 
■その他各部・各班に属さない事項 

□企業立地推進
室 

■対策検討班への応援協力 
■誘致企業との連絡調整 
■班内行動記録の取りまとめ及び事務局への報告 

情報収集分析班 
 
［長］ 
危機管理専門監 

□総務課(情報シ

ステム係) 

各 1 名 

■気象、河川情報収集 
■各部・班の災害に係る情報の取りまとめ 
■災対本部地図（状況図）の整備 
■対応記録の整備及び各部取りまとめ 
■災対本部の掲示板の整備及び他部の整備指導 
■各部からの情報のトリアージ 
■事務局電話窓口 
■各部からの被害状況の取りまとめ 
■会議資料における被害状況等の作成 
■その他班長の指示事項 

総
務
対
策
部 
［
長
］
総
務
部
長 

受援調整窓口班 
 
［長］ 
総務課長 

□災害対策検討
委員 

□各課長指名者 

■特別警戒本部、災害対策本部の設置における室及び各部の準備 
■各部・班の受援（人・救援物資等）要請における総括窓 
■各部・班のニーズ取りまとめ及び支援要請 
■支援申出者・団体等とニーズとのマッチング 
■受援状況集計・記録及び事務局への報告 
■受援に係る調整会議の開催 

総合受付班 
 
［長］ 
住民課長 

□住民課 ■住民の総合相談窓口の開設 
■相談内容に応じた各部総括班への振り分け 
■相談状況集計・記録及び事務局への報告 
■被災地住民登録票その他証明書の発行等 
■総務班への応援協力 
■班の行動記録の取りまとめ及び総務班への報告 
■その他部・課長の命ぜられた事項 
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対策部 
・部長 

班名 
・班長 

平時の課等 事務分掌 

総
務
対
策
部 

［
長
］
総
務
部
長 

総務班 
 
［長］ 
総務課長 

□総務課 ■職員の動員、配備、参集状況に応じ再配置 
■参集状況取りまとめ及び事務局への報告 
■事務局への応援協力（システム要員） 
■災害協定締結団体・機関等との連絡調整 
■災対本部の部関連掲示物、会議資料の整備 
■部に属する被害情報・行動記録の取まとめ報告 
■応援職員、リエゾン等受入れ・管理事項調整 
■職員の勤務条件（給食、休養、健康管理）等 
■庁内システムネットワークの維持・管理 
■電算処理に係るデータの保全・情報保障 
■災害ホームページの開設・運用 
■災害復興計画の総合企画及び調整 
■災害見舞者及び視察者対応の応援 
■災害見舞金等の受入れ、礼状送付 
■協力者、協力団体に関する功労表彰 
■法律相談対応 
■公務災害補償及び被災職員に対する援助 
■災害対策本部移転準備及び移転統制 
■庁舎移転先のシステムネットワークの開設運営 

税務等対策班 
 
［長］ 
税務課長 

□税務課 ■事務局及び総務班等への応援協力 
■班に属する被害状況の取りまとめ・部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■被災世帯及び被災家屋の調査及び調査指導 
■被災台帳の作成及び作成指導 
■罹災証明の発行窓口の開設、発行、発行指導 
■応援職員の受入れ・統制（被災家屋調査、罹災証明発行時等） 
■町税等の減免処置 

総 務 支 援 兼会 計
班 
 
［長］ 
会計課長 

□会計課 ■災害に関する経費の出納 
■義援金品の受領及び保管 
■総務班及び税務等対策班への応援協力 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 

議会連絡班 
 
［長］ 
事務局長 

□議会事務局 ■議員との連絡調整 
■臨時議会開催に係る事務 
■総務班及び税務等対策班への応援協力 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 

農 業 委 員 会連 絡
班 
 
［長］ 
事務局長 

□農業委員会 ■農業委員会との連絡調整 
■総務班及び税務等対策班への応援協力 
■農林畜産業対策班との連携 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 

渉
外
・
広
報
等
対
策
部 

［
長
］
秘
書
公
室
長 

広 報 等 総 括班 兼
報 道 視 察 対応 窓
口 
 
［長］ 
秘書広聴課長 

□災害対策検討
委員 

□各課長指名者 

■特別警戒本部、災害対策本部の設置における室及び各部の準備 
■報道視察対応窓口の開設 
■対応状況集計・記録及び事務局への報告 
■部の行動記録の取りまとめ及び事務局への報告 
■各班受援ニーズ取りまとめ・窓口へ支援要請 
■災対本部の部関連掲示物・会議資料の整備 
■その他部・課長の命ぜられた事項 

渉外広報班 
 
［長］ 
秘書広聴課長
（兼） 

□秘書広聴課 ■本部長の思考環境の整備及び維持管理 
■本部長の行動予定及び行動記録作成・報告 
■視察等来庁者に対する対応・接遇 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■災害対応に係る儀式及び表彰の実施 
■渉外対策部の行動記録の取りまとめ及び報告 
■住民への災害広報の企画及び実施 
■報道機関等との連絡調整及び取材対応 
■写真撮影等の災害記録の編綴 
■広報誌（号外）の発行 
■法律相談・行政相談 
■広報車両の調達 
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対策部 
・部長 

班名 
・班長 

平時の課等 事務分掌 

政
策
等
対
策
部 

［
長
］
企
画
部
長 

政 策 等 対 策総 括
班 
 
［長］ 
企画部長 

□災害対策検討
委員 

□各課長指名者 

■特別警戒本部、災害対策本部の設置における室及び各部の準備 
■政策等対策部の対応窓口の開設 
■対応状況集計・記録及び事務局への報告 
■部の行動記録の取りまとめ及び事務局への報告 
■各班受援ニーズ取りまとめ・窓口へ支援要請 
■災対本部の部関連掲示物・会議資料の整備 
■その他部・課長の命ぜられた事項 

災害政策対策班 
財政対策班 
 
［長］ 
地方創生課長 

□地方創生課 
□財政管財課 

■事務局及び部内各班への応援協力 
■輸送車両の調達及び配車運行計画の作成 
■役場本庁舎及び構内の保守管理 
■町有財産の管理、被害状況調査及び対策 
■班に属する被害状況の取りまとめ・部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■災害に係る予算の編成 
■災害に伴う財政計画作成 
■町営住宅の被害調査及び応急復旧関連 
■被災者の町営住宅の優先入居の検討 
■災害及び応急対策の総合記録 

応
急
対
策
部 

［
長
］
建
設
農
政
部
長 

総 括 班 兼 対応 窓
口 
 
［長］ 
建設課長 
都市計画課長 
上下水道課長 
交替制 

□災害対策検討
委員（まちづくり
推進課及び農
業 政 策 課 を 除
く。） 

□各課長指名者 

■特別警戒本部、災害対策本部の設置における室及び各部の準備 
■部に係る応急対策相談窓口の開設 
■対応状況集計・記録及び事務局への報告 
■要請内容の関係各班への振り分け 
■各班の行動記録の取りまとめ及び事務局への報告 
■部に関する被害情報、受援要請取りまとめ報告 
■救援物資、食料等調達窓口 
■部内各班の連絡調整 
■災対本部の部関連掲示物・会議資料の整備 
■その他部長・班長の命ぜられた事項 

道 路 河 川 等対 策
班 
 
［長］ 
建設課長 

□建設課 ■河川（準用河川に限定）及び道路パトロール 
■緊急輸送道・避難路の確保及び交通規制 
■河川等の警戒、救助捜索活動及び洪水防御活動 
■初動対応における応急対策部各班の統制 
■公共土木施設の被害調査及び応急対策 
■道路障害物の除去 
■班に属する被害状況の取りまとめ・部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■道路、橋梁、排水路等の応急復旧 
■応急土木資材の調達 

都市計画対策班 
 
［長］ 
都市計画課長 

□都市計画課 ■輸送関係機関との連絡調整 
■避難者の誘導、救助活動及び人員輸送 
■都市計画施設・公園施設の被害状況及び応急措置 
■班に属する被害状況の取りまとめ・部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■被災住宅の応急修理の指導 
■住宅被災者に対する融資及びその相談 
■応急仮設住宅の建設 
■被災者に対する住宅相談 
■応援職員の受入れ・統制 
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対策部 
・部長 

班名 
・班長 

平時の課等 事務分掌 

給排水等対策班 
 
［長］ 
上下水道課長 

□上下水道課 ■道路河川対策班への応援協力（避難誘導等） 
■水道施設応急復旧用資機材の調達及び確保 
■応急給水 
■下水道、農業集落排水施設及び雨水幹線施設の被害状況の調

査及び応急措置 
■班に属する被害状況の取りまとめ及び部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■減水、断水等の広報及び運搬給水 
■水質の調査 
■導水管及び配水管等の復旧管理 
■取水、配水の確保及び施設の復旧 
■仮設トイレの取得、し尿処理調整・統制 
■災害に係る予算措置 
■応援職員の受入れ・統制 

応
急
対
策
部 

［
長
］
建
設
農
政
部
長 

物資調達窓口 
 
［長］ 
まちづくり推進課
長 

□災害対策検討
委員（まちづくり
推進課及び農
政課） 

□課長の指名者 

■観光協会等との連携・調整 
■救援物資等調達関連業務の統括 
■物流拠点の確保及び開設・運営（救援物資の受取り、応急食糧、

生活必需品等の調達運搬） 
■物流拠点倉庫等の確保連携、応急食糧の調達及び運搬等に関

する調整・統制 

商工産業対策班 
 
［長］ 
まちづくり推進課
長（兼） 

□まちづくり推進
課 

□ふるさと納税推
進室 

■班に属する被害状況の取りまとめ及び部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■被災中小企業に対する金融措置及び復旧指導 
■中小企業の災害復興支援 
■復興に係るイベント等の企画・実施 
■商工会議所との連絡調整 
■観光業団体との連絡調整 
■避難所（勤労青少年ホーム）の開設支援 
■商工業・観光業の被害状況調査 
■応援職員の受入れ・統制 
■ふるさと納税・クラウドファンディング対応 

農 林 畜 産 業対 策
班 
 
［長］ 
農業政策課長 

□農業政策課 ■農畜産物、農地、水産業、農業用施設の被害状況調査 
■班に属する被害状況の取りまとめ及び部総括班へ報告 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■被害農作物等の技術指導 
■農畜産団体等との連絡調整 
■農畜産団体に対する金融措置 
■応援職員の受入れ・統制 

環境対策班 
 
［長］ 
防安専門員 

□防災安全課 
□健康推進課 
□農業委員会 
□保険年金課 

各 1 名 

■事務局の応援協力（発災前） 
■班内の行動記録の取りまとめ・部総括班への報告 
■仮設トイレ、し尿処理調整支援 
■さしま環境管理事務組合との連絡・調整 
■災害ごみの処理及び清掃調整・統制 
■健康推進課と連携し被災地域防疫・消毒調整 
■遺体等の処理及び埋葬調整・統制 
■愛玩動物の保護 
■一般廃棄物の処理調整・統制 
■産業廃棄物の処理調整・統制 
■廃棄物の不法投棄対応 
■班に属する被害状況の取りまとめ及び部総括班へ報告 
■応援職員の受入れ・統制 
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対策部 
・部長 

班名 
・班長 

平時の課等 事務分掌 

被
災
者
支
援
対
策
部 

［
長
］
福

祉
部
長
［
副
］
町
民
生
活
部
長 

総 括 班 兼 対応 窓
口 
 
［長］ 
福祉部各課長 
交替制 

□災害対策検討
委員 

□各課長指名者 

■特別警戒本部、災害対策本部の設置における室及び各部の準備 
■部に係る被災者支援相談窓口の開設 
■相談状況集計・記録及び事務局への報告 
■相談内容の関係各班への振り分け 
■各班の行動記録の取りまとめ及び事務局への報告 
■部に関する被害情報、応援要請、支援物資ニーズの取りまとめ物

資調達班へ報告 
■支援物資受領窓口及び各班への配分 
■部内各班の連絡調整 
■災対本部の部関連掲示物・会議資料の整備 
■その他部長・班長の命ぜられた事項 

被
災
者
支
援
対
策
部 

［
長
］
福
祉
部
長
［
副
］
町
民
生
活
部
長 

被災者支援
班 
 
［長］ 
社会福祉課
長 

班
統
制
・
障
害
者
等
対
策
班 

□社会福祉課 
 
［長］ 
課長 

■避難所の開設・運営、被災者の生活保護調整 
■避難所内の施設の配分・利用計画の総括 
■自主防災組織との連携・避難者名簿取りまとめ 
■障害者福祉施設等の被害状況調査・応急対策 
■児童福祉施設等の被害状況調査及び応急対策 
■救援物資ニーズの取りまとめ、配分計画の作成・受入れ、支給及

び管理・保管 
■被災者相談窓口の開設・運営 
■災害援護資金の貸与及び災害弔慰金の支給 
■災害救助法適用申請 
■社会福祉協議会との連絡調整、ボランティアセンター開設の支援

及びボランティアの受入れ 
■災害見舞金及び義援金の支給 
■被災者生活再建支援等の申請等 
■日本赤十字社との連絡調整 
■支援職員受入れ・統制 
■対応状況集計・記録、班の行動記録の取りまとめ及び総括班への

報告 
■その他部・班長に命ぜられた事項 

高
齢
者
等
対
策
班 

□介護福祉課 
□社会福祉課 

■避難所の開設・運営 
■高齢者等避難所内の施設配分・利用計画作成 
■民生委員・児童委員等との連携・避難者名簿の作成 
■高齢者福祉施設等の被害調査及び応急対策 
■高齢者に係る救援物資ニーズの取りまとめ、総括班へ報告及び

受入れ・支給及び管理・保管 
■対応状況集計・記録、班の行動記録の取りまとめ及び総括班への

報告 
■介護保険料及びサービス利用負担金の減免 
■その他部・班長に命ぜられた事項 

母
子
対
策
班 

□子ども未来課 ■避難所の開設及び運営 
■所掌事項の被害情報の調査 
■班に属する被害状況の取りまとめ総括班へ報告 
■保育園の利用、負担金の減免 
■児童相談所の開設 
■母子に係る救援物資ニーズの把握・総括班へ報告、受入・配分 
■対応状況集計・記録、班の行動記録の取りまとめ及び総括班への

報告 
■その他部・班長に命ぜられた事項 

外 国 人 被 災者 対
策班 
 
［長］多文化共生
室長 

□多文化共生推
進室 

■避難所の開設及び運営に関する応援協力 
■外国人に対する災害広報支援 
■災害時の男女共同参画に係る広報 
■外国人に係る被害状況の調査及びニーズ取りまとめ・総括班へ報

告 
■避難所等における外国人被災者に対する支援 
■避難所における人権問題に関する対策 
■班の行動記録取りまとめ及び総括班への報告 
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対策部 
・部長 

班名 
・班長 

平時の課等 事務分掌 

医 療 救 護 等対 策
班 
 
［長］ 
保険年金課長 

□保険年金課 ■避難所の開設及び運営に関する応援協力 
■施設の被害状況調査及び応急対策 
■医療機関との連絡調整 
■医療ボランティアの受入調整 
■医療救護所の設置及び運営 
■巡回医療班の編成及び運用統制 
■医療薬品及び衛生材料等の確保 
■医療救護活動及び助産救護活動 
■班内の対応状況集計・記録、行動記録の取りまとめ及び総括班へ

の報告 
■その他部・班長に命ぜられた事項 

□健康推進課 ■避難所の開設・運営に関する応援協力 
■被災地の公衆衛生・防衛・感染予防・消毒統制 
■被災者のメンタルケア 
■職員の健康管理支援 

被
災
者
支
援
対
策
部

［
長
］
福
祉
部
長
［
副
］

町
民
生
活
部
長 

避難所等支援班 
 
［長］ 
生涯学習課長 

□生涯学習課 ■避難所の施設管理者等との調整（窓口） 
■避難所の運営・管理に関する応援協力 
■避難所用品の調達 
■社会教育施設の被害状況調査 
■スポーツ施設等の被害状況調査 
■文化財・文化施設等の被害状況調査 
■班に属する被害状況、行動記録取りまとめ報告 
■その他部・班長に命ぜられた事項 

教
育
対
策
部 

［
長
］
教
育
次
長 

総 括 班 兼 対応 窓
口 
 
［長］ 
学校教育課長 
給食センター所長 
交替制 

□災害対策検討
委員 

□各課長指名者 

■部に係る学校教育相談窓口の開設 
■特別警戒本部、災害対策本部の設置における室及び各部の準備 
■相談状況集計・記録及び事務局への報告 
■相談内容の関係各班への振り分け 
■各班の行動記録の取りまとめ及び事務局への報告 
■部に関する被害情報、応援要請、支援物ニーズの取りまとめ、受

援調整班へ報告 
■支援物資受領窓口及び各班への配分 
■災対本部の部関連掲示物・会議資料の整備 
■その他教育長、次長、班長の命ぜられた事項 

学校教育班 
 
［長］ 
学校教育課長
（兼） 

□学校教育課 ■児童生徒の避難及び救護 
■児童生徒の応急教育 
■学校施設等の被害状況調査 
■班に属する被害状況の取りまとめ及び部総括班へ報告 
■班内の対応状況集計・記録、行動記録の取りまとめ及び総括班へ

の報告 
■救援物資、応急食料等のニーズの取りまとめ、配分計画の作成・

受入れ、支給・管理・保管 
■学校教育再開に係る検討及び調整 
■学用品の供与関連 
■その他、部・班長に命ぜられた事項 

給食等対策班 
 
［長］ 
給食センター長 

□給食センター ■児童生徒の避難及び救護に関する応援協力 
■児童生徒の応急教育の応援協力 
■避難所に対する応援協力 
■班に属する被害状況の取りまとめ及び部総括班へ報告 
■班内の対応状況集計・記録、行動記録の取りまとめ及び総括班へ

の報告 
■応急食糧の支給 
■その他、部・班長に命ぜられた事項 

 

７ 被災者輸送支援等を要する場合の組織体制 

被災者輸送支援等を要する場合には、「本計画第２編第２章第１節第４ ７広域避難等

を要する場合の組織体制」に準ずる。 
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第５ 被災状況を把握するための組織体制 

町は、速やかに被害概況を把握するため、発災当初、関係機関と連携し、災害対策本部長

の指揮のもと副本部長（副町長）を調査隊長とし、次のような調査隊を編成する。 

なお、調査隊は、全職員を対象に各課・室ごと調査地域を振り分け、各行政区を調査単位

として調査し、消防団等と連携して被害の傾向、応急対応の重点地域など町内全域の被害概

況を把握する。調査隊の規模、勢力の配分は、当時の発災状況による。 

この際、人命に係る情報、及び火災発生情報を特に重視し、人命救助が必要な場面に遭遇

したならば直ちに本部に報告し、速やかに救助活動を行う。本部は警察・消防へ通報し、救

急・連携体制を確立する。 

調査に当たっては、ドローン調査班を編成し、空中調査により各地区の調査班を支援する。

また、庁舎、公共施設等の被害状況は、各所掌課・室ごと調査し、本部へ報告する。 

 

＜被害調査隊の編成（基準）＞ 

 

 

＜本部・各班の主要な役割＞ 

班名等 長 主要な役割 

調査隊長 副町長 ■本部長の命により、調査隊を編成し、調査活動を指揮 

■調査結果を本部長へ報告 

調査隊本部 ■危機管理部長 

以下危機管理部 

■税務課長 

次により調査隊長を補佐 

■各調査班の編成、調査範囲・重点等の指示 

■ドローン調査班の統制と調査結果に基づく調査班の運用 

■被害概況を取りまとめ、調査隊長へ報告 

■調査隊会議、関係機関調整会議等の開催及び資料作成 

■関係機関・団体との連絡調整 

ドローン 

調査班 

・調査本部直轄 

・ドローン操作 

上記、可能職員等 

本部の指示を受け、次の空中調査により各調査班を支援 

■住民等の情報に基づく被害甚大と思われる地域 

■人の立ち入れない地域又は危険な地域 

■災害記録写真の撮影・報告 

各地区 

調査班 

・担当課の先任 

課長以下 

担当課・室職員 

調査隊長の指示に基づき、次の事項について調査 

■２人１組を基準とし、担当地域の被害概況を調査 

（目視・写真記録、住民からの聞き取り等） 

■倒壊施設への声掛け、人命救助・火災広報・交通統制など緊

急事態への対処 

■担当地域の調査結果の取りまとめ及び本部への報告 
 

境地区調査班 

長田地区調査班 

猿島地区調査班 

森戸区調査班 

静地区調査班 

調査隊本部 

■境町消防団 

■警察署 

■坂東消防署境分署 

ドローン調査班 

連
携 

協
力 

被害調査隊本部長：副町長 

災害対策本部長：町 長 ■自主防災組織（行政区） 

■民生委員及び児童委員 
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第２節 災害情報の収集・伝達 

 

《計画体系》 

災害情報の収集・伝達 
  

１ 通信手段の確保   

      

  
  

２ 災害情報の収集・伝達・報告 
  

       

  
  

３ 災害情報の広報 
  

       

 

 

関係部課・班 総務課、防災安全課 

関係事業者 通信事業者、坂東消防署境分署、境町消防団 

第１ 通信手段の確保 

地震災害等の災害の拡大に応じた応急対策を実施するため、災害の状況、被害の状況を的

確に把握するための通信手段を確保する。 

なお、町は、多様な伝達手段を組み合わせることで、広く確実に伝達するとともに、平時

から各伝達手段の点検や災害を想定した操作訓練等に努める。 

１ 専用通信設備の運用 

(１) 有線電話 

① 町は、庁内、庁外線の異常の有無を確認する。この場合、勤務時間内にあっては出

先機関との通話状態、勤務時間外にあっては、通信事業者、関係機関との通話状態を

確認する。 

② 町は、点検の結果、通話不可能な場合は、直ちに情報収集及び伝達要員の確保に努

め「災害対策本部」等への連絡に当たる。 

(２) 無線電話 

① 通信担当者は、直ちに無線通信機器等の点検及び試験を行い、異常の有無を確認す

る。 

② 町は、停電時の通信機器及び照明等の非常電源を確保する。 

③ 町は、有線が途絶した場合は、防災行政無線を利用する。 

(３) インターネット回線 

① 町は、インターネットを介した県、関係機関等による各種災害情報関連システムに

ついて、改めてその操作要領の教育や、システムに不具合のないよう機能を確認する。 

② 町は、スマートフォンやタブレットなどの端末機器を使用し、災害情報を、画像・

映像等によりアルタイムで情報共有できるよう、収集要領など通信の運用について

周知する。 

２ 代替通信機能の確保 
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町は、情報通信手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設の復旧を行う。 

(１) 通信事業者回線等 

町は、ＮＴＴ東日本等通信事業者の回線等について、専用線の使用などにより、輻輳

の防止に配慮しつつ、災害時の通信手段として効果的な活用を図る。 

① 災害時優先電話 

町は、災害時に優先接続される「災害時優先電話」として、ＮＴＴ東日本との連携に

より「特設公衆電話」を、各学校及び公共施設の指定避難所 14 か所に設置しており、

災害時、避難所等として使用される場合の緊急連絡に使用する。 

資料編：４-３ 特設公衆電話設置場所 

② 非常・緊急電報の利用 

町は、非常・緊急電報を利用する場合は、市外局番なしの「１１５番」にダイヤルし、

次の事項をオペレータに告げ申込むこととする。なお、電報が著しく輻輳するときは、

受付を制限する場合がある。 

・ 非常扱い電報又は緊急扱い電報の申込みであること。 

・ 発信電話番号と機関名称等 

・ 電報の宛先住所と機関名称等 

・ 通信文と発信人名 

③ 携帯無線機の利用 

町は、初動対応の段階から、各現場に展開した職員、関係機関等との連絡手段として、

携帯無線機を活用し、通信ネットワークを構築する。 

(２) 無線系通信の利用 

町は、ＮＴＴ東日本の無線通信設備等の活用を図る。 

(３) 非常通信の利用 

町は、災害発生時に円滑な通信の確保を図るため、「非常通信対応マニュアル」を整備

し、通常通信ルートの動作確認等を行うとともに、通常通信ルートによる通信が使用不

能の場合は、速やかに非常通信ルートによる通信手段を確保する。 

また、災害に関する予警報の伝達及び応急措置の実施に関し、緊急かつ特別の必要が

あるとき、又は一般加入電話が途絶した場合等においては、次の方法により通信施設を

優先的に利用することにより通信連絡手段を確保する。 

① 通話の内容 

ア 人命の救助に関するもの 

イ 緊急を要する気象、地震、火山等の観測資料 

ウ 電波法第 74 条実施の指令及びその他の指令 

エ 非常事態に際しての事態の収拾、復旧、交通制限その他秩序の維持又は非常事態

に伴う緊急措置に関するもの 

オ 暴動に関する情報連絡及びその緊急措置に関するもの 

カ 非常災害時における緊急措置を要する犯罪に関するもの 

キ 遭難者救護に関するもの 
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ク 非常事態発生の場合における列車運転、鉄道輸送に関するもの 

ケ 鉄道線路、道路、電力設備、電信電話回線の破壊又は障害の状況及びその修理復

旧のための資料の手配及び運搬、要員の確保、その他緊急措置に関するもの 

【※電波法第 74 条：非常の場合の無線通信の権限】 

② 緊急通話（衛星通信回線を含む。） 

緊急通話は、災害等の被害の拡大により緊急事態が発生し、又はそのおそれがある場

合において、救援等緊急の事項を内容とする通話であって、その事実を知った者と救援

機関との間又はこれら機関相互間で行うものは、他の一般通話に優先する。 

(４) 他機関の通信設備の利用 

① 使用又は利用できる通信設備 

町長は、災害発生時における応急措置の実施上必要があるときは法第 79 条の規定に

より、それぞれ有線電気通信法第３条４項第４号に掲げる者が設置する有線電気通信

設備若しくは無線設備を使用することができる。 

・警察通信設備     ・水防通信設備     ・電力通信設備 

・消防通信設備     ・鉄道通信設備     ・自衛隊通信設備 

【※災害対策基本法第 79 条：通信設備の優先使用権】 

【※優先電気通信法第３条第４項第４号：有線電気通信設備の届出［適用外者］】 

② 事前協議 

町長は、法第 57 条に基づく他機関の通信設備の使用については、あらかじめ当該機

関と使用協定を締結するなどの事前協議等の措置を講じておく。（災害が発生した場合

の法第 79 条に基づく優先使用を除く。） 

【※災害対策基本法第 57 条：警報の伝達等のための通信設備の優先利用等の権限】 

【※災害対策基本法第 79 条：通信設備の優先使用権】 

(５) 放送の利用 

町長は、緊急を要する場合で、他の有線電気通信設備若しくは無線設備による通信が

できない場合又は著しく困難な場合においては、あらかじめ協議して定めた手続により、

災害に関する通知、要請、伝達、予・警報等の放送をＮＨＫ水戸放送局及び(株)茨城放

送に要請する。 

なお、町長の放送要請は知事を通じて行う。 

(６) 自衛隊の通信支援 

町は、県と連携し、災害応急対策のため必要がある場合は、知事に対し自衛隊の災害

派遣（通信支援）の要請を依頼することができる。 

(７) 防災相互通信用無線電話の利用 

町は、災害の現地において災害応急対策のため相互の連絡を行う場合は、防災相互通

信用無線電話を利用する。 

(８) 使送による通信連絡の確保 
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町は、有線通信及び無線通信が利用不能若しくは困難な場合、使送により通信を確保

する。 

３ アマチュア無線ボランティアへの協力依頼 

県と日本アマチュア無線連盟茨城県支部との災害協定に基づき、情報の収集・伝達、広

報等で必要がある場合には、県を通じ必要な協力を要請する。 

町は、災害発生後、受援総合窓口により、庁内各部及び社会福祉協議会ボランティアセ

ンターとの連絡調整、情報収集により、アマチュア無線ボランティアを確保し、連絡や広

報活動等への協力を依頼する。 

４ 通信途絶時の対応 

(１) 無線通信の確保 

町は、有線電話系統が通信不能となった場合は、携帯電話、アプリ・メール・システ

ムなどのインターネット回線、防災行政無線、アマチュア無線などあらゆる通信手段に

より情報の収集に努める。 

(２) 情報収集連絡要員の確保 

① 町は、有線電話、無線電話による通信が困難な場合は、事務局内の情報収集分析班

等により情報収集要員を派遣し、情報収集に努める。 

② 町は、情報収集連絡員は、避難施設と本部との連携及び連絡途上における被害状況

の把握に努める。 

第２ 災害情報の収集・伝達・報告 

地震情報及び周知徹底並びに異常現象発見時の措置、被害情報等の収集、伝達については、

本計画の定めるところとする。 

１ 地震情報の収集・伝達 

(１) 地震発生の予測 

地震は、突発的に発生するため、完全に予測はできないものの、現在、気象庁等から

「緊急地震速報」として、次の２種類の地震情報が発表されている。 

① 地震動警報（地震動特別警報） 

一般住民を対象に、予測震度「５弱以上（特別警報は６以上）」のときに発表され、

ＮＨＫなどＴＶ、ラジオ、スマートフォンなどで震度「４以上」の強い揺れが予想され

る地域を気象庁が自動配信 

② 地震動予報 

高度利用者を対象とし、発表基準が低く精度は劣るものの、専用端末、防災アプリな

どで震度３以上、又はＭ3.5 以上の特定の震度や揺れの到達時間等を気象庁、又は予測

事業許可事業者が発表 

資料編：３-３ 緊急地震速報 

(２) 地震発生後の情報の収集・伝達 
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町は、茨城県震度情報ネットワークシステム及び気象庁から得られる震度情報を迅速

に入手し、必要な防災体制を早期にとるとともに、必要な機関に情報を伝達する。 

地震情報の種類 発表基準 内容 

震度速報 ・震度 3 以上 

地震発生約 1 分半後に、震度 3 以上
を観測した地域名（全国を 190 地域
に区分）と地震の揺れの検知時刻を
速報。 

震源に 
関する情報 

・震度 3 以上 
（津波警報・注意報を発表した場
合は発表しない） 

「津波の心配がない」又は「若干の海
面変動があるかもしれないが被害の
心配はない」旨を付加して、地震の発
生場所（震源）やその規模（マグニチ
ュード）を発表。 

震源・震度に 
関する情報 

以下のいずれかを満たした場合 
・震度 3 以上※１ 
・津波警報・注意報発表又は若干
の海面変動が予想された場合 
・緊急地震速報（警報）を発表し
た場合 

地震の発生場所（震源）やその規模
（マグニチュード）、震度 3 以上の地
域名と市町村ごとの観測した震度を
発表。 
震度 5 弱以上と考えられる地域で、
震度を入手していない地点がある場
合は、その市町村名を発表。 

各地の震度に 
関する情報 

・震度 1 以上※１ 

震度 1 以上を観測した地点のほか、
地震の発生場所（震源）やその規模
（マグニチュード）を発表。 
震度 5 弱以上と考えられる地域で、
震度を入手していない地点がある場
合は、その地点名を発表。 

遠地地震に 
関する情報 

国外で発生した地震について以下
のいずれかを満たした場合等 
・マグニチュード 7.0 以上 
・都市部など著しい被害が発生す
る可能性がある地域で規模の大き
な地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）や
その規模（マグニチュード）をおおむ
ね 30 分以内に発表。 
日本や国外への津波の影響に関して
も記述して発表。 

その他の情報 
・顕著な地震の震源要素を更新し
た場合や地震が多発した場合など 

顕著な地震の震源要素更新のお知ら
せや地震が多発した場合の震度 1 以
上を観測した地震回数情報等を発
表。 

推計震度分布図 ・震度 5 弱以上 
観測した各地の震度データをもと
に、1km 四方ごとに推計した震度（震
度 4 以上）を図情報として発表。 

※１気象庁ホームページでは「震源・震度に関する情報」及び「各地の震度に関する情報」

について、どちらかの発表基準に達した場合に両方の情報を発表している。 

(３) 地震情報の伝達 

町は、情報の受領に当たっては、関係部課に周知徹底しうるようあらかじめ情報等の

内部伝達組織を整備しておく。 

町は、情報の伝達を受けたときは、本計画の定めるところにより、速やかに住民その

他関係のある公私の団体に周知徹底する。特に、緊急地震速報を受信した場合は、地域

衛星通信ネットワーク、防災行政無線等を活用し、速やかに住民等に伝達するよう努め

る。 

地震情報の周知徹底は、おおむね次の系統図により行う。 
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なお、通信途絶時に備えて携帯ラジオを配備し、地震情報の収集に努める。 

 

＜地震情報伝達系統図＞ 

 
 

＜内部の伝達計画＞ 

 

(４) 住民への周知徹底 

現在、地震発生時は、気象庁等から緊急地震速報が配信され、エリアメールなどの緊

急速報メール、各種防災アプリや、ＴＶ・ラジオ、インターネットなど各種メディア、

ＳＮＳなどを通じ、直接住民へリアルタイムに伝達されるようになっている。 

このため、町は、地震発生以降、発生情報はもとより、町で本格的な被害状況の調査

前の段階から、道路、ライフラインの状況、危険な地域など現段階で判明している事項

を速やかに防災行政無線、防災アプリ、インターネット（町のホームページ、町公式

Twitter 等）、広報車、電話連絡などあらゆる伝達手段により情報を発信するとともに、

状況の判明に伴い適宜に情報を更新する。 

(５) 発災後の異常現象発見時の措置 

町は、地震発災後、被災状況、特に人命に関わる情報や火災、道路陥没・崩壊など２

次災害の発生のおそれのある異常現象を発見した者に対し、次の方法により町及び関係

機関へ通報するよう周知する。 

① 発見者の通報 

災害対策本部事務局 
（情報収集分析班） 

各部総括班 
（災害対策検討委員） 

各部・班長等 各班員 

水戸地方気象台 

茨城県 防災・危機管理課 

境町 対策検討班 坂東消防署 

境町消防団 総務対策班等 

住民 

ＮＨＫ水戸放送局 

電話 
テレビ放送 

消防車・口頭 広報車・防災行政無線 

県防災行政無線 

防災情報提供装置 

消防車・指令車 
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町は、異常現象を発見した場合は、直ちに、町へ通報するよう周知し、住民からの通

報は、基本的に総務対策班（総合窓口）により対応する。現在は Twitter などＳＮＳの

発達によりあらゆる情報が入手できる半面、リツイートが多く、また、問合せ対応との

混同も併せ情報が錯綜する。そのため、情報のトリアージが重要となり、次の優先順位

に基づき処理し、重要度Ａは直ちに事務局により町長へ報告する。 

＜情報の重要度＞ 

Ａ 救助等の人命に関わる災害情報 

・がれき、倒壊家屋の下敷きとなった人の存在、又は家主など安否不明者の存在 

・陥没した道路内への転落、がれきの下敷き、又は川等へ落ちている車両の存在 

・火災の発生 

Ｂ ２次被害の可能性のある災害情報 

・道路・橋の陥没、崩壊、沈下、ひび割れ等 

・道路に面した倒壊寸前、又は倒壊し道路をふさぐ建物 

・河川堤防などのひび割れ・沈下等 

Ｃ 上記以外の災害情報 

② 警察・消防等との連携 

町は、警察・消防と連携し、救急・緊急通報など相互に得た情報を共有するとともに、

必要な場合は、対策検討について協議し、捜索、救命・救助、交通規制・誘導、立入禁

止区域等を設定する。また、災害の規模等によりリエゾンの派遣を要請する。 

③ 異常現象の通報・報告 

町は、異常現象を知り得た場合には、ライフライン等の関係機関・団体・施設管理者

等に通報するとともに、県災害情報共有システム等により県へ報告する。また、町のホ

ームページ、公式 Twitter、防災行政無線や防災アプリなどにより、住民に対し注意喚

起し、情報を周知するよう努める。 

(６) 住民からの情報提供及び問合せ対応 

町は、住民からの情報及び問合せに対し、基本的に総務対策班の総合窓口で対応する。

このうち、問合せは災害の状況、道路、ライフライン等の被災情報、安否情報、避難情

報の確認が主であるため、 新の情報を共有し、町のホームページを案内する。なお、

写真、動画、地図、要図等による理解の促進を図る。 

また、情報は、(５)①の優先順位に基づき選別する。 

２ 被害概況の把握 

(１) 被害状況の把握における留意事項 

町は、地震発生後、本格的な被害調査開始に先立つ初動段階においては、被害等に関

する細かい数値より災害全体の規模（被害概数）・傾向等の全容を知ることが重要である。

そのため、得られた断片的な情報を総合的に判断して被害概況を把握し、重点地域や、

優先順位、応援を含めた体制の確保に遅れが生じないよう留意する。 

(２) 調査体制による情報収集努力 

町の情報収集においては、被害が甚大であればあるほど、被災地からの情報収集は困

難となり、状況が不明なままの災害応急活動となることを踏まえ、現地から情報があが
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ってくるのを待つのではなく、自らが、調査隊を編成し、警察、消防などの関係機関、

住民等から積極的な情報収集を行うことが重要である。 

このため、発災後、速やかに副町長を長とする境町被害調査隊を編成し、全庁を挙げ

て町内全域の被害状況の解明にあたる。この際、重点地域、人の立ち入れない地域等に

は、地上調査に先立ちドローン調査班による空中偵察を実施し、各地区の地上調査班と

連携させるとともに、ＳＮＳによる住民等からの情報、気象庁からの発信情報を有効に

活用する。また、境町消防団の出動を要請し、担当地域の調査班と連携し、人的被害、

要救助者・安否不明者の情報を入手したならば直ちに調査本部へ報告し、警察等関係機

関と連携し、救命・救助活動を優先して実施する。 

(３) 防災ヘリからの映像情報による全容の把握 

町では、災害発生後の全容を把握する一つの手段として、令和４年６月以降、国土交

通省関東地方整備局の防災ヘリコプターからのリアルタイム映像情報が、ＷＥＢ会議シ

ステム（MicfosoftTeams）を利用し受信が可能となった。このため、その情報を有効に

活用し、他の情報を含め総合的に判断し、その後の調査の重点、優先順位を定め地上偵

察に反映する。 

(４) 町の行政機能の確保状況の把握 

町は、震度６弱以上の地震等大規模災害により被災した場合、自らの行政機能の確保

状況を的確に把握するため、原則として発災後 12 時間以内に、次の３点を把握し、市町

村行政機能チェックリストにより県に報告する。 

ア トップマネジメントは機能しているか 

イ 人的体制（マンパワー）は充足しているか 

ウ 物的環境（庁舎施設等）は整っているか 

(５) 重点的に把握すべき被害概況 

被害状況は、人的被害、要救助者、安否不明者の状況が 優先である。しかしながら、

被害概況把握の段階では、発災直後の混乱の中、情報の錯綜、通信等の途絶及び体制の

未確立などにより細部の情報が把握できないことは明確である。このため、今後の対応

検討に必要な次の地域情報について重点的、かつ努めて速やかに把握する。この際、「異

常なし」の情報も極めて重要な要素であることを認識し、収集に努める。 

ア 火災発生の状況（炎上、延焼、消防隊の配置）など二次災害の可能性のある地域 

イ 多くの建物・電柱等が倒壊し、通信が途絶する等甚大な被害が予想される地域 

ウ 現に救助を求めている人の存在する地域 

エ 道路・橋等の状況（崩壊・陥没、閉塞、落下、等）で救助・応急復旧活動に影響

を及ぼす地域 

オ 警察、消防等の関係機関の施設等の被害状況 

カ ライフラインの途絶した地域 

(６) 安否確認（要救助者）の把握 

町は、町による情報収集活動、警察、消防団、住民からの情報及び防災アプリによる

「安否確認」を配信し、住民からの救助依頼の返信に基づき要救助者をデジタルマップ

上で把握し、災害概況の把握等、入手した情報に基づき、要救助者の優先順位を決定す
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る。この際、返信のない空白地帯は、特に被害甚大である可能性があることに留意し、

総合的に判断する。 

３ 被害情報の収集及び報告 

(１) 継続した被害情報収集体制の保持 

町は、被害概況把握に基づき速やかに全容を把握し、災害対策本部会議により調査地

域の重点、優先順位等を定め対応方針を決定する。方針決定後、関係機関等との調整会

議により人命救助・安否不明者の捜索、避難誘導等の担任、編成、必要な資機材等の配

分などを定める。また、引き続き、詳細情報の収集に努め、被害情報を集約し、被害状

況の解明に伴い常に 新の情報に更新し、応急対応活動に反映する。 

この際、インターネット、電話回線等の通信の被災状況を踏まえ、移動式無線機等に

より通信手段を確保するとともに、ライフライン関係機関等からの被害状況、復旧見込

みに関する情報を収集する。 

(２) 県に対する被害状況及び応急対策等の報告 

① 被害の状況に関する報告 

町は、次に掲げる事項のいずれかに該当する事態が発生した場合、直ちに被害の状況

及び応急対策の実施状況に関する情報を収集し、「茨城県被害情報等報告要領」に基づ

き、県の災害対策本部、その他必要とする機関に対して災害情報共有システム等を利用

して報告する。ただし、緊急を要する場合は電話等により行い、事後速やかに報告する。 

また、被害の把握ができない状況にあっても、把握している事項、把握できていない

事項を明らかにして、判明している事項を適宜に報告する。 

なお、確定した被害及びこれに対してとられた措置の概要については、被害状況報告

を災害応急対策完了後 10 日以内に行う。併せて、「火災・災害即報基準」に基づく直接

即報基準該当事案については、消防庁に対しても、原則として覚知後 30 分以内に可能

な限り早く報告する。 

ア 市町村災害対策本部が設置されたとき 

イ 災害救助法の適用基準に該当する程度の災害が発生したとき 

ウ 災害による被害が当初は軽微であっても、以後拡大発展するおそれがあるとき 

エ 地震が発生し、震度４以上を観測したとき 

オ 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて報告する必要があると認めら

れるとき 

この際、県に報告することができない場合には、国（消防庁）に対して直接報告（エ

の震度４以上を観測した場合を除く。）するものとし、報告後速やかにその内容につい

て連絡する。 

② 町の情報収集能力を超える場合等の対応 

ア 災害規模が大きく、町の情報収集能力が著しく低下した場合は、その旨を県その

他の防災関係機関に伝達し、被害情報の収集活動に対して応援を要請する。 

イ 地域住民等から 119 番への通報が殺到している状況下にあっては、直ちに県及び

国（消防庁）へ同時に報告する。 

③ 安否不明者数の報告 
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ア 安否不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、

町は、住民登録の有無にかかわらず、町域内で行方不明となった者について、警察

等関係機関の協力に基づき、正確な情報の収集に努める。また、安否不明者として

把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該

登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は

直接又は必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）に連絡する。 

なお、安否不明者数については、「災害報告取扱要領における人的被害の把握に係る

運用」（平成 24 年 3 月 9 日消防応第 49 号第２項）に基づき取り扱う。 

イ 安否不明者の公表は、混乱を避けるため町及び警察等からの情報に基づき、基本

的に県が一元的に実施する。また、公開捜索については、人命救助を第１とし、警

察等と連携して家族等の理解を取り付け、躊躇なく実施する。 

資料編：13-１ 災害救助法の適用基準 

13-４ 災害報告取扱要領における人的被害の把握に係る運用 

13-７ 【様式】災害概況即報 

13-８ 【様式】被害状況即報 

(３) 国への報告 

町は、県に報告することができない場合には、国（消防庁）に対して直接報告するも

のとし、報告内容は、県への報告内容に準ずる。報告後、速やかにその内容について連

絡する。 

(４) 被害情報の種類等 

被害情報は、次表に関する被害とし、次の内容とする。 

ア 被害発生時刻 

イ 被害地域（場所） 

ウ 被害様相（程度） 

エ 被害の原因 

区分 被害の内容 

a. 人の被害 被害状況 

b. 住家の被害 被害状況 

c. 土木関係 公共土木施設被害、都市計画施設被害、下水道施設被害 

d. 農林水産関係 一般被害、農林水産業施設被害 

e. 建築関係 公営住宅被害 

f. 商工関係 中小企業（大企業）関係被害 

g. 民生・福祉・保健衛生関係 
水道施設被害、清掃施設被害、医療施設被害、 
社会福祉施設等被害 

h. 教育関係 学校、文化財、社会教育施設被害 

i. 公共施設等の被害状況 

公共施設等の被害状況、道路の不通状況、 
交通機関の被害状況（不通状況）、 
電力施設の被害状況（停電状況）、 
通信施設の被害状況（電話不通状況）、 
上水道施設の被害状況、下水道施設の被害状況 

j. その他 その他の被害状況  

(５) 措置情報 
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措置情報の報告は、次のとおりとする。 

ア 災害対策本部の設置状況 

イ 主な応急措置（実施、実施予定） 

ウ 応急対応実施上の措置 

エ 応援の必要性の有無 

オ 救助法適用の必要性 

(６) 被害種類別の情報収集・伝達・報告方法 

町は、発生する被害の種類によって関係する機関、伝達経路が異なるため、被害認定

基準に基づき、次の要領で情報の収集・伝達・報告を実施する。 

資料編：13-２ 被害認定基準 

① 県災害情報共有システムによる情報の伝達・報告 

町の被害情報、措置情報の収集・伝達及び報告は、原則として災害情報共有システム

を利用して行う。なお、報告すべき内容の主なものは、次のとおりである。 

ア 被害状況 

イ 人的被害状況 

ウ 災害対策本部設置状況 

エ 避難所状況 

オ 避難勧告、避難指示（緊急）、避難準備・高齢者等避難開始発令状況 

カ 道路規制情報 

② 情報収集・伝達・報告系統１ 

死者、負傷者、建物被害、その他の被害については、境町災害対策本部及び警察署を

通して県災害対策本部に報告する。 

 

  

警 察 署 

県災害対策本部 

県警察本部 

被害現場 
・ 

住  民 

境町 

災害対策本部 

：収集・伝達・報告系統 

：連携・情報共有 
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③ 情報収集・伝達・報告系統２ 

町道の道路被害については、県境工事事務所、県土木部を通じて県災害対策本部に報

告する。 

 

 
 

④ 情報収集・伝達・報告系統３ 

町内における公共交通被害については、事業者が境町災害対策本部及び県災害対策

本部に報告する。 

 

 
  

県土木部 

（道路維持課） 
県災害対策本部 

高速道路 

国  道 

そ の 他 

県  道 

町  道 

東日本 

高速道路(株) 

県境工事事務所 

関東地方整備局 

道路管理者 

境 町 

災害対策本部 

道 
 

路 
 

被 
 

害 

県災害対策本部 

東京行き高速バス 

成田行き高速バス 

バス路線 

公
共
交
通
被
害 

境 町 

災 害 対 策 本 部 

高速東京行：関東鉄道(株)つくば営

業所、JR バス関東(株) 

高速成田行：関東自動車株式会社 

バス路線 ：東武鉄道(株)、朝日自動

車株式会社 
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⑤ 情報収集・伝達・報告系統４ 

水道の被害については、給排水等対策班から県県民生活環境部及び企業局を通して、

県災害対策本部に報告する。下水道被害については、給排水等対策班若しくは応急対策

部から県土木部を通して県災害対策本部に報告する。 

 

 

 

⑥ 情報収集・伝達・報告系統５ 

 

  

境町災害 

対策本部 

電 気 東 京 電 力 

パ ワ ー グ リ ッ ド 

ラ 

イ 

フ 

ラ 

イ 

ン 

被 

害 

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 

給 排 水 等 対 策 班 

給 排 水 等 対 策 班 

応 急 対 策 部 

県県民生活環境部 

（ 水 政 課 ） 

企業局県中央水道事

務 所 

（ 施 設 課 ） 

県 土 木 部 

（ 下 水 道 課 ） 

電 話 

水 道 

下水道 

県西水道事務所 

ガ ス 販 売 事 業 所 ガ ス 

県災害 

対策本部 

県西流域下水道事務所 

河
川 

一級 

河川 

国管理 

河川 

県管理 

河川 

準用河川 

関東地方整備局 

(利根川上流河川事務所) 

県境工事事務所 

境町災害対策本部 

県土木事務所 県災害対策本部 

:ホットライン 

下 館 支 社 

（ 古 河 事 務 所 ） 

栃 木 支 店 

（ 災 害 対 策 室 ） 
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⑦ 情報収集・伝達・報告系統６ 

農産物、農地、農業基盤及び農業集落排水施設の被害については、建設農政部から県

農林水産部を通して県対策本部に報告する。 

 

 
 

⑧ 情報収集・伝達・報告系統７ 

公共施設被害（学校、公園、病院、庁舎、保健施設等）については、施設管理部課が

県各主管課及び境町災害対策本部を通じて県対策本部に報告する。 

 

第３ 災害情報の広報 

町は、流言、飛語等による社会的混乱を防止し、民心の安定を図るとともに、住民等の適

切な判断と行動を助けるため、県及び防災関係機関と相互に協力し、正確な情報の速やかな

公表と伝達、広報活動を実施する。 

また、住民等から被災者の安否情報について照会があったときは、被災者等の権利利益を

不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後

の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り回答するよう努める。 

この場合において、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係地方公共団

体、消防機関、警察等と協力して、被災者に関する情報の収集に努めることとするとともに、

県 西 農 林 事 務 所 

（振興・環境室） 

県 農 林 水 産 部 

（農業経済課） 

農 

林 

業 

関 

連 

被 

害 

境町災害 

対策本部 

県 西 農 林 事 務 所 

（境土地改良事務所） 

県 農 林 水 産 部 

（農村計画課） 

県災害対策本部 

長井戸沼土地改良区事務所 

一の谷沼土地改良区事務所 

西総土地改良区事務所 

境東部土地改良区事務所 

公共施設被害

（学校、公園、

文化施設、病

院、役場本庁

舎） 
境町 

災害対策本部 

県 

各主管課 
県 

災害対策本部 

県 

各主管部 
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安否情報の提供に当たっては、家族や県と連携し、被災者の個人情報の管理を徹底するよう

に努める。 

１ 広報活動 

(１) 広報内容 

① 被災地区住民に対する広報内容 

町は、被災地区の住民の行動に必要な次の情報を優先的に広報する。なお、本情報は、

全てが同時期に配信されるものではなく、発災から避難生活に至るまでの時間的要素・

状況の判明度等により住民への広報内容、精度、優先順位は異なり、また、情報は錯綜

するため、憶測ではなく、明らかになった正しい事実のみを伝えるように努める。 

また、聴覚障がい者に対する広報は、防災行政無線戸別受信機（文字盤付）や防災ア

プリ、わかりやすい文章による文字放送等により実施する。 

ア 災害発生状況 

イ 全般的な被害状況 

ウ 避難情報の出されている地域及び内容 

エ 公的な避難所、救護所の開設状況 

オ 防災関係機関が実施している対策の状況 

カ 電気・電話・ガス・上下水道の被害状況、復旧状況 

キ 鉄道、バスの被害状況、運行状況 

ク 近隣の助け合いの呼びかけ 

ケ 治安状況、犯罪防止の呼びかけ 

コ 流言、飛語の防止の呼びかけ 

サ ボランティア組織からの連絡 

シ 被災者への相談サービスの開設状況 

ス 救援物資、食料、水の配布等の状況 

セ 臨時休校等の情報 

ソ し尿処理、衛生に関する情報 

タ 死体の安置場所、死亡手続等の情報 

チ 各種相談窓口の開設 

② 被災地外の住民に対する広報内容 

町は、被災地外の住民に対して、被災地での応急対策が円滑に行われるようにするた

めの協力の呼びかけを中心に広報を行う。この際、被災地の被害状況や避難状況など正

しい情報の広報を重視し、被災地住民向けの情報と齟齬はないように同様の内容につ

いて広報する。 

なお、県、警察等との認識共有のもと、個人情報の取扱いについて十分に注意し、親

戚・親族等に対して可能な範囲で人的被害、避難者、安否不明者等の安否情報を提供す

る。 

ア 災害発生状況 

イ 全般的な被害状況 

ウ 避難情報の出されている地域及び内容 

エ 防災関係機関が実施している対策の状況 
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オ ボランティア活動への参加の呼びかけ 

カ 被災地への見舞電話や役場への問合せ自粛の呼びかけ 

キ 被災地への物資支援自粛の呼びかけ 

ク 治安状況、犯罪防止の呼びかけ 

ケ 流言・飛語の防止の呼びかけ 

(２) 広報手段 

① 町による広報 

ア 防災行政無線 

イ テレビ、ラジオ 

ウ 携帯電話、電話、ＦＡＸ 

エ メール（緊急速報メール、茨城県防災情報メール） 

オ アプリ（防災アプリ「Sakainfo」） 

カ インターネット（町ホームページ、町公式 Twitter、Yahoo!防災情報等） 

キ 広報車やハンドマイクによる呼びかけ 

ク 口頭伝達（境町消防団、自治会、自主防災組織、民生委員・児童委員等） 

ケ ビラの配布 

コ 立看板、掲示板 

② 報道機関への依頼 

町は、県に対して、報道機関（ＮＨＫ水戸放送局、茨城放送等）を通じた広報に関す

る要請行い、あらかじめ定めた協定に基づいて県は、報道機関に対して依頼する。 

③ 自衛隊等への広報要請 

町は、必要な広報を自機関で行うことが困難な場合は、県を通じて自衛隊、他都道府

県等に要請し、ヘリコプター等による広報活動の展開を依頼する。なお、自衛隊等に対

する派遣要請は、「本章第４節第１ 自衛隊派遣要請・受入体制の確保」に準ずる。 

④ 県災害情報共有システム（Ｌアラート）の活用 

町は、避難情報を発令又は解除した場合及び避難所を開設又は閉鎖した場合、県の災

害情報共有システム（以下「Ｌアラート」という。）に迅速・確実に情報を送信する。 

なお、庁舎の被災等、特段の事情により、町が上記の情報送信を実施することができ

ない場合は、町に代わり県が実施する。 

⑤ 境町ホームページによる災害用コンテンツ（一例） 

被災者向け 他自治体向け 報道機関・被災地外向け 

■ライフラインの復旧状況 

■食料の提供・給水所情報 

■住宅被害に遭われた方へ 

■ごみの分別収集のお願い 

■ボランティア支援を希望され

る方へ 

■罹災証明書の発行手続 

■税の減免手続 

■各相談窓口 

■必要な支援について 

① 人的支援※１ 

② 物的支援 

・支援物資 

・施設の提供 

■大口物資支援のお願い 

■避難情報の発令状況※２ 

■被災状況※３ 

■避難所の開設状況※４ 

■道路の通行規制※５ 

■災害対策本部会議資料 

■物資支援をご検討の方へ 

■議損金等による支援のお願い 

■各種ボランティア支援のお願

い 
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※１：必要な人的支援等は、災害の規模、被災状況に応じ、相互応援協定、応急対策職員派遣制度、県災

害対応支援チーム等の枠組みにより要請する。なお、協定に基づく職員派遣は、各制度に縛られる

ものではない。 

※２～５：避難情報、被災状況、措置情報等に係る情報は、Ｌアラートにより報道機関と直結している。 

２ 報道機関への対応 

(１) 報道活動への協力 

町の報道機関対応については、渉外・広報対策部の報道視察対応窓口をもって、一元

的に対応する。この際、報道機関の独自の記事、番組制作に当たっての資料提供依頼に

ついては、個人情報等の取扱いに十分配慮し、可能な範囲で提供する。 

(２) 報道機関への発表 

① 報道機関への対応の基本 

町は、災害に関する報道機関の発表を積極的に実施する。報道機関の発表は被災者の

みならず、広く全国民に対し発信され、影響力が大きいことから、被災状況、町の対応、

安否不明者の捜索などあらゆる面でその実態を適宜に公表することにより、更なる理

解及び協力を得ることが可能である。 

② 報道機関への発表要領 

災害に関する情報の報道機関への発表は、応急活動状況、災害情報及び被害状況等の

報告に基づいて収集されたもののうち、災害対策本部が必要と認める情報について、あ

らかじめ定めた様式に基づき、速やかに実施する。 

③ 報道機関への発表の実施 

発表は、原則として本部長が行う。なお、発表を行う場合は、あらかじめ発表事項及

び発表場所等について、渉外広報班長と災害対策本部事務局とで協議の上、案を作成し、

本部長の承認を得て発表する。 

④ 町内の事業者の報道発表への対応 

指定公共機関、指定地方公共機関、町及び県内に事業所を有する事業者が、災害に関

する情報を公表・広報する場合は、原則としてその内容について、災害対策本部と協議

の上実施する。ただし、緊急を要する場合は、発表後速やかにその内容について報告す

る。 

⑤ 報道内容の共有 

災害対策本部渉外広報班長は、報道機関に発表した情報を、災害対策本部各班のうち

必要と認められる班及び関係機関に送付する。 

資料編：４-５ 【様式】放送申込書 
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第３節 被害軽減対策 

 

《計画体系》 

被害軽減対策 
  

１ 即時救援活動   

      

  
  

２ 避難情報・誘導 
  

       

  
  

３ 緊急輸送 
  

       

  
  

４ 消防活動 
  

       

  
  

５ 応急医療 
  

       

  
  

６ 危険物等災害防止対策 
  

       

  
  

７ 帰宅困難者対策 
  

       

  
  

８ 地域の孤立対策 
  

       

  
  

９ 燃料対策 
  

       

 

 

関係部課・班 
総務課、財政管財課、住民課、防災安全課、保険年金課、健康推進課、農

業政策課、建設課、都市計画課 

関係機関 

坂東消防署境分署、自衛隊、県、警察署、公安委員会、保健所、茨城西南

医療センター病院、猿島郡医師会、自主防災組織、火薬類取扱責任者、危

険物施設管理者、毒劇物取扱施設管理者、境町消防団 

第１ 即時救援活動 

町は、安否確認、調査隊の調査結果等、入手した被害情報に基づき、消防団、警察、自衛

隊、消防医療機関等と緊密に連携し、倒壊家屋、がれきの下敷き、火災現場等からの逃げ遅

れ者（以下「要救助者等」という。）の救助救出及び安否不明者※１の捜索を 優先して実施

する。 

なお、救助・救急活動は、関係機関により組織された救助・救急隊等により実施すること

を基本とする。 

この際、存命率の高い 72 時間は、交替制により昼夜間、不眠不休の即時救援活動を実施

するとともに、施設等の倒壊状況、余震等による二次被害を防止するため、安全体制を確立

して実施する。 
※１安否不明者と行方不明者等の定義 

Ⅰ 行方不明者：当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあるもの。 

Ⅱ 安否不明者：当該災害が原因で所在不明となったもの（Ⅰを除いたもの） 

（茨城県の「災害時における人的被害情報の公表方針について」（令和元年９月２日

茨城県知事記者発表資料） 
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１ 要救助者等の救助・救出 

(１) 要救助者の把握 

町は、自主防災組織、民生委員、親戚・家族等の住民から要救助者の情報を入手する

ほか、防災アプリの「安否確認」による住民からの救助依頼の返信に基づき要救助者を

デジタルマップ上で把握する。 

(２) 救助・救出要領 

町は、要救助者情報に基づき、次の要救助者の救助・救出を行う。 

ア 倒壊した建物、がれき等の下敷きになっている（又は思われる）住民 

イ 陥没した道路、橋から落下した車両内に閉じ込められた（又は思われる）住民 

ウ 火災発生又は類焼火災により危険な住家等に取り残された（又は思われる）住民 

なお、救出・救助に当たっては、消防団、警察、自衛隊、消防等の関係機関との調整

会議により、各組織の編成、勢力、装備等の特性、緊急度等を踏まえて総合的に判断し、

重点・優先地域、役割、担任地域、又は要救助者等を決定する。 

この際、現場において複数の要救助者が確認される場合は、「助かる命を必ず救う」こ

とを重視し、生命反応の有無、けがの程度、二次災害の可能性等を踏まえ、現場指揮官

は要救助者の優先順位（救助トリアージ）を決定するとともに、救助の応援を要請する。

また、災害協定に基づく県猿島郡医師会や、茨城西南医療センター病院等の医療機関と

連携し、負傷者の救急搬送等について調整する。なお、医療機関が被災している場合や、

医療の逼迫、緊急を要する場合は、県を通じ搬送先、ドクターヘリ・救難ヘリの派遣、

災害時医療派遣チーム（ＤＭＡＴ）等医療に関する応援を要請する。 

(３) 搬送 

医療救護所の開設避難所等に医療救護所を必要に応じ配置し、傷病者の応急手当、ト

リアージを行い、医療機関への搬送を行う。なお、傷病者が多数発生している場合の医

療救護所等への搬送は、必要により付近住民及び自主防災組織等の協力を求め実施する。 

２ 安否不明者の捜索 

町は、住民からの情報、防災アプリの安否確認に基づき、捜索を実施する。 

この際、返信の空白地帯は、返信できない も危険地域である可能性もあるため、被災

調査結果等を踏まえて重点地域を検討する。 

なお、安否不明者の捜索は次のとおり実施し、行方不明者の捜索は、「本章第７節第５ 

行方不明者等の捜索」に準ずる。 

(１) 安否不明者相談窓口の開設 

町は、総務対策班内に安否不明者捜索窓口を開設し、届出のあった安否不明者につい

て、捜索者名簿等を作成し、警察情報、避難所などの避難者名簿等と照合して、行方不

明者及び真の安否不明者を明らかにし、警察等の関係機関と情報を共有する。 

(２) 安否不明者の公開捜索 

安否不明者の捜索においては、人命救助を迅速、かつ円滑に行うため、無事に生存し

ている情報は極めて重要であり、その情報は本人や、一般住民からの情報によるところ

が大きい。特に生存率の高い 72 時間以内の捜索に努力を傾注するには、一刻の猶予もな
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らない。そのため、町では、警察等と連携して家族等の理解を取り付け、公開捜索を躊

躇なく実施する。また、情報の錯綜・混乱を避けるため町及び警察等からの情報に基づ

き、基本的には県が一元的に実施する。なお、公表する情報は、茨城県の「災害時にお

ける人的被害情報の公表方針」に基づき実施し、迅速性を期すため、氏名、住所、性別

（住民基本台帳に記載の性別）とし、可能な場合に年齢を公表する。 

(３) 安否不明者の捜索 

町は、関係機関等からの捜索情報を一元的に集約し、捜索地域の割り当てなど捜索活

動を有機的に実施するため、必要により安否不明者捜索隊本部を開設する。捜索に当た

っては、各機関に対し基本的に地域を割り当て担任させるとともに、捜索に必要な消耗

品など物資の調達は、町で実施し、配分する。 

資料編：13-５ 災害時における人的被害情報の公表方針 

17-36 捜索者名簿 

第２ 避難情報・誘導 

町は、地震発生後、被災状況の解明に伴い、二次災害による住民の生命を守り、被害の拡

大を防止するため、避難を要する住民に対し「避難指示」を発令する。町は、土砂災害や津

波災害のリスクはない。そのため、地震における避難情報の発令が必要となる場合は、延焼

火災など緊急な場合が多く、風水害と異なり「高齢者等避難開始」発令など段階を踏む間も

なく、速やかに「避難指示」を発令しなければならない可能性が高い。 

なお、避難支援・誘導に当たっては、特に支援が必要な高齢者等の要配慮者や負傷者を重

視し、自主防災組織、民生委員・児童委員、警察・消防・自衛隊等の関係機関等との連携が

重要である。 

１ 避難情報 

(１) 避難が必要となる災害 

地震発生後、被害の拡大要因となる災害としては次のようなものがある。 

町は、被害情報の収集においては、特に二次災害を警戒し、被害拡大の予測（被害発

生時期、避難方向、避難先）について関係機関と認識を共有し、人命救助・救出活動と

避難を支援する。 

・地震による建物倒壊 

・地震水害（河川、ため池等） 

・その他 

・延焼火災 

・危険物漏えい（劇毒物、爆発物） 

 

(２) 避難情報の種類と発令責任者 

町は、上記の二次災害が発生するおそれがあり、住民の生命・身体に危険を及ぼすと

認めるときは、危険地域の住民に対し、速やかに避難情報を発令する。なお、災害対策

基本法等の関係法令に基づく避難情報の実施責任者及び発令要件は、次のとおりである。 

また、混乱期における情報の錯綜等に十分注意し、県、各関係機関との情報・認識を

共有する。 
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＜避難情報の実施責任者＞ 

実施責任者 災害の種類 要件 根拠 

町長 

【※１】 

【※２】 

災害全般 

（指示等） 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合におい

て、人命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大

を防止するため、特に必要があると認めるとき及び急を

要すると認めるときは立ち退き避難を指示できる。 

また、立退きによって生命に危険が及ぶおそれがある

ときは緊急安全確保措置を指示できる。 

災害対策基本法 

第 56 条、第 60 条 

知事 

【※３】 

災害全般 

（指示等） 

町が事務の全部又は大部分の事務を行うことができ

なくなったときは、町長に代わって実施しなければなら

ない。 

災害対策基本法 

第 60 条 

警察官 

【※４】 

災害全般 

（指示） 

町長が避難のための立退きを指示することができな

いと認めるとき又は町長から要求があったとき立ち退

き避難又は緊急安全確保措置を指示できる。 

災害対策基本法 

第 61 条 

警察官は、住民等の生命、身体に危険が切迫している

ときは、直ちに当該地域住民に立退きを指示する。 

警察官職務執行

法第 4 条 

自衛官 

【※５】 

災害全般 

（指示） 

災害派遣を命じられた自衛官は、災害の状況により特

に急を要する場合で、警察官がその現場にいないときに

立ち退き避難を指示できる。 

自衛隊法 

第 94 条 

【※１ 災害対策基本法第 56 条：市町村長の警報の伝達義務及び警告の権限】 

【※２ 同法第 60 条：市町村長の避難の指示等の権限】 

【※３ 同法第 61 条：警察官等の避難の指示の権限】 

【※４ 警察官職務執行法第４条：避難等の措置の権限】 

【※５ 自衛隊法第 94 条：災害派遣時等の権限】 

【※６ 水防法第 29 条：立退きの指示の権限】 

(３) 避難情報の基準 

避難指示は、次の状況が認められるときを基準として実施する。また、これらの状況

が切迫し急を要するときは、緊急安全確保を指示する。 

① 地震火災の拡大により、住民に生命の危険が及ぶと認められるとき。 

② 地変が発生し、又は発生するおそれがあり、付近の住民に生命の危険が認められる

とき。 

③ 有毒ガス等の危険物質が流出拡散し、又はそのおそれがあり、住民に生命の危険が

認められるとき。 

④ 余震により建物倒壊の危険が認められるとき。 

⑤ 地震による河川堤防の被害等による水害の危険性が認められるとき。 

⑥ その他災害の状況により、町長が必要と認めるとき。 

(４) 避難情報の内容 

町は、避難情報について、次の内容を明示して実施する。 

ア 避難情報発令の理由 

イ 要避難対象地域（行政区単位） 

ウ 避難所の開設状況（開設場所・開設時期、通用門の統制等）及び緊急避難場所 

エ 風向等の気象情報、避難方向、避難経路の状況（通行制限、渋滞情報） 

オ 危険の度合い 

カ とるべき行動や注意事項 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第３節 被害軽減対策 

3-100 

境町地域防災計画 

 

キ その他の必要な事項 

(５) 避難措置の周知 

町は、避難情報を発令した場合は、当該地域の住民、特に要配慮者及び支援者へあら

ゆる情報伝達手段によりその内容を周知する。また、関係機関とその役割・担任等につ

いて連携する。 

① 住民への周知徹底 

ア 避難情報の発令要領 

町は、避難情報の発令に当たっては、住民や要配慮者等に対して、緊急性を訴え、

緊迫感をもって、繰り返しわかりやすい言葉で確実に伝達する。また、避難の必要が

なくなった場合も、速やかに周知する。 

イ 要配慮者への避難情報の周知 

a. 避難行動要支援者名簿の平常時からの提供に不同意であった者への避難支援 

町は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、避難行動要

支援者の生命又は身体を保護するために特に必要があるときは、その同意の有無に

かかわらず、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に名簿

情報を提供する。 

同意のない避難行動要支援者の名簿の情報提供に際しては、予想される災害種別

や規模、予想被災地域の地理的条件や過去の災害経験等を総合的に勘案し、適切に判

断することとする。例えば、危険の可能性がない地区に居住する同意のない避難行動

要支援者の名簿情報まで一律に提供することはしないよう配慮する。 

b. 避難行動要支援者の安否確認の実施 

発災時は避難行動要支援者が無事であっても、介護者や保護者等の支援者が被災

することも想定される。 

町は、安否未確認の避難行動要支援者がいる場合には、避難行動要支援者名簿を有

効に活用し、在宅避難者等の安否確認を進める。 

また、避難行動要支援者に該当しない要配慮者についても、発災又は発災のおそれ

があるときは、地域の高齢者や障がい者等を対象とした民生委員・児童委員の見守り

のための名簿等を活用し、安否確認を行うための協力体制等をつくる。 

ウ 自主防災組織との連携 

町は、自主防災組織、民生委員・児童委員等と連携し、緊急連絡網による速やかな

情報情報の伝達を呼びかけるとともに、支援が必要な住民に対しては、区長を通じ、

総務対策班により支援を要する住民の人数、乗車場所・時間、車種について確認し、

バス、庁用車、消防団等、状況に応じて も迅速かつ適切な手段により支援し、「逃げ

遅れ」がないよう留意する。 

② 避難情報の伝達手段 

町は、避難情報の伝達に当たっては、あらゆる情報伝達手段を活用し、住民に対し周

知を図る。この際、直接的な広報により緊迫感を与えるほか、Ｌアラート等の活用によ

る報道機関等の協力を得て、間接的に住民に広報する。 

ア 防災行政無線（屋外拡声子局（防災スピーカー）、戸別受信機） 
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イ Ｌアラートとの連動によるテレビ、ラジオ等の報道機関 

ウ 携帯電話、電話、ＦＡＸ 

エ メール（緊急速報メール、茨城県防災情報メール） 

オ アプリ（防災アプリ「Sakainfo」） 

カ インターネット（町ホームページ、町公式 Twitter、Yahoo!防災情報等） 

キ 広報車 

ク 口頭伝達（境町消防団、自治会、自主防災組織、民生委員・児童委員等） 

ケ 境警察署による伝達 

コ 職員による個別訪問及び信号（サイレン） 

サ 施設管理者を通じての伝達（公共施設、学校等） 

(６) 関係機関等との連携 

町は、避難情報発令に先立ち、災害対策本部を設置した段階から警察、消防、自衛隊

からのリエゾンの派遣を要請し、消防団長を参集するなど早期から連携を図り、情報を

共有する。 

２ 警戒区域の設定 

(１) 町による警戒区域の設定 

町は、災害の発生により住民等の生命、身体に対する危険を防止するため、次の警戒

区域の設定が必要と認められるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者

以外の者に対して、当該区域への立入りを制限、禁止し、又は退去を命ずる。 

ア 延焼火災により被害が及ぶと予想される地域 

イ 崩壊危険のある大規模建物周辺地域 

ウ 施設の被害により有毒ガスの危険が及ぶと予想される地域  

エ 施設の被害により爆発の危険が及ぶと予想される地域  

オ 放射線使用施設の被害により被曝の危険が及ぶと予想される地域  

カ その他住民の生命を守るために必要と認められるとき 

 

なお、警戒区域の設定（後述の町長の職権代行者を含む。）を行った者は、避難情報と

同様に、住民への周知及び関係機関への連絡を行う。 

(２) 警察官、自衛官による町長職権の代行 

警察官及び災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、町長及びその職務を行う吏員が

現場にいないとき又はこれらの者から要請があったときは、町長の職権を代行すること

ができる。この場合、直ちにその旨を町長に通知しなければならない。（災害対策基本法

第 63 条） 

(３) 消防職員による警戒区域の設定 

消防職員は、消防活動を確保するために、消防関係者以外を現場近くに近づけないよ

う措置をすることができる。（消防法第 28 条） 

３ 避難の誘導 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第３節 被害軽減対策 

3-102 

境町地域防災計画 

 

町は、避難誘導に当たっては、気象状況（特に風速・風向）、関係機関等の専門的見地か

らの意見を踏まえ、今後の被害拡大を的確に予想し、その避難する範囲、避難方向・避難

先を決定し、避難支援を行うことが重要である。また、避難誘導にあたり、避難所、避難

路及び危険箇所・警戒区域等の所在、災害の概要、その他、住民の避難行動に資する情報

の提供に努め、次のように避難誘導を実施する。 

(１) 避難誘導の実施 

① 町は、警察官、消防団員、自主防災組織等と連携して避難誘導を実施する。 

② 町は、学校、社会教育施設及び社会福祉施設等において、各施設の管理者に対し、

児童生徒、施設利用者等を安全に避難誘導するよう指導する。 

③ 町は、避難方向、避難経路、避難先については、風向等を注視し、被害の及ぶ方向・

範囲を予測し、安全を確認した上で、経路・避難先を選定するよう努める。 

④ 町は、避難誘導に当たり、避難所及び緊急避難場所や危険箇所・警戒区域等の所在、

災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努める。 

⑤ 町及び警戒区域設定者等は、危険箇所・警戒区域等がある場合は、標識、なわ張り

等を行うほか要所に誘導員を配置し、事故防止に努める。 

(２) 住民における避難時の注意点 

① 避難に際して、隣近所等でお互いに助け合い、集団行動をとる。 

② 周囲に避難を呼びかけつつ、自ら率先して避難する。自主防災組織のリーダーなど

地域のリーダーが、周囲に避難を呼びかけながら率先して避難し、その姿を住民に見

せ、避難を促す。 

③ 要配慮者を優先して避難誘導を行う。 

④ 服装は軽装とする。安全のため靴をはき、帽子を被る。 

⑤ 緊急を要する場合は、リュック等により手を使用できるようにし、貴重品（現金、

貯金通帳、印鑑、有価証券等）、常備薬のほか、携行品は必要 小限とする。また、

平常時に直ちに持ち出せるようにしておくことが必要である。 

(３) 避難者の移送 

町は、避難者が自力で避難できない場合及び遠隔地の避難所へ早急に避難させる必要

があると認められる場合は、要請に基づき、車両等により避難者を移送する。 

４ 地震災害等における避難施設の基準 

町は、地震発生後、被災家屋、ライフライン等被害状況等を踏まえ、避難施設の開設場

所・開設数を決定し、避難施設を開設・運営する。避難施設は、町が指定した公共施設・

学校を基本とするが、各自主防災組織又は各行政区において、必要な場合は、公民館等の

避難所を開設・運営する。この場合、避難者の支援物資等は、町で準備する。 

なお、ライフラインが途絶した場合でも、家屋等の被害は軽微で倒壊のおそれのない場

合は、在宅避難を奨励し、給水・給食などの配給所を設定して支援する。また、避難施設

の開設・運営においては、感染症対策を踏まえた避難所運営マニュアルを整備して対応す

る。 

避難施設の開設については、次の基準により避難施設を指定する。 

  



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第３節 被害軽減対策 

3-103 

境町地域防災計画 

 

避難の理由 避難施設等 

ごく少数の家屋の被害 

（不安者を含む。） 

１ 役場庁舎４階に自主避難所を開設 

２ モバイル建築施設 

３ 縁故先等 

局地的、かつ小規模な被害の

発生 

避難所を開設する場合の優先順 

１ 被災地域を校区とする小学校 

２ 地域近傍の耐震化された町の公共施設（モバイル建築を含む。） 

３ 被災地域を校区とする中学校 

全域にわたる大規模な被害

の発生 

避難所を開設する場合の優先順 

１ 各小学校 

２ 町の複数の耐震化された公共施設（モバイル建築を含む。） 

３ 各中学校 

備考 １ 避難所を開設する被害の程度 

基本的に住家の倒壊（余震による倒壊の可能性を含む。）により、生活

基盤を失った（可能性のある）住民、又は延焼火災、危険物資の流出（可

能性のある）により、避難を余儀なくされた住家からの避難者を主対象と

する。 

２ 学校・公共施設 

各小学校は、耐震化され、防災倉庫、耐震貯水槽、特設固定電話、エア

コン等の設置等、防災設備等が充実しており、速やかな受入体制の確保が

容易であるため第１優先としている。なお、教育再開への影響などを考慮

し、長期化が予想される場合は、時間の経過に伴い速やかに公共施設の避

難所の体制を整え、移転・集約化に努める。 

３ 各自主防災組織の行政区公民館等 

公民館等の開設・運営は、行政区内の住民を対象とし、各自主防災組織

の計画によることを基本とする。 

４ 福祉避難所 

要配慮者は、被災していない福祉避難所を開設する。 

この際、医療的処置が必要な避難者等、特別な配慮が必要な避難者は、

医療機関等と調整し、医療環境上適切な場所へ移送する。 

５ その他 

災害救助法の適用、要配慮者、被災者数、避難の長短等を考慮し、モバ

イル建築（宿泊タイプ）を有効に利用するとともに、状況により宿泊施設

（パークホテルさかい等）の借上げを考慮する。 

５ 避難所等の開設 

町は、地震発生後、速やかに開設する避難所を決定し、避難所施設管理者等と連携して

避難所の開設予定・体制について調整する。運営に当たっては、保全、備品・施設の使用

等の観点から施設管理者から担当職員の派遣協力を依頼する。 

なお、避難所の開設に当たっては、次の事項に注意する。 

(１) 開設する避難所の決定 

町は、避難施設の基準に基づき避難所を決定し開設する。決定に当たっては、地震の

発生形態、被害状況、実際に避難している現状等を踏まえ も適する施設を総合的に判

断し、柔軟性をもって決定する。また、余震など不安を訴える住民などに対し、自主避

難所として役場庁舎４階を一時的に開放する。 

この際、住民に対し、速やかに開設場所・時期を広報し、周知する。 

(２) 開設準備 
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町は、広域避難体制への移行に伴い、被災者等支援対策部を主体に各避難所支援チー

ムを編成し、各チーム長は、担当施設の開設準備を統制する。 

この際、ライフラインが途絶している場合は、避難所へ電気自動車、水素自動車等の

移動予備電源車を準備する。また、小学校を避難所として使用する場合は、各小学校の

防災倉庫の鍵を事務局から受領するとともに、消防団と連携し、耐震貯水槽の使用を準

備する。 

なお、衛生環境を整え、感染症に備えるため、衛生用備品を事務局から確実に受領す

る。 

資料編：６-１ 防災設備等 

６-２ 防災施設 

(３) 指定避難所の開設 

町は、避難所の開設・避難所の運営に当たっては、大規模水害時における避難所運営

に準ずる。感染症がまん延している場合は、各受付（一般・要配慮者用）の避難施設等

のほか、動線、濃厚接触者等の受入施設・トイレの設定・表示を統制するなど基本的な

感染症対策を確実に実施する。 

資料編：５-１ 指定避難所兼指定緊急避難場所 

15-４ 感染症対応：令和２年～ 新型コロナウイルス感染症 

６ 指定緊急避難場所の開設 

町は、車中等で一時的に安全を確保する避難者のため、学校、公共施設のほか、グラウ

ンド、公園など野外の緊急避難場所を指定しており、避難情報発令の有無にかかわらず野

外は常時使用できる体制にある。なお、発災当初は、基本的に緊急避難場所には職員を配

置せず、巡回等により避難状況等を把握する。 

この際、避難情報、避難所の開設及び給食・給水支援に関する情報を広報する。 

資料編：５-１ 指定避難所兼指定緊急避難場所 

第３ 緊急輸送 

町は、災害時の緊急輸送を効率的に行うため、関係機関と協議の上、指定の緊急輸送道路

の被害状況を迅速に把握し、建設業・レッカー業関係等との災害協定に基づき、がれきの撤

去など緊急輸送道路の啓開作業を行う。また、輸送車両、ヘリコプター等の確保、救援物資

の輸送拠点の整備等を行うとともに、緊急交通路の確保、被災地並びにその周辺道路の交通

渋滞の解消等を目的とした交通規制を迅速・的確に実施する。 

１ 緊急輸送の実施 

(１) 実施機関 

町は、防災関係機関と連携し、それぞれ緊急輸送を実施する。 

(２) 緊急輸送活動の基本方針 

① 総括的な優先事項 
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町は、防災関係機関と連携し、輸送活動を行うに当たって、次のような事項を優先し

て行う。 

ア 人命の救助、安全の確保 

イ 被害の拡大防止 

ウ 災害応急対策の円滑な実施 

② 災害発生後における優先事項 

ア 第１段階（地震発生直後の初動期） 

・ 救助・救急活動、医療活動従事者、医療品等人命救助に要する人員、物資 

・ 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

・ 政府災害対策要員、県・他市町村災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施

設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 

・ 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

・ 緊急輸送に必要な輸送施設・輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び

物資 

イ 第２段階（応急対策活動期） 

・ 上記アの継続 

・ 食料、飲料水等生命の維持に必要な物資 

・ 傷病者及び被災者の被災地外への輸送 

・ 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

ウ 第３段階（復旧活動期） 

・ 前記イの継続 

・ 災害復旧に必要な人員及び物資 

・ 生活必需品 

・ 郵便物 

・ 廃棄物の搬出 

(３) 緊急輸送活動の実施及び管理 

① 緊急輸送の実施及び運営 

町は、県、道路管理者、輸送・道路啓開に係る協定締結者（茨城県トラック協会県西

支部、猿島土建一般労働組合、境町ふるさと祭り協力会、全国車載車レッカー協同組合

等）、警察、消防、医療機関と連携し、次のように緊急輸送活動を実施する。 

ア 道路輸送 

a. 応急輸送路の設定 

町は、道路輸送にあたり、避難輸送、食料・水等の生活支援物資、応急補修資材等

の緊急輸送に際し、県、トラック協会等の協定締結団体、消防団、自衛隊等に対し輸

送支援を要請する。輸送に当たっては、被害情報、調査結果等に基づき使用可能な道

路、がれき等による道路閉塞、崩壊・陥没、水道管破裂箇所などの道路啓開・応急修

理について全体像を明らかにして速やかに応急輸送路を設定するとともに、輸送・応

急対策を実施する関係機関等と情報を共有し、間断のない緊急輸送活動を実施する。 

この際、必要に応じて迂回路・代替路の設定を行う。また、車両が通行できない場

所へは必要に応じ、バイク、自転車を効果的に活用する。 
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b. 公用車による緊急輸送 

町は、必要な場合は、公用車により輸送活動を実施する。財政管財課は、各部の配

車要求と本部の指示に従い、支援内容に応じ車種を選定し速やかに配車する。また、

町公用車及び協力機関の登録車両を配車し、同時に災害の規模と作業内容に応じ、民

間車両を緊急調達する。 

なお、状況により相互応援協定に基づき、隣接市町村の輸送力の応援を求める。 

イ 空中輸送の支援 

町は、負傷者、病院の機能不全による入院患者等の人命に係る緊急搬送、緊急支援

物資の輸送が必要となった場合は、県、自衛隊に対し、ヘリコプターによる空中輸送

を要請する。 

この際、空中輸送を担任する機関と調整し、緊急輸送に必要なヘリコプターの臨時

発着場を確保するとともに、水害避難タワーや移住定住促進住宅の屋上に設定したレ

スキューポイントを有効に活用するとともに、拠点的にドローン基地を設定し、緊急

物資輸送に活用する。 

ウ 鉄道による輸送 

町内には鉄道網がない。町は、災害時において、自動車による輸送が不可能なとき、

あるいは遠隔地で物資機材等を確保したとき、東武動物公園駅・古河駅を利用した緊

急輸送を行うため、東武鉄道(株)及び東日本旅客鉄道(株)に列車の特発等を要請する。 

資料編：２-１ 災害応援協定一覧 

８-１ 緊急輸送道路 

８-６ 臨時ヘリコプター離発着場及びレスキューポイント 

２ 緊急輸送道路の確保 

(１) 道路啓開等の実施 

① 道路啓開の優先等 

町は、応急輸送路の開設により、輸送路を確保しつつ道路啓開に係る協定締結者と連

携し、速やかに所管する幹線道路の啓開作業を実施する。 

啓開作業に当たっては、緊急輸送道路及び救命・救助に係る道路を優先し、当初１車

線の啓開（片側通行）により速やかに路線を確保し、その後２車線に拡幅する。 

② 道路啓開情報の共有 

町は、境工事事務所とそれぞれの所管する道路の啓開状況・予定等について情報を共

有し、併せて警察、消防、自衛隊、医療県警等関係機関等に情報を提供する。 

この際、道路の啓開情報を、ホームページ、防災アプリ等により住民に対しリアルタ

イムで広報する。 

(２) 放置車両対策 

町は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合など、緊急通行車両の通行を確保す

るため緊急の必要があるときは、災害対策基本法の一部を改正する法律※１に基づき、警

察、境工事事務所等関係機関と協力し、管理道路について運転者等に対し車両の移動等

の命令を行う。運転者が措置命令に従わない場合や不在の場合等においては、道路啓開
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関連の災害協定者等に要請し、基本、警察の立ち合いのもと放置車両等の移動・撤去を

行う。 

法令に基づく放置車両移動の一般的な流れは、次のとおりである。 
※１災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 114 号）： 

道路法では、放置車両の移動は、原則 50m 以内の範囲で、かつ車を破損させられな

い。しかし、本法律の改正により緊急通行車両の通行を確保するため必要な場合には、

その管理する道路の区間を定め、緊急運行車両の通行の妨げになっている車両や車

両から落下した積載物等の物件の所有者に対し、所有者が車両等移動等の措置命令

に従わない、不在の等場合は、道路管理者自ら車両の移動等の措置ができるとともに、

当該措置のためやむを得ない限度において、車両等を破損することができると規定

された。 

＜災害対策基本法に基づく放置車両移動の流れ＞ 

 

(３) 啓開資機材の確保 

町は、警察・境工事事務所等関係機関と連携し、道路警戒等応急復旧に係る災害協定

締結者との協定に基づき、応急復旧に係る資機材、飲料水、簡易トイレ等については、

原則として町が経費を負担する。なお、災害救助法が適用される場合は、同法の定める

ところによる。 

３ 交通規制 

 
町は、災害時において、災害応急対策に従事する者及び災害応急対策に必要な機材等の

災害輸送を円滑に行うため、警察、道路管理者等と連携し、不通箇所の通報連絡、交通規

制に関する措置を実施する。 

(１) 実施責任者 

町は、道路の破損、欠壊その他の事由により交通に危険があると認められる場合、ま

た、道路に関する工事のため、やむを得ないと認める場合には、警察と緊密に連携し、

町道にあっては交通規制をし、町道以外の場合は、関係管理者と密接な連絡をとり交通

規制を要請する。  
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＜実施責任者及び根拠＞ 

 実施責任者 範囲 根拠法 

道
路
管
理
者 

国土交通大臣 

知事 

市長 

【※１】 

１ 道路の破損、欠壊その他の事由により交通が危険

であると認められる場合 

２ 道路に関する工事のためやむを得ないと認めら

れる場合 

道路法 

第 46 条第 1項 

警
察 

公安委員会 

【※２】 

【※３】 

１ 周辺地域を含め、災害が発生した場合又はまさに

発生しようとしている場合において災害応急対策

が的確かつ円滑に行われるようにするため緊急の

災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必

要な物資の緊急輸送その他応急措置を実施するた

めの緊急輸送を確保する必要があると認めるとき

は、道路の区間を指定して、緊急通行車両以外の車

両の道路における通行を禁止し、又は制限すること

ができる。 

２ 道路における危険を防止し、その他交通の安全と

円滑のため必要があると認める場合、通行禁止その

他の交通規制をすることができる。 

災害対策基本法 

第 46 条第 1項 

 

 

 

 

 

 

 

道路交通法 

第 4 条第 1 項 

警察署長 

【※４】 

道路交通法第 4 条第 1 項により、公安委員会の行う規

制のうち、適用期間が短いものについて交通規制を行

う。 

道路交通法 

第 5 条第 1 項 

警察官 

【※５】 

道路の損壊、火災の発生その他の事情により道路にお

いて交通の危険が生ずるおそれがある場合において、

当該道路における危険を防止するため必要があると

認めるときは、必要な限度において当該道路につき、

一時歩行者又は車両等の通行を禁止し、又は制限する

ことができる。 

道路交通法 

第 6 条第 4 項 

【※１ 道路法第 46 条第１項：通行の禁止又は制限の権限】 

【※２ 災害対策基本法第 46 条第１項：災害予防及びその実施責任［組織の整備］】 

【※３ 道路交通法第４条第１項：公安委員会の交通規制の権限】 

【※４ 道路交通法第５条第１項：警察署長等への委任の権限】 

【※５ 道路交通法第６条第４項：警察官等の交通規制の権限】 

(２) 実施要領 

① 緊急輸送確保のための交通規制 

町は、災害対策基本法、道路法等の関係法令に基づき、警察、境工事事務所等と連携

し、被災者の救難、救助のための人員の輸送車両、緊急物資輸送車両等、緊急通行車両

の円滑な通行を確保するため、必要があると認めるときは、緊急通行車両以外の通行を

禁止又は制限する。 

② 災害地における交通処理 

ア 町は、混乱している交差点、主要道路等の近くに公園、空き地その他車両の収容

可能な場所があるときは、道路上の車両をできるだけそこへ収容し、車道をあける

ようにする。 

イ 町は、運転者に対して、ラジオ等の交通情報の受信に努め、現場の警察官及びラ

ジオ等による交通規制の指示に従うよう協力を求める等の広報をする。 
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ウ 町は、住民に対して、絶対に家具等を車道又は支障になる場所に持ち出させない

ようにする。 

エ 町は、避難誘導道路において、被災者と緊急通行車両等とが混乱した場合、被災

者を優先して誘導する。 

オ 町は、自動車を用いて避難する者が予想されるため、自動車による避難の自粛を

求める。 

③ 災害地周辺における交通規制 

ア 町は、警察との連携により、交通遮断線の手前に相当の距離をとって、要所に検

問所を設ける。検問所には緊急車両以外の車両通行禁止標識の設置、周辺の災害状

況の告知、検問所の明示等を行い、交通をはじめとする秩序の維持を図る。 

イ 町は、交通の妨害となっている倒壊家屋、樹木、電柱その他障害物及び危険物の

状況並びに崩壊した道路、橋梁等の応急修理、復旧計画等を考慮し、適切な交通の

確保を図る。 

ウ 町は、災害応急対策の従事者及び緊急物資輸送車両等について、災害対策基本法

施行規則第６条に規定する標章及び緊急通行車両確認証明書の交付を申請する。な

お、町は、緊急通行車両の実施責任者及び当該車両の使用者は、交付を受けた標章

は、当該車両の前面の見やすい部位に表示するよう指導する。 

この際、町は、公用車両について、努めて事前に県、又は県公安委員会に確認申請

を行い、交付を受けておく。 

資料編：８-４ 【様式】災害応急対策車両指定の報告様式 

８-５ 【様式】災害応急対策車両ステッカー（第１順位、第２順位） 

④ 交通規制及び道路交通情報の周知 

ア 町による交通規制 

・ 町は、交通規制を行った場合は、適当な分岐点、迂回路線に指導標識板を設置す

るとともに、速やかに防災アプリ、境町ホームページ、公式 Twitter などのＳＮＳ

や、防災行政無線、看板の設置、広報車、報道を通じ直接的に住民に周知徹底する。 

・ 町は、不通箇所、迂回路、復旧見込み等道路交通情報についても、上記に準じあ

らゆる情報発信手段により住民に周知徹底する。 

イ 高速道路の応急対策 

町は、高速道路における応急対策（首都圏中央連絡自動車道等の高速道路は、計測

震度５弱以上の地震が発生した場合は、即時通行止めとなり、道路管理者による速や

かな点検結果異常なしが確認されるまで通行止め）についても同様に住民に周知し、

関係機関と情報を共有する。 

⑤ 運転者のとるべき措置の徹底 

町は、大規模な地震が発生したときの運転者のとるべき措置として、次の事項の周知

徹底を図る。 

ア 走行中の場合は、次によること。 

・ できる限り安全な方法により車両を道路の左側に停車させること。 

・ 停車後は、カーラジオ等により災害情報及び交通情報を聴取し、その情報及び周

囲の状況に応じて行動すること。 
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・ 車両を置いて避難するときは、できる限り道路外に移動しておくこと。やむを得

ず道路上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて停車させ、エンジンを切り、

エンジンキーは付けたままとし、窓を閉め、ドアはロックしないこと。 

イ 避難のために車両を使用しないこと。 

ウ 法に基づく交通規制が行われたときには、通行禁止区域等（交通規制が行われて

いる区域又は道路の区間をいう。以下同じ。）における一般車両の通行は禁止又は制

限されることから、同区域等内に至る運転者は次の措置をとること。 

a. 速やかに、車両を次の場所に移動させること。 

・ 道路の区間を指定して交通の規制が行われたときは、規制が行われている道路

の区間以外の場所 

・ 区域を指定して交通の規制が行われたときは、道路外の場所 

b. 速やかな移動が困難なときは、車両をできる限り道路の左端に沿って駐車する

など、緊急通行車両の通行の妨害とならない方法により駐車すること。 

c. 通行禁止区域等内において、警察官の指示を受けたときは、その指示に従って車

両を移動又は駐車すること。その際、警察官の指示に従わなかったり、運転者が現

場にいないために措置することができないときは、警察官が自らその措置をとる

ことがあり、この場合、やむを得ない限度において、車両等を破損することがある

こと。 

資料編：８-１ 緊急輸送道路 

第４ 消防活動 

１ 消火活動 

町は、防災関係機関と相互の連携を図り、地域住民、自主防災組織等の協力のもと、地震

発生による火災及びがれきの下敷きなどによる死傷者等をできる限り軽減するため、効果

的な対策を実施する。 

また、大規模災害時に発生する火災は、同時多発的に発生することから、発生状況に応じ

次の原則に基づき鎮圧にあたる。 

なお、大規模な火事災害については、「本計画（一般災害対策計画）第４章 大規模な火

事災害対策計画」に準ずる 

(１) 境町消防団及び坂東消防署境分署による消火活動 

① 情報収集、伝達 

ア 被害状況の把握 

町は、119 番通報、駆け込み通報、参集職員からの情報、消防団員及び自主防災組

織等からの情報などを総合し、被害の状況を把握し初動体制を整える。 

イ 災害状況の報告 

町は、坂東消防署境分署長及び消防団長からの報告を受け、火災・被災者・要避難

者の状況、消防機関の活動状況等の消防情勢を把握し、応援、救助、避難に関する措
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置等が必要な場合に備え、手続に漏れないように努めるとともに、災害情報共有ネッ

トワーク等により県に報告する。 

この際、住民に対する広報、特に避難を要する地域の住民に対する避難情報等を重

視し、あらゆる伝達手段により周知を図る。 

避難情報の発令等避難に関する事項は、「本節第１ 即時救援活動及び第２ 避難

情報・誘導」に準ずる。 

② 同時多発火災への対応 

町は、火災の発生状況に応じ、次の原則にのっとり、坂東消防署と連携し、消防団の

出動計画に基づく消火活動についてその状況を把握し、応援、資機材等の提供、避難施

設の準備、避難情報の発令、避難誘導等の必要な措置を行う。 

ア 避難地及び避難路確保優先の原則 

延焼火災が多発し拡大した場合は、人命の安全を優先とした避難地及び避難路確保

の消火活動を行う。 

イ 重要地域優先の原則 

同時に複数の延焼火災を覚知した場合、重要かつ危険度の高い地域を優先に消火活

動を行う。 

ウ 市街地火災消火活動優先の原則 

大工場、大量危険物貯蔵取扱施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合は、

市街地に面する部分及び市街地の延焼火災の消火活動を優先とし、部隊を集中させて

消火活動に当たる。 

エ 重要対象物優先の原則 

重要対象物周辺と他の一般市街地から同時に出火した場合は、重要対象物の防護上

に必要な消火活動を優先する。 

オ 火災現場活動の原則 

・ 出場隊の指揮者は、火災の態様を把握し、人命の安全確保を 優先とし、転戦路

を確保した延焼拡大阻止及び救助・救急活動の成算等を総合的に判断し、行動を決

定する。 

・ 火災規模と対比して消防力が優勢と判断したときは、積極的に攻勢的現場活動に

より火災を鎮圧する。 

・ 火災規模と対比して消防力が劣勢と判断したときは、住民の安全確保を 優先と

し、道路、河川、耐火建造物、空き地等を活用し、守勢的現場活動により延焼を阻

止する。 

(２) 応援協力体制 

① 応援派遣要請 

町は、消防団及び西南広域消防本部では十分な活動が困難である場合には、消防相互

応援協定に基づき消防本部を通じて他市町村に対して、応援を要請する。また、消防相

互応援協定に基づく応援をもってしても対応できないときは、知事に対し、電話等によ

り他都道府県への応援要請を依頼する。 
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資料編：１-３ 消防組織の体制 

２-３ 茨城県広域消防相互応援協定書 

(３) 境町消防団による活動 

① 活動範囲 

原則として分団区域を優先して行うが、境町消防団本部又は町本部からの指示並び

に隣接区域等の火災発生及び被害状況等により応援活動を実施する。 

② 任務 

ア 消火活動並びに各消防隊との連携及び飛火警戒 

イ 人命救助及び避難誘導 

ウ 中継送水等の相互応援 

エ 残火処理の徹底 

オ その他命令による業務 

(４) 自主防災組織等による消火活動 

消火活動においては、初期消火が も有効である。このため、自主防災組織による初

期消火活動、避難誘導は自発的に行われることが望ましい。そのため、町は、自主防災

活動の重要性に鑑み、次の事項について、平素から周知に努め、発災時は官民一体とな

った活動を行う。 

① 出火防止 

住民及び自主防災組織等は、発災後直ちに火気の停止、ガス・電気の使用停止等を近

隣へ呼びかけ、火災が発見された場合は自発的に初期消火活動を行うとともに、消防機

関に協力するよう努める。 

② 消火活動 

住民及び自主防災組織は、初期消火に努め、消防機関の到着に伴い消火活動を移行し、

特に空き家・留守宅等の住民情報の提供、非常持出し・被災者の避難誘導、飛火などの

警戒活動への協力に努め、いたずらに消火活動・人命救助に自ら飛び込み、二次災害に

巻き込まれないよう、立入禁止など消防の現場指揮官の統制に確実に従う。 

この際、行政区の公民館等が使用でき、安全が確保できる場合は、避難者を一時的に

避難させるとともに、細部の被災者情報について入手し、消防に提供する。 

２ 救助・救急活動 

町は、消防団長指揮のもと、関係機関と連携を密にし、「本節第１ 即時救援活動」のと

おり救助・救急活動を実施する。なお、坂東消防署による活動は、次のとおりである。 

(１) 坂東消防署による活動 

① 救助活動 

ア 正確な情報収集を行い、速やかに分析し、人命の危険性が高いと判断したところ

から救助活動に当たる。また、救助活動は、自力脱出不能者を救助することを原則

とする。 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第３節 被害軽減対策 

3-113 

境町地域防災計画 

 

イ 延焼火災が多発し、同時に多数の救助・救急が必要となる場合は、火災現場付近

を優先に救助活動を行う。 

ウ 救助活動は、要救助者の安全に留意し、状況により重機等を活用する。 

エ 救助活動が長時間にわたる場合は、交替要員を配置する。 

② 救急活動 

ア 重傷者から順次救急搬送を実施する。 

イ 避難所等に医療救護所を必要に応じ配置し、傷病者の応急手当、トリアージを行

い、医療機関への搬送を行う。なお、傷病者が多数発生している場合の医療救護所

等への搬送は、必要により付近住民及び自主防災組織等の協力を求め実施する。 

ウ 医療機関に対し、診療、収容の可否等の確認をするとともに、情報の提供を行い、

また、必要により現場へ赴き医療搬送を行う。 

③ 後方医療機関への搬送 

ア 医療救護所は、トリアージの結果によって、傷病者の傷病程度に応じ必要な応急

手当を行い医療機関に搬送する。 

イ 坂東消防署境分署は、搬送先の医療機関が施設・設備の被害、ライフラインの途

絶等により、治療困難な場合も考えられるため、いばらき消防指令センター等から、

各医療機関の応需状況を早期に情報収集し、医療救護班に対して情報伝達する。 

ウ 県防災ヘリコプター等による重篤傷病者等の搬送について、搬送体制の整備を行

い、積極的に活用を図る。 

④ 応援派遣要請 

町は自らの消防力で十分な活動が困難である場合は、消防相互応援協定に基づき他

の消防本部に対して応援を要請する。また、消防相互応援協定に基づく応援をもってし

ても対応できないときは、知事に対して電話等により他都道府県への応援要請を依頼

する。 

さらに、地震災害等における消防機関の行う人命救助、消火活動等について、被災を

受けていない事業所の自衛消防隊、その他応急活動に必要な重機、装備を保有する事業

所に対し、応援協力要請をする。自主防災組織、事業所の自衛防災組織、住民等は、自

発的に救出活動を行うとともに、救出活動を実施する各機関に協力するよう努める。 

(２) 自主防災組織等による救助・救急活動 

町は、住民及び自主防災組織等に対し、自発的に被災者の救助・救急活動を行うとと

もに、救助・救急活動を実施する各機関に協力を依頼する。 

資料編：１-３ 消防組織の体制 

１-４ 自主防災組織等 

第５ 応急医療 

災害発生時には、広域あるいは局地的に、救助・医療救護を必要とする多数の傷病者の発

生が予想される。特に広域に被害が拡大し、傷病者が多数発生した場合は、災害拠点病院で

ある茨城西南医療センター病院、県の保健医療行政の第一線機関である古河保健所のライ

フラインの途絶による機能低下、医療逼迫は明らかである。 
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そのため、町は、発災当初から県及び猿島郡医師会（以下「医師会」という。）等と連携

し、災害時における被災情報を適宜に提供して共有を図るとともに、応援を前提とした応急

医療体制を速やかに確立し、関係医療機関及び各防災関連機関との密接な連携のもとに一

刻も早く医療救護活動を行うことができるよう努める。 

１ 応急医療体制の確保 

(１) 初動体制の確保 

災害時に迅速かつ的確に救援・救助を行うためには、町の災害対策本部設置に併せ、

各医療機関、医療関係団体等の災害対策部門と、速やかな連携体制を確立することが初

動において特に重要である。 

町は、全ての医療関係者に対し、可能な手段を用いて迅速かつ正確な情報の把握に努

め、被災により医療機能の一部を失った場合においても可能な限り医療の継続を図ると

ともに、自らの施設において医療の継続が困難と認めた場合には、自発的に医療救護所

等の医療提供施設に参集するなど応急医療の確保に協力するよう指導する。 

この際、傷病者の発生状況、医療施設等の被害状況等を踏まえ、医療・防災関係機関

等と調整し、救護の拠点場所、開設数を決定する。 

(２) 医療救護班の編成 

町は、被害状況に応じ、住民、防災関係機関等の情報に地域の救護状況の把握に努め

るとともに、必要に応じて保健センターを基幹とした医療救護班を避難所で編成すると

ともに、災害の種類・程度により医師会に出動を要請し、災害の程度に即応した医療救

護活動を行う。 

医療救護班は、医師会の協力を得て、医師１名、看護師２名、連絡員１名の４名で一

つの班を編成する。また、医師会は、状況により自らの判断で医療救護班を編成し派遣

できる。なお、医療救護班の数は、医療、防災関係機関等との調整会議に基づき、町が

決定する。 

医療救護活動に従事する医療従事者が不足し、対応できない場合は、次の事項を明示

して県に医療従事者の派遣を要請する。 

ア 必要人数 

イ 期間 

ウ 派遣場所 

エ その他必要事項 

(３) ＤＭＡＴ等への協力要請 

町は、災害の程度により町の能力をもってしては十分でないと認められるときは、広

域災害救急医療情報システム※１（以下「ＥＭＩＳ」という。）等に基づく、県及びその他

関係機関を通じて、県立病院をはじめ国立病院機構病院、日赤茨城県支部、県医師会、

県歯科医師会等関係団体、災害拠点病院、ＤＭＡＴ※２指定医療機関及びＤＰＡＴ※３登録

機関に対し協力を要請する。 

この場合、次の事項を示して応援要請を行う。 

ア 医療救護班の派遣場所及び派遣期間 

イ 必要とする医療活動の内容（内科、外科、産婦人科等の別）及び必要資器材 

ウ 応援必要班数 
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エ 現地への進入経路、交通状況 

オ その他参考となる事項 
※１ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム：Emergency Medical Information System） 

災害拠点病院をはじめとした医療機関・医療関係団体、消防機関、保健所、市町村間

の情報ネットワーク化及び国、県との広域情報ネットワーク化を図り、災害時におけ

る被災地内・外における医療機関の活動状況など災害医療に関わる情報を収集・提供

し、被災地の迅速かつ適切な医療・救護活動を支援することを目的としたシステムで

あり、次の３つの機能を有する。 

Ⅰ 基本機能：医療機関の被災状況・受入れの可否・可能数等の情報 

Ⅱ ＤＭＡＴ管理機能：派遣要請、活動状況を管理 

Ⅲ 医療搬送患者管理機能：医療搬送の対象となる患者、広域搬送を行う航空機の管

理 
※２ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム：Disaster Medical Assistance Team）： 

医師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で構成され、

大規模災害や多傷病者が発生した事故などの現場に、急性期（おおむね 48 時間以内）

から活動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チーム（出典：厚生労働

省） 
※３ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム：Disaster Psychiatric Assistance Team）： 

自然災害や航空機・列車事故、犯罪事件などの集団災害の後、被災地域に入り、精神

科医療及び精神保健活動の支援を行う専門的なチーム（出典：ＤＰＡＴ事務局） 

(４) 救護所の設置 

災害救助法が適用された場合、医療の途を失った者への応急的処置は、災害発生の日

から 14 日以内とする。町は、医療機関の医療機能が低下した場合、多数の負傷者が生じ

た場合、被災地と医療機関が離れている場合等で医療機関のみでは対応できないときは、

救護所を設置する。救護所は、学校、集会所等の避難所、病院、保健センター等に設置

する。 

救護所を設置したときは、速やかに、県に対してＤＭＡＴや日本赤十字社茨城県支部

及びその他の関係機関に救護班の派遣を要請する。また、必要に応じ、医師会等に救護

班の組織編成を要請し、救護所に派遣する。 

≪救護所設置に当たっての留意事項≫ 

① 町は、次の場合に救護所を設置する。 

・ 現地医療機関が被災し、その機能が低下又は停止したため、現地医療機関では対

応しきれない場合 

・ 患者が多数で、現地医療機関だけでは対応しきれない場合 

・ 被災地と医療機関との位置関係、あるいは傷病者の数と搬送能力との問題から、

被災地から医療機関への傷病者の搬送に時間がかかるため、被災地での対応が必要

な場合 

② 町は、救護所の設置予定場所、名称、収容人員などをあらかじめ定めておく。 

③ 町は、地域の医療機関の復旧状況、受診者数及び疾病構造を勘案し、地域医療に引

き継ぐことが適当と判断した場合は、医師会と協議の上、救護所を廃止する。 

④ 医療救護班の事務処理に必要な帳簿は、次に掲げる。 
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・ 医療救護班活動状況 

・ 医療実施状況 

・ 助産台帳 

２ 応急医療活動 

(１) 医療施設による医療活動 

町は、医師会を通じ、町内で被災していない利用可能な病院等に対し、被災者、救護

班の受入れ等について依頼し、患者の急増に即応できる応急治療体制を確保する。 

この際、トリアージの状況に応じ、重傷者など設備・人員の整った搬送先・手段につ

いて県、医師会等と調整する。 

(２) 医療救護所での医療活動 

ア 被災者の病状判断、傷病者の程度判定（トリアージ：傷病者の振り分け業務） 

イ 後方医療救護機関への転送の要否及び転送順位の決定 

ウ 重傷者の応急処置及び中等症者に対する処置 

エ 転送困難な傷病者及び避難所等における軽症者に対する医療 

オ 助産 

カ 巡回医療救護班と連携したメンタルケア 

キ 記録及び災害対策本部への状況報告 

(３) 医療救護班・ＤＭＡＴ等の業務 

医療救護班・ＤＭＡＴ等は、自らの移動手段の確保等に努める。 

町は、医師会、県及び県ＤＭＡＴ調整本部及び県ＤＰＡＴ調整本部等とＤＭＡＴ等の

派遣先・配置等について調整する。なお。ＤＭＡＴの活動はＥＭＩＳにより管理される。 

この際、医療救護活動が円滑に実施できるよう、医療救護班・ＤＭＡＴ等への災害時

緊急給油票の発行など配慮する。 

また、県に対し、災害医療コーディネーターの派遣を要請する。 

① 医療救護班の業務は次に示すとおりである。 

ア 被災者のスクリーニング（症状判別） 

イ 傷病者に対する応急処置の実施及び必要な医療の提供 

ウ 医療機関への転送の要否の判断及びその順位の決定 

エ 死亡の確認 

オ 死体の検案 

カ その他状況に応じた処置 

② ＤＭＡＴ等被災地における活動（域内搬送病院内支援、現場活動を含む）及び広域

医療搬送を行う。 

(４) 避難行動要支援者への対応 

町は、自主防災組織、民生委員・児童委員等と連携し、避難行動要支援者名簿等に基

づく避難者情報を、医療救護班と共有し、適切な避難の実施及び避難先を把握する。 

この際、問診等によるスクーリングによる医療機関、福祉施設等適切な搬送先への転

送を考慮する。 

(５) 傷病者の搬送 
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傷病者の医療機関への搬送は、消防、医療機関、自衛隊等により、ＥＭＩＳやトリア

ージに基づき、その対象に応ずる適切な移動手段・優先順によりそれぞれ医療機関へ搬

送する。 

町は、軽微な場合で、医療設備の要しない車両で移動可能な傷病者に限り搬送を支援

する。道路や交通機関の不通時又は緊急に特別な治療を要する傷病者の搬送は、消防防

災ヘリコプターあるいは自衛隊によるヘリコプターの輸送等について県又は自衛隊に支

援を要請する。 

なお、航空搬送はＥＭＩＳにより管理される。負傷者などを搬送する町内の病院施設

は、基本的に災害拠点病院である茨城西南医療センター病院とするも、被災状況に応じ、

近隣の災害拠点病院等、医療関係機関等とも調整する。 

３ 巡回相談チーム・ボランティアとの連携 

町は、被災者の健康相談を行うために医療救護班のほか、県、医師会等の医療機関・医

療団体等と連携し、医師及び保健師等で構成された巡回相談チームや災害医療ボランティ

アからの心身両面の医療処置を必要とする被災者の情報収集に努め、必要な医療活動を行

う。 

なお、災害医療ボランティアは、医療関係団体が運営する医療ボランティア調整本部を

通じボランティアの募集、登録、協力依頼、派遣を行う。 

町は、必要な場合は県を通じ派遣要請する。県又は医療関係機関は、ボランティア登録

手続の済んだ医療ボランティアを受け入れ、被災地内保健所において、必要な医療救護所

等に配置する。なお、発災に備え、平常時から各種医療関係の応援に関し、受援マニュア

ルを整備しておく。 

４ 後方支援活動 

町が設置した医療救護所で対応できない中等・重症患者は、医療機関等の医療的判断

（トリアージ）のもと、適切な手段により、後方医療施設（被災をまぬがれた全医療施

設）へ搬送する。搬送先は、県により、ＥＭＩＳを中心として、県全域の救急医療施設

の情報等を収集・提供し、提供を受けた消防機関等は重傷者を搬送するための対応可能

な後方医療施設を選定する。 

５ 医薬品、医療資器材の調達及び供給 

(１) 調達と供給 

医療関係の資機材の調達・供給は、専門的な知見から、各派遣医療チーム、病院は各

医療機関・医療団体等を通じ、県等に対し要請することを基本とし、町は、医療関係機

関等と調整し、必要な場合は緊急調達を実施する。 

なお、病院、各医療チームは、医療及び助産を実施するため必要な医薬品及び衛生材

料について、当面の間、各病院に備蓄しているものを使用し、不足するときは、茨城県

災害用医薬品等確保対策要綱により指定備蓄業者から災害医薬品等の確保供給を受ける

ようになっている。 

(２) 血液の確保 
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輸血用血液製剤については、茨城県赤十字血液センターが直接、医療機関の要望に基

づき供給する。 

町は、医療機関・医療団体等と連携し、医薬品等の陸路での供給が困難な場合など、

状況により県又は自衛隊を通じ速やかにヘリコプターによる搬送を要請する。 

(３) 人工透析の供給 

町は、人口透析患者に対し、災害時においても継続して透析医療を提供する必要があ

る。また、クラッシュ・シンドロームによる急性患者に対しても提供できるよう、必要

な場合は、県を通じ茨城透析医災害対策連絡協議会から被災地域内における人工透析患

者の受療状況及び透析医療機関の稼働状況等の情報を収集し、透析患者、患者団体及び

病院等へ提供するなど受療の確保に努める。 

なお、町内で透析の治療が行うことができない場合は、県、日本赤十字社茨城県支部

及びその他の関係機関に応援を要請する。 

資料編：９-１ 医師会 

９-２ 第３次医療機関 

第６ 危険物等災害防止対策 

町は、関係機関と連携し、地震による危険物等災害を 小限にとどめるため、危険物等施

設の被害程度を速やかに把握し、二次災害を防止するための応急措置を講じて施設の被害

を 小限にとどめる。また、施設の従業員や周辺住民に対する危害防止を図るため、総合的

な被害軽減対策を確立する。 

細部は、「本計画第５編第３章 危険物等災害対策計画」に準ずる。 

１ 危険物等流出対策 

(１) 連絡体制の確保 

町は、消防法にある危険物等を取り扱う事業所に対し、地震等により危険物等流出事

故が発生した場合、速やかにその状況を把握し、県、町等に通報するとともに、防災関

係機関、隣接事業所とそれぞれの業務等について相互に密接な連携をとり、応急措置を

迅速かつ的確に行えるよう協力して実施するよう指導する。 

(２) 危険物等取扱事業所の自衛対策 

町は、危険物等取扱事業所に対し、危険物等が大量に流出した場合の拡散を防止する

ため、あらかじめ定めた防災マニュアルに基づき、迅速に危険物等の作業の停止、施設

等の緊急停止等の自衛措置を実施するとともに、化学処理剤等により処理するよう指導

する。 

(３) 町の対応 

町は、危険物等取扱事業所から危険物等流出の連絡を受けた場合は、消防等防災関係

機関と連携を図り、速やかに応急処置を実施する。 

２ 石油類等危険物施設の安全確保 

(１) 事業所における応急処置の実施 
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町は、地震による被害が発生した場合、危険物施設の管理者に対し、各危険物施設の

災害マニュアルなどに基づく応急処置を適正かつ速やかに実施するよう指導する。また、

被害状況等については坂東消防署境分署、警察等防災関係機関に速やかに報告するよう

指導する。 

(２) 被害の把握と応急措置 

町は、管轄範囲の危険物施設の被害の有無を確認し、被害が生じている場合は、消火・

救助等の措置を講じる。また、被害状況を県に対して報告し、自地域のみでは十分な対

応が困難な場合には応援を要請する。 

３ 高圧ガス及び火薬類取扱施設の安全確保 

(１) 防災活動の実施 

町は、高圧ガス保安法及び火薬類取締法にある高圧ガス取扱事業所、液化石油ガス販

売事業者及び火薬類取扱事業所に対し、地震発生後、緊急に行う高圧ガス設備等の点検

や応急措置について定めた防災マニュアルに基づき適切な処置を行うよう指導する。 

(２) 毒性ガス漏えい事故発生時の情報収集及び連絡系統 

町は、県高圧ガス保安協会に対し、地震発生時には、被災事業所と密接な連携をとり

つつ、被災情報の収集に努めるとともに、関係機関等に対し速やかに情報を伝達するよ

う指導する。なお、毒性ガス漏えい事故発生時の連絡系統は、次のとおりである。 

 

＜毒性ガス漏えい事故発生時の連絡通報系統図＞ 

 

(３) 高圧ガス取扱事業所及び液化石油ガス販売事業者間の相互応援体制の活用 

町は、県高圧ガス保安協会に対し、高圧ガス取扱事業所間及び液化石油ガス販売事業

者間の相互応援体制が円滑に機能するよう連絡調整を行うよう指導する。 

４ 毒劇物取扱施設の安全確保 

高圧ガス
保安団体

高圧ガス担当課 経済産業省

消 防 署

警 察 署

警 察 署

消 防 署

高圧ガス担当課

警 察 本 部

警 察 本 部市町村

市町村

発

災

市

町

村

隣

接

市

町

村

事

業

所

消 防 本 部 等

県 境

消防防災担当課

消 防 本 部 等 消防防災担当課
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(１) 施設の調査 

町は、毒劇物取扱施設の管理者に対し、毒物又は劇物のタンク及び配管に異常がない

かどうかの点検を行うよう指導する。 

また、施設外への毒物又は劇物の流出等を起こすおそれがある場合、又は流出等を起

こした場合には、直ちに応急措置を講ずるとともに、管轄保健所、警察署又は消防機関

に連絡し、併せて、町に連絡するよう指導する。 

(２) 施設付近の状況調査及び住民の避難誘導 

町は、毒物又は劇物の流出等の届出を受けた場合には、速やかに施設付近の状況を調

査し、県に報告する。また、町は、警察署、消防機関と協力の上で住民への広報活動及

び避難誘導を行う。 

(３) 流出等のあった毒劇物の処理 

町は、毒物又は劇物の流出等の連絡を受けた場合、消防機関等関係機関と連携をとり、

毒物又は劇物の中和、希釈等の応急措置を講じ、被害の拡大防止に努める。 

５ 有害物質の漏えい及び石綿飛散防止対策 

建築物等への被害があり、有害物質の漏えいが懸念される場合は、有害物質の漏えいを

防止するため、施設の点検、応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策が

必要である。 

町は、建築物等の倒壊・損壊により石綿の飛散が懸念される場合は、石綿の飛散を防止

するため、施設の点検、応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策につい

て「災害時における石綿飛散防止に係るマニュアル」（平成 29 年９月 環境省水・大気環境

局大気環境課）により行う。 

６ 地域住民に対する広報及び避難情報の発令等 

町は、地震により危険物等の流出、有毒ガス等の漏えいが発生した場合は、地域住民の

安全確保を第１とし、応急災害対応に従事する各機関・団体等と情報を共有し、次のよう

に直ちに広報活動を実施する。 

なお、町は、避難に関する措置等が必要な場合に備え、手続に漏れないように努めると

ともに、災害情報共有ネットワーク等により県に報告する。 

この際、各種危険物等の取扱事業所、警察、消防等関係機関と連携を密にし、避難を要

する住民に対しては、速やかに避難指示等を発令し、避難所を準備する。 

避難情報の発令、避難等については、「本節第１ 即時救援活動及び第２ 避難情報・誘

導」に準じて実施する。 

① 危険物等取扱事業所 

町は、危険物等取扱事業所による広報車、拡声器等を利用した迅速かつ的確な広報の

実施を指導するとともに、危険物等取扱事業所から必要な広報の依頼を受け、県、防災

関係機関と協力して対応する。 

② 町の対応 
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町は、広報車、防災行政無線、防災アプリ、ホームページ、公式 Twitter 等のあらゆ

る手段により災害の状況や避難の必要性等の広報を行うとともに、県及び報道機関の

協力を得て周知を図る。 

この際、必要に応じ、立入禁止・危険区域を設定するとともに、禁止事項等の周知を

図る。また、防災関係機関、医療機関等と情報を共有し、それぞれの応急対策活動への

影響を検討し、消防の指導のもと、必要な対策を講ずる。特に、危険物の種類に応ずる

個人防護について、二次災害を防止するため、各派遣元は、現場指揮官を通じ全員に周

知するとともに、必要な資機材を町で緊急調達する。 

資料編：７-２ 危険物・火薬類等関連施設の現況 

第７ 帰宅困難者対策 

町は、地震発生直後において、救助・救援活動、消火活動、緊急輸送道路の応急活動を迅

速・円滑に行う必要があり、帰宅困難者等の発生による混乱等を防止するため、「むやみに

移動を開始しない」という基本原則や安否確認手段について平時から積極的に広報する。 

また、企業等に対して、従業員等を一定期間事業所等内にとどめておくことができるよう、

必要な備蓄等を促す必要がある。 

なお、帰宅困難者には、交通機関の被災状況、帰宅に必要な各種情報を提供し、 寄りの

公共施設に誘導するよう鉄道事業者やバス事業者と連携した対応を行う。 

１ 情報の提供 

町は、「本章第２節第２ ３(３)③情報収集・伝達系統３」に基づき、高速バス、路線バ

ス運行会社と連携して、帰宅困難者発生状況を把握し、交通機関の被害状況や交通状況等

の帰宅に必要な情報提供を、防災行政無線や防災アプリ、ホームページ、公式 Twitter な

どインターネット等を利用して行う。 

２ 帰宅困難者への支援 

本町における帰宅困難者は、町外からの自家用車による通勤者が、勤務先で被災し車や

道路も破損するような状況が考えられる。このため、企業自ら処置を講ずるほか、必要に

応じ町として備蓄品等の提供や、宿泊施設や避難所の利用について調整を行う。道路が使

用できるようになった場合は、要請により 寄り駅・地域などへの輸送支援を実施する。 

３ 普及啓発 

町は、企業等における一斉帰宅抑制が実行性あるものとなるように安否確認方法等の周

知や備蓄の促進等必要な対策を実施するとともに、各企業等に一斉帰宅抑制に係る普及啓

発を行う。 

第８ 地域の孤立対策 

町は、道路被災状況及び情報収集状況から孤立地域の予測を行い、孤立地域からの救助を

行う。 
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１ 孤立地域の把握  

町は、住民からの情報、防災アプリによる安否確認、地上偵察、ドローンや県の防災ヘ

リを要請し、航空写真等により被害状況の全体を把握し、道路の被災状況、危険度などか

ら孤立地域を判断する。 

２ 救出の要請  

町は、孤立地域の状況が不明、あるいは支援が必要な場合は、県を通じて自衛隊、県防

災ヘリコプター等の出動を要請する。その際、孤立地域のヘリコプター着陸可能場所の位

置情報等を提供する。  

３ 救助活動  

町は、孤立地域の解消に向けて次の対策を実施する。 

(１) 情報の収集・整理 

町は、孤立地域内の傷病者、要配慮者等の情報を収集する。要救助者がいる場合は、

容態、人数等に関する情報を収集し県に報告する。 

(２) 食料・生活必需品等の供給 

災害発生当初は、原則的に地域内の備蓄食料や住民が所有する食料を融通し合って生

活することを原則とし、努めて高所において救助を待つように広報し、その要救助者の

所在する目印を掲げておくように呼びかける。町は、救助までの間又は道路が応急復旧

するまでの間、孤立地域住民の生活の維持のため、ヘリコプター等による食料、生活必

需品等の輸送を実施する。 

(３) 孤立地域からの救出 

町は、県及び自衛隊に対して、傷病者について 優先でヘリコプター等により救出を

行うよう要請する。この際、救出した傷病者の搬送先、ヘリポートから医療機関までの

搬送手段を確保しておく。また、傷病者が多数いる場合、状況により現地へＤＭＡＴ等

の応急医療派遣チームの派遣を県に要請するとともに、境町消防団、自衛隊等と連携し

て、住民の救出活動を実施する。 

傷病者の発生及び救助については「本節第４ 消防活動」に準ずる。 

(４) 道路の応急復旧 

町は、孤立地域と連携する道路の被災状況及び人命救助等の状況を踏まえて優先順位

を決定し、応急復旧に係る協定締結者及び自衛隊との調整により、災害廃棄物の除去等

速やかに実施し、交通を確保する。 

道路啓開等については、「本節第３ 緊急輸送」に準ずる。 

第９ 燃料対策 

災害時においても、町の庁舎や災害拠点病院等の重要施設の自家発電用燃料、応急対策を

実施する応急対策車両等の燃料は継続して供給する必要がある。 
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町は、燃料の供給状況や給油所の被災状況を確認するとともに、応急対策車両の優先・専

用給油所の開設等を、迅速・的確に実施する。 

１ 連絡体制の確保と情報収集 

町は、県及び県石油業協同組合と連携し、災害発生直後、あらかじめ連絡手段が使用可

能な状態にあるか確認を行うとともに、必要に応じて連絡先の確認を行う。 

２ 災害応急対策車両への燃料の供給 

(１) 災害応急対策車両専用・優先給油所の設置 

町は、県と連携し、燃料の供給が途絶え、災害応急対策車両への燃料の供給が難しい

と判断した場合には、県石油業協同組合に対し、あらかじめ指定した給油所において災

害応急対策車両への優先給油を行うよう依頼する。 

(２) 「災害時緊急給油票」の発行 

町は、県及び防災関係機関等と連携し、事前に指定のできない県外からの応援車両や

応急復旧等に必要な工事・調査等を実施する車両に対し、必要に応じて「災害時緊急給

油票」を発行する。 

なお、「災害時緊急給油票」により給油を行う場合は、その車両がどのような応急対策

等を実施するのかわかるような表示を行っておくこととする。 

(３) 緊急車両への燃料の供給 

町は、災害応急対策車両専用・優先給油所に対し、災害応急対策車両及び「災害時緊

急給油票」を持参した車両に燃料の供給を行うよう指導する。 

災害応急対策車両及び災害時緊急給油票の交付を受けた車両の使用者が専用・優先給

油所において給油を行う場合には、あらかじめ定めるルールに従い給油を受ける。 

資料編：８-４ 【様式】災害応急対策車両指定の報告様式 

８-５ 【様式】災害応急ステッカー（第１順位、第２順位） 

３ 住民への広報 

町は、給油所における車列の発生などの混乱を防ぐため、住民に対し、燃料の供給状況

や今後の見込み等について定期的に情報を提供する。ただし、優先給油所情報については、

関係機関等の関係者に限定し、不必要な渋滞等・錯綜等を防止する。 
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第４節 応援・受援 

大規模な災害においては、過去の災害から得た教訓から応援の枠組みが整備され、国・都道

府県を主体として地方公共機関などの応援の制度、協定締結者、ＮＰＯ、災害ボランティアな

どの各種支援業務・組織がある。受援に当たっては、受援組織・体制の確立が重要であり、応

援要請に当たっては、協定締結者以外は、総務対策部を受援窓口とし、県へ要請するのが基本

的な枠組みである。このため、受援に関する計画等を整備し、具体化を図る必要がある。 

なお、ここでは、支援について広範多岐にわたる自衛隊の災害派遣及び発災後の職員の応援業務

に係る地方公共団体による応援について記述する。特に、警察、消防など関係機関の救助隊等の

広域応援部隊は、地元の境警察署、坂東消防署のリエゾンを通じ調整し、町の県への派遣要請手

続・活動は、自衛隊の災害派遣の項に準じて活動する。 

 

《計画体系》 

応援・受援 
  

１ 自衛隊派遣要請・受入体制の確保   

      

  
  

２ 他の地方公共団体等に対する応援要請 
  

       

 

 

関係部課 総務課、防災安全課、建設課、上下水道課 

関係機関 自衛隊、境警察署、坂東消防署、境町消防団 

第１ 自衛隊派遣要請・受入体制の確保 

１ 自衛隊に対する災害派遣要請 

(１) 災害派遣の担任及び派遣要請手続 

町は、発災後、人命又は財産保護のため、自衛隊の災害派遣を要請する必要があり、

自衛隊の災害派遣の３要件（「公共性」、「緊急性」、「非代替性」）を満たした場合は、自

衛隊の災害派遣を要請する。 

なお、自衛隊には、県、市町村ごと災害の支援を担任する部隊（災害隊区（分区）担

任部隊）が決められている。編成・装備は、災害の規模・態様に応じ、上級部隊からニ

ーズに応ずる多種多様の派遣部隊が編合され、派遣部隊が編成される。また、町の災害

対策本部を設置した段階から、担任部隊から町に対しリエゾンが派遣され派遣前から緊

密に調整・連携する。 

なお、本町を担任する部隊は、古河駐屯地に所在する陸上自衛隊第１施設団である。 

資料編：２-６ 自衛隊への災害派遣関係 

 

なお、派遣要請については、書面により県知事に対し要請する。緊急を要する場合は、

電話等により要請し、事後速やかに文書を提出する。 

自衛隊への災害派遣手続は、次のとおりである。 
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＜茨城県における自衛隊災害派遣要請の流れ＞ 

 
 

この際、県知事に対する要請文書は、次の「災害派遣依頼書」により派遣事由等を明

らかにして要請する。 

＜依頼書＞ 

① 災害の状況及び派遣を要請する事由 

ア 災害の種類-水害、地震、風害、火災、遭難、交通事故、その他 

イ 災害発生の日時 

ウ 場所 

エ 被害状況 

オ 要請する理由 

② 派遣を希望する期間 

③ 派遣を希望する区域及び活動内容 

ア 派遣希望区域 

イ 活動内容 

④ その他参考事項 

ア 現地において協力しうる団体、人員、機材等の数量及びその状況 

イ 派遣部隊の宿営（宿泊）地又は宿泊施設の状況 

ウ 現地における要請者側の責任者及びその連絡方法 

エ 気象の概況 

オ その他 

 

資料編：２-６ 自衛隊への災害派遣関係 

境
町 茨城県知事

要請権者災害派遣
要請を要求

●防衛大臣
●東部方面総監
●第１師団長
●勝田駐屯地司令※

派遣要請 派遣命令

古
河
・
霞
ヶ
浦
分
区
担
任
部
隊

（
第
一
施
設
団
長
）
等

派遣権者

自衛隊

直接通知

特に緊急性を要し知事等の要請を待ついとまがない場合

部
隊
派
遣

（
自
主
派
遣
）

派遣命令

災害対策本部設置以降、境町担任の古河・霞ヶ浦分区から町へリエゾンを派遣

１ 要請の手段
(１)通常は文書で要請
(２)緊急の場合は口頭、電信又は電話
※後に文書を提出
２ 要請内容
(１)災害の状況及び派遣を要請する事由
(２)派遣を希望する機関
(３)派遣を希望する区域及び活動内容
(４)その他参考となるべき事項

自衛隊法施行令第106条

※県内各駐屯地司令も災害派遣権者であ
るが、茨城県では、県の災害隊区担任で
ある施設学校長（勝田駐屯地司令）に対
し災害派遣を要請するようになっている。
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(２) 通信等が途絶した場合の要請 

町は、通信の途絶等により、県知事に対して自衛隊の災害派遣要請ができない場合に

は、自衛隊からのリエゾンを通じ、分区担任部隊に対し災害の状況や、災害派遣を要請

に関し通知し、その後、速やかに県知事にその旨を通知し、派遣を要請する。 

(３) 自衛隊の判断による災害派遣 

町は、災害が発生し、人命に関わる緊急の事態が発生した場合等は、自衛隊のリエゾ

ンを通じて調整し、自衛隊は、その事態に照らし、特に緊急を要し、要請を待ついとま

がないと認められるときは、要請を待たずに部隊を派遣する。 

２ 自衛隊による災害派遣活動 

町は、自衛隊の活動においては、警察、消防等関係機関と連携し、災害派遣の３要件に

基づき、次の派遣活動について調整する。特に人命に関わる活動を優先するとともに、派

遣要件がなくなった場合には、撤収を要請する。 

(１) 情報収集活動 

車両、ボート、航空機（固定翼、ヘリ）等による情報収集 

ア 被災・被害状況の確認・把握 

イ 要救助者の把握 

(２) 通信支援 

ア 通信途絶による通信の確保 

イ 救助・情報収集活動等における通信ネットワークの構築  

(３) 即時救援活動 

ボート、ヘリによる捜索・救命活動等 

ア 負傷者・孤立者等の被災者の救助・避難輸送 

イ 安否不明者の捜索 

ウ 救急患者等の緊急搬送 

エ 他の機関の救援部隊、医療関係者等の輸送 

(４) 応急復旧活動 

人力、機械力等による応急復旧 

ア 障害物、泥等の除去による道路啓開 

イ がれきの除去・運搬 

ウ 災害廃棄物仮置場の開設・運営 

エ 応急ヘリポートの構築 

オ 橋の崩壊等に伴う応急架設 

カ 道路途絶箇所の迂回路の構築 

キ 危険流出物等の危険物の保安・除去 

ク 地震被害に伴う水防活動 

(５) 生活支援活動 

ア 給水・給食支援 

イ 応急浴場の開設による入浴支援 
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ウ 宿泊用テント等による簡易宿泊施設の構築 

エ 人員・物資輸送 

オ 救援物資の無償貸与又は譲与：「防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与

等に関する総理府令」に基づき、被災者に対し救援物資の無償貸付け又は譲与する

ことができる。 

その他、上記以外で、救急救命、感染症対策支援等の医療支援 

(６) その他 

その他、当時の状況に応じ、自衛隊の能力で対処可能なもの 

３ 自衛隊受入体制の確立 

(１) 災害派遣部隊到着前後の体制・活動 

① 災害派遣部隊到着前の活動 

町は、自衛隊への災害派遣要請後、派遣部隊の本部と調整し、次のような受入れの体

制を確立する。 

ア 支援実施期間中の現場責任者の設定 

基本的に受援窓口は総務対策部であるが、自衛隊との担当調整窓口は、災害対策本

部事務局とする。 

イ 情報の収集・提供 

派遣に先立ち、 新の被害状況、現在の町等の活動内容、懸案事項、自衛隊へのニ

ーズ・優先順位など、派遣部隊の構想決定に資する情報を提供する。 

ウ 災害対策本部内に派遣部隊本部用の部屋等及び備品等の準備 

派遣本部室等については、可能な範囲で、努めて他の関係機関との合同調整所、仮

眠室（場所）等を併せ設定する。 

エ 派遣部隊の活動拠点適地（宿泊施設、駐車場等）の準備 

派遣部隊の活動拠点に必要な要件（１次派遣部隊 50 人の場合の一例）は、次のとお

りである。 

・ 宿泊施設は、努めて体育館等の既存の公共施設が使用できれば望ましい。 

・ 公共施設が使用できない場合は、宿営用テント（10m×6m）×25 張が展張できる

地積（約 1,500～2,400 ㎡）が必要である。 

・ 活動に必要な車両が駐車できる地積（参照：「資料編２-６」）がある。 

・ 大型トレーラの進入・進出路がある。（道路幅、回転半径を考慮） 

・ 大型トレーラに建設機械を搭載した重量に耐える地盤（舗装が望ましい。） 

・ 電気、トイレ、水道のインフラが使用できれば望ましい。 

オ 派遣活動に必要な自衛隊の装備品以外の器資材等の準備 

派遣活動における自衛隊の装備品の燃料・整備、派遣部隊の食料については自衛隊

が準備し、装備品以外で活動に必要な器資材、薬剤、消耗品、施設等は町が準備する。 

カ 災害派遣に関する協定の締結 
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状況により、派遣部隊等と災害派遣協定を締結し、支援の内容・条件・範囲、及び

災害派遣の３要件に照らし、撤収要請の要件を明らかにする。 

資料編：２-６ 自衛隊への災害派遣関係 

② 災害派遣部隊到着後 

ア 派遣部隊の受入れ・調整 

町は、先遣部隊到着後、先遣隊の到着後、直ちに災害対策本部会議、又は調整会議

を開催し、 新の状況、町の方針を伝えるとともに、派遣部隊の編制・装備、行動時

程等を確認する。併せて、関係機関と支援の担任、連携要領等について調整し、準備

した施設・活動拠点、細部事項等は現地現物により確認する。なお、主力部隊等の進

入路の選定、受入れは、基本的に自衛隊の偵察班・先遣部隊が実施する。 

イ 緊急を要する場合の活動 

町は、救助・救助など緊急性がある場合は、主力は、直ちに救助活動が行えるよう、

現地において、現場指揮官、警察・消防等関係機関と担任地域・手段、要領について

小限の調整とし、速やかに自衛隊の派遣活動が実施できるように対応する。 

ウ 日々の調整会議等の実施 

町は、日々の活動終了後、関係機関との調整会議を実施し、支援作業内容、進捗状

況、明日の支援予定について報告を受け、問題点・懸案事項について関係機関内で共

有し、解決策・方向性について協議して翌日以降の支援内容等を決定する。 

(２) ヘリコプターによる支援体制の確立 

ヘリコプターは、情報収集、救助、捜索、緊急搬送、特に、大規模な災害においては

非常に重要な役割を担う。 

町は、ヘリコプターの派遣を要請する場合は、緊急離発着場など受入基盤を確実に設

定する。このためリエゾン、派遣部隊、又はヘリ部隊の地上の誘導員等と綿密に調整し、

次の次項に留意して受入体制を整える。 

この際、町内にヘリポートが設定できない場合は、近隣自治体と学校の校庭、公共の

グラウンドなどの適地を調整するとともに、必要な場合は、自衛隊により臨時ヘリポー

トを構築することがある。 

また、これらの留意事項等は、県、警察、消防の防災ヘリの離・発着場にも準用する。 

① ヘリポート設定の基準 
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ア 離着地点及び無障害地帯の基準 

・ 小型機（OH-６）の場合    ・ 中型機（UH-１、UH-60J）の場合 

 

 
 

・ 大型機（CH－47）の場合 

 

イ 離着陸地点の地盤 

離着陸地点の地盤は、堅固で平坦であること。特に、UH-60J、CH-47 などの場合は、

ダウンウォッシュ※１が激しいため、砂利、飛散物が発生しないようエリア内の状態に

注意する。 
※１ダウンウォッシュ： 

ヘリコプターがローターにより上昇するため反作用的に吹き下ろされる強い気流（風）

で大型機の風速は、大型台風並みの 30m/s 程度 

② 着陸地点 

着陸地点には、下記標準のＨ記号を風と平行方向に向けて標示するとともに、ヘリポ

ートの近くに上空から風向、風速の判定ができる吹き流しを掲揚する。夜間使用時にお

いては、着陸に必要な灯火施設を設置する。 

 

・Ｈ記号の基準               ・吹き流しの基準 
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③ 危害予防の措置 

ア 離着陸地帯への立入禁止 

離着陸地帯及びその近傍において運行上の障害となるおそれのある範囲には、立ち

入らせないよう、立入禁止表示や、警戒要員を配置し、通信を確保して安全体制を確

立する。また、火災など不測の事態に備え、消防自動車を近くに待機させる。 

イ 防塵措置 

表土が砂塵の発生しやすいところでは、航空機の進入方向に留意して散水等の措置

を講ずる。 

ウ 住民に対する広報 

へリポートを設定する際は、設定場所、立入禁止区域、防塵・暴風の影響などの危

害予防措置について、防災行政無線、ホームページ、防災アプリ等により住民に広報

し、周知する。 

④ ヘリの誘導 

ヘリとの通信の確保、離着陸の誘導は、自衛隊により実施し、立入制限や、広報な

どは町が実施する。 

４ 災害派遣部隊の撤収要請 

町は、自衛隊の災害派遣３要件に照らし、自衛隊の災害派遣の目的を達成したとき、あ

るいは建築業協会などとの競合による民事圧迫の影響などを考慮し、関係機関の長、派遣

部隊の長等と協議の上、県知事を通じ、「部隊撤収要請依頼書」により部隊の撤収要請を依

頼する。 

５ 経費の負担 

自衛隊の災害派遣活動に要した経費のうち、町（依頼者）が負担する経費はおおむね次

のとおりである。 

(１) 派遣部隊が救援活動を実施するために必要な資機材等（自衛隊装備に係るものを

除く。）の購入費、借上料及び修繕費 

(２) 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料、借上料 

(３) 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱水道費及び電話料等 

(４) 派遣部隊の救援活動中発生した損害に対する補償費（自衛隊の装備に係るものを

除く。）なお、疑義が生じた場合は、自衛隊と依頼者が協議する。 

第２ 他の地方公共団体等に対する応援要請 

現在は、多種多様な応援の枠組みが整備され、国・都道府県を主体として地方公共機関な

どの応援の制度、自治体間の相互応援協定などにより協力体制が確立され、不足する機能、

特に人的応援が必要となる。応援職員については、避難所運営や被災状況の把握、罹災証明

書の発行など、早期から長期にわたり生起する業務に対しては、被災者支援等に関するシス

テムの導入・操作教育など、共通ツールによる支援体制も整備されてきている。 
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大規模氾濫においては、役場、職員自体が被災し、かつ、周辺自治体も被災する。このた

め、自力による応急対策等が困難となる場合に備え、受援に係る計画等を整備し、迅速・的

確な応援要請手続を行うとともに、受入体制を確保することが重要である。 

１ 応援要請の実施 

(１) 「応急対策職員派遣制度」による応援職員の要請 

直接的な応援職員の仕組みとして、総務省、地方三団体（全国知事会、全国市長会、

全国町村長会）、指定都市市長会により構築された全国一元的な「応急対策職員派遣制度」

がある。 

町は、被災状況に応じ、必要な場合は、県を通じて各災害フェーズに応じた応援職員

の派遣を要請する。本制度では、次の職員が派遣される。 

① 助言者として、被災市町村の災害マネジメントを総括的に支援する「総括支援チー

ム」 

② 被災市町村の避難所の運営や罹災証明書の交付などの災害対応業務を対ロ方式で

支援する「対ロ支援チーム」 

(２) 災害協定に基づく要請 

町は、大規模災害に備え、人的、物的支援に係る各種の災害協定を現在、56 団体と締

結している。町では、大規模災害の常態化、国難級の災害の蓋然性などから、応援を受

けるのみならず、モバイル建築の社会的備蓄や、ふるさと納税代理受付などの構築を通

じ、全国的支援のネットワークの展開・普及が重要である。 

資料編：２-１ 災害応援協定一覧 

２-２ 災害時の相互応援に関する協定及び同実施細目 

① 人的支援に係る他市町村への応援要請 

災害協定の中で、人的支援で、直接職員の応援業務に関わるのは主に自治体間の「相

互応援協定」による職員派遣である。町は、適切な災害応急対策を実施する必要がある

場合には、他の市町村に対し応援要請を行う。なお、協定に基づく職員派遣は、前述の

「応急対策職員派遣制度」に縛られるものではなく、協定締結者の相互調整により応援

が可能である。 

② 人的以外の災害協定締結者との応援要請 

災害協定においては、人的以外では、専門的見地からの役務形態等により、次のよう

な関係団体等と協定を締結しており、各フェーズに応じ必要な応援を要請する。 

ア 全国車載レッカー共同組合との「緊急妨害車両の排除」 

イ 土建組合との「道路の復旧及び倒壊建物の撤去」 

ウ トラック協会との「緊急物資の輸送及び配達等」 

エ 医師会、歯科医師会との「医療チーム派遣」 

オ 県弁護士会、行政書士会との「被災者相談窓口の開設」 

カ 葬儀事業者団体との「ご遺体の処理」 

(３) 県への応援要請又は職員派遣のあっせん 

① 県からの応援の枠組み 
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県では、県内で災害が発生した場合は、非被災市町村から当初、前述の「応急対策職

員派遣制度」に準じた「茨城県災害対応支援チーム」を被災地支援に対し、応援職員を

派遣する枠組みがある。また、避難所における要配慮者の生活機能低下や要介護度の重

度化を防止するため、「茨城県災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）」や、被災市町村の保健

活動を支援する「災害時危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）」がある。町は、被災した

場合には、県と連携を密にし、これらの応援について要請する。 

② 県への応援要請 

町は、国など協定締結者以外からの応援要請は、基本的に県を通じ実施する。県の災

害対応体制及び各団体等に対する応援要請の流れは、次のとおりである。 

 

＜茨城県の災害対策本部の体制＞ 

 

  

災害対策本部

総務部

政策企画部

防災・危機管理部

県民生活環境部

保健医療部

福祉部

営業戦略部

営業戦略部

立地推進部

産業戦略部

農林水産部

土木部

会計部

企業部

県立病院部

教育部

警備対策部

茨城県災害対策本部

本部長（知事）
副本部長（副知事）
本部員（部局長等）

本部事務局

局長：防災・危機管理部長
次長：防災・危機管理部次長

防災・危機管理課長
事務局付（８）
総括班（16）
情報班（27）
対策班（31）
航空運用調整班（４）
応援・受援班（９）
物資・燃料調整班（13）
原子力対策班（12）
広報班（10）
視察・要望班（12）
機動班（120）※

※事務局付１名（防災・危機管
理課副参事）が応援・受援班、
機動班及び総括班長を兼務

現地対策本部

災害対策本部

※災害対策法基本第23条で設置が規定
防災会議と緊密な連絡のもとに、災害予防、災害応急対策を

実施する組織

16部
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＜各団体・組織に対する応援要請及び派遣要領＞ 

 
町は、知事等に応援、職員派遣のあっせんを求める場合は、県に対し、次の事項を記

載した文書をもって要請する。ただし、緊急を要し、文書をもってすることができない

ときは、口頭又は電話等により要請し、事後速やかに文書を送付する。 

≪応援要請時に記載する事項≫ 

ア 災害の状況 

イ 応援（応急措置の実施）を要請する理由 

ウ 応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び数量 

エ 応援（応急措置の実施）を必要とする場所 

オ 応援を必要とする活動内容（必要とする応急措置内容） 

カ その他必要な事項 

≪職員派遣あっせん時に記載する事項≫ 

ア 派遣のあっせんを求める理由 

イ 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員 

ウ 派遣を必要とする期間 

エ その他職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

(４) 国の機関に対する職員派遣の要請 

町は、災害応急対策又は災害復旧のため、必要があると認めるときは、指定地方行政

機関の長に対し、次の事項を記載した文書をもって当該機関の職員の派遣を要請する。 

ア 派遣を要請する理由 

イ 派遣を要請する職員の職種別人員 

ウ 派遣を必要とする期間 
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エ その他職員の派遣について必要な事項 

(５) 民間団体等に対する要請及び自主的な応援活動団体 

災害により機能低下・損失した機能を補うため、各医療関係の地方公共機関、医療団

体による応急医療から、避難所における精神的ケア、リハビリ、栄養指導など専門的な

医療チームや、復旧・復興に係る各種団体等があり、町は、必要があると認めるときは、

これら民間団体に協力を要請する。また、自主的な応援活動として民間企業、ＮＰＯ、

災害ボランティア等の様々な団体・個人の支援があり、特に災害ボランティアは、被災

者に直接寄り添い、行政の限界を補うマンパワーとして必要不可欠であり、期待値も高

い。このため、町としては、災害ボランティアセンターの開設・運営について、町社会

福祉協議会、県・ＮＰＯと連携を図る。 

２ 応援受入体制の確保 

(１) 受援体制の確立及び受援優先業務 

町は、大規模災害等が発生する場合は、庁舎機能の喪失等から、受援を前提に体制を

整備する。この際、担当窓口を明確、かつ一元化し、県、関係機関、他の市町村との連

絡体制を保持する。この際、人的支援における受援優先業務は、次のとおりである。 

ア 避難所の運営 

イ 健康・保健活動（保健師・栄養士の派遣） 

ウ 物資集積拠点の運営 

エ 被災建築物応急危険度判定 

オ 住宅被害認定調査 

カ 罹災証明書交付業務 

キ 災害廃棄物処理 

(２) 受入体制の確保 

① 受援担当窓口の設置 

町は、受援に関する庁内外の総合調整を行う「受援調整窓口班」を災害対策本部の総

務対策部に設置し、人的支援及び業務資源調達等に各調整班をもって組織する。受援調

整窓口の役割は、次のとおりである。 

ア 受援に関する全体の状況把握・取りまとめ 

イ 受援に関する全体の管理 

ウ 外部との調整（県，協定締結団体等） 

エ 庁内調整（ニーズ把握等） 

オ 受援に係る調整会議の開催 

また、各対策部においては、受援窓口を指定し、それぞれの対策部の受援に係る状況

把握・取りまとめ、応援対する管理受援など受援調整窓口と連携を図る。 

なお、警察、消防、自衛隊に関する調整は、災害対策本部事務局を調整窓口とする。 

② 受入基盤の整備 

町は、基本的に総務対策部をもって一元的に確保・設定（全般統制）する。 

この際、各対策部及び事務局と連携し、各候補地は下記から当時の被災及び避難の状

況に応じて決定する。 
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ア 活動拠点 

・ 支援先の各活動施設又はその近傍、各避難所等 

イ 宿泊施設 

・ 発災当初（３日間程度）は、応援元又は県に自己完結を要請 

以降は災害の状況に応じて、次の施設のうち可能なものを検討して使用 

・ 予備の災害対策本部又は近傍施設 

・ 民間宿泊施設の借上げ 

・ 近隣自治体又は県へ公共施設等の確保を依頼 

なお、境町利根川左岸河川防災ステーション（建設中）、さかいＲ＆Ｄセンター（仮

称：建設中）、さくらの丘防災公園（仮称：建設中）等の防災拠点が整備された後は、

これらの施設の使用を検討する。 

ウ 食料 

・ 発災後当面（３日間基準）は応援元又は県に自己完結（自前確保）を要請 

・ 支援物資をもって対応 

・ 職員用の食料調達も含め確保 

エ 業務資源 

・ 応援業務に必要な器資材、応援活動に必要なものは、応援元に携行を要請 

・ 境町関係の地図（被害状況を含む）は事務局で逐次に準備 

・ 備品関係は、総務対策部をもって準備 

なお、主要受援対象ごとの業務資源確報要領は、次の要領を基準とする。 

 

＜主要受援対象ごとの業務資源確報要領＞ 

 

(３) 経費の負担 

応援に要した費用は次に掲げるものとし、原則として応援を受けた町の負担とする。 

① 職員等の応援に要した交通費、諸手当、食料費 

② 応援のために提供した資機材等物品の費用及び輸送費等 
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なお、町は、共助のボランティア活動と救助の調整事務について、町社会福祉協議会

等が設置する災害ボランティアセンターに委託する場合は、当該事務に必要な人件費及

び旅費を災害救助法の国庫負担の対象とすることができる。 

３ 消防機関の応援要請・受入体制の確保 

(１) 町の応援要請 

町は、町の消防機関の消防力では十分な活動が困難である場合、県下の他の消防機関

に対し、茨城県広域消防相互応援協定に基づき、他の市町村長に対し、応援要請を速や

かに行う。 

知事は、県内の消防力をもってしても被災地の災害防御に対処できない場合には、消

防組織法第 44 条の規定により、緊急消防援助隊※１又は「大規模特殊災害時における広

域航空消防応援実施要綱」に基づく他の都道府県及び消防機関所有のヘリコプターの派

遣等を消防庁長官に要請する。 

なお、広域にわたる災害で通信の途絶、あるいは要請を待っている間に被害が拡大す

るなど緊急性がある場合等は、消防庁長官から被災していない都道府県知事へ派遣要請

が行われる場合がある。 
※１緊急消防援助隊： 

都道府県ごとに編成され、消防庁長官からの出動の指示などを受けて、全国各地の被

災地に迅速に出動（出典：総務省消防庁） 

【※消防組織法第 44 条：非常事態における消防庁長官等の措置要求等の権限】 

≪応援派遣要請を必要とする災害規模≫ 

① 大規模災害又は災害の多発等により、災害の防御が困難又は困難が予想される災

害 

② 災害が拡大し茨城県内の他市町村又は茨城県外に被害が及ぶおそれのある災害 

③ 多数の要救助者があり、早期に多数の人員、資機材等が必要な災害 

④ 特殊資機材を使用することが災害防御に有効である災害 

⑤ その他応援派遣要請の必要があると判断される災害 

＜緊急消防援助隊の要請先＞ 

町からの要請については、あくまでも県を通じ要請する。 

平日 消防庁応急対策室 ＮＴＴ東日本 03-5253-7527 

衛星 048-500-90-49013 

休日・夜間 消防庁宿直室 ＮＴＴ東日本 03-5253-7777 

衛星 048-500-90-49102 

 

資料編：２-３ 茨城県広域消防相互応援協定書 

(２) 応援受入体制の確保 

消防の応援隊からの支援を受けるには、活動拠点の確保等の受入準備から、応援活動

開始までの体制の確立が重要であり、他の応援機関等との調整が必要である。なお、応

援隊の受入れは、「本節第１ ３自衛隊受入体制の確立」に準ずる。 

① 受入窓口の明確化 
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町の応援受入窓口は、原則的に防災安全課又は坂東消防署境分署とする。ただし、災

害対策本部が設置された場合は、境町災害対策本部事務局（消防担当）とする。 

② 応援隊との連携 

町は、坂東消防署境分署と連携し、次の内容について明らかにして消防関係の応援隊

との連携を図る。 

ア 災害状況の情報提供、連絡・調整（応援部隊指揮本部等の設置） 

イ 応援部隊の配置・活動場所の協議及び指示（指揮本部と消防機関協議） 

ウ 部隊の活動、宿営等の拠点の整備・提供（公園等） 

エ 消防活動資機材の調達・提供 

③ 日々調整会議の実施 

町は、自衛隊等他の機関との連携を図るため、日々の活動終了後、関係機関との調整

会議を実施し、支援作業内容、進捗状況、明日の支援予定について報告を受け、問題点・

懸案事項について関係機関内で共有し、解決策・方向性について協議して翌日以降の支

援内容等を決定する。 

④ 経費負担 

応援隊が応援活動に要した費用は、原則として応援を受けた町の負担とする。 

４ 地域や災害の特性を考慮した派遣職員の選定 

町は、災害対応のため職員を派遣する場合、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定

に努める。 
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第５節 被災者生活支援 

地震による災害が発生した場合には、迅速かつ的確な応急並びに復旧対策を推進していくこ

とが必要である。そのため、迅速な避難者情報、被災情報の把握が重要であり、特に、罹災証

明書※１の速やかな交付による災害救助法の適用、避難所の開設、救援物資の供給、応急仮設

住宅入居者の選定等、被災者状況を十分に把握し、それに基づいた対策を推進していくことが

重要である。 

なお、災害救助法の適用、応急復旧に関する手続等の細部は、「本章第６節 災害救助法の適

用及び第７節 応急復旧・事後処理」に記述する。 
※１罹災証明書： 

「災害対策基本法」第 90 条の２第１項に基づき、町が被災者からの申請を受け、住

家の被害その他の被害を調査し、被害認定基準に基づき被害状況を調査し、災害の程

度を公的に証明する書面であり、次の各種支援策の適用の判断材料として活用災害

対策 

■災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与、住宅の応急修理 

■被災者生活再建支援金、義援金等の給付 

■税、保険料、公共料金等の減免・猶予 

■住宅金融支援機構、災害援護基金等の融資 

 

《計画体系》 

被災者生活支援 
  

１ 被災者の把握等   

      

  
  

２ 避難生活の確保、健康管理 
  

       

  
  

３ ボランティア活動の支援 
  

       

  
  

４ ニーズの把握・相談窓口の設置・被災者への情報伝達  
  

       

  
  

５ 生活救援物資の供給 
  

       

  
  

６ 要配慮者の安全確保対策 
  

       

  
  

７ 応急教育 
  

       

  
  

８ 義援物資対策 
  

       

  
  

９ 愛玩動物の保護対策 
  

       

 

 

関係部課 

総務課、税務課、住民課、防災安全課、まちづくり推進課、財政管財課、子

ども未来課、社会福祉課、介護福祉課、保険年金課、健康推進課、農業政策

課、建設課、都市計画課、上下水道課、学校教育課、生涯学習課、多文化共

生推進室、学校給食センター 

関係機関 県西水道事務所、社会福祉協議会、社会福祉関係機関 
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第１ 被災者の把握等 

１ 避難者、疎開者、自宅被災者の把握 

(１) 登録窓口の設置及び被災者台帳の作成 

町は、発災後、避難者の氏名、自宅住所、性別、年齢等について登録できるよう、避

難所において登録窓口を設置する。 

また、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等

を一元的に集約した被災者台帳を積極的に作成し、被災者の支援の総合的かつ効率的な

実施に努める。 

(２) 避難者等の調査の実施 

① 調査体制の整備と調査の実施 

町は、災害救助法の適用、避難所の開設、食料・水・生活必需品等の供給、義援金の

配分、災害弔慰金等の支給、応急仮設住宅の入居者選定等被災者に関わる事項の調査体

制を整備し、これを効率的に実施する。 

ア 被害調査の実施 

各班は、被災者状況、建物被害等を把握するため、地震発生後、事務分掌に基づく

被害調査を行う。必要があれば、県に調査を要請する。 

イ 調査・報告方法の確立 

町は、調査用紙、報告用紙を作成し、その周知徹底を図るとともに、調査方法、報

告方法についてもあらかじめ定める。 

② 調査結果の報告 

町は、調査結果を統括し、災害救助法の適用、避難所の開設、食料・水・生活必需品

等の供給、義援金品の配分、災害弔慰金等の支給、応急仮設住宅の入居者選定について

県に対し調査結果を報告する。 

２ 安否不明者の把握 

町は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、

積極的に情報収集を行う。また、要救助者の迅速な把握による救助活動の効率化・円滑

化のために必要と認めるときは、県と連携の上、安否不明者の氏名等を公表し、その安

否情報を収集・精査することにより、速やかな安否不明者の絞り込みに努める。 

３ 罹災証明書の交付 

町は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施す

るため、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞

なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

なお、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査

など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の

必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者に明確に説明

する。また、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影
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した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施す

る。被害調査の細部は、「本章第７節第１ 建築物等の応急復旧」に準ずる。 

さらに、町は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部

局とが非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危

険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できる

よう努める。罹災証明書の交付に係る手続等は、「本章第７節第１ 建築物等の応急復旧」

に準ずる。 

資料編：13-２ 被害認定基準 

17-１ 罹災証明書 

第２ 避難生活の確保、健康管理 

１ 避難所の開設、運営 

(１) 避難所の開設 

町は、大規模な災害が発生した場合（おそれがある場合を含む。）などに、必要な時期・

場所に指定避難所兼指定緊急避難場所を開設する。また、住民が自発的に避難を開始し

た場合には、速やかに必要な避難所を開設し、職員を配置する。 

なお、施設の使用に当たっては、施設管理者と緊密な連絡をとり、管理全体に十分留

意する。 

① 夜間等の受入れ 

非常参集職員又は居合わせた職員は、夜間等に発生するなど突発的な災害の場合、避

難の必要が生じると自主的に判断されたとき、町長（本部長）からの指示がなくとも施

設入口（門）の解錠をし、門を大きく開け放ち、避難所開設の準備を行う。 

② 災害救助法が適用されない小災害の場合 

町は、避難した住民の受入スペースの指定に当たっては、事情の許す限り、行政区等

の意見を聞き、地域ごとにスペースを設定し、避難した住民による自主的な統制に基づ

く運営となるようにする。また、要配慮者に配慮した区画の指定（別途にスペースを確

保する等）を行う。そのほか、スペースの指定の表示については、床面に色テープ又は

掲示等を施し、わかりやすいものになるよう努める。 

③ 避難所開設の要請 

町は、避難所が不足する場合は、県に対し、避難所の開設及び野外収容施設の設置に

必要な資材の調達への協力を要請する。 

④ 避難所開設の報告 

避難所開設に当たった職員は、避難住民の収容を終えた後、速やかに対策本部に対し

て、電話（ＦＡＸ若しくは口頭）又は無線によりその旨を報告する。 

対策本部は、避難所の開設を確認後、渉外広報班に対して、住民に対する避難所開設

に関する広報活動の実施を要請する。 

併せて、避難所を開設した場合には、直ちに次の事項を県に報告する。 

ア 避難所開設の目的 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第５節 被災者生活支援 

3-141 

境町地域防災計画 

 

イ 箇所数及び受入人員 

ウ 開設期間の見込み 

(２) 開設についての留意事項 

① 町は、要配慮者に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、宿泊施設等を避

難所として借り上げる等、多様な避難所の確保に努める。 

② 町は、避難者の状況を早期に把握し、避難時における生活環境が常に良好であるよ

う努める。 

③ 町は、避難生活の長期化に対応して、女性や子育て家庭など、避難者のプライバシ

ー確保に配慮するよう努める。 

④ 町は、避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供等に

より、避難所の早期解消に努めることを基本とする。 

⑤ 町は、災害時における罹災者用の住居として利用可能な公営住宅や空き家等を把

握し、災害時に迅速にあっせんできるように努める。 

⑥ 町は、文教施設の避難所へ駆けつけた教職員に対し、教育に支障のない範囲の協力

を求める。 

⑦ 町は、住民及びボランティア団体等への支援要請を実施する。 

⑧ 町は、必要に応じ、県の「災害時支援協力に関する協定」に基づき、ゴルフ場の活

用を図る。 

⑨ 町は、特定の避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、町ホー

ムページや県の混雑状況確認アプリ等を活用して避難所の混雑状況を周知する等、

避難の円滑化に努める。 

(３) 避難者収容時の確認事項 

ア 避難者の住所、氏名、年齢等の調査及び避難者数の把握 

イ 避難者の負傷及び健康状態 

ウ 応援必要物品等の把握 

エ 安全配置及び避難所の秩序 

(４) 避難所の運営管理 

町は、避難所の運営に当たって、職員及び自主防災組織、ＮＰＯ・ボランティアを各

避難所に配置し、県作成の「市町村避難所運営マニュアル基本モデル」や「新型コロナ

ウイルス感染症対策を踏まえた避難所運営マニュアル作成指針」に基づき、町作成の避

難所運営マニュアルを整備し、避難所の運営管理を行う。その際、女性の参画を推進し、

避難の長期化等必要に応じて、男女によるニーズの違い等男女双方の視点や避難所の安

全確保に十分配慮するよう努める。 

なお、性的マイノリティの人権を尊重し、女性職員により男女別の物資の配分は、本

人の希望に応ずるようにするとともに、誰でも使用できるユニバーサルトイレ、共有の

更衣室・入浴施設を設置するよう配慮する。 

また、女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、次の項目に配慮

するよう努める。加えて、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓

口情報の提供を行うよう努める。 

【配慮する項目】 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第５節 被災者生活支援 

3-142 

境町地域防災計画 

 

① 女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する。 

② トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置するとと

もに、誰でも使用できる施設の設置に配慮する。 

③ 照明を増設する。 

④ 性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載する。 

 

さらに、公営住宅や空屋等利用可能な既存住宅のあっせん等により避難先の早期解消

に努める。必要があれば、県、近隣市町村に対しても協力を要請する。 

【男女双方の視点】 

① 避難所運営担当職員や保健師に女性を配置する。 

② 避難所運営体制への女性の参画を進める。 

③ 避難所内に女性専用の物干し場、授乳室の設置、男女別の更衣室等を確保する。 

④ 生理用品・女性用下着等の女性用品の女性による配付 

⑤ プライバシーを確保するために間仕切り等を設置する。 

⑥ 関係機関等と連携し、女性相談窓口を開設する。 

【避難所の安全性の確保】 

① 男女ペアによる巡回警備 

② 防犯ブザーの配布 

(５) 避難所への要配慮者の収容と配慮 

避難所への収容は、要配慮者を優先とする。 

町は、避難所では要配慮者に配慮した施設・設備の整備に努める。また、避難者の心

身の健康状態に十分配慮し、必要に応じて保健師等による巡回健康相談、社会福祉施設

等への緊急入所、ホームヘルパーの派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティ

ア団体等の協力を得て、計画的に実施する。 

さらに、要配慮者に向けた情報の提供について十分配慮するとともに、要配慮者の応

急仮設住宅への優先的入居、高齢者・障がい者向け仮設住宅の設置等に努める。 

(６) 避難所における住民の心得 

町は、避難所に避難した住民に、避難所の混乱回避、秩序維持及び生活環境悪化防止

に努め、次のような点に心がけるよう、平常時から避難所における生活上の心得につい

て、周知を図る。 

① 自治組織の結成と主体的な運営及びリーダーへの協力 

② 正確な情報の伝達、食料・飲料水等の配布、清掃等への協力 

③ ごみ処理、洗濯、入浴等生活上のルールの遵守 

④ 要配慮者への配慮 

⑤ 乳児への授乳場所の確保 

⑥ プライバシーの保護 

⑦ 情報入手手段の確保（携帯電話等の充電ケーブルの避難所への持参等） 

⑧ その他避難所の秩序維持に必要と思われる事項 

(７) 福祉避難所における支援 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第５節 被災者生活支援 

3-143 

境町地域防災計画 

 

町は、施設の安全性確保やバリアフリー化等、要配慮者のために特別の配慮がなされ

た福祉避難所として、民間の特別養護老人ホーム等の施設を使用することについて、社

会福祉法人等との間で協定締結を進める。なお、協定を締結した社会福祉施設について

は、受入れ可能状況を把握する。 

① 福祉避難所の周知 

町は、様々な媒体を活用し、福祉避難所に関する情報を広く住民に対して周知する。

特に、要配慮者やその家族、避難支援者に対しては、直接配付するなどして、周知を徹

底する。 

② 食料品・生活用品等の備蓄 

町は、食料品の備蓄に当たっては、メニューの多様化、栄養バランスの確保に留意し、

食事療法を必要とする内部障がい者や食物アレルギーがある者等へ配慮する。 

③ 福祉避難所の開設 

町は、一般の避難所において福祉避難所の対象となる者がおり、福祉避難所の開設が

必要と判断する場合は、対応可能な福祉避難所を開設する。 

④ 福祉避難所開設の報告 

町は、福祉避難所を開設した場合には、直ちに次の事項を県に報告する。 

ア 避難者名簿（名簿は随時更新する） 

イ 福祉避難所開設の目的 

ウ 箇所名、各対象受入人員（高齢者、障がい者等） 

エ 開設期間の見込み 

２ 広域避難者の受入れ 

町は、大規模災害が発生した場合、近隣の都県等から多数の避難者の受入れが想定され

るため、広域避難者の受入れを実施する。 

(１) 被災地からの情報収集及び連絡体制の整備 

町は、広域避難者の受入れが想定される場合、被災地や県と連携をとり、避難者数や

避難者住所等の情報について情報収集に努める。この際、必要に応じて職員を派遣する

など連携強化を図る。 

(２) 受入れ可能な避難施設情報の把握 

町は、町施設の中から、広域避難者受入れ可能な施設を把握し、その結果を茨城県に

報告する。必要に応じて町営住宅の空室状況等を調査し、広域避難者の入居を検討する。 

(３) 広域避難者用避難所の開設 

町は、茨城県及び被災地から避難所の開設依頼を受けた場合、若しくは町独自で開設

を判断した場合、地域の状況等を勘案し、広域避難者用避難所を開設する。 交通手段を

持たない広域避難者の移動は、原則、被災県又は被災市町村が実施することとするが、

被災県又は被災市町村が手配できない場合は、必要に応じて、バス等の移動手段を検討

する。 

(４) その他留意事項 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第５節 被災者生活支援 

3-144 

境町地域防災計画 

 

① 応急仮設住宅等の提供 

町は、広域避難者の健全な住生活の早期確保のため、必要に応じて、町営住宅を応急

仮設住宅等として提供する。また、提供に当たっては、要配慮者の優先的入居に配慮す

る。 

② 保育所・小中学校等における被災児童生徒の受入れ 

町は、広域避難の避難児童生徒の町内保育所・小中学校等への通所・通学等が必要と

なる場合、避難児童生徒及びその保護者の意向を確認し、被災地と調整し、転入学や学

校への一時受入れなどの対応を実施する。 

③ 県との協力 

町は、県と広域避難者の受入れに係る情報共有に努めながら、広域避難者への支援に

当たる。 

３ 避難所生活環境の整備 

(１) 衛生環境の維持 

町は、避難所における生活環境が常に良好なものであるよう努める。被災者が健康状

態を損なわずに生活維持するために必要な各種生活物資及び清潔保持に必要な石鹸・う

がい薬の提供、仮設トイレの管理、必要な消毒及びし尿処理を行う。 

また、移動入浴車の活用等により入浴の提供を行うほか、食事供与の状況等の把握に

努め、必要な対策を講じる。さらに、必要に応じて避難所における家庭動物のためのス

ペース、災害応急対策に必要な車両の駐車スペースの確保に努める。 

避難の長期化等必要な場合には、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、

冷暖房器具の提供等の暑さ寒さ対策等を講じるよう努める。 

やむを得ず避難所以外の場所に滞在する被災者に対しても、食料等必要な物資の配布

等により、生活環境の確保が図られるよう努める。 

(２) 対象者に合わせた場所の確保 

町は、避難所に部屋が複数ある場合には、乳幼児用や高齢者用、障がい者用、体調不

良者用等対象別に割り当てる。体育館等の場合には安全のための通路の確保や着替えの

場所等の確保を行う。 

なお、一般の避難所で対応が困難である場合は、必要に応じて町は福祉避難所を設置

する。 

(３) 感染症や食中毒の予防に必要な知識の普及 

町は、インフルエンザ等の感染予防のため、手洗い、うがいや咳エチケット、部屋の

換気及びトイレ消毒等の保健指導や健康教育を行う。 

また、限られた空間の中で、多人数の人間が生活していくために必要な環境の清潔保

持に関すること、プライバシー保護に関すること等具体的な衛生教育を実施する。 

４ 健康管理 

(１) 被災者の健康（身体・精神）状態の把握 
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① 町は、避難所において、被災者の健康（身体・精神）状態の把握及び健康相談など

の災害時保健活動を実施する。また、必要時は、医師及び保健師等で構成するチーム

を編成し、対応する。 

② 町は、災害時保健活動について、「茨城県災害時保健活動マニュアル」に基づき健

康ニーズの把握や継続治療、災害による生活不活発病等の二次的疾病の予防など、フ

ェーズに応じた活動を実施する。 

③ 町は、活動で把握した内容や問題等について、災害時保健活動マニュアルに示す記

録様式に記載し、その内容等は、チームカンファレンスにおいて、情報の共有と効果

的な処遇検討ができるよう努める。 

④ 町は、継続的内服が必要な者及び食事指導の必要な者についても配慮する。 

(２) 避難所の感染症対策 

町は、避難所において、感染症の発生を防止するため、県の「避難所感染症対策の手

引き」を参考に、感染症予防対策を実施する。 

また、避難所感染症サーベイランスを行い、感染症発生状況を把握し、感染症の拡大

防止に努める。 

なお、避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、災害対

応に当たる職員等の感染症対策の徹底や、避難者の過密抑制、ホテルや旅館等の活用等

を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して検討するよう努める。 

(３) 要配慮者の把握 

町は、避難者の中から要配慮者を早期に把握し、処遇に十分配慮する。必要に応じて

福祉避難所への移動、社会福祉施設への緊急入所、避難所内の個室利用等を行う。 

(４) 被災者の精神状態の把握 

① 町は、避難所生活の長期化に伴い、身体的・精神的ストレスが蓄積している被災者

を対象に、レクリエーション等を行い、ストレスの軽減に努める。 

② 町は、幼児や児童の保育について、避難所に遊び場を確保しボランティア等の協力

を得ながら行う。 

(５) 継続的要援助者のリストアップ 

町は、援助者が変更しても継続援助が提供できるよう、個別的に継続援助が必要な者

について、健康管理票及びリストを作成する。 

(６) 関係機関との連携の強化 

町は、支援を必要とする高齢者、障がい者等に必要なケアの実施やニーズに応じて介

護・福祉サービス、ボランティア等の支援につなぐための連携や調整を行う。 

また、症状の安定のために一時的な入院が必要な者、ターミナルケアが必要な者に対

しては、福祉施設・一般病院及び精神病院等と連携をとり入院を勧奨する。さらに、本

人及び家族が退院後の生活に不安を抱くことがないよう継続的な援助を行う。 

５ 精神保健、心のケア対策 

町は、県、精神保健福祉センター、保健所と連携して心のケア活動を実施する。 

(１) 精神保健医療体制 
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① 町は保健所と連携して次のことを実施する。 

ア フェーズ１～２ 

・ 心の健康相談、ＤＰＡＴによる避難所への巡回診療のサポート及び必要時ＤＰＡ

Ｔとの同行訪問 

イ フェーズ３（近隣の精神科医療機関による診療再開） 

・ 継続的な対応が必要なケースの把握、対応、ＤＰＡＴへの情報提供 

ウ フェーズ４ 

・ 仮設住宅入居者及び帰宅者等への巡回診療、訪問活動（必要時同行訪問） 

・ ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）への対応 

② 町は、保健所と連携し、特に心理的サポートが必要となる遺族、安否不明者の家

族、高齢者、子ども、障がい者、外国人に対しては十分に配慮するとともに、適切

なケアを行う。 

(２) 町における災害時の心のケアへの対応 

① 支援情報の周知 

町は、災害後の一過性ストレス反応（急性ストレス障害、ＡＳＤ）や心的外傷後スト

レス障害（ＰＴＳＤ）の情報や災害時の心的反応プロセスを、被災者や関係者に周知す

る。また、相談機関や相談窓口を明示し、必要な支援が得られるようにする。 

② ハイリスク者の把握 

町は、災害直後から、見守りの必要があると思われる住民に対して、心のチェックリ

スト等（様式 13）を用いてスクリーニングを行う。 

※参考：（財）東京都医学総合研究所のホームページＩＥＳ-Ｒ改定出来事インパクト尺

度日本語版 www.ncnp.go.jp/pdf/mental_info_check.pdf 

③ ハイリスク者の対応 

町は、医療が必要と判断される場合は、避難所を巡回しているＤＰＡＴの医師等に相

談する。また、かかりつけ（精神科）医療機関がある場合は、その精神科医療機関の受

診につなげる。その後も継続して支援する。 

■心理的応急対応「サイコロジカル・ファーストエイド（ＰＦＡ）」 

災害やテロの直後に子ども、思春期の人、大人、家族の心理的ニーズに対して行う

ことのできる効果の知られた心理的支援の方法（災害やテロの直後に行う支持的な介

入方法）共感と気づかいに満ちた災害救援者からの支援は、初期反応の苦しみをやわ

らげ、被災者の回復を助けます。 

各対象の状態に合わせた理解の仕方や具体的な援助方法なども記載されています。 
出典：「サイコロジカル・ファーストエイド 実施手引き第２版」 

アメリカ国立子どもトラウマティクストレス・ネットワーク（アメリカ国立ＰＴＳＤセンター） 

ＤＰＡＴ事務局ホームページ http://www.dpat.jp 

第３ ボランティア活動の支援 

大地震により大きな災害が発生した場合、町及び防災関係機関等だけでは、災害応急対策

を迅速かつ的確に実施することができないことが予想される。 

町は、各種ボランティア団体等の協力により、被災者の早期生活再建を図る。 
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１ 一般ボランティア「受入窓口」の設置・運営 

(１) 受入体制の確保 

町は、災害発生後直ちに、町社会福祉協議会にボランティア現地本部を設置するとと

もに、一般ボランティアの受入体制を確保する。 

(２) 「受入窓口」の運営 

① 災害ボランティアセンターにおける活動内容 

町社会福祉協議会が運営する災害ボランティアセンターにおける主な活動内容は、

次のとおりとする。 

・ 被災者ニーズの把握、町からの情報収集 

・ ボランティア活動用資機材、物資等の確保 

・ ボランティアの受付 

・ ボランティア調整及び割り振り 

・ 関係機関へのボランティア活動の情報提供 

・ ボランティア支援本部への応援要請 

・ ボランティア保険加入事務 

・ 関係機関とのボランティア連絡会議の開催 

・ 町との連絡調整 

・ ボランティア活動のための地図及び在宅援護者のデータ作成・提供 

・ その他被災者の生活支援に必要な活動 

２ 一般ボランティア「担当窓口」の設置・機能 

(１) ボランティア「担当窓口」の設置・機能 

町は、災害発生後、ボランティア「担当窓口」の開設時に、コーディネートを担当す

る職員を配置し、町と災害ボランティアセンターとの連絡調整、情報収集・提供活動を

行う。 

(２) ボランティアに協力依頼する活動内容 

ボランティア「受入窓口」において、ボランティアに協力依頼する活動内容は、主と

して次のとおりとする。 

ア 災害・安否・生活情報の収集・伝達 

イ 避難生活者の支援（水くみ、炊き出し、救援物資の仕分け・配布、高齢者等の介

助等） 

ウ 在宅者の支援（高齢者等の安否確認・介助、食事・飲料水の提供等） 

エ 配送拠点での活動（物資の搬出入、仕分け、配布、配達等） 

オ その他被災者の生活支援に必要な活動 

(３) 活動拠点の提供 

町は、ボランティア活動が円滑かつ効率的に行われるよう、必要に応じてボランティ

アの活動拠点を提供するなど、その支援に努めるほか、社会福祉協議会、地元や外部か

ら被災地入りしているＮＰＯ等との連携を図る。 
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また、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織）を

含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや

支援活動の全体像を把握する。 

さらに、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運

搬を行うよう努める。これらの取組みにより、連携のとれた支援活動を展開するよう努

めるとともに、ボランティアの生活環境について配慮する。 

第４ ニーズの把握・相談窓口の設置・被災者への情報伝達 

町は、地震後に被災者が余儀なくされる不便で不安な生活を助け、できるだけ早期の自立

を促していくために、きめ細かで適切な情報提供を行う。また、被災者の多種多様な悩みに

対応するため、各種相談窓口を設置する。 

１ ニーズの把握 

(１) 被災者のニーズの把握 

町は、被災者のニーズ把握を専門に行う職員を避難所等に派遣するとともに、住民代

表、民生委員・児童委員、ボランティア等との連携により、ニーズを集約する。 

さらに、被災地域が広域にわたり、多数の避難所が設置された場合には、数箇所の避

難所を巡回するチームを設けて、ニーズの把握にあたる。 

ア 家族、縁故者等の安否 

イ 不足している生活物資の補給 

ウ 避難所等の衛生管理（入浴、洗濯、トイレ、ごみ処理等） 

エ メンタルケア 

オ 介護サービス 

カ 家財の持出し、家の片付け、引っ越し（荷物の搬入・搬出） 

(２) 高齢者等要配慮者のニーズの把握 

町は、自力で生活することが困難な高齢者（寝たきり、独居）、障がい者等のケアニー

ズの把握については、町職員、民生委員・児童委員、ホームヘルパー、保健師等の地域

ケアシステムチーム員等の巡回訪問を通じて、各種サービス供給の早期確保を図るとと

もに、円滑なコミュニケーションが困難な外国人についても、語学ボランティアの活用

等により、ニーズ把握に努める。 

ア 介護サービス（食事、入浴、洗濯等） 

イ 病院通院介助 

ウ 話し相手 

エ 応急仮設住宅への入居募集 

オ 縁故者への連絡 

カ 母国との連絡 

２ 相談窓口の設置 

(１) 総合相談窓口の設置 
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町は、各種の相談窓口を代表する総合相談窓口を設置し、県、防災関係機関、その他

団体の設置する窓口業務を把握しておき、様々な形で寄せられる問合せに対して、適切

な相談窓口を紹介する。 

この総合窓口は、災害被害の程度及び原子力事故等の複合災害の状況に応じて開設時

間を延長するなど、弾力的な運営を行う。 

(２) 各種相談窓口の設置 

町は、被災者のニーズに応じて次のような相談窓口を設置する。相談窓口は、専門的

な内容も多いため、関係団体、業界団体、ボランティア組織等の協力を得て準備、開設

及び運営を実施する。 

ア 生命保険、損害保険（支払条件等） 

イ 家電製品（感電、発火等の二次災害） 

ウ 法律相談（借地借家契約、マンション修復、損害補償等） 

エ 心の悩み（恐怖、虚脱感、不眠、ストレス、人間関係等） 

オ 外国人（安否確認、母国との連絡、避難生活、災害関連情報等） 

カ 女性（避難生活での困りごと等） 

キ 住宅（仮設住宅、空き家情報、公営住宅、復旧工事） 

ク 雇用、労働（失業、解雇、休業、賃金未払い、労災補償等） 

ケ 消費（物価、必需品の入手） 

コ 教育（学校） 

サ 福祉（障がい者、高齢者、児童等） 

シ 医療・衛生（医療、薬、風呂） 

ス 廃棄物（がれき、ごみ、産業廃棄物、家屋の解体） 

セ 金融（融資、税の減免） 

ソ ライフライン（電気、ガス、水道、下水道、電話、交通） 

タ 手続（罹災証明、死亡認定等） 

チ 複合災害に関する相談（原発事故に伴う健康・避難・風評被害等） 

３ 被災者への情報伝達 

町は、被災者のニーズを十分把握し、地震の被害、地震活動の状況、安否情報、ライフ

ラインや交通施設等の公共施設等の復旧状況、医療機関、スーパーマーケット、ガソリン

スタンド等の生活関連情報、交通規制、被災者生活支援に関する情報など、被災者等に役

立つ情報を適切に提供する。 

なお、その際、要配慮者、在宅での避難者、応急仮設住宅への避難者等それぞれに配慮

した伝達を行う。 

(１) テレビ・ラジオの活用 

町は、県内のテレビ、ラジオ局の協力を得て、定期的に被災者に対する放送を行い、

生活情報の提供を行う。なお、聴覚障がい者のために文字放送による情報提供に努める 

(２) インターネットメールの活用 

町は、インターネットポータル会社の協力を得て、災害情報サービスの提供入手が可

能となる場を設けるとともに、防災関係機関は情報の提供に努める。 
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(３) インターネットの活用 

町は、町ホームページや町公式 Twitter 等を活用して、被災者に不可欠な生活情報の

提供を行う。 

(４) ＦＡＸの活用 

町は、避難所に対する文書情報の同時提供のため、通信事業者、電機メーカー等の協

力を得て、ＦＡＸを活用した定期的な生活情報の提供を行う。 

(５) 災害ニュースの発行 

町は、様々な生活情報を集約して、新聞紙面を借り切るなどの措置を講じ、災害ニュ

ースとして、避難所、各関係機関等に配布する。 

(６) 臨時災害放送局の設置、運営 

阪神・淡路大震災時に設置されたような臨時災害放送局を設置し、災害復興・被災者

支援の専門局として位置付けて運営する方法も考えられる。 

町は、臨時災害放送局の設置に当たっては、関東総合通信局及びＮＨＫ他の技術的協

力並びにボランティアの企画運営協力を得る。 

４ 安否情報の提供 

町は、被災者の安否情報について照会があったときは、被災者等の権利利益を不当に侵

害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急

性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り回答するよう努める。 

安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係地方公共団体、消防機関、警

察等と協力して、被災者に関する情報の収集に努めることとするとともに、安否情報の提

供に当たっては、被災者の個人情報の管理を徹底するよう努める。 

第５ 生活救援物資の供給 

災害により生活を維持していくために必要な物資の確保が困難になった場合においても、

住民の基本的な生活は確保されなければならない。 

町は、食料、生活必需品、飲料水等の生活救援物資について、国の物資調達・輸送調整等

支援システムの活用などにより迅速な供給活動を行う。 

資料編：２-５ 災害救助に必要な物資の調達に関する協定（流通在庫備蓄） 

１ 食料、生活必需品等の供給 

町は、あらかじめ定めた調達方法により食料・生活必需品等を確保し、被災者及び災害

応急対策に従事する者等に対し、食料及び生活必需品等の供給並びに炊き出し等を行う。 

また、避難所における食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、

食物アレルギーに配慮した食料の確保等に努める。 

さらに、要配慮者、在宅での避難者、応急仮設住宅への避難者等に対しても食料及び生

活必需品等が提供されるよう努める。 

(１) 食料、生活必需品等の調達 
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① 公的備蓄 

町は、被災者に対する食料・生活必需品等の供給について第１次的には町の備蓄物資

を活用する。 

② 流通在庫の調達 

町は、備蓄物資が不足する場合又は備蓄品以外の物資等を必要とする場合は、災害救

助に関する協定を結んでいる町内の販売業者等から調達する。 

③ 県、近隣市町村等への調達要請 

町は、食料・生活必需品の調達が困難な場合には、県に物資の調達を要請する。 

なお、災害救助法が適用され応急食料が必要と認める場合は、「災害救助法又は国民

保護法が発動された場合における災害救助用米穀の緊急引渡要領」に基づき、知事を通

じ、又は連絡がつかない場合は、当該地域を管轄する農政事務所に対して、災害救助用

米穀の引渡しを要請する。 

＜政府所有の米穀・乾パンの調達＞ 

【米穀】 

ア 町は、販売業者から所要の米穀を購入し、罹災者等に供給する。町は、応急食料

の供給を必要とする人員について県西農林事務所を通じ県に報告する。県は、町の

報告に基づき、必要とする応急用米穀の数量等を卸売業者に通知し、手持ち精米の

販売を要請する。 

 

 

イ 町は、災害の状況等により必要と認める場合は、県に要請する。県は、農林水産

省農産局長に災害救助用米穀の引渡しを要請する。なお、町が直接、農林水産省農

産局長に連絡した場合は、事後速やかに県に報告しなければならない。 

災害発生 町 県西農林事務所 県 

罹 災 者 

作業従事 米穀販売業者 

① 確認 ② 報告 ③ 報告 

⑥ 供給 ⑤ 販売 ④ 販売要請 
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(２) 食料・生活必需品等の給与 

① 食品、生活必需品等の配分 

ア 供給方法 

＜避難所に収容された者に対するもの＞ 

県 県西農林事務所 町 

罹 災 者 

作業従事員 

農林水産省農産局長 

政府所有米穀を管理する 

受託事業体 

②要請 ①要請 

④
売
買
契
約 

③
要
請 

⑤
指
示 

⑨
供
給 

⑥
引
渡 

⑦引渡 ⑧引渡 

①要請 

県 県西農林事務所 町 

罹 災 者 

作業従事員 

農林水産省農産局長 

政府所有米穀を管理する 

受託事業体 

③報告 ②報告 

④
売
買
契
約 

⑤
指
示 

⑨
供
給 

⑥
引
渡 

⑦引渡 ⑧引渡 
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町は、調達した食料をあらかじめ避難所ごとに組織された班等の責任者を通じて供

給する。 

＜罹災者に対するもの＞ 

町は、調達した食料を直接に供給するか、あるいは小売業者又は取扱者を指定して

行う。 

＜その他災害対策要員等に対するもの＞ 

町は、＜避難所に収容された者に対するもの＞に準じて行う。 

イ 品目例 

＜食料＞ 

パックごはん、おにぎり、弁当、パン、ビスケット・クッキー、即席めん、味噌汁・

スープ、レトルト食品、缶詰、乳児用粉ミルク・液体ミルク、飲料水等 

 

＜生活必需品等＞ 

① 寝具 毛布等 

② 日用品雑貨 

石鹸、タオル、歯ブラシ、歯磨き粉、トイレットペーパー、 

ごみ袋、軍手、バケツ、洗剤、洗濯ロープ、洗濯バサミ、 

蚊取線香、携帯ラジオ、老眼鏡、雨具、ポリタンク、生理用品、 

ティッシュペーパー、ウェットティッシュ、紙おむつ、使い捨て

カイロ、マスク、ガムテープ等 

③ 衣料品 作業着、下着、靴下、運動靴、雨具等 

④ 炊事用具 鍋、釜、やかん、包丁、缶切等 

⑤ 食器 箸、スプーン、皿、茶碗、紙コップ、ほ乳ビン等 

⑥ 光熱材料 
ロウソク、マッチ、懐中電灯、乾電池、ＬＰガス容器一式、 

コンロ等付属器具、卓上ガスコンロ等 

⑦ その他 ビニールシート、仮設トイレ、土のう袋等 

ウ 輸送 

町は、販売業者に対し、町の指定する場所まで搬送するよう依頼する。なお、これ

に寄りがたいときは、町の指定する集積場に持参する。 

エ 配分 

町は、被害状況や要望をもとに、配分を行う。 

② 県、近隣市町村への協力要請 

町は、多大な被害を受けたことにより、町において炊き出し等による食料、生活必需

品等の給与の実施が困難と認めたときは、県及び災害時相互応援に関する協定に基づ

き近隣市町村に炊き出し等について協力を要請する。 

県は、町から食料の給与要請を受けたときは、次により措置を講ずる。 

・ 日赤奉仕団、自衛隊等への応援要請 

・ 集団給食施設への炊飯委託 

・ 調理不要なパン、おかゆ等の供給 
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③ 物資及び救援物の輸送配分 

町は、調達された物資について、災害の状況等を考慮し、その都度被害状況別、避難

所別、世帯別に配分計画を立てて支給する。 

町は、救援物資について、町が指定する集積場で受付、仕分け等の業務を行い、町職

員により配分計画に基づき、被災者に配分する。仕分け、配分等に際しては、日赤奉仕

団等の民間団体やボランティアに協力を求める。 

なお、個人からの救援物資の受入れに関して、次の事項について総務班を通じて呼び

かける。 

・ 救援物資の送付は依頼品目に限定し、可能な限り義援金による支援に替える。 

・ 荷物には、物資の内訳及び数量等を明記してもらう。 

・ 腐敗しやすい生鮮食料品の送付を行わないようにしてもらう。 

(３) 炊き出し等の実施 

町は、炊き出し場について、被害の状況及び避難所の開設状況を考慮の上、校庭等で

炊き出し、避難所に供給する。 

１人当たりの主食の応急供給数量は、次のとおりとする。 

・ 罹災者炊き出し用として供給する場合：１人１食当たり 200 グラム 

・ 通常の流通経路を通さないで供給する場合：１人１日当たり 400 グラム 

・ 救助作業に従事する者に対し供給する場合：１人１食当たり 300 グラム 

① 炊き出し要員 

町は、炊き出し作業について、日赤奉仕団、各種女性団体、避難者等の協力を得て

実施する。 

② 炊き出し用具の調達 

町は、炊き出し用具について、小学校等の給食用施設、器具を使用し、借上げでき

ないものについては適宜、現地において調達する。 

③ 品目 

町は、米穀（米飯を含む）、乾パン及び食パン等の主食のほか、必要に応じて漬物及

び野菜等の副食、味噌、醤油及び食塩等の調味料についても給与するよう配慮する。

なお、乳児に対する給与は、原則として粉ミルクとする。 

④ 炊き出しの協力要請 

町は、多大な被害を受けたことにより、町において炊き出し等による食料の給与が

困難と認めたときは、県及び近隣市町村に炊き出し等について協力を要請する。 

⑤ 炊き出しの食品衛生 

町は、常に食品の衛生に心がけ、次のことに留意する。 

・ 炊き出し施設には飲料水を供給する。 

・ 必要な器具、容器を十分確保する。 

・ 炊き出し施設に皿洗い設備、器具類の消毒設備を設ける。 

・ ハエ、その他害虫の駆除に十分留意する。 

・ 原料は新鮮なものを仕入れ、保管にも十分留意する。 
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・ 炊き出し施設は原則として既存の施設を利用するが、これがないときは湿地、排

水の悪い場所等から遠ざけて設ける。 

２ 応急給水の実施 

町は、給水状況や住民の被害状況など必要な情報を把握し、次に示す応急給水の行動指

針に基づき応急給水を実施する。 

＜応急給水の行動指針＞ 

■被災者が求める給水量は、経時的に増加するので、それに応じた供給目標水量を設

定すること 

■保管上の注意事項の広報等、応急給水された水の衛生の確保の方策を盛り込むこと 

■水道事業者等が果たす役割、他の公共機関が果たす役割、自治会等による住民相互

の協力やボランティア活動に期待する役割を定めること 

■高齢者等の要配慮者や中高層住宅の住人等が行う水の運搬への支援方策を盛り込む

こと 

■継続して多量の給水を必要とする救急病院等の施設を明らかにすること 

■応急給水実施時に行うべき広報について、給水の場所や時間等の内容及び文字情報

等の迅速かつ確実に伝達できる方法を明らかにすること 

(１) 実施機関 

応急対策部は、被災者等への飲料水の供給を行う。町のみでは、十分な飲料水の供給

ができないと認めたときは、県等に支援要請を行う。 

(２) 給水対象者 

災害のために、現に飲料水に適する水を得ることができない者 

(３) 給水量 

① 水源 

応急対策部は、浄水場、配水池、貯水槽等の水道施設（運搬給水基地）の使用を原則

に、予備水源の量、水質等を把握しておき、迅速に対応する。 

② 給水量 

町は、災害発生から３日以内は、１人１日３ℓ、７日までには 20～30ℓ、14 日目まで

にはできる限り速やかに被災前の水準（約 250ℓ）にまで回復させる。 

内容 

 

時系列 

災害発生 

からの日数 

1 人当たり水量 

（ℓ/人・日） 

住民の水の 

運搬距離 
主な給水方法 

備考 

（用途） 

第 1 次 

給水 

災害発生から

3 日間まで 
3 

おおむね 

1km 以内 
※１ 

拠点給水（耐震性貯水

槽等）運搬給水を行う。 

飲料等 

第 2 次 

給水 

７日 
※２ 

20～30 
※３ 

おおむね 

250m 以内 

配水本管付近の消火栓

等に仮設給水栓を設置

して仮設給水を行う。 

飲料、水栓

トイレ、洗

面等 

第 3 次 

給水 
14 日 

約 250 

被災前給水量 

おおむね 

10m 以内 

宅内給水装置の破損に

より断水している家屋

等において仮設給水栓

及び共用栓等を設置し

て仮設給水を行う。 
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注） 医療施設、避難所、災害対策本部拠点等の重要施設への給水は、災害発生直後か

ら確保する。 

注） 目標水量、水運搬距離は、当該地区での井戸水使用等の水確保手段、地形などの

条件にできるだけ配慮する。 
※１本例ではおおむね 1km 以内としているが、住民の水運搬労力の軽減を考慮してできる

限り短縮することが望ましい。また、住民等に対して日常から水の備蓄等を呼びかけ、

応急給水を確保する必要がある。 
※２7 日目以降は必要に応じて更に仮設給水栓を設置し、住民の水運搬距離を短縮し応急

給水を充実する。 
※３目標水量は、飲料、洗面等の使用水量として 20ℓ/人･日とし、これに水洗トイレ(１～

２回/人･日程度)の使用水量を見込む場合は30ℓ/人･日とした。20ℓ/人･日とする場合、

水洗トイレの水量は、風呂の貯めおき水や河川水等水道以外で確保する。 

(４) 給水方法及び広報 

① 町は、飲料水について、おおむね次の方法によって供給し、又は確保する。 

ア 町は、被災地において確保することが困難なときは、被災地に近い水源地から、

タンク車又は容器により運搬供給する。 

イ 町は、飲料水が防疫その他衛生上の理由で浄水の必要があるときは、次亜塩素酸

ナトリウム溶液を投入し、又は支給して飲料水を確保する。 

② 町は、必要な人員、資機材等が不足するときは、指定水道工事業者等へ要請するほ

か、県に次の事項を可能な限り明らかにして、他の水道事業者等の応援を要請する。 

ア 給水を必要とする人員 

イ 給水を必要とする期間及び給水量 

ウ 給水する場所 

エ 必要な給水器具、薬品、水道用資機材等の品目別数量 

オ 給水車両借上げの場合は、その必要台数 

カ その他必要な事項 

③ 町は、断水した場合、住民に対し応急給水の実施、復旧の見通し等について広報車

や口頭などの伝達手段を通じて広報を実施する。 

(５) 検査の実施 

町は、車両輸送が困難な場合や配水管の破損等による一時的な断水が生じた場合など、

井戸水等を飲用しなければならない場合は、飲用の適否を調べるための検査を行う。検

査を行うことができない場合は、県に検査の実施を要請することができる。 

第６ 要配慮者の安全確保対策 

町は、災害発生時において、要配慮者に対して配慮した災害応急対策を実施する。 

１ 在宅要配慮者に対する安全確保対策 

(１) 避難行動要支援者等の安否確認、救助活動 

町は、民生委員・児童委員、自主防災組織、福祉団体（社会福祉協議会、老人クラブ

等）、ボランティア組織等の協力を得て、居宅に取り残された避難行動要支援者の安否確
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認、救助活動を実施する。町は、あらかじめ定める避難の情報に関する伝達マニュアル

や避難支援計画、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づく適切な避難支援を実

施する。 

(２) 搬送体制の確保 

要配慮者の搬送手段として、救急自動車や社会福祉施設所有の自動車を用いる。 

(３) 要配慮者の状況調査及び情報の提供 

町は、民生委員・児童委員、ホームヘルパー、点訳・朗読・手話・要約筆記の奉仕員

及びボランティア等の協力を得てチームを編成し、在宅や避難所等で生活する要配慮者

に対するニーズ把握など、状況調査を実施するとともに、保健・福祉サービス等の情報

を随時提供する。 

(４) 要配慮者への配慮 

町は、要配慮者に配慮した食料、飲料水、生活必需品等を確保する。なお、町は、福

祉避難所の食料品の備蓄に当たっては、メニューの多様化、栄養バランスの確保に留意

し、食事療法を必要とする内部障がい者や食物アレルギーがある者等へ配慮する。また、

配布場所や配布時間を別に設けるなど要配慮者に配慮した配布を実施する。 

(５) 保健・医療・福祉巡回サービス 

町は、医師、民生委員・児童委員、ホームヘルパー、保健師など地域ケアシステムの

在宅ケアチーム員等によりチームを編成し、住宅、避難所等で生活する要配慮者に対し、

巡回により介護サービス、メンタルケアなど各種保健・医療・福祉サービスを実施する。 

(６) 保健・医療・福祉相談窓口の開設 

町は、災害発生後、直ちに保健・医療・福祉相談窓口を開設し、総合的な相談に応じ

る。 

２ 社会福祉施設入所者等に対する安全確保対策 

(１) 救助及び避難誘導 

施設等管理者は、避難誘導計画に基づき、入所者等について安全かつ速やかに救助及

び避難誘導を実施する。 

町は、施設等管理者の要請に基づき、施設入所者等の救助及び避難誘導を援助するた

め、職員を派遣するとともに、近隣の社会福祉施設、自主防災組織、ボランティア組織

等にも協力を要請する。 

(２) 搬送及び受入先の確保 

施設等管理者は、災害により負傷した入所者等を搬送するための手段や受入先の確保

を図る。町は、施設等管理者の要請に基づき、救急自動車等を確保するとともに、病院

等の医療施設及び他の社会福祉施設等受入先の確保に努める。被災していない社会福祉

施設等の施設等管理者は、可能な限り、緊急一時入所等、施設への受入れに努める。 

(３) 食料、飲料水及び生活必需品等の調達 
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施設等管理者は、食料、飲料水、生活必需品等についての必要数量を把握し供給する

とともに、不足が生じたときは、町に対し応援を要請する。町は、施設等管理者の要請

に基づき、食料、飲料水、生活必需品等の調達及び配布を行う。 

(４) 介護職員等の確保 

施設等管理者は、介護職員等を確保するため、施設間の応援協定に基づき、他の社会

福祉施設、町に対し応援を要請する。町は、施設等管理者の要請に基づき、介護職員等

の確保を図るため、他の社会福祉施設やボランティア組織等へ協力を要請する。 

(５) 巡回相談の実施 

町は、被災した施設入所者や他の施設等に避難した入所者等に対して、自主防災組織、

ボランティア等の協力により巡回相談を行い、要配慮者の状況やニーズを把握するとと

もに、各種サービスを提供する。 

(６) ライフライン優先復旧 

電気、ガス、水道等の各ライフライン事業者は、社会福祉施設機能の早期回復を図る

ため、優先復旧に努める。 

３ 外国人に対する安全確保対策 

(１) 外国人の避難誘導 

町は、語学ボランティアの協力を得て、広報車や防災無線などを活用して、外国語に

よる広報を実施し、外国人の安全かつ速やかな避難誘導を行う。 

(２) 安否確認、救助活動 

町は、警察、自主防災組織、語学ボランティア等の協力を得て、住民登録等に基づき

外国人の安否の確認や救助活動を行う。 

(３) 情報の提供 

① 避難所及び在宅の外国人への情報提供 

町は、避難所や在宅の外国人の安全な生活を支援、確保するため、語学ボランティア

の協力を得て外国人に配慮した継続的な生活・防災・気象情報の提供や、チラシ、情報

誌などの発行、配布、外部からの語学ボランティア「受入窓口」の設置・運営、外国人

の避難誘導等への支援を行う。 

② テレビ、ラジオ、インターネット通信等による情報の提供 

町は、外国人に適正な情報を伝達するため、テレビ、ラジオ、インターネット通信等

を活用して外国語による情報提供に努める。 

③ 観光施設・宿泊施設などと連携した外国人旅行者に対する情報の提供 

町は、外国人旅行者に対して、災害時に速やかに防災情報が提供できるよう、国の示

す災害時におけるガイドラインの周知や災害情報を提供するアプリケーションの利用

の促進などに観光施設・宿泊施設などとともに県と連携を図る。 

(４) 外国人相談窓口の開設 
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町は、速やかに外国人のための「相談窓口」を設置し、生活相談に応じる。また、町

は「相談窓口」のネットワーク化を図り、外国人の生活相談に係る情報の共有化に努め

る。 

第７ 応急教育 

町は、関係機関の協力を得て、災害のため、平常の学校教育の実施が困難となった場合、

児童生徒等の安全及び教育を確保する。 

１ 児童生徒等の安全確保 

(１) 情報等の収集・伝達【町、校長等】 

① 町は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、学校の長（以下「校長等」

という。）に対し、災害に関する情報を迅速・的確に伝達するとともに、必要な措置

を指示する。 

② 町は、校長等に対し、関係機関から災害に関する情報を受けた場合、教職員に対し

て速やかに伝達するとともに、自らテレビ・ラジオ等により地域の被害状況等災害情

報の収集に努めるよう指導する。なお、児童生徒等への伝達に当たっては、混乱を防

止するよう配慮する。 

③ 町及びその他関係機関は、児童生徒等及び学校施設に被害を受け、又はそのおそれ

がある場合は、直ちにその状況について、校長等から報告を受ける。 

④ 町は、各学校と連携し、停電等により校内放送設備等が使用できない場合を想定し、

電池式可搬型拡声器等の整備に努めるとともに、情報の連絡方法や伝達方法を定め

ておく。 

(２) 児童生徒等の避難等【校長等】 

① 避難の指示 

校長等は、的確に災害の状況を判断し、屋外への避難の要否、避難先等を迅速に指示

する。なお、状況によっては、教職員は個々に適切な指示を行う。 

② 避難の誘導 

校長等及び教職員は、児童生徒等の安全を確保するためあらかじめ定める計画に基

づき誘導を行う。 

なお、状況により校外への避難が必要である場合は、町その他関係機関の指示及び協

力を得て行う。 

③ 下校時の危険防止 

校長等は、下校途中における危険を防止するため、児童生徒等に必要な注意を与える

とともに、状況に応じ、通学区域ごとの集団下校又は教員による引率等の措置を講ずる。

なお、通学路の安全について、日頃から点検に努める。 

④ 校内保護 

校長等は、災害の状況により、児童生徒等を下校させることが危険であると認めた場

合は、校内に保護し、速やかに保護者へ連絡し、引渡しの措置を講ずる。 
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この場合、速やかに町に対し、児童生徒数や保護の状況等必要な事項を報告する。ま

た、保護者との連絡がとれない場合や保護者が迎えに来ることが困難な場合は、保護者

への引渡しができるまで校内での保護を継続する。 

なお、通信網の遮断等を想定し、児童生徒等の引渡し方法等について、日頃から保護

者と連携を図り、共通理解に努める。 

⑤ 保健衛生 

校長等は、災害時において、建物内外の清掃等、児童生徒等の保健衛生について必要

な措置を講ずる。 

町は、各学校と連携し、帰宅できず校内で保護する児童生徒等のため、日頃から飲料

水、食料、毛布等の備蓄に努める。 

２ 応急教育 

(１) 教育施設の確保 

町は、校長等と相互に協力し教育施設等を確保して、教育活動を早期に展開するため

次の措置を講ずる。 

① 校舎の被害が軽微なときは、速やかに応急修理をして授業を行う。 

② 校舎の被害は相当に大きいが、一部校舎の使用が可能な場合は、残存の安全な校舎

で、合併又は２部授業を行う。 

③ 学校施設の使用が不可能又は通学が不能の状態にあるが短期間に復旧できる場合

は、臨時休校し、家庭学習等の適切な指導を行う。 

④ 校舎が全面的な被害を受け、復旧に長期間を要する場合は、公民館、体育館その他

の公共施設の利用又は他の学校の一部を使用し授業を行う。 

⑤ 施設・設備の損壊の状態、避難所として使用中の施設の状況等を勘案し、必要があ

れば仮校舎を設営する。 

⑥ 校舎の被害状況を速やかにかつ安全に確認する体制を日頃から整備するよう努め

る。 

(２) 教職員の確保 

町教育委員会は、災害発生時における教職員の確保のために次の措置を講じる。 

① 災害の規模、程度に応じた教職員の参集体制を整備する。 

② 教職員の不足により、応急教育の実施に支障がある場合は、学校間における教職員

の応援、教職員の臨時採用等必要な教職員の確保を図る。 

③ 災害により、教員の死傷者が多く、平常授業に支障をきたす場合は、教員免許所有

者を臨時に雇用するなどの対策を立てる。 

(３) 教科書・学用品等の給与 

① 町は、災害により教科書・学用品等（以下「学用品等」という。）を喪失又は損傷

し、就学上支障をきたしている小・中学校の児童生徒等に対して学用品等を給与する

よう努める。なお、災害救助法が適用された場合の学用品等の給与についての対象者、

期間及び費用の限度額については、茨城県災害救助法施行細則による。 

② 町は、自ら学用品等の給与の実施が困難な場合は、県へ学用品等の給与の実施、調

達について応援を要請する。 
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(４) 避難所との共存 

町は、学校と連携し、学校が教育の場としての機能と、避難所としての機能を有する

ために、災害応急対策を行う前に次の措置を講ずる。 

① 町は、学校を避難所に指定する場合、教育機能維持の視点から使用施設について、

優先順位を教育委員会と協議する。 

② 町は、避難所に指定する学校の担当職員を決め、教育委員会、学校、自主防災組織

等と災害時の対応を協議し、それぞれの役割分担を明確にする。 

③ 町は、避難所に指定された学校に対し、あらかじめ教職員の役割を明確にし、教職

員間で共通理解しておくとともに、マニュアル等を整備するよう指導する。 

④ 町は、学校に対し、帰宅できず校内で保護している自校の児童生徒等への対応と、

避難してきた地域住民等への対応の双方に留意するよう指導する。 

⑤ 町は、避難所に指定されていない学校に対し、災害時には地域住民等が避難してく

ることを想定し、同様の対応ができるよう指導する。 

第８ 義援物資対策 

１ 義援物資の情報の収集・発信 

(１) 町は、各避難所等における必要な物資・数量を集約し、不足する場合には、県に対

し、要請を行う。 

(２) 町は、各避難所等のニーズ及び受入方針等を、町ホームページ等を通じて情報発信

する。 

２ 物資の受入れ 

(１) 町は、町社会福祉協議会やボランティア等と連携して、物資拠点等に指定した管

理・配送拠点施設を活用し必要としている物資を受け入れる。大規模災害時に保管ス

ペースが不足する場合に備え、事前に候補施設を選定しておくよう努める。 

また、民間倉庫等も活用できるよう倉庫業協会等との災害時応援協定の締結など体

制の整備に努める。 

(２) 町は、提供申出者による被災地への配送が困難な場合は、一時保管し、在庫管理を

行う。 

(３) 町は、義援物資の管理に当たって、災害時応援協定に基づき県トラック協会等物流

事業者の資機材や人材、ノウハウ等を活用することで、的確に管理を行う。 

３ 物資の配送 

町は、物資の配送について、必要に応じて、災害時応援協定に基づき県トラック協会等

に要請し、実施する。 
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第９ 愛玩動物の保護対策 

過去の災害においては、飼い主不明の動物や負傷動物が多数生じた。また、愛玩動物は、

飼い主にとっては家族同然であり、多くの動物が飼い主とともに避難所に避難してくるこ

とが予想される。 

町は、動物愛護の観点から、県等関係機関や県獣医師会、動物愛護関係団体等と協力体制

を確立し、愛玩動物の保護及び適正飼養について支援する。 

１ 飼い主不明及び負傷した愛玩動物の保護 

町は、県と連携し住民避難の際に被災地に残された愛玩動物の保護収容、危険動物の逸

走防止を行うとともに、関係機関等と協働して愛玩動物の一時預かりや、飼い主の発見に

努める。 

２ 避難所における動物の適正飼養に係る措置 

(１) 発災当初の愛玩動物の避難の考え方 

町は、発災当初の避難所への受入れは、人を優先する。避難者の中には、動物アレル

ギー、動物が苦手な人も存在し、また、興奮状態から吠える、危害を及ぼす、逃げ出す

など安全管理上からも、盲導犬、介助犬以外は人間と同じ居住スペースに受け入れるこ

とはできない。さらに、専属職員の配置も困難である。このため、上記趣旨に基づき「飼

い主の責任による確実な管理下のもと、避難当初は人の受入れを重視し、車中避難を基

本」とし、避難者の安全を第一として事前の問合せ対応、同行避難者への対応・説明を

丁寧、かつ適切に実施し、理解を得るように努める。 

① 問合せに関する対応 

町は、総合窓口において、上記趣旨で基本的に居住スペースには入れない旨を説明し、

「飼い主の責任で管理を基本」の理解を得て、次の事項についてお願いする。 

ア 避難の際には、できれば事前に動物を預ける処置を依頼（親戚・知人、ペットホ

テル） 

イ 動物を同行する場合は、可能な場合は、自らの縁故先等の避難先への避難、車中

避難について依頼 

ウ 避難所へ避難する際は、必ずゲージ、食事、トイレシート・おむつ等の携行を依

頼 

② 動物と同行避難者の対応 

動物を連れてきた避難者には、上記趣旨を説明し、次の事項について周知する。 

ア 避難所内では、飼い主とともに車中避難を基本とし、居住スペース内への搬入を

禁止 

イ 避難所敷地内を連れて移動する場合は、ゲージなどに入れて移動 

ウ 犬等の散歩は、避難所敷地外において実施し、確実に首輪を着け、確実にフンを

始末 

エ 状況により、駐輪場などの屋根付きの屋外に、ペット避難所を設定する場合があ

る。この場合、予防接種、去勢・避妊、性格上他のペットとの共存が可能なものに

限定し、食事・トイレ・運動は飼い主の責任で実施する。 
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(２) 避難後の愛玩動物の避難の考え方 

町は、時間の経過とともに愛玩動物の管理のため、避難所に隣接した場所を指定し、

愛玩動物を受け入れられるよう配慮するとともに、動物伝染病予防等を含めた災害時に

おける動物の管理について必要な措置を講ずる。 

① 動物用施設の準備 

町は、屋根付きで風雨を避けられる適切な場所に、基本的に各種別ごと個々にゲージ

に入れて集中的に設定し、施設管理者の了承を得て可能な場合は屋内の施設を利用す

る。また、大型犬、屋外犬等は、狂犬病等の予防接種の確認、他の動物との喧騒のおそ

れがないなど可能な場合は、屋外に施設を設けることも検討する。 

② 動物用施設の管理 

施設の管理に当たっては、個々の動物の飼い主の責任において食事、トイレ、運動を

実施し、可能な場合は、共有の運動施設を設定する。この際、町で、動物の避難所にお

けるルールについて定め、一般の避難者の理解のもと共通の認識で管理するとともに、

飼い主間で管理組織の編成し、ゲージから出す場合は、首輪・リードを確実に装着する

等の安全管理や、鍵の管理、清掃等を徹底するなど、一般避難者との不要なトラブルを

防止する。 
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第６節 災害救助法の適用 

災害救助法は、災害に対して国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力

の下に、応急救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図ることを目的とし、被災者の応

急救助に対応する主要な法律である。町は、発災後においては、速やかに被災状況を把握し、

災害救助法の適用を受けて被災又は被災のおそれのある町民に必要な応急救助を実施する。 

 

《計画体系》 

災害救助法の適用 
  

１ 災害救助法適用における基本事項   

      

  
  

２ 災害救助法の適用基準及び判断 
  

       

  
  

３ 災害救助法による救助 
  

       

 

 

関係部課 
総務課、財政管財課、税務課、住民課、防災安全課、子ども未来課、社会福

祉課、介護福祉課、保険年金課、健康推進課、建設課、都市計画課 

関係機関 坂東消防署境分署、境町消防団 

第１ 災害救助法適用における基本事項 

１ 災害救助法に基づく救助の主体 

基本的に、災害における救助の主体は、法第５条に基づき、基礎的地方公共団体である

町であるが、法が適用された場合、次のように第１号法定受託事務※１として県が救助の主

体となり、現に救助を必要とする者に対して行うように定められている。 
※１第１号法定受託事務： 

本来、国が果たすべきものであるが、その適正な処理を確保するため法令によって、

都道府県、市町村、特別区に処理を委任する事務 

＜災害救助法の適用に伴う業務主体等の変化＞ 

区分 
市町村 

（基礎的地方公共団体） 
都道府県 

災
害
救
助
法
の
適
用 

適用がない 

場 合 

救助の実施主体 

（災害対策基本法 第 5 条） 

救助の広報支援、総合調整 

（災害対策基本法 第 4 条） 

適
用
し
た
場
合 

救 助 

の 実 施 

都道府県の補助 

（法 第 13 条 2 項） 

救助の実施主体 

（法 第 2 条） 

事 務 

委 任 

委任を受けた救助の実施主体 

（法 第 13 条 1 項） 

救助業務の一部を市町村に委任が可能 

（法 第 13 条 1 項） 

費 用 

負 担 

費用負担なし 

（法 第 21 条） 

費用の 大 50／100（残りは国が負担） 

（法 第 21 条） 

 

２ 災害救助法の適用の段階 

法の適用の段階は、次のように大規模水害等などの発生するおそれがあり、国の災害対

策本部が設置され、発災前の応急対応を必要とする段階から、災害が発生し、都道府県が
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救助を実施するための応急対応の段階において適用されるものである。あくまで現に今、

救助を要する者に対する応急救助であって、復旧・復興期における被災者支援の法の枠組

みが異なる。 

 

＜災害救助法の適用の段階＞ 

 

３ 災害救助法の基本原則 

１ 平等の原則 現に救助を要する被災者に対しては、事情の如何を問わず、また経済的な要

件を問わずに、等しく救助の手を差しのべなければならない。 

２ 必要即応の原則 応急救助は被災者への見舞制度ではないので、画一的、機械的な救助を行う

のではなく、個々の被災者ごとに、どのような救助がどの程度必要なのかを

判断して救助を行い、必要を超えて救助を行う必要はない。 

３ 現物給付の原則 法による救助は確実に行われるべきであり、物資や食事、住まい等について

の法による救助は、現物をもって行うことを原則としている。 

４ 現在地救助の原則 ①発災後の緊急時に円滑かつ迅速に救助を行う必要があることから、被災者

の現在地において実施することを原則としている。 

②住民はもとより、旅行者、訪問客、土地の通過者等を含め、その現在地を

所管する都道府県知事が救助を行う。 

５ 職権救助の原則 応急救助の性質からして被災者の申請を待つことなく、都道府県知事がその

職権によって救助を実施する。 

第２ 災害救助法の適用基準及び判断 

法の適用段階は、法第２条にある発災前の段階（第２項）と発災後の段階（第１項）があ

る。地震は突発的な災害であり、町は、速やかに被害状況を把握し、県の認定を受ける必要

があることから、ここでは、発災後における法の適用基準及び判断について示す。 

１ 発災後の法の適用基準（法第２条第１項）の区分 

発災後の法の適用基準の区分は、法施行令第１条第１項により次のように定められてい

る。 

■住家等への被害が生じた場合（１～３号基準） 

■災害が発生し、生命・身体への危害又はそのおそれが生じた場合（第４号基準） 

(１) 法の適用の判断 

町が適用を受けるにあたり、１～３号基準は、被害状況が明らかで客観的な基準が明

確であり、適用の判断がしやすいが、住家被害の確定には一定の期間を要するため、発

災後、直ちに適用を受けることは困難である。反面、４号基準は、被害状況不明な中、
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客観的な基準がないものの迅速に適用を受けることが可能であるが、被害の程度が不明

確な状況での適用となる。 

なお、国、県では、法の目的である「被災者の保護」と「社会の秩序の保全」のため

には、迅速な法適用が必要とのことから、４号基準による適用を積極的に進めるべきと

しており、近年の災害においては、一定震度以上を観測した市町村に対し、「避難して継

続的に救助を必要とする」状態として速やかに４号基準により適用されている。 

(２) 住家等への被害が生じた場合（１～３号基準）による適用基準 

① 町の住家滅失世帯数（１号基準） 

町における全壊、全焼、流失等による住家の滅失した世帯数が 50 世帯以上に達した

とき。（災害救助法施行令第１条第１項第１号） 

＜令別表第１＞ 

市町村の人口 住家滅失世帯数 

 5,000 人未満 30 世帯 

5,000 人以上 15,000 〃 40 〃 

15,000 〃 30,000 〃 50 〃 

30,000 〃 50,000 〃 60 〃 

50,000 〃 100,000 〃 80 〃 

100,000 〃 300,000 〃 100 〃 

300,000 〃  150 〃 

② 県、町の住家滅失世帯数（２号基準） 

町の区域を包括する県の区域内の被害世帯数が、その人口に応じ、それぞれ次の表第

２に示す数以上であって、町の区域内の被害世帯数がその人口に応じ、全壊、全焼、流

失等による住家の滅失した世帯数が 25 世帯以上であること。（災害救助法施行令第１

条第１項第２号） 

＜令別表第２＞ 

都道府県の区域内の人口 住家滅失世帯数 

 1,000,000 人未満 1,000 世帯 

1,000,000 人以上 2,000,000 〃 1,500 〃 

2,000,000 〃 3,000,000 〃 2,000 〃 

3,000,000 〃  2,500 〃 

＜令別表第３＞ 

市町村の人口 住家滅失世帯数 

 5,000 人未満 15 世帯 

5,000 人以上 15,000 〃 20 〃 

15,000 〃 30,000 〃 25 〃 

30,000 〃 50,000 〃 30 〃 

50,000 〃 100,000 〃 40 〃 

100,000 〃 300,000 〃 50 〃 

300,000 〃  75 〃 

③ 県の住家滅失世帯数（３号基準） 
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町の区域を包括する県の区域内の被害世帯数が、その人口に応じ次の表に示す数以

上であって、町の区域内の被害世帯数が多数あること。（災害救助法施行令第１条第１

項第３号） 

＜令別表第４＞ 

都道府県の区域内の人口 住家滅失世帯数 

 1,000,000 人未満 5,000 世帯 

1,000,000 人以上 2,000,000 〃 7,000 〃 

2,000,000 〃 3,000,000 〃 9,000 〃 

3,000,000 〃  12,000 〃 

(３) 災害が発生し、生命・身体への危害又はそのおそれが生じた場合（第４号基準）の

適用基準 

発生した災害の程度が、多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生

じた場合であって、次の内閣府令で定める基準に該当する災害（法施行令第１条第１項

第４号） 

■災害が発生し又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して継続的

に救助を必要とすること。（府令第２条第１号） 

■被災者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に特殊の技術

を必要とすること。（府令第２条第２号） 

第３ 災害救助法による救助 

１ 災害救助法による救助の権限 

町長（知事の補助機関として）及び知事は、災害救助法、同法施行令及び同法施行細則

に基づき、次の救助を実施する。 

(１) 町長は、救助を迅速に実施することが必要で知事による救助実施を待つことがで

きないときは、（知事の補助機関として）救助を実施することができる。その場合、

町長はその状況を速やかに知事に報告する。 

(２) 知事が救助を迅速に実施するために必要と認めるときは、救助の実施の一部を町

長が行うことができる。この場合、知事は救助の期間、内容を町長に通知する。 

２ 災害救助法における救助の種類（法第４条） 

(１) 災害が発生した段階の救助 

① 避難所及び応急仮設住宅の供与 

② 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

③ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

④ 医療及び助産 

⑤ 被災者の救出 

⑥ 被災した住宅の応急修理 

⑦ 生業に必要な資金の貸与 

⑧ 学用品の給与 

⑨ 埋葬 

⑩ 死体の捜索 
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⑪ 死体の処理 

⑫ 障害物の除去 

⑬ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費 

上記救助に必要な費用（救助費）のほか、救助事務費（※） 

※救助事務費 

・職員手当（時間外勤務手当） 

・賃金、旅費 

・需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費、修繕料） 

・使用料及び賃借料 

・役務費（通信運搬費） 

・委託費等 
 

(２) 災害が発生するおそれのある段階の救助（法第４条第２項） 

① 広域避難等の事前避難の実施に必要となる避難所の供与 

② 避難行動が困難な要配慮者の避難のための輸送・賃金職員等雇上げ 

上記①、②項に必要な救助事務費 

３ 救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償等 

「茨城県災害救助法施行細則に定める救助の程度、方法及び期間早見表」による。 

資料編：13-２ 被害認定基準 

13-３ 茨城県災害救助法施行細則に定める救助の程度、方法及び期間早見表 

４ 被害状況の把握及び認定時の算定基準等 

(１) 住家及び世帯の単位 

① 住家 

現実に居住のために使用している建物をいう。ただし、耐火構造のアパート等で居住

の用に供している部屋が遮断、独立しており、日常生活に必要な設備を有しているもの

等は、それぞれ１住家として取り扱う。 

② 世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

(２) 被災世帯の算定基準等 

被災世帯の算定は、住家が全壊、全焼、流失等により滅失した世帯を１世帯とし、住

家が半焼、半壊等著しく損傷した世帯については１/２世帯、床上浸水、土砂の堆積等に

より一時的に居住不能となった世帯にあっては１/３世帯とみなして算定する。 

(３) 住家の滅失等の算定基準 

① 住家の全壊、全焼、流失 

住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積が、その延床面積の 70％以上に達

した程度のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し、その住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものをいう。 

② 住家の半壊、半焼 
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住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積が、その延床面積の 20％以上 70％

未満のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

し、その住家の損害割合が 20％以上 50％未満のものをいう。 

③ 住家の床上浸水 

①及び②に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達した程度のもの又

は土砂、竹木等の堆積等により一時的に居住することができない状態となったものを

いう。 

５ 災害救助法の被害状況に応ずる救助の考え方 

(１) 住家の被害状況に応ずる救助の対象 

 

(２) 救助費の支援対象及び留意事項 

法による救助費の対象・基準額等は、資料編「13-３ 茨城県災害救助法施行細則に定

める救助の程度、方法及び期間早見表」のとおりであるが、実際の現場では、個々に生

起する具体的な状況に応ずる適用の判断が必要であり、一様にはいかないのが実態であ

る。 

そのため、「現に今救助を必要としている被災者」に対する支援である趣旨に基づき、

国及び県における過去の適用実績に照らし、町が特に支援にあたり留意すべき具体的な

救助費等の対象について記述する。 
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＜救助の区分に応ずる支援対象の具体的な一例等＞ 

 救助の区分 対象の具体的な一例 

避
難
所
の
供
与 

避難所の供与
の基本的な考
え方 

■避難所の供与は、不特定多数の利用を想定した避難所における物品（毛布等）で
被災者が共同で利用する物品とし、個人の用に供する物品等は「被服，寝具その
他の生活必需品の給与又は貸与」としで整理 

避難所の設置
に関する事項 

■支援対象期間は、発災の日から 7日以内（特別基準の設定可能） 
■障がい者、高齢者等のためのスロープの仮設置 
■情報収集等のためのテレビ、テレビ等のレンタル（レンタルが困難な場合は購入

しても対象） 
■指定避難所でなくても、被災者が避難して実質的に避難所としての機能を果たし

た場合は対象 
■避難の長期化が見込まれる場合や要配慮者を対象に旅館やホテルを借り上げて、

避難所とすることも可能 
■在宅避難者へは、避難所で配布している物資の配布は対象 
■避難所閉所後の支援物資の提供は対象外 

生活環境の整
備に関する事
項 

■緩衝材としての畳、カーペットのレンタル（レンタルが困難な場合の購入は対
象）、プライバシー保護のため等の間仕切設備、環境整備のためのブルーシート、
段ボールベッド等の購入 

■避難所環境整備のための冷蔵庫、洗濯機、乾燥機、掃除機等のレンタル（レンタ
ルが困難な場合の購入は対象） 

■毛布（クリーニング・リパックを含む。適用後の新規購入が対象であり、損耗品
の購入は対象外） 

■消毒液、石鹸、市販薬などの購入、携帯電話の充電器などの貸与 

衛生・健康管理
対策に関する
事項 

■被災者用の仮設風呂、簡易シャワー室の設置、仮設ランドリー（洗濯機、乾燥機）、
仮設トイレ、授乳室の設置 

■仮設風呂等ができるまでの間、入浴施設への送迎と入浴料の支払い 
■暑さ対策用として、エアコン、扇風機等のレンタル（レンタルが困難な場合の購

入は対象）、氷柱や氷の購入 
■衛生管理、感染症対策、避難者の健康管理等を実施した保健師を中心としたチー

ムの経費(計上先は救助事務費又は輸送費及び賃金職員等雇上費)なお、在宅避難
者への訪問は対象外 

備蓄食料等に
関する事項 

■法適用後に購入したもの、県の備蓄品の供与分は対象（適用を受けずに県の備蓄
品の供与を受けた場合は有料） 

■既に備蓄してあった備蓄品は対象外 
■現に救助を要する人に対する応急的支援の趣旨から、次回に備えた買い足し分は

対象外（以下同じ。） 

福祉避難所を
開設した場合 

一般の避難所の対象経費に加え、次の支援が可能 
■おおむね 10 人の対象者に 1 人の生活に関する相談等に当たる職員等の配置経費 
■高齢者、障がい者等に配慮した簡易洋式トイレ等の器物の費用 
■日常生活上の支援を行うために必要な消耗器材費などの加算が可能 
■一般の避難所と同様に、あらかじめ指定した福祉避難所でなくても、要配慮者を

避難させて実質的に福祉避難所としての機能を果たした場合、公的な宿泊施設又
は旅館、ホテル等を、発災後に福祉避難所として利用した場合は対象 

■特養、老健等の入所対象者は、緊急入所等介護保険の枠組みで対応し、法の対象
外 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

応
急
仮
設
住
宅
の
供
与 

応急仮設住宅
の種類と供与 

■法に基づく応急仮設住宅は、次の分類により応急救助の実施主体である県が被災
者に対して供与し、必要事項は県と国が協議し決定 
①賃貸型応急住宅 

民間賃貸住宅の借上げ（賃貸戸建て、賃貸アパート・マンション等） 
②建設型応急住宅 

プレハブ住宅、木造住宅の建設、モバイル建築の設置等 
③その他適切な方法 

用途廃止又は空き室を利用した公営住宅、公有の倉庫等を改造して法による応
急仮設住宅として提供 

■高齢者等、日常生活上特別な配慮を必要とする者が複数いる場合に、老人居宅介
護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する福祉仮設住宅を設置すること
が可能 

■次の場合は、住家がない者と同等にみなす必要がある場合として、応急仮設住宅
の利用が可能 
①二次被害により住宅の被害を受けるおそれがある 
②ライフラインが途絶 
③避難指示発令区域内など長期にわたり自らの住居に居住が不可能 

■就学、就労等の個人的な生活環境の変化による仮設住宅の住み替えは、応急的な
救助の範囲を超えるため原則不可、ただし、次の緊急時ややむを得ない場合は、
県との協議による。 
①家主の都合賃貸契約の更新を拒否された場合 
②仮設住宅の集約等行政側の都合による移転など本人の責任によらない場合 
③ＤＶ被害等により身体・生命に危険が及ぶ場合などの世帯分離の場合 
④エレベーターのない公営住宅等で、入居後の健康悪化により昇降が困難となっ

た場合の低層階への移動 
⑤入居後の健康悪化により、医療機関近傍への転居が必要な場合 
⑥その他緊急時ややむを得ない場合 

応急仮設住宅
の供与期間 

■「建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）」第 85 条に規定する仮設建築物に該当
するため、 長 2 年 3か月 

■「特定非常災害」の指定がある場合のみ、1 年を超えない期間ごとの延長が可能 

賃貸型応急住
宅 

■避難所で生活されている被災者が速やかに応急仮設住宅に移っていただく観点
から、民間賃貸住宅を応急仮設住宅として県が民間賃貸住宅を供与 

■本来は、県が借上契約を実施するが、入居条件を満たし、貸主の同意が得られれ
ば、県、貸主、入居者の三者契約により、入居者が個人契約した賃貸住宅を入居
日に遡って救助法の対象 

■敷金、礼金、仲介手数料、退去修繕負担金（退去時の現状回復費）、損害保険料、
収益費、修理費、入居時鍵負担費は救助費の対象（光熱費、水道料、駐車場費、
自治会費、過失等による修繕費、退去修繕負担金を上回る不足額等は入居者負担） 

■被災者の孤立防止や日常生活の様々な相談対応等に利用できる地域コミュニテ
ィ等（集会施設）の設置が可能 

建設型応急住
宅 

■法の行政解釈により、モバイル建築が応急仮設住宅として認められたことから、
町として、災害時の迅速な応急仮設住宅としての利用を想定し、各種のモバイル
建築ユニットを社会的に備蓄 

■法による住宅の規模 
地域の実情、世帯構成等に応じて設定 
なお、プレハブは、単身用（6坪タイプ）、小家族用（9坪タイプ）、大家族用（12

坪）の仕様が設定 
■集会施設の設置 

おおむね 50 戸に 1 施設の設置が可能（50 戸未満でも小規模な集会施設の設置は
可能） 

■高齢者等、日常生活上特別な配慮を必要とする者が複数いる場合に、老人居宅介
護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有する福祉仮設住宅を設置すること
が可能 

応急修理期間
中の仮設住宅
の利用 

■利用は、応急仮設住宅に入居する段階で応急修理の申請を行うか、応急仮設住宅
への入居後直ちに応急修理の申請を行うことが前提 

■利用者へ提供される応急仮設住宅は、賃貸型応急住宅とし、新たな建設型応急住
宅を建設することは認められない。 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

■利用期間は、災害発生の日から原則として 6 か月以内であり、応急修理が完了し
た場合は速やかに応急仮設住宅を退去 

飲
料
水
の
供
給 

給水関係 ■救助期間は、発災から 7日以内（特別基準の設定が可能） 
■飲料水の購入費 
■給水に必要な機械、器具の借上費、修繕費及び燃料費 

①機械：自動車、給水車、ポンプ等 
②器具：バケツ、ポリタンク、ビン等 

■災害により現に飲料水を得ることができないかどうかが救助の判断基準である
ので、住家の被害は問わない。 

■避難所等で炊き出しとともに提供するペットボトル等の飲料水は、飲料水の供給
ではなく、炊き出しその他による給与に含める。 

■個人への供給を想定しており、水道事業者が本来行うべき配水管の修理や仮配管
の設置費、福祉施設等の貯水槽に飲料水を供給する等の施設管理者への支援は対
象外 

■給水袋は、町が用意しなければ被災者に飲料水を供給できない状況であれば、必
要 低限に限り対象、その他原則対象外 

■「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき供給され
る生活用水は対象外 

浄水関係 ■浄水に必要な機械、器具な借上費、修理費及び燃料費（同上） 
■浄水に必要な薬品、資材費 

①薬品：ろ水器及び直接浄水するカルキ等 
②資材：ろ水器に使用するフィルター等  

その他 ■災害により現に飲料水を得ることができないかどうかが救助の判断基準である
ため、住家の被害の有無・程度は問わない。 

炊
き
出
し
そ
の
他
食
品
の
給
与 

炊き出し関係 ■救助期間は、発災から７日以内（特別基準の設定が可能） 
■保健師、栄養士、調理師等の炊き出しスタッフの雇い上げ 

（避難所における職員やボランティア等の食事については対象外） 
■炊き出しのための食材・調味料、燃料費、調理器具の購入・使用謝金又は借上費、

消耗器材費、雑費  

その他の食品
関係 

■握り飯、調理済み食品、パン、弁当等を購入して支給する場合の購入費（努めて
温かく栄養バランスのとれた食事の提供に留意） 

在宅避難者へ
の給与 

■避難所ではなく、自宅において避難生活をしている方が避難所に炊き出し・その
他の食品等の給与を受取りに来た場合も対象 

被
服
寝
具
そ
の
他 

被服、寝具及び
身の回り品 

■被服：洋服、作業着、下着 
■身の回り品：タオル等 
■寝具：毛布、布団等（避難所における共同使用を除く。） 

日用品、光熱材
料等 

■日用品：石鹸、歯みがき、歯ブラシ、トイレットペーパー等 
■光熱材料：マッチ、ライター等 

炊事用具及び
食器 

■炊事用具：炊飯器、鍋、包丁、やかん、ガスコンロ等（卓上ガスコンロは、ガス
ボンベ付属） 

■食器：茶碗、湯呑、皿、コップ、箸等 

生
活
必
需
避
難
の
給
貸
与 

防寒対策、熱中
症対策 

■防寒：電気ストーブ 
■熱中症：扇風機等（エアコンは対象外） 

その他 ■現物支給の原則から、現金給付、商品券等の金券は対象外 
■上記の給与又は貸与は、全て世帯単位で行われることから、費用の限度額も各世

帯ごとの算出（必要な場合は各世帯ごとに費用の限度額に関する特別基準を県と
協議） 

■見舞制度ではないので、必ず各世帯ごとの被災状況を確認し、一律に生活必需品
を同数配布する等の運用は不可 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

医
療 

医療の範囲 ■救助期間は、発災から 14 日以内（特別基準の設定が可能） 
①診療 
②薬剤又は治療材料の支給 
③処置、手術その他の治療及び施術 
④病院又は診療所への収容 
⑤看護 

■災害により医療の途を失った者であれば、医療が必要となった理由が災害による
ものか否か、及び患者の経済的要件は問わない。 

■被災地であっても通常の保険診療等による医療が行われている場合には、法によ
る医療救助の対象外（ただし、災害の影響で当該医療機関が受入可能な患者数を
はるかに超える患者が発生している場合等を除く。） 

医療救助の経
費 

■救護班 
使用した薬剤、治療材料、破損した医療器具等の修繕費等の実費 

■病院又は診療所 
国民健康保険の診療報酬の額以内 

■施術者 
協定料金の額以内 

■避難所に避難している被災者の通院費は、避難所を訪れる救護班が対応できない
重篤な救急患者等を輸送するための費用のみが対象となり、病院に通う際の費用
は対象外 

■法の医療は，医師を含む救護班として実施するものであり、医師を含まない保健
師等のメンバーで実施するものは，法の対象外（ただし、避難所に常駐又は町の
依頼により定期的に訪問して健康管理等を行う場合（医療行為外）は、「避難所の
設置」に係る費用として法の対象 

■携行した医薬品の費用は、使用した分（一旦持ち出したものの温度管理等の理由
により使用不可となった薬剤も含む）が法の対象 

■災害処方箋に基づくものならば、特定保健医療材料料も対象 

助
産 

助産の範囲 ■災害発生の日以前又は以後の７日以内に分べんした者であって、災害のため助産
の途を失った者（特別基準の設定が可能） 
（災害により助産の途を失った者であれば、被災者であるか否かは問わない。） 
①分べんの介助 
②分べん前及び分べん後の処置 
③脱脂綿、ガーゼ、その他の衛生材料の支給 

助産救助の 
経費 

■救護班：使用した衛生材料費等の実費 
■助産師：慣行料金の 100 分の 80 以内の額 

被
災
者
の
救
出 

救出の範囲 ■災害発生の日から 3日（72 時間）以内（特別基準の設定が可能） 
（災害のため現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は安否不明の状態

にある者を捜索し、又は救出） 
■通常、3日間経過以降は「死体の捜索」に移行（死体の捜索の場合は 10 日以内） 
■人の救出に限定し、財産はもとより救出される者が大切にしている愛玩具及び動

物等は対象外 
■消防や警察、派遣依頼を受けた自衛隊等による救出活動は、原則として法の対象

外（本来任務であり、通常自己完結的に必要な機材や道具等を備えていることが
前提） 

■被災した原因は問わない。現に捜索や救出を必要としている以上、その原因が不
可抗力によるものであろうと、本人の過失によるものであろうと、業務上の事由
によるものであろうと法の対象 

救出の経費 ■舟艇その他救出のための機械、器具等の借上費又は購入費、修繕費及び燃料費と
して当該地域における通常の実費 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

応
急
修
理 

応急修理の範
囲 

■災害発生の日から 3か月以内に完了（特別基準の設定が可能） 
（ただし、国の災害対策本部が設置された場合は、災害発生の日から 6 か月以内

に完了） 
■応急修理により被害を受けた住宅での生活が可能となることが見込まれる場合

を対象（全壊の住家は、修理を行えない程度の被害を受けた住家であるので、応
急修理の趣旨から基本的に対象とはならないが、全壊でも、応急修理により居住
が可能である場合は対象） 

■日常生活に必要な部分で緊急的に応急修理を行うことが適当な箇所 
①屋根等の基本部分 

壊れた屋根、基礎、柱・梁等、外壁、床の補修 
②ドア等の開口部 

壊れたドア、窓等の開口部の補修 
③上下水道等の配管・配線 

上下水道管水漏れ、給排気設備、電気・電話・ガス等配管・配線 
④トイレ等の衛生設備 

便器、浴槽等の交換 
⑤屋外設置型給湯器 

給湯器（配管、貯湯タンク、室外機） 
■床上浸水により汚泥が堆積し、洗い流しても悪臭がとれない、カビが発生するな

ど、そのままでは生活できない場合、床や壁については、破損はなくても修理の
対象また、床と併せて畳などの修理を行う場合も対象 

■部屋の拡張工事（例：６畳間から８畳間へなど） 
修理対象工事が含まれる場合、当該工事は対象 

■床の修繕に併せて畳敷きをフローリングへの変更する場合は対象 
床と併せ畳などの修理を行う場合も対象（畳だけの交換は対象外） 
また、床と併せて交換を行う畳の枚数に上限設定なし） 

■住民票は一つだが別居している世帯 
「母屋」と「離れ」のように別居している世帯の場合、世帯・生計が別で、それ

ぞれが独立した住戸を形成していれば、それぞれで応急修理は可能 
■応急修理に伴い廃棄する廃材の処分費等 

応急修理によって搬出される産業廃棄物の運搬、処分費は応急修理の対象 

対象外の修正 ■応急修理の趣旨は、必要 小限の修理を行うことにより何とか日常生活を営むこ
とができるようにすることであり、次の修理は対象外 
①設備のグレードアップ 
②華美な修理（リフォームとみなされる） 
③屋外のもの（屋根や外壁、給湯器を除く。） 

■間違えやすい対象外の修理 
①駐車場・倉庫の修理 

応急修理は実際に居住する住宅の修理が対象 
②建具（玄関、戸）や設備（トイレ、給湯器）のグレードアップ 

グレードアップは応急修理の趣旨に不適合 
③電化製品 

エアコンの室外機の場合でも、エアコンは家電製品のため対象外 
④トイレの温水洗浄便座 

温水洗浄便座はグレードアップに該当（ただし、被災前から温水洗浄便座が備
わっていた場合は対象） 

■シロアリ対策工事（床下消毒） 
応急修理は、日常生活に欠くことのできない箇所を必要 小限に修理する制度で

あり、床下のシロアリ駆除や消毒は対象外 
■網戸 

網戸がなくても日常生活を営むことが可能 
■ふすま、障子の張替え 

ふすま、障子の張替えだけで済むなら対象外（枠組みが破損していれば対象） 
■1階を店舗や事務所として利用している併用住宅 

住宅の応急修理は、日常生活を営んでいるところを対象とするため、１階が事務
所や店舗等である場合には対象外 

ただし、1 階の階段が壊れて 2 階の居住スペースに行けない、1 階にしかトイレ
がない等の理由があれば修理の対象 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

■発災前は、井戸水を使用し、災害後に井戸が使用できなくなった場合でも、新た
に水道を敷設するための工事は、元の住宅の応急修理の範囲外となり対象外 

応急修理箇所
の写真撮影 

■応急修理の趣旨に基づき、応急修理に当たっては、自宅の被災状況のわかる写真
等の添付が必須となるため、施工前、施工中、施工後の写真及び事前に交換前の
品番や機能等の写真を確実に撮影 

 
全体の被害状況を 4 方向からカメラ、スマホ等で撮影 
特に、水害は浸水の高さがわかるように撮影 

＜撮影イメージ＞ 

 
■修理前状況写真の撮影（被災者又は修理業者が撮影） 

被災者へは、破損箇所や修理状況を撮影する際、以下の箇所を必ず撮影するよう
に指導 
《外観（亀裂、剥がれ、歪みなど）》 

①水害は浸水高がわかるようにメジャー等で高さがわかるように撮影 
②屋根瓦などのずれや破損状況を撮影 
③玄関、窓（サッシ）、外壁等の破損状況を箇所別に撮影 

 
《室内（めくれ、反り、腐食、脱落、カビなど）》 

①水害は、居室など浸水・カビ発生等の状況がわかるよう撮影 
②廊下、台所、トイレ、浴室、各居室の扉や内壁・間仕切壁など修理の対象とな

る箇所を撮影（床材のめくれ、反り、カビ、腐食等） 
③浸水した断熱材などが脱落している状況やカビている状況を撮影 

 
《設備（破損、故障など）》 

①キッチン、トイレ、浴槽、洗面台、給湯器などの故障箇所・破損箇所がわかる
ように撮影 

②設備の型番・形式等がわかるように撮影し、修理後に設置した設備と同等品で
あることがわかるようにすること。 

■修理中・修理完了後の写真撮影（修理業者が撮影） 
修理箇所を施工段階から完了まで撮影 

《撮影の一例》 
①床の修理 

根太の交換→断熱材交換→下地材交換→床材（畳）交換 
②設備交換 

故障した設備の取り外し→故障箇所確認→製品の交換 
③屋根修理 

足場設置→古い屋根材の撤去→野地板交換→防水シートの交換→屋根材（瓦）
の設置→雨どい交換など→足場撤去 

応急修理の基
準、支払い及び
対象 

■1世帯当たり平均ではなく各世帯ごとの基準額 
■住宅の応急修理の申込みは、修理業者の見積書の作成など順番待ちや修理作業に

より遅れることもあり期限は未設定（可能な限り速やかな完了となるように努め
る。） 

■修理は直接業者へ発注し、修理に要した経費は自治体が直接、修理業者に支払い
（被災者自らによる発注は不可）（ただし、内閣府告示（一般基準）の金額を超え
る修理を行う場合、超過した分の修理額については、被災者の自己負担） 

■借家等は通常はその所有者が修理を行うものであり対象外（事情により所有者が
修理を行わず、居住者の資力をもって修理しがたい場合は対象） 

■会社の寮や社宅、公営住宅等はその所有者が実施すべきであり対象外 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

■住宅の応急修理と被災者生活再建支援法の支援金との併用 
住宅の応急修理をする場合は、大規模半壊など支援法の対象となる被害が生じた

世帯であれば、被災者生活再建支援金も合わせて活用することが可能 
ただし、被災者生活再建支援金を活用する場合は、上記と同じく一般基準を超え

る場合は、自己負担分の契約が必要 

学
用
品
の
給
与 

学用品の支給
の適用範囲 

■災害発生の日から 
①教科書、教材：1 か月以内（特別基準の設定が可能） 
②文房具、通学用品及びその他の学用品：15 日以内 

■教科書及び正規の教材 
学校にて有効適切なものとして使用しているワークブック、辞書、図鑑等 

■文房具 
ノート、鉛筆、消しゴム、クレヨン、絵具、画筆、画用紙、下敷き、定規等 

■通学用品 
傘、靴、長靴等 

■その他の学用品 
運動靴、体育着、カスタネット、ハーモニカ、笛、鍵盤付ハーモニカ、工作用具、

裁縫用具 
■就学上支障のある小学校児童、中学校生徒及び高等学校等生徒であり、幼稚園児、
専門学校生、大学生等は対象外 

■通学途中又は学校や近所の親類宅等で被災した場合なども必要と認められれば
支給の対象 

■本救助は、見舞制度ではないので、各児童・生徒の被災状況を確認することなく、
一律に教科書や文房具類を同数配布することは、現に慎むこと 

埋
葬 

埋葬の適用の
範囲 

■災害発生の日から 10 日以内（特別基準の設定が可能） 
■被災市町村の火葬場が被災で使用できない等で他の市町村に運ぶ必要がある等

の特殊な事情がある場合に限り、次の事項について実施 
①棺：付属品を含む。 
②埋葬又は火葬：賃金職員雇上費を含む 
③骨つぼ及び骨箱 

■ご遺体が発見された後は速やかに遺族等の関係者に引き渡すのが原則だが、次の
場合は法の適用の対象 
①遺族がいない 
②遺族がいても災害による混乱期等のため、その遺族が埋葬を行うことが困難な

場合 
なお、遺族が埋葬を執り行える状況にもかかわらず一律に行政で葬儀代を出すよ

うな見舞制度ではない。 
■法による埋葬は、災害の混乱期のため埋葬ができないときに行う趣旨から、次の

場合も対象 
①その死因及び場所の如何は問われず、また、直接災害のため傷病を受け亡くな

った者に限らず病気等でたまたま亡くなった者も対象 
②災害発生以前に死亡した者であっても埋葬が行われていない遺体は同様に取

り扱って差し支えない。 
■死亡の原因が犯罪等によるとの疑いがある変死体 

①直ちに警察署に届けることとし、法による埋葬は不可 
②警察当局から所要の措置を経た後に引き渡された場合は、法による埋葬を行っ

ても差し支えない。 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

死
体
の
捜
索
・
処
理 

死体の捜索・処
理の適用の範
囲 

■災害発生の日から 10 日以内(通常死体の発見から埋葬に移る過程) 
■死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 
■死体の一時保存（ドライアイス購入費の実費加算可） 
■死体一時収容施設利用時 

①既存施設利用の場合は、借上費 
②既存施設を利用できない場合は賃金、職員雇上費及び輸送費 
③救護班の場合は特別の費用は生じない。それ以外の場合も、遺族等がいる場合

は当該遺族等が負担 
■遺体が発見された場合は、遺族等の関係者に速やかに遺体を引き渡すべきである

が、遺体識別や遺体に対する 低限の措置として、次の場合は、法による死体の
処理として遺体に対して洗浄、縫合、消毒等の処置を実施 
①泥土又は汚物等を付着したまま放置できないこと 
②原型を止めない程度に変形した遺体をある程度まで修復 

■法による死体の一時保存は、次の場合に実施 
①遺体の身元を識別するため 
②遺族への引渡し又は埋葬までに時間を要する場合 

■法による死体の処理は、死因及び場所の如何を問わないこと（変死体の場合の対
応については埋葬に準ずる。） 

障
害
物
※
の
除
去 

適用の範囲 
※住家の周辺
に運ばれた土
石竹木等 

■災害発生の日から 10 日以内（特別基準の設定が可能） 
■スコップその他障害物除去のために必要な機械、器具等の借上費又は購入費、輸

送費及び賃金職員等雇上費 
■障害物の除去により元の住家に引き続き住むことが目的で、住家の一時的に喪失

した者が対象の「応急仮設住宅の供与」との併給は不可 
■住家及びその周辺の障害物の除去が対象であり、次の場合は対象外 

①道路、河川、農地、学校等住家以外の障害物：各管理者が対応 
②災害廃棄物：町が対応 

■雪害は、屋根の積雪を放置すれば住家がつぶされる場合は対象 

適用の対象 ■居室、台所、玄関、便所等の生活上欠くことのできない場所が対象 
（住家の入口が閉ざされている場合の玄関回りも対象） 
■障害物の除去は、当面の生活が可能となるよう応急的に行うもので原状回復が目

的ではないため、除去後の室内の清掃、消毒等は対象外 

救
助
事
務 

ボランティア
活動に必要な
救助事務 

■災害救助活動である避難所運営や障害物除去などの救助を円滑かつ効果的に行
うため、次の救助とボランティア活動の調整に必要な次の人員の確保について
は、法の対象 
①対象事務 

災害ボランティアセンターで行う救助とボランティア活動の調整事務 
②対象経費 

調整事務を行う人員を確保するための次の経費 
・人件費 
社協等職員の時間外勤務手当(休日勤務、宿日直を含む)及び社協等が雇用す

る臨時職員及び非常勤職員の賃金 
・旅費 
災害ボランティアセンターに派遣する職員に係る旅費 

■ボランティアセンターの運営補助を行った場合の旅費や時間外勤務手当は対象
外 

対象の範囲 ■水道局の職員が、給水所での給水支援に従事した場合の時間外勤務手当は法の対
象（ただし、水道施設の復旧業務等に従事した場合は対象外） 

■飲料水や食品を支給するため、支援物資の仕分け等を行う応援職員の時間外勤務
手当は対象であり、次のように整理 
①職員の場合：「救助事務費」 
②新たに雇用した場合：賃金職員雇い上げ 

■特別勤務手当や管理職員特別勤務手当は、法の対象となる事務に従事していた場
合は対象 

■「災害手当」は、県の規定等で法の応急救助事務に従事した場合に支給する手当
であることが明確であれば対象（単に災害対応に従事した場合の手当であれば対
象外） 
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 救助の区分 対象の具体的な一例 

応援職員の請
求対象外 

①避難所以外での保健師の活動 
②屋根用のブルーシート・土のうの購入 
③被災家屋消毒用消石灰等避難所以外への資材提供 
④下水道設備復旧作業（関係機関との調整等、事務作業も含む） 
⑤水道施設の漏水調査 
⑥応急復旧業務等被災建築物応急危険度判定士の派遣 
⑦固定資産税の家屋評価担当者の派遣 
⑧罹災証明書発行（住家の被害状況調査） 
⑨災害廃棄物事務処理指導 
⑩被災者再建支援金相談業務 
⑪公共土木，林業，農業施設の被災状況調査・災害復旧 
⑫県立学校施設仮設校舎設計施工業務 
⑬学習支援業務 
⑭カウンセリング等による児童生徒の心のケア 
⑮ボランティアセンターの運営 

 

６ 災害救助法適用における事務の流れ 

流
れ 

項目 町の行動 

１ 被害状況の把握 町内の被害状況の把握 

２ 被害情報の提供 

（発生情報） 

県への被害状況の報告（Ｌアラート等） 

①災害発生の日時 

②災害の原因及び被害の概況 

③被害状況調 

④既にとった救助措置、又はとろうとする措置 

３ 法の適用の決定 ①県への法的用の要請 

②県から法適用の決定通知受け 

③県から事務委託の内容調整（町が実施する応急救助） 

・救助の迅速・適格化が図られ、かつ、町が実施しえる範囲 

・県が実施することが困難な救助 

例：避難所の設置、炊き出しその他食品の給与、 も緊急を要

する救助並びに学用品の給与等 

４ 応急救助の実施 上記調整に基づき、県から委任を受けた応急救助の実施 

５ 救助の中間情報の提供

（中間情報） 

発生情報に係る災害に関する、次の事項について、県に適宜の現況

及び今後の実施予定・内容等について情報を提供 

①救助の種類別実施状況 

②災害救助費概算額（救助事務費は限度額） 

③救助費の予算措置の概況 

６ 特別基準の協議 特別の事情がある場合、その都度、特別基準(※)を県に要請(協議) 

※：特別基準（施行令第 3条第 2 項） 

一般基準では、救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県

知事等は、内閣総理大臣に協議し、その同意を得た上で特別基

準を定めることができる。 

７ 救助完了 応急救助完了後、次の事項を報告 

①被害状況の確定 

②委任を受けた救助の実施状況 

③救助費概算所要額等 

８ 救助費負担金の申請 救助費（繰替支弁（※）額）を県に申請 

※：県からの救助の委任について、法第 30 条に規定による救助の

実施に要する費用を一時的に繰り替え支弁すること 
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７ 災害救助法における救助別事務所掌 

救助の種類 事務所掌課 救助の種類 事務所掌課 

１ 総括 防災安全課 ９ 住宅の応急修理 都市計画課 

２ 避難所供与 社会福祉課 10 学用品の給与 学校教育課 

３ 応急仮設住宅の供与（建設型・

賃貸型） 

都市計画課 11 埋葬 防災安全課 

４ 炊き出しその他による食品の

給与 

社会福祉課 12 死体の捜索・処理 防災安全課 

５ 飲料水の供給 上下水道課 13 障害物の除去 都市計画課 

６ 被服、寝具その他生活必需品

の給与又は貸与 

社会福祉課 14 救助のための輸送費 財政管財課 

７ 医療・助産 健康推進課 15 賃金職員等雇上費 総務課 

８ 被災者の救出 防災安全課   

 

 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第７節 応急復旧・事後処理 

3-180 

境町地域防災計画 

 

第７節 応急復旧・事後処理 

町の被害が一定基準以上であり、かつ応急的な救助を必要とする場合は、第６節の災害救助

法の適用による救助等を速やかに行うとともに、関係行政機関、公共機関、協定締結団体等と

連携し、土木施設・ライフラインの速やかな応急復旧、莫大な量で発生する災害廃棄物の処理

などの応急復旧に努める必要がある。 

 

《計画体系》 

応急復旧・事後処理 
  

１ 建築物等の応急復旧   

      

  
  

２ 土木施設の応急復旧 
  

       

  
  

３ ライフライン施設の応急復旧 
  

       

  
  

４ 災害廃棄物等の処理・防疫・障害物の除去 
  

       

  
  

５ 行方不明者等の捜索 
  

       

 

 

関係部課 
防災安全課、保険年金課、健康推進課、農業政策課、建設課、都市計画課、

上下水道課 

関係機関 

坂東消防署境分署、県西水道事務所、県西流域下水道事務所、境警察署、ガ

ス販売事業所、東京電力パワーグリッド(株)、ＮＴＴ東日本、(株)ＮＴＴド

コモ、境町消防団 

第１ 建築物等の応急復旧 

１ 応急危険度判定 

(１) 被災後の建築物の判定の種類 

地震発生後の建築物の判定は、次の３種類であり、目的、調査内容・判断基準が異な

るため、別途認定を行う必要がある。 

 

 建物判定の種類 実施主体 目的及び調査内容 

① 建築物応急危険度判定 町 二次被害を防止するため、応急危険度判定士※１により

危険度を 3 区分で判定※２【無料】 

② 被災度区分判定 

（上記、危険・要注意対象） 

建物の所有者 建物所有者が建築構造技術者と契約し、沈下、構造躯

体等の損害状況を調査【有料】 

③ 被害認定調査 町 被災者の申請により、被害認定基準に基づき「全壊」

「半壊」など被害の程度を認定し、罹災証明書交付に

必要な調査を実施【無料】 
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 建物判定の種類 実施主体 目的及び調査内容 

備
考 

※１応急危険度判定士： 

応急危険度判定を行うものとして、次のいずれかに該当し、県で実施する講習会を受講し、県で

認定され、登録された者（活動はボランティア） 

■一級建築士、二級建築士又は木造建築士 

■特定建築物調査員 

■その他特に知事が認めた者 

 
※２：危険度の度合いに応じて 3 つに区分し、次のステッカーを表示 

【危険（UNSAFE）】 【要注意（LIMITED ENTRY）】 【調査済（INSPECTED）】 
 

  

 

  

 

  
 

 

資料編：13-２ 被害認定基準 

17-１ 罹災証明書 

 

＜建築物調査判定のイメージ＞ 

 

(２) 建築物応急危険度判定 

応急危険度判定は、大規模地震等が発生した場合、余震等による倒壊、落下、転倒の

危険性など二次災害から住民の安全を確保するため、応急危険度判定士が、建物被害の

状況を調査し、引き続き建物が使用できるか否か応急的に判定するものであり、「罹災証

明書」交付のための被害認定調査とは異なることに注意する。 

① 応急危険度判定士等の派遣要請 

災害発生

① 建築物応急危険度判定

② 被災度区分判定
（復旧要否の判断）

③ 被害認定調査

罹災証明書交付

被災者に対する各種支援継 続 使 用 解 体 等

応 急 措 置

復旧不可能
復 旧

被災者からの申請

（大規模な場合は１か月）

発災後速やかに町が実施

■ ②の主対象「危険」「要注意」
■ 所有者と技術者による契約

必要な場合

危 険調査済 要注意
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町は、大規模地震等が発生した場合は、速やかに、上記応急危険度判定士の派遣を県
※１に要請する。 
※１：上記、県による派遣のほか、応急危険度判定等に関する応援として、他の都道府県

での登録者、国土交通省の全国被害建築物応急危険度判定協議会及び文部科学省の

被災文教施設応急危険度判定等があり、いずれの場合も県に対して要請する。 

② 判定士による応急危険度判定活動 

ア 応急危険度判定士の受入れ 

町は、応援の応急危険度判定士等の受入れに関しては、人員の管理事項等は総務対

策部の受援窓口が県と連携して実施し、応急危険度判定に関する業務内容等の計画、

調整・統制は、県と調整し、都市計画対策班が税務対策班等他の関係部署と連携して

実施する。 

この際、県に対し、次の事項を明らかにして応急危険度判定に必要な申請を行う。 

a 被災状況 

・公共施設の状況   ・建物倒壊の状況 

・火災の状況     ・その他の被害の状況 

b 判定士派遣要請期間 

c 要請判定士人数（人／日） 

d 要請判定コーディネーター人数（人／日） 

e 判定実施班の編成及び判定拠点の設置 

 

資料編：17-11 応急危険度判定の実施決定に関する連絡書 

17-12 応急危険度判定実施班及び判定拠点の設置連絡書 

17-13 応急危険度判定支援 要請書（県知事宛） 

17-14 応急危険度判定支援 要請書（県判定支援班長宛） 

イ 判定の基本的事項 

・判定対象建築物は、町が定める判定街区の建築物とする。 

・判定実施時期及び作業日数は、２週間程度で、原則として１人の判定士は３日間を

限度に判定作業を行う。 

・判定結果の責任については、町長が負う。 

ウ 判定作業概要 

a. 判定作業は、町長の指示に従い実施する。 

b. 応急危険度の判定は、「被災建築物応急危険度判定マニュアル」（（財）日本建築

防災協会発行）の判定基準により、木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造の３種類の

構造種別ごとに行う。 

c. 判定調査票を用い、項目に従って調査の上判定を行う。 

d. 判定は、原則として「目視」により行う。 

e. 判定は外部から行い、外部から判定が可能な場合には、内部の調査を省略する。 

f. 判定の結果は、「危険」、「要注意」、「調査済」に区分し、表示を行う。 

g. 町は、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査及び民間の保険損害調査との

違い等について被災者に明確に説明を行う。 
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h. ドローンを活用した空撮した映像により、地上からでは目視できない屋根等の

被害状況を把握する。 

i. サーモグラフィーを活用した撮影により、周辺に残された被災者の位置を確認

する。 

(３) 被災宅地危険度判定 

直接の建物被害ではないが、大規模地震等によって大規模かつ広範囲に被災した場合、

宅地の崩壊等による二次被害を軽減・防止し、住民の安全を確保するため、建築物と同

様に宅地についても応急被害調査として宅地の擁壁、法面の被災状況等を、町が発災後

速やかに実施する。 

なお、「罹災証明書」交付のための被害認定調査とは異なることに注意する。 

また、危険度判定士の県への要請及び受入要領は、被災建築物応急被害調査に準ずる。 

① 判定士による応急危険度判定活動 

ア 判定の基本的事項 

a. 被災宅地危険度判定は、町が行う。 

b. 町は、町内における危険度判定活動を支援するよう県に要請する。 

c. 判定結果の責任については、町長が負う。 

イ 判定作業概要 

a. 判定作業は、町長の指示に従い実施する。 

b. 宅地の応急危険度の判定は、「被災宅地の調査・危険度判定マニュアル」により

行う。 

c. 判定の結果は、次の３区分により宅地の見やすい場所にステッカーで表示する。 

【危険宅地（UNSAFE）】 【要注意宅地（LIMITED ENTRY）】 【調査済宅地（INSPECTED）】 
 

  

 

  

 

  

 

d. 判定調査票を用い、項目に従って調査の上、判定を行う。 

e. 町は、被災建築物の応急危険度判定調査、住家被害認定調査及び民間の保険損害

調査との違い等について被災者に明確に説明を行う。 

(４) 被害認定調査及び罹災証明書の交付 

罹災証明書は、応急復旧から復興・復旧に至るまで、各種の被災者支援制度の適用の

判断材料として、町が被災した住家の被害程度を公的に証明する書類である。 
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このため、応急危険度判定後、被災者の申請に基づき速やかに被害認定基準に基づく

被害認定調査による判定を行い、罹災証明書を交付して、災害救助法等の適用による住

家の応急修理、応急仮設住宅の供与等の救助を行う。 

① 調査の適用想定の範囲 

災害 想定している住宅被害 

地震 ■地震力が作用することによる住家の損傷 

■地震に伴う液状化等の地盤被害による住家の損傷 

② 住家の被害の程度 

被害認定調査（以下「調査」という。）による住家の被害の程度は、｢全壊｣、「大規模

半壊」、「中規模半壊」、「半壊」、「準半壊」又は「準半壊に至らない（一部損壊）」の６

区分であり、次のようになっている。 

被害の程度 全壊 大規模 

半壊 

中規模 

半壊 

半壊 準半壊 準半壊に 

至らない 

（一部損壊） 

損害基準判定 

（住家の主要な構成

要素の経済的被害の

住家全体に占める損

害割合） 

50%以上 50%未満 

40%以上 

40%未満 

30%以上 

30%未満 

20%以上 

20%未満 

10%以上 

10%未満 

 

資料編：13-２ 被害認定基準 

(５) 応援職員の派遣要請 

町は、大規模地震等が発生した場合、速やかに応援職員の派遣を県に要請する。 

罹災証明書の交付業務は、被災者支援では極めて重要であり、速やかに調査・交付を

実施する必要があるが、大規模災害では膨大な業務量となる。 

このため、現在ではその重要性と教訓に鑑み、次のような罹災証明書交付事務等の応

援の枠組みが確立されている。 

① 茨城県災害対応支援チーム 

県内で、各市町村から指定された職員で構成・登録され、被災自治体からの要請を受

けて県から被災自治体へ派遣 

② 応急対策職員派遣制度（対ロ支援チーム） 

総務省、地方三団体（全国知事会、全国市長会、全国町村長会）、指定都市市長会で

構築された全国一元的な組織により、県からの要請で罹災証明書の交付などの災害対

応業務を対ロ方式で応援 

(６) 調査・判定活動 

① 調査の実施及び支援職員の受入れ 

町は、応援職員の受入れに関しては、人員の管理事項等は総務対策部の受援窓口が、

県と連携して実施する。調査・罹災証明書の交付業務内容等の計画、調整・統制は、県

との連携により税務対策課を中心とし、各対策部からの応援により実施する。 

② 調査・判定の基本的事項 
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ア 町は、調査に当たっては、災害を受けた住家の被害認定を迅速かつ的確に実施す

るため、「災害に係る住家の被害認定運用指針」※１に基づき実施する。 
※１災害に係る住家の被害認定運用指針（平成 13 年内閣府作成 令和３年改訂） 

地震、水害、風害等の災害ごと住家の経済的被害の標準的かつ具体的な調査方法や判

定方法を定めたもので、固定資産評価を参考に、原則として部位（基礎、柱等）別の

損害割合を算出し、それらを合計して住家全体の損害割り当てを算出 

イ 調査は、被災者からの申請に基づき町が実施する。調査は、基本的に「茨城県被

災者再建支援システム」により実施し、業務の標準化・簡素化を図る。なお、現在、

本システムでは、タブレット・スマホを使用したモバイル端末により、現地での調

査結果がそのままデータ化・配信され、各端末からの調査結果を本部端末で処理す

ることによりデータの一元的な管理や、速やかな罹災証明書の発行、被災者台帳の

管理などが可能となっている。 

＜茨城県被災者再建支援システムの流れ（基準※1、2）＞ 

 

資料編：17-１ 罹災証明書 

 

ウ １次調査は外観調査とし、写真は全景及び四方から撮影し、特に被害の大きい箇

所を撮影する。２次調査は被災者立会いの下、内部立入調査とし、被災した部屋ご

とに撮影する。なお、倒壊のおそれがある場合は、応急処置などで安全が確保され

るまでは内部調査は控える。また、被災者の撮影した直後の写真データがあれば入

手する。 

エ 被害認定調査の申請は発災から 10 日程度、罹災証明書は約１か月程度で交付さ

れるが、努めて早く交付できるよう発行業務を行う。 

オ 判定結果の責任については、町が負う。 

建物被害認定
調査・判定

罹災証明書
発行・交付

【モバイルシステム調査（現場のモバイル端末による調査）】

① 各端末ごとモバイルライセンスの取得・設定

② タブレット・スマホなどモバイル端末を利用して写真撮影

③ データの入力（未経験者でも調査可能な打ち込み方式）

④ 調査結果の自動データ化・登録（ペーパーレス、雨天等対応）

【 応 急 対 応 】

・被害状況の管理

人的・住家等被害を登録し一元管理

・防災設備管理

被災者台帳
の管理

各種被災者支援策
への反映

申請者の住所、家屋、被害情報を瞬時に特定し、罹災証明書を迅

速に発行

質の高い被災者台帳により、公平・公正かつ効率的な生活再

建支援を実現

災害救助法の適用による応急修理、応急仮設住宅の供与等

各種給付、融資、税の減免・猶予等

※1 大規模災害時は、速やかに全戸調査行い、
申請後、早期に罹災証明書の交付が可能なよ
うにするなど状況に応じ柔軟性をもって対応
する。

※2 一般的な時期の目安
交付申請：6か月以内、交付：3か月以内
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カ 町は、被災者に対し、応急危険度判定調査、住家被害認定調査及び民間の保険損

害調査との違い等について各調査のたびに繰り返し説明し、理解を促進する。 

２ 住宅の応急修理 

住家の応急修理は、災害救助法の適用に基づき実施されるものであり、基本的に半壊か

ら準半壊までの被害を受けた住家が対象となる。 

なお、応急修理により被害を受けた住宅での生活が可能となることを見込まれる場合で、

自らの資力により応急修理ができない世帯を対象とし、対象期間は災害発生の日から３か

月（国の災害対策本部が設置された場合は、６か月以内）で完了としている。 

ここでは、町が、応急修理の手続上必要な事項について記述し、応急修理の範囲、修理

の対象等の細部は、「本章第６節 災害救助法の適用」及び資料編「13 災害救助法関係」

による。 

(１) 応急修理の手続 

① 手続等の担任 

町は、県の応急修理を行う業者リスト（以下「指定業者」という。）を参考に、基本

的に被災者の申請に基づき、町が直接、業者指定・工事発注・修理費の支払いを行う。 

なお、指定業者に対する応急修理の手続の流れ、修理箇所の範囲等、書類への記入要

領等は、基本的に県が実施する。 

② 住宅相談窓口の開設 

町は、都市計画対策班により「住宅相談窓口」を開設し、被災者、指定業者と応急修

理に関する手続を行う。なお、避難所等において、事前に窓口開設時期・場所を告知す

る。 

③ 住宅の応急修理の申込み 

被災者の応急修理の申込みに必要な書類等（基準）は、次のとおりである。 

■住宅の応急修正申込書 

■マイナンバーカード、住民票、免許証、保険証等、世帯が居住する住宅の所在が

確認できる証明書類のコピー 

■罹災証明書 

■施工前の被害状況がわかる写真 

■修理見積書（後日、提出可能だが、工事決定までに必要） 

■資力に関する申出書 

④ 修理見積 

町は、書類審査後、指定業者のあっせん、災害救助法の概要説明、見積書等工事に必

要な用紙を被災者へ提供し、次の優先順位に基づき、被災者は指定業者に見積を依頼、

結果を町へ提出する。 

優先順位 応急修理における緊急性の高い部位 

1 壊れた屋根・基礎・柱・梁等の補修、壊れた外壁、壊れた床の補修 

2 壊れたドア、窓等の開口部の補修 

3 配管・配線の補修（上下水道管の水漏れの補修、壊れた給排気設備（換気扇など

の交換）、電気・ガス・電話等の配管・配線の補修 

4 壊れた衛生設備（便器・浴槽などの交換） 
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⑤ 応急修理工事依頼 

町は、提出を受けた見積書を確認し、町が応急修理を指定業者に「修理依頼書」によ

り直接発注し、依頼を受けた業者は応急修理に係る工事を実施する。 

⑥ 工事完了報告 

指定業者は、工事完了後、町に「工事完了報告書」を提出し、応急修理分の請求書を

提出し、修理に要した経費は町が直接修理業者へ支払う。ただし、一般基準の金額を超

える修理を行う場合、超過した分の修理額については、被災者の自己負担となることを

必ず説明する。 

(２) 応急修理の手続の流れ（基準） 

応急修理に関する手続の流れは、次のとおりである。 

 

出典：内閣府「災害救助事務取扱要領（令和４年７月）」を基に作成 

 

資料編：13-10 【様式】災害救助法の住宅の応急修理申込書 

13-11 【様式】資力に関する申出書 

13-12 【様式】修理見積書 

13-13 【様式】応急修理依頼書 

13-14 【様式】応急修理実施連絡書 

13-15 【様式】請書 

13-16 【様式】工事完了報告書 

13-17 【様式】「住宅の応急修理」申込チェックシート 

17-17 住宅応急修理記録簿 

17-18 応急修理（修理前、修理中、修理後）工事写真台帳 

町：「住宅相談窓口」の開設

住民：住宅理由申込書を提出

町：申込書に基づき、該当要件について審査

町：指定業者の斡旋、災害救助法の概要の説明

「工事見積書」等工事に必要な用紙を提供

① 被災者：斡旋を受けた指定業者に「修理見積書」作成を依頼

② 被災者又は指定業者：「修理見積書」を住宅相談窓口へ提出

町：修理見積書を確認し、指定業者へ「修理依頼書」を交付

指定業者

① 町からの修理依頼書交付を被災者に連絡し修理工事を実施

② 工事完了後、町に「工事完了報告書」を提出し、応急修理

分の請求書を提出

町：書類等を審査し、修理費用を支払う。１世帯あたりの限度額を超える場合は、被災者負担

被害状況は、罹災証明によるだけでな

く、被災台帳等により被害状況が確認

できる場合はその方法でも可能

屋根・壁・土台等

部位ごとの工事明

細を添付

修理件数が著しく多数で事務

の停滞が予想される場合は、

町の判断で斡旋時に交付

工事施工前、施行中、

施工後の写真を添付
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３ 応急仮設住宅の供与 

発災後、避難所等で避難生活を送り、住まいに対し不安を抱える被災者にとって、町が

県と連携し、早期に住宅の確保の見通しを示すことは、被災者に安心感を与える。そのた

め、速やかに災害救助法の適用を受け、応急仮設住宅を発災から原則 20 日以内に着工する

こととなっており、契約は、緊急に必要なものとして「地方自治法施行令（昭和 22 年政令

第 16 号）」第 167 条の２第５号により、随意契約が認められている。 

ここでは、町が、応急仮設住宅の手続上必要な事項・考慮事項について記述し、災害救

助法の適用等に係る細部は、「本章第６編 災害救助法の適用」及び「資料編 13 災害救

助法関係」による。 

(１) 応急仮設住宅の選択における考慮事項 

① 応急仮設住宅の選択の原則 

応急仮設住宅については、建設型応急仮設住宅（以下本項「建設型」という。）を原

則としている。しかしながら、一般に賃貸型応急仮設住宅（以下本項「賃貸型」という。）

の方が建設型よりも迅速に入居でき、居住性能が高く、コストが低く抑えられることに

加え、町中及び近隣自治体においては民間賃貸住宅の空室が相当戸数存在する。このた

め、建設型のみでは、膨大な応急仮設住宅需要に迅速に対応できない大規模災害の発生

時には、賃貸型の積極的な活用についても検討が必要である。 

② 応急仮設住宅の供与方法 

応急仮設住宅の供与方法（建設型、賃貸型）は、市町村ごとに選択するのが一般的で

あるが、地域の実情や災害規模に応じて、同一市町村内においても建設型と賃貸型を併

用する場合があり、相応の理由がある場合を除き、基準に基づき規格、規模、構造、単

価等の面で努めて不公平感のないように配慮する。 

③ モバイル建築による応急仮設住宅 

現在、モバイル建築も建設型の一形態として認められており、町では、各種モバイル

建築ユニットを、町のスポーツ・観光拠点等に展開して社会的備蓄しており、災害時に

応急仮設住宅として運用できるよう備えている。運用に当たっては、県と協議の上、モ

バイル建築協会やムービングハウス協会、モバイル建築ハウスメーカー等との協定に

基づき、災害規模・用途に応じたモバイル建築ユニットのあっせんを要請し、速やかに

応急仮設住宅を設置する。 

④ 賃貸型の契約形態と入居期限 

賃貸型の契約形態は、次の種類があるが、一般的に三者契約が多い。 

契約の種類 契約形態 

三者契約 

家主（貸主）、自治体（借主）、被災者（入居者）の三者により契約を

締結し、「自治体が借り上げた賃貸住宅」を被災者へ賃貸型として提

供 

二者契約 

家主（貸主）、自治体（借主）の二者により契約を締結し、自治体が被

災者に「使用許可を与える方式」で被災者へ賃貸型として提供（公営

住宅と同じ形態） 

また、入居期限は、災害救助法に基づく応急救助であるため、定期賃貸借契約として

基本的に建設型と同じ２年以内である。 
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⑤ 被災者自らの賃貸型の借上申請 

災害救助法による救助は現物をもって行うことが原則で、基本的に県が賃貸契約主

となる。ただし、県との協議により委任された場合は、一部を町が実施する。 

なお、災害規模、事務作業量等を踏まえ対応が困難な場合には、被災者自ら物件を探

し、県等へ申請する方式の選択も可能である。ただし、被災者自ら物件を探し、借主と

なって賃貸借契約を行った場合については、賃貸型としてみなされない。（借主はあく

まで自治体） 

⑥ 民間企業からの賃貸型の無償提供の申出 

民間企業から被災者に対し、住宅の短期の無償提供の申出があった場合は、被災者が

申出を受けることで自力再建を果たしたとみなされることから、災害救助法による応

急仮設住宅の提供は受けられない。 

⑦ 建設型における建設用地 

建設型の建設用地は公有地を原則とし、特に問題がないときの被災者の土地等、無償

提供される土地を予定している。ただし、多くの建設が必要な場合等は、民有地の借上

げについても認められている。いずれも町内で確保できない場合は県に要請する。 

(２) 応急仮設住宅の供与手続 

① 応急仮設住宅の供与の主体と役割 

応急仮設住宅の供与の主体は、災害救助法上、応急救助として県が供与する仕組みで

あることなどから、原則、県が実施する。 

なお、大規模災害時は、県は、県内の被災各市町村全体の住宅ニーズへ対応する必要

があり、また、災害の規模、態様により一様ではないため、広域調整可能な県、現地の

実態に精通した町のそれぞれの特性を踏まえ、町と県により供与事務の委任について

協議する。一般的には、次のような役割が考えられる。 

ア 県の役割 

市町村間・各県間・建設業界・協定締結団体（プレハブ等広域に展開するメーカー

等）、国との調整、建設型の工事発注、建設監理 

イ 町の役割 

被災状況の把握、住宅ニーズの把握、具体的な必要戸数の算定、地元の建設業・協

定締結団体との建築工事の発注・モバイル建築の展開・あっせん、仮設住宅の維持・

管理 

② 住宅相談窓口の開設 

町は、応急修理と同じ「住宅相談窓口」により、応急仮設住宅に関する相談、手続を

行うほか、県においても相談窓口が開設される。 

この際、災害規模、業務委任等に応じ、県へ応援職員を要請するほか、宅地建設取引

主任者等の専門ボランティア募集や、宅建業者による賃貸型契約について相談を受け

るほか、避難所、ホームページ、チラシ等などにより、入居募集の時期・場所等につい

て事前に告知する。 

ア 申込み時の説明・注意事項 
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a. 入居者の選定要領 

入居者の選定は、「公募」により、個々の世帯の必要度に応じて決定し、平たく抽

選等により行わない。 

この際、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者を入居環境に応じた優先

入居者とし、コミュニティ維持の観点から、単一世帯ごとではなく、従前地区の数世

帯単位での入居方法も検討する旨を説明する。 

なお、順番又は希望する応急仮設住宅への割り当て等は「抽選方式」で実施する 

b. 賃貸物件選定時の賃料に関する事項 

賃料は、世帯人数に応じ上限を設定するため、賃料の範囲内で物件を選定すること。 

なお、賃料に被災者が現金を上乗せ支弁することは、厳に認めていない。上限を超

える賃料の住家に居住する場合は救助法の範囲外となることを説明する。 

c. 賃貸型入居者の支払い 

賃料、損害保険料、仲介手数料、退去修繕負担金以外（電気・数水道などの光熱費

等）は、入居者負担となること。また、別途駐車場料金、自治会費がかかる場合も国

庫の対象外となることについても理解を促す必要がある。 

d. 応急仮設住宅の退去期限 

一定の期間が経過した後は撤去（建設型）される、あるいは退去（賃貸型）すべき

性格のものであることを十分に説明し、理解を得ておくこととする。 

e. 賃貸型退去時の注意 

賃貸型を退去する際は、賃貸借契約に定められる入居者等からの解約通告（一般的

に退去の１か月～２か月前）を適切に行い、適切に行われなかった場合は、入居者退

去後の家賃、共益費などの費用は、国庫負担の対象外であることを周知する。 

イ 入居募集時の必要書類及び確認事項 

入居募集時に被災者が持参する書類等は次のとおりである。 

■マイナンバーカード、住民票、免許証、保険証等、世帯が居住する住宅の所在が

確認できる証明書類 

■罹災証明書 

■要配慮者は証明書類等（障害者手帳、療育手帳、母子手帳等） 

賃貸型の場合、入居希望被災者の自宅の状況や今後の見通し等の聞き取りを行う。 

■罹災証明内容（被害認定区分（全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊）等） 

■世帯人数 

■ペットの有無（犬、猫、小鳥など） 

■勤務先や通学先までの時間（勤務先や学校までの経路なども良く検討する。） 

■バリアフリー仕様の希望の有無（高齢者や障がい者など） 

■復旧・復興に当たって今後の見通し（災害公営の希望、自宅の建て直しなど） 

(３) 応急仮設住宅の整備 

① 応急仮設住宅の整備 

次の事項を踏まえて県が計画を作成し、応急仮設住宅の種類、数、建設用地（賃貸物

件）、建設期間等について明らかにする。なお、町は、県と協議し、県からの救助事務

の委任に基づき、関係機関・団体等と調整し、速やかに応急仮設住宅を整備するととも

に、相談窓口により被災者の立場にたった親身な対応を心がける。 
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■当町及び近隣市町の被災状況 

■建設用地及び賃貸物件の確保状況 

■協定締結団体、建設業・宅地関係団体等の状況 

■入居希望者・要配慮者等の世帯数、ニーズ、コミュニティの状況 

■ライフラインの状況、交通の利便性、衛生環境 

■二次被害の可能性、災害リスク 

■その他、特別な事項 

② 応急仮設住宅整備の流れ 

建設型及び賃貸型のそれぞれの応急仮設住宅整備の流れの一例は次表のとおりであ

る。ただし、当時の被災状況、法整備等により変化要因が存在するため、本流れに固定

観念を持つことなく、県との協議により柔軟性をもって対応する。 
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＜賃貸型応急仮設住宅整備の手順（一例）＞ 
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＜建設型応急仮設住宅整備の手順（一例）＞ 

 

(４) 応急仮設住宅の維持保全等 

① 指定管理者への委託 

応急仮設住宅の維持保全、メンテナンス対応は、通常、実際に町民の生活再建を担う

町が、通常、県から委任される。しかしながら、建設型においては、損壊部の修理、受

水槽の清掃、法定の点検業務、火災保険の加入など、管理者として行う業務があり、一

定のノウハウ・知見を必要とし、町ではその能力上困難であるため、適任の指定管理者

等に維持保全を依頼することが必要である。また、賃貸型は、協議に基づく契約条件を

明確にする必要がある。 

② 維持保全に必要な書類 

応急仮設住宅を設置し、被災者を入居させた場合は、原則として次の書類、帳簿等を

基準として整備し、保存する。 

■救助実施記録日計票 

■応急仮設住宅台帳 

■応急仮設住宅用敷地賃借契約書 

■応急仮設住宅使用賃借契約書 
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■応急仮設住宅建築に係る原材料購入契約書、工事契約書、その他設計書、仕様書

等 

■応急仮設住宅建築に係る工事代金等支払証拠書類 

４ 空き家住宅のあっせん 

都市計画対策班は、応急仮設住宅の建設適地がない場合、応急仮設住宅の完成を待つい

とまがない場合、要配慮者用住宅が必要となる場合等を考慮し、応急仮設住宅を計画する

のと同時に、次の住宅についての空き家情報を収集し、状況によっては、あっせんを行う。 

(１) 町営住宅、県営住宅等公営住宅 

(２) 民間アパート等賃貸住宅 

(３) 企業社宅等 

第２ 土木施設の応急復旧 

地震発生時の避難、救護及びその他応急対策活動上重要な公共施設をはじめ、道路、鉄道

等の交通施設、港湾、河川及びその他の公共土木施設は、住民の日常生活及び社会、経済活

動、また、地震発生時の応急対策活動において重要な役割を果たすものである。 

町は、応急対策部の各班を主体とし、国や県等の各土木施設等の管理者、協定に基づく建

設業等の各種企業・団体、警察、自衛隊関係機関等と連携し、これらの施設について、それ

ぞれ応急体制を整備し、相互に連携をとりつつ迅速な対応により二次被害を防止する。この

際、重要な役割を持つため、管理者は地震発生後、必要に応じて、施設の緊急点検等を実施

し、当該施設の被災状況等の把握に努めるとともに、被災した所管施設に対して応急対策を

実施し、当該施設の機能の維持を図る。 

また、大規模な被害が発生した場合は、速やかに県を通じ国等の土木関係各種応援チーム

等の派遣を要請する。このため、受援計画等を整備しておく。 

１ 被害情報の収集・応急措置 

町は、応急対策部各班により、被害概況調査結果等に基づき細部の被害状況について車

両、県の防災ヘリ、ドローン等による巡視、Twitter や関係機関・団体等から情報を収集

し、被害を受けた道路、橋梁、農地等及び交通状況の細部について速やかに把握し、町道

における復旧作業の重点、優先順位等を決定し、復旧計画を作成する。道路・橋梁等の各

関係機関等の体制は次のとおりであり、それぞれ入手した情報・対応について共有する。 

 

＜土木施設における各機関の応急措置＞ 

機関名 応急措置 

県土木事務所 

１ 所掌する道路・橋梁を主にパトロールカーによる巡視及び町、地域住民

等から道路情報等を収集 

２ 情報に基づき、道路、橋梁に関する被害状況を把握し、交通規制及び広

報等の対策と、必要に応じて迂回路を選定し、交通路を確保 

関東地方整備局 

１ 所掌する道路・橋梁を主にパトロールカーにより巡視及び道路情報モ

ニター等から情報を収集 

２ 情報を基に、必要に応じて迂回道路の選定、その誘導等の応急処置を行

い交通路を確保 
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機関名 応急措置 

東日本高速道路

株式会社 

１ 大震災が発生した場合には、速やかに会社の防災業務要領の定めると

ころにより、非常災害対策本部を設置して、会社職員等の非常出動体制を

確保し、ヘリコプター、衛生通信システム直ちに災害応急活動に着手 

２ 地震発生後、圏央道は、おおむね下記の基準に従い、速やかに警察と協

力して交通規制を行い、ラジオ、標識、情報板、看板及び会社のパトロー

ルカー等により広報し、通行者の安全を確保 

① 震度 5 弱以上の地震が発生した場合は、点検終了まで通行止め 

② 大地震の場合は、本線車道は当面の間、緊急車両限定を実施 

 

２ 道路の応急復旧対策 

町は、被害を受けた道路について、河川道路対策班（建設課）を主体とし、警察、協定

に基づく猿島土建一般労働組合建設業協会、境町ふるさとまつり協力会全、全国車載車レ

ッカー協同組合（以下本節「協定締結企業・団体」という。）等と連携し、各道路管理者の

連携のもと速やかに、復旧工事を実施し、法令に基づき適切に道路上の障害物・車両の除

去を警察、占用工作物管理者等の協力を得て行い、交通の確保に努める。特に緊急輸送道

路を優先して復旧作業を行う。被害が大規模にわたる場合は、県を通じ関東地方整備局に

対し TEC-FORCE※１の派遣を要請し、迅速な復旧に努める。 
※１TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）： 

大規模災害発生時、全国から集結し被害の拡大防止、被災地の早期復旧のため専門技

術者（河川、道路、建築、下水道、電気等）及び災害対策用機械を派遣 

資料編：８-１ 緊急輸送道路 

３ 河川等の応急復旧 

町は、地震により堤防、護岸等の河川管理施設が破壊、崩壊等の被害を受けた場合、道

路河川対策班により、道路の応急復旧に準じ、各協定締結企業・団体等と連携し、施設の

応急復旧に努めるとともに被害の拡大防止に努める。 

特に、利根川等の一級河川における堤防及び護岸の破壊、設備の故障等は、出水期など

の場合、直ちに大規模水害に直結するため重要である。そのため、利根川上流河川事務所、

境工事事務所等と連携し、発生したクラック等からの雨水の浸透による増破を防ぐため、

必要に応じ消防団や、自衛隊の災害派遣による水防工法や、１t 土のうの設置などの応急

処置を施し、水門、排水機等の破壊による故障、停電等による不可動に対しては、鋼矢板

による締切り、TEC-FORCE の派遣要請による予備電源車や移動ポンプ車による排水等を行

う。 

４ 農地・農業用施設の応急復旧 

町は、地震により農地・農業用施設が被害を受けた場合、農業畜産業対策班（農業政策

課）を主体に、農業委員会、県農林事務所、各土地改良区、ＪＡ等（以下本節「関係団体

等」という。）と連携し、被害状況を速やかに調査し、応急復旧に努める。 

大規模な被害が発生した場合などは、県を通じ国の MAFF-SAT※１の派遣を要請する。 
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※１MAFF-SAT（農林水産省サポートアドバイスチーム）： 

災害の初動時、農地や農業用施設の被災に際し、二次被害や増破などの被害拡大を防

止し、応急対応を図るため専門家を派遣し、被害状況の把握や技術支援を実施 

(１) 点検 

町は、農道について通行の危険等の確認、点検を行い、土地改良区等が実施する農地、

農業用ため池、農業用用水施設、農業用排水施設、幹線管水路施設についての点検結果

を確認するとともに、関係団体等からの情報を収集する。 

(２) 用水の確保 

町は、土地改良区と連携し、農業用ため池、用水施設、幹線管水路について、人命、

人家、公共施設等に被害を及ぼすおそれの高いと判断されるものを優先に補修を行う。 

(３) 排水の確保 

町は、土地改良区と連携し、排水機による常時排水地帯については、可搬ポンプを確

保し、優先的に排水を行う。 

(４) 農道の交通確保 

町は、各協定締結機場・団体等による支援を受け、路面に崩落した土砂の取り除き等

を行い交通の確保を図る。 

第３ ライフライン施設の応急復旧 

住民生活に密着したライフライン施設及び通信施設は、重要な役割を持つ。 

これらの施設が災害により被害を受け、その復旧に長期間要した場合、町民の生活機能は

著しく低下し、まひ状態も予想される。 

このため、町は、それぞれの事業者・管理者に対し、復旧時までの間の代替措置を講じる

とともに、施設の緊急点検等を実施し、当該施設の被災状況等の把握に努めるとともに、被

災した所管施設に対する応急対策を実施し、当該施設の機能の維持を図るよう指導する。 

ここでは、各事業者等による応急復旧について記述する。 

１ 電力施設の応急復旧（東京電力パワーグリッド株式会社） 

(１) 電力停止時の代替措置 

① 応急送電 

公共機関、避難先、その他重要施設に対し、状況に応じて、発電車・応急ケーブル等

の活用により応急送電などの措置を行う。 

② 仮送電 

長期浸水地区における重要施設への供給に対しては、必要に応じて、負荷切替、応急

ケーブルの新設等により仮送電などの措置を行う。 

(２) 応急復旧の実施 

① 通報、連絡 

通報、連絡は、「通信連絡施設及び設備」に示す施設、設備及び加入電話等を利用し

て行うこととする。 
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② 災害時における情報の収集、連絡 

災害が発生した場合は、情報を迅速、的確に把握し、速やかに災害対策本部に報告す

る。 

③ 災害時における広報 

ア 広報活動 

災害の発生が予想される場合又は発生した場合は、停電による社会不安の除去のた

め、電力施設被害状況及び復旧状況についての広報を行う。 

また、災害による断線、電柱の倒壊、折損等による公衆感電事故や通電による火災

を未然に防止するため、一般公衆に対し、防災無線施設等を活用し、広報活動を行う。 

イ 広報の方法 

広報については、テレビ、ラジオ、インターネット、新聞等の報道機関を通じて行

う。 

(３) 対策要員の確保 

① 対策要員の確保 

ア 夜間、休日に災害発生のおそれがある場合、あらかじめ定められた各対策要員は、

気象、地象情報その他の情報に留意し、非常体制の発令に備える。 

イ 非常体制が発令された場合は、対策要員は速やかに所属する本部に出動する。 

ウ 交通途絶等により所属する本部に出動できない対策要員は、 寄りの事業所に出

動し、所属する本部に連絡の上、当該事業所において災害対策活動に従事する。 

② 対策要員の広域運営 

復旧要員の相互応援体制を整えておくとともに、復旧要員の応援を必要とする事態

が予想され、又は発生したときは応援の要請を行う。 

(４) 災害時における復旧資材の確保 

① 調達 

本部長は、予備品、貯蔵品等の在庫量を確認し、調達が必要となる資材は、速やかに

確保する。 

② 輸送 

災害対策用の資機材の輸送は、あらかじめ調達契約をしている請負会社の車両、舟艇

等により行う。 

③ 復旧資材置場等の確保 

災害時において、復旧資材置場及び仮設用用地が緊急に必要となり、この確保が困難

と思われる場合は、町災害対策本部に依頼して、迅速な確保を図る。 

(５) 応急工事の基本方針 

災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連並びに情勢の緊急度を勘案

して、迅速・適切に実施する。 

(６) 復旧計画 

本部は、各設備ごとに被害状況を把握し、次にあげる各号の事項を明らかにした復旧

計画を立てると同時に、上級本部に速やかに報告する。 

ア 復旧応援要員の必要の有無 

イ 復旧要員の配置状況 
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ウ 復旧資材の調達 

エ 電力系統の復旧方法オ 復旧作業の日程 

カ 仮復旧の完了見込 

キ 宿泊施設、食料等の手配 

ク その他必要な対策 

(７) 災害時における復旧順位 

復旧計画の策定及び実施に当たっては、各設備の復旧順位によることを原則とするが、

災害状況、各設備の被害状況、各設備の被害復旧の難易度を勘案して、供給上復旧効果

の も大きいものから復旧を行う。 

２ 電話施設の応急復旧（ＮＴＴ東日本） 

災害時におけるＮＴＴ東日本及び(株)ＮＴＴドコモの応急対策計画は、本計画の定める

ところによる。 

(１) 基本方針 

災害時における電信電話サービスの基本的な考え方は、公共機関の通信確保はもとよ

り被災地域における孤立する地域をなくすため、また、一般公衆通信を確保するため、

電気通信設備の応急復旧作業を迅速かつ的確に実施する。 

(２) 応急対策 

① 災害が発生し、又は発生が予想される場合は、次の各号の準備を行う。 

ア 電源の確保 

イ 予備電源設備、移動電源車の発動 

ウ 移動無線機、移動無線措置局等の発動 

エ 応急対策用車両、工具の点検 

オ 応急対策用資機材の把握 

力 災害輸送対策 

キ 復旧要員の確保 

ク 通信設備の巡回点検 

② 災害の発生が予想される場合又は発生した場合は、災害の規模、状況等により災害

情報連絡室又は災害対策本部を設置し、情報の収集伝達及び応急対策、復旧計画等の

総合調整を図り、速やかに応急対策、復旧対策等ができる体制を確立するほか、県、

町、指定行政機関と連絡を密にする体制をとる。 

③ 電気通信設備に被害が発生した場合は、災害の規模により次の各項の応急措置を

とる。 

ア 町外回線網の措置 

交換措置等を実施し、通話を確保する。 

イ 臨時町外、中継回線の作成 

可搬型無線機、応急復旧ケーブル等により、臨時の伝送器を作成し、必要限度の町

内、町外通話の確保を図る。 

ウ 臨時電報電話取扱所の開設 
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町の指定する避難先、救護所等に臨時電報電話取扱所を設置し、電報電話が利用で

きるよう努める。 

エ 特設公衆電話等の措置 

・ 孤立する地域をなくすため、地域の主要場所に特設公衆電話を設置する。 

・ 町の指定する避難先等に特設公衆電話を設置する。 

・ 市街地主要箇所に臨時公衆電話を設置する。 

オ 通信の利用制限 

各種問合せや見舞電話等が集中し、通信の疎通が著しく困難となった場合は、電気

通信事業法に基づき規制措置を行い、利用制限を実施する。 

カ 非常緊急電報、非常緊急電話の優先利用 

災害に関する通信については、電気通信事業法に基づく非常緊急電報、非常緊急電

話として他の通信に優先して取り扱う。 

④ 災害のため通信が途絶したとき、若しくは通信の利用制限を行ったときは、トーキ

装置による案内、広報車、報道機関、窓口掲示等の方法によって、次の各項について

広報する。 

ア 被災区間又は場所 

イ 回復見込み日時 

ウ 通信途絶、利用制限の理由 

エ 通信途絶、利用制限の内容 

オ 通信利用者に協力を要請する事項 

カ その他の事項 

⑤ 災害発生時に、被災地に向けた電話が輻輳した場合、安否情報等を確認するための、

災害用伝言ダイヤル「１７１」を開設する。 

(３) 回線の復旧順位 

災害により電気通信設備に被害を受け、回線に故障が生じた場合は、通信の途絶の解

消及び重要通信の確保に努めるとともに、被災状況に応じた措置により回線の復旧を図

ることとするが、復旧順位は社会的影響等を勘案の上、次のような段階的復旧を実施す

る。 

① 電気通信サービスの復旧順位 

電気通信サービスの復旧順位は、通信途絶の解消及び重要通信の確保の上で必要な

小限の回線を示すものであって、具体的な回線数の決定、次順位回線への復旧移行時

期、その他特に定めない事項については、被害の状況、通信疎通状況、回線構成、災害

時優先電話の有無等の実情を考慮し、社内関係機関及び関係会社と協議の上、事業部門

の長が判断する。 

ア 複数の回線を契約している場合、同一設置場所にある電話、ＩＳＤＮ（令和６年

１月以降は、サービス終了のためインターネット回線に切替え）、専用線等の同時復

旧が困難なときには、これらのうち 低１回線以上の疎通を確保する。 

イ 公共の利益のために特に必要があると認めたときは、後順位の回線であっても繰

り上げて復旧できる。 

ウ 対地別の復旧順位はネットワーク構成の上位局相互間の回線を優先する。 
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エ 端末回線、中継回線、町外回線が同時に被災した場合、疎通状況を考慮し、均衡

を図って復旧する。 

② 契約約款に基づき重要通信を確保する機関 

契約約款に基づき重要通信を確保する機関の順位は、次のとおりとする。 

＜電気通信サービスの復旧順位＞ 

順位 復旧回線 

第 1 順位 

電話サービス 

・重要通信を確保する機関（第 1順位）の加入電話回線各 1 回
線以上 

・交換局所前（無人局を含む。）に公衆電話 1 個以上 
・ＺＣ以下の基幹回線の 10％以上 

総合デジタル通信サー
ビス 

・重要通信を確保する機関（第 1 順位）の各第 1種、第 2 種双
方について、1 契約回線以上。なお、システム利用のユーザ
回線については事業所ごとに 1 契約回線以上 

・ＺＣ以下の基幹回線の 10％以上 

電報サービス ・電報中継回線の 1 回線以上 

専
用
サ
ー
ビ
ス
等 

専用サービス 
・重要通信を確保する機関（第 1 順位）の専用回線 
各 1 回線以上 
・テレビジョン放送中継回線 1 回線（片方向）以上 

国際通信事業者回
線 

・対地別専用線の 10％以上 

国内通信事業者回
線 

・対地別専用線の 10％以上 

社内専用線 ・第 1 順位復旧対象回線の復旧に必要な社内専用線 

パケット交換サービス 
・重要通信を確保する機関（第 1順位）の当該回線各 1 回線以
上 

・第 1 順位復旧対象回線の復旧に必要な中継回線数 

第 2 順位 

電話サービス 
・重要通信を確保する機関（第 2順位）の加入電話回線各 1 回
線以上 

・人口 1千人当たり公衆電話 1 個以上 

総合デジタル通信サー
ビス 

・重要通信を確保する機関（第 2 順位）の各第 1種、第 2 種双
方について、1 契約回線以上。なお、システム利用のユーザ
回線については事業所ごとに 1 契約回線以上 

専用線サービス等 
・重要通信を確保する機関（第 2 順位）の専用回線 
各 1 回線以上 

パケット交換サービス 
・重要通信を確保する機関（第 2順位）の当該回線各 1 回線以
上 

・第 2 順位復旧対象回線の復旧に必要な中継回線数 

第 3 順位 第 1 順位、第 2 順位に該当しないもの 

注）その他新規のサービスについては、別途定める。 

 

＜契約約款に基づき重要通信を確保する機関の順位＞ 

順位 復旧回線 

第 1 順位 
気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察機関、防衛機関、輸送の確保に
直接関係のある機関、通信の確保に直接関係のある機関、電力の供給の確保に関係の
ある機関 

第 2 順位 
ガス・水道の供給の確保に直接関係のある機関、選挙管理機関、預貯金業務を行う金
融機関、新聞社、通信社、放送事業者及び第１順位以外の国又は地方公共団体 

第 3 順位 第 1 順位、第 2 順位に該当しないもの 
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３ ＬＰガス供給施設の応急復旧（茨城県高圧ガス保安協会猿島地方支部） 

ＬＰガス販売事業者は、災害からの円滑な避難を確保し、火災等の二次災害を防止する

ため、利用者によるガス栓閉止等必要な措置に関する広報を実施する。また、災害時にお

けるＬＰガス施設の応急対策計画は、本計画の定めるところによる。 

(１) 災害時の緊急対応 

① 火災発生の場合 

ＬＰガス販売事業者は、火災発見者から通報があった等の場合は、直ちに発火燃焼源

を確かめ、周辺ＬＰガス設備のバルブ閉止等により延焼防止に努める。 

② 災害の場合 

ＬＰガス販売事業者は、地震によりＬＰガス設備が損壊又は転倒した場合は、ＬＰガ

スによる災害の発生を防止するため、バルブ閉止等の措置を緊急に講じる。 

(２) ＬＰガス販売事業者の措置 

ＬＰガス販売事業者は、事業所内及び供給先において災害発生の防止に努め、災害が

発生したときは、警察署及び坂東消防署境分署等関係機関に協力し、災害の鎮静に努め、

災害が鎮静化した後は、全力で復旧に努める。 

① 広報活動 

ア 消費先に対し、ガス栓閉止等の広報をする。 

イ 消費先に対し、ＬＰガスは、安全が確認されるまで使用しないよう広報する。 

② ＬＰガス供給施設の被害状況把握 

ＬＰガス販売事業者は、安全点検を実施し、被害状況の把握に努める。 

③ 容器の回収（処分） 

ア 使用後廃棄された不要容器による二次災害を防止するため、回収に努める。 

イ 必要に応じて各種メディアを活用し、周知徹底する。 

４ 上水道施設の応急復旧（上下水道課） 

(１) 復旧方針 

町は、地震発生後、給排水等対策班（上下水道課）を主体に、速やかに次のように水

道施設の応急復旧を実施する。この際、応急給水として飲料水の確保を優先し、事務局

から自衛隊に対し給水・入浴支援を要請し、避難所や被害が集中している地域等を適切

な配置数・場所を選定するとともに、被災者支援班等により避難所等におけるペットボ

トル等の救援物資を適切に配分する。次により水道施設の復旧対策を実施する。 

(２) 復旧手順 

① 応急対策人員の動員 

地震発生後直ちに応急対策人員を動員し、災害対策を実施する。 

② 被害状況調査 



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第７節 応急復旧・事後処理 

3-202 

境町地域防災計画 

 

水道施設ごとに、被災状況の調査を実施し、被害状況を早急かつ的確に把握すること

とする。 

③ 復旧計画策定 

応急復旧に必要な人員体制及び資機材の調達、施設復旧の手順、方法及び完了目標等

を定め、計画的に応急復旧対策を実施する。 

④ 復旧作業 

復旧に当たっては、緊急度の高い避難所、病院、社会福祉施設、防災拠点等防災上重

要な施設を優先して行う。 

ア 配管設備破損の場合 

町は、配管設備に破損がある場合は、境町上下水道指定工事組合（令和５年３月末

現在 12 事業者、以下本節「指定工事組合」という。）に対し速やかに復旧作業を依頼

し、応急修理による機能回復を図る。 

【配水管の破損が小規模な場合】 

応急修理により給水を開始するほか、弁操作により他系統の管網より給水を行う。 

【配水管の破損が大規模な場合】 

復旧が困難な地区に対して路上又は浅い土被りによる応急配管を行い、仮設共用

栓を設置する。 

イ 水源施設破壊の場合 

取水施設が破壊され復旧困難な場合は、河川水路の 寄り地点に応急的ポンプ設備

を設けて、仮設配管によって導水路へ連絡する。 

ウ 水道水の衛生保持 

上水道施設が破壊されたときは、破壊箇所から有害物等が混入しないよう処理する

とともに、特に浸水地区等で悪水が流入するおそれがある場合は、水道の使用を一時

停止するよう住民に周知する。 

⑤ 住民への広報 

町は、断減水の状況、応急復旧の見通し及び応急給水所の開設時期・場所等について、

町のホームページ、防災行政無線、防災アプリなどあらゆる情報伝達手段により住民へ

の広報を適切に実施し、周知を図る。この際、復旧見込みについても、適宜情報発信す

る。 

(３) 支援要請 

町は、応急復旧の実施に必要な人員、資機材等が不足する場合には、災害相互応援協

定等に基づき、近隣市町村や県を通じ、広域的な支援要請を行う。 

資料編：２-１ 災害応援協定一覧 

５ 下水道（集落排水）施設の応急復旧 

町は、下水道施設等の被害発生後、給排水等対策班（上下水道課）を主体に、環境対策

班（防災安全課）及びさしま環境管理事務組合等と連携し、速やかに代替措置を講ずると

ともに、指定工事組合に復旧作業を依頼し、応急修理による機能回復を図る。 
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この際、避難所においては、被災者支援班と連携し、備蓄する下水道が使用できない場

合でも、薬剤処理により使用可能な簡易トイレ、携帯トイレ等を避難者数、ニーズ等に応

じ再配分するとともに、県等へ支援物資として要請する。 

(１) 下水道（集落排水）停止時の代替措置 

① 緊急汲取りの実施 

町は、便槽等が使用不能となった地域に対し、応急的に、部分汲取りについて、専門

の汲取り業者に処理を依頼する。 

② 仮設トイレの設置 

町は、避難施設等に対し、避難者数等に応ずる仮設トイレを設置する。 

(２) 応急復旧の実施 

① 作業体制の確保 

町は、被害状況を迅速に把握し、速やかに作業体制を確立する。また、広域的な範囲

で被害が発生し、町のみでは作業が困難な場合は、県に対し協力を要請する。 

② 応急復旧作業の実施 

町は、次のとおり応急復旧作業を実施する。 

ア 下水管渠 

町は、下水管渠の機能が停止した場合は、指定工事組合に依頼し、管渠、マンホー

ル内部の土砂の浚渫、止水バンドによる圧送管の止水、可搬式ポンプによる下水の送

水、仮水路、仮管渠の設置等を行い排水機能の回復に努める。 

イ ポンプ場、終末処理場 

町は、ポンプ場、終末処理場の応急処理に当たっては、停電のため、ポンプ施設の

機能が停止した場合は、発電機、状況により電気自動車等による自家発電機能を確保

して運転を行い、機能停止による排水不能が生じない措置をとる。 

また、断水等による二次的な被害に対しても速やかな対応ができるよう給水手段の

確保に努めるとともに、終末処理場が被害を受け、排水機能や処理機能に影響が出た

場合は、さしま環境管理事務組合と連携して代替処置・対象要領について確認する。 

基本的に、当初、市街地から下水を排除させるため、仮設ポンプ施設や仮管渠等を

設置し、排水機能の応急復旧を図る。次に、周辺の水環境への汚濁負荷を 小限にと

どめるため、処理場内の使用可能な池等を沈殿池や塩素消毒槽に転用することにより

簡易処理を行うとともに、早急に高度処理機能の回復に努める。 

③ 住民への広報 

町は、被害状況、応急復旧の見通し等について、住民への広報を適宜実施する。 

資料編：11-４ 「さしま環境センター」内処理施設の概要 
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第４ 災害廃棄物等の処理・防疫・障害物の除去 

災害による膨大かつ多種多様な廃棄物（粗大ごみ、不燃性ごみ、生ごみ、し尿等）や倒壊

物・落下物等による障害物の発生及び感染症等の発生は、二次災害の原因ともなり、住民の

生活に著しい混乱をもたらす。 

このため、町は、同時大量の廃棄物処理、防疫、解体・がれき処理等の活動を迅速に行い、

地域住民の保健衛生及び環境の保全を積極的に図る。 

１ 災害廃棄物等の処理 

(１) 災害廃棄物等の種類 

処理すべき廃棄物は、一般的に、災害時に大量に発生する廃棄物のほか、日常生活に

おいて一定量発生する一般の廃棄物があり、廃棄物処理法及び政令※１に基づき、災害に

より発生した廃棄物は、国庫補助の対象となる。 

ただし、事業系廃棄物は、事業者の事業場で災害に伴い発生したものを除き、国庫補

助の対象外となり、原則、事業者が処理を行う。 
※１「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年法令第 300 号）第 25 条： 

災害その他の事由により特に必要となった廃棄物の処理に要する費用の 1/2 以内の

額について行う。（災害等廃棄物処理事業費補助金） 

＜災害等廃棄物処理事業費補助金の対象＞ 

■廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業 

■災害に伴って便槽に流入した汚水の収集、運搬及び処分に係る事業 

■特に必要と認めた仮設便所、避難所等のし尿の収集、運搬及び処分に係る事業

（災害救助法に基づく避難所の開設期間内のもの） 

なお、災害時に発生する廃棄物は次表のとおりである。 

 

＜災害時に発生する廃棄物＞ 

災害時に発生する廃棄物の種類 概要 

一般廃棄物 

し尿 
被災施設の仮設トイレからのし尿 

通常家庭のし尿※１ 

生活ごみ 
被災した住民の排出する生活ごみ 

通常生活で排出される生活ごみ※１ 

避難所ごみ 避難施設で排出される生活ごみ※１ 

災害廃棄物 

道路啓開や救助捜索活動に伴い生じる廃棄物 

損壊家屋等から排出される家財道具（片付けごみ） 

損壊家屋等の撤去等で発生する廃棄物 

その他、災害に起因する廃棄物 

事業系一般廃棄物 被災した事業場からの廃棄物 
※１生活ごみ、避難所ごみ及びし尿（仮設トイレ等からのくみ取りし尿、災害に伴って便槽に流入

した汚水は除く。）は上記補助金の対象外 

(２) 災害廃棄物の特性 

地震災害時には、多種多様の廃棄物が混合状態で発生し、次のような特性を有する。 

■片付けごみや損壊した家屋の撤去（必要に応じて解体）に伴う廃棄物が主体であ

り、家財道具等は比較的再利用が可能 

■比較的に性状がきれいな廃棄物が排出 
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■住民に対する広報や分別指導によって搬出をコントロールできれば、比較的分別

された状態での搬出が可能 

災害時の廃棄物の処理においては、これらの廃棄物の特性を踏まえ、適切に対応する

ため、町内外の過去の災害実績に基づき、災害廃棄物等の発生量（推計）を的確に予測

し、必要な仮置場の設定等が重要である。 

そのため、町は、「災害廃棄物対策指針」（平成 30 年３月、環境省）に基づき、「茨城

県災害廃棄物処理計画」（平成 29 年２月、茨城県）等との整合を図りつつ、「境町災害廃

棄物処理計画」を平素から整備しておくことが必要である。 

(３) 災害廃棄物の処理の分類 

災害時には多種多様の廃棄物が混合状態で発生する。そのため、町は、家庭で発生し

た廃棄物は、当初から廃棄物の処理の分類に基づく分別の統制及び分類ごとの仮置場の

設定に努め、住民及び社会福祉協議会、ボランティア等の支援団体に周知する。 

また、全壊家屋等の解体・処理に当たっては、協定に基づく建設業団体、自衛隊の災

害派遣部隊等と分類、仮置場の搬出区分等について認識を共有し、その徹底を図る。 

災害廃棄物の一般的な処理の分類は次表のとおりである。 

 

＜災害廃棄物の一般的な処理の分類＞ 

分類 具体的な分類例及び取扱い上の留意事項等 

可燃物 

/可燃系混合物 

■繊維類、紙、木屑、プラスチック等が混在した可燃系の廃棄物 

（腐敗・発酵が進んだ場合、内部の温度が上昇し火災発生の恐れ） 

材木屑 ■柱・梁・壁材等 

（リサイクル先に搬出するには、釘・金具等の除去が必要。また、火災防止措置の検

討が必要） 

畳・布団 ■被災家屋から搬出される使用不能の畳・布団 

（破砕機の処理は時間を要し、腐敗が進行すると悪臭を発する。） 

不燃物 

/不燃系混合物 

■分別することが不可能な細かなコンクリートや木屑、プラスチック、ガラス、土砂、

屋根瓦などが混在し、おおむね不燃系の廃棄物 

コンクリート

がら等 

■コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルト屑等 

（リサイクル先への搬出は、可燃物・鉄筋類の除去・破砕等が必要） 

金属屑 ■鉄骨や鉄筋、アルミ材等（スチール家具等を含む。） 

廃家電等 ■家電 4 品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥機、エアコン、冷蔵庫、冷凍庫）や小型家

電等（災害により被災家屋から排出され、使用不能なもの。） 

腐敗性廃棄物 ■被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品 

■水産加工場や飼肥料工場等から発生する原料及び製品等 

有害廃棄物 

/危険物 

■石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、化学物質、フロン類、ＣＣＡ（クロム銅

砒素系木材保存剤使用廃棄物）・テトラクロロエチレン等の有害物質 

■医薬品類、農薬類の有害廃棄物 

■太陽光パネルや蓄電池、消火器、ボンベ類などの危険物等 

廃自動車等 ■自動車、自動二輪車、原動機付自転車等 

その他、適正処

理が困難な廃

棄物 

■ピアノ、マットレス、石膏ボード、塩ビ管等の処理施設では処理が困難なもの 

（レントゲンや非破壊検査用の放射線源を含む） 

(４) 災害廃棄物等の処理における連携及び役割の明確化 

災害廃棄物は一般廃棄物に位置付けられ、町が処理の責任を有し、環境対策班（防災

安全課）を主体として対応する。 
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① 協定締結企業・団体、関係機関等との連携 

町は、災害廃棄物の処理に当たっては、協定締結企業・団体、ＪＡ、自衛隊の災害派

遣部隊等と連携し、被災家屋の解体、廃棄物の収集・分別、運搬及び仮置場の開設・運

営等を実施するとともに、さしま環境管理事務組合により、分別、収集・運搬、中間処

理に係る指揮または助言を行い、同組合の熱回収施設、源化施設及びし尿処理施設にお

いて適正かつ円滑・迅速に処理を実施する。 

また、大規模災害時には、県を通じ、茨城県産業廃棄物協会、環境省の D.Waste-Net
※１、人材バンク※２、地域ブロック協議会※３等の支援・派遣を要請し、膨大な災害廃棄

物の処理に対応する。 
※１災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）： 

環境省による支援で、大規模災害発生後、大量に発生する災害廃棄物の適正かつ円

滑・迅速な処理のため、要請に基づき環境省から専門・技術者等が派遣され、一般仮

置場の確保・運営管理、生活・避難所ごみ、し尿、片付けごみの収集・分別、運搬・

処理に関する支援等を実施 
※２災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）： 

環境省による支援制度で、災害廃棄物処理を経験し、知見を有する地方公共団体の人

材を登録し、法制に基づき被災地方公共団体へ派遣され、災害廃棄物処理に関するマ

ネジメント支援を実施 
※３地域ブロック協議会： 

環境省の地方環境事務所が中心となり全国８か所に設置され、地域における廃棄物

の処理に関わる自治体・事業者等により構成された協議会で、地域ブロック別の災害

廃棄物対策行動計画の策定を目指し、自治体への助言、訓練への協力等を実施（茨城

県は関東 10 都県で構成する関東ブロック協議会に所属） 

資料編：11 ごみ焼却・し尿処理・火葬場等の施設関係 

② 危険物等処理事業者による支援 

町は、危険物、有害物質等を含む廃棄物その他の適正処理が困難な廃棄物を排出する

場合は、県に処理を要請し、特定事業者による適正処理に努める。 

③ 自主防災組織及びボランティア等との連携 

阪神淡路大震災以降、大規模災害においては、自主防災組織及びボランティアによる

「共助」が不可欠、かつ重要な役割を担っている。 

そのため、町は、境町社会福祉協議会と連携し、県を通じボランティア団体のコーデ

ィネート機能を有するＮＰＯ等からの支援を要請し、災害で発生した住家等のがれき

の処理等を適切に実施する。 

この際、廃棄物の排出段階での分別、搬出要領・時間・経路、仮置場等の徹底、統制

なついてホームページ等で町民に広く広報するとともに、基本的に一般ボランティア

は災害ボランティアセンター（社会福祉協議会）、各ボランティア団体は、ＮＰＯを通

じ周知する。 

また、要配慮者の支援を適切に行うため、民生委員児童委員連合協議会、茨城県境町

国際交流会、境町ボランティア連絡協議会等と連携し、要配慮者等に対する支援を適切

に実施する。 
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④ 災害廃棄物処理に係る役割 

区分 主要な役割 

町 

■町民窓口対応、仮置場の受付、災害廃棄物処理の事務作業支援 

■生活ごみ、避難所ごみ、し尿、災害廃棄物の収集運搬のための人員・車両

の派遣、仮置場や処理施設への収集運搬の実施、処理施設での受入れ 

県 

■県内市町村間連携のための調整 

■町からの要請に基づく処理協会等の支援要請・派遣 

■災害廃棄物処理に関する技術的助言・支援 

■仮置場としての県有地の提供 等 

さしま環境管理事務組合 
■生活ごみ、避難所ごみ、し尿、災害廃棄物の施設での受入れ 等 

■処理施設被災した場合の代替手段の検討・調整・確保 

協定締結団体等 

自衛隊 

■生活ごみ、避難所ごみ、し尿、災害廃棄物の収集運搬のための人員・車両

の派遣、仮置場や処理施設への収集運搬の実施 

■仮置場の管理・運営、荷下ろし補助、重機等の資機材の提供 

■災害廃棄物の処理（広域処理を含む） 

社会福祉協議会 

ＮＰＯ等 

■災害ボランティアセンター、ボランティア団体受付窓口の開設・運営 

■一般・団体ボランティアのあっせん、コーディネート 

■廃棄物の分別・搬出要領等に関するボランティアへの周知徹底 

国・専門機関 

■広域処理に関する調整 

■災害廃棄物処理に関する技術的助言 

■補助金・査定対応等の事務対応に関する指導・助言 

(５) 災害廃棄物等の処理 

① 災害廃棄物の処理の一般的な流れ 

 

  

人命救助
優先期

処理所要の把握
体制整備

避難所生活本格
化優先ごみの処
理期

廃棄物処理
の本格化

廃棄物処理
の完成復旧工事

初
動
期

復
旧
・
復
興
期

支
援
要
請
・
受
援
体
制
の
構
築

組織体制・処理体制の確立

被害状況の把握・処理施設の復旧

生活ごみ・避難所ごみに係る対応

瓦礫等片付けごみの対応・消毒

災害廃棄物処理実行計画策定・処理の
進捗管理

被災家屋の撤去・解体処理等

被害認定調査
罹災証明交付申請・交付

仮
置
場
の
管
理

環
境
対
策

貴
重
品
・
思
い
出
の
品
対
応

広
報
・
渉
外
等

予
算
措
置
・
契
約
事
務
等

応
急
対
応
（
前
半
）

応
急
対
応
（
後
半
）

【目安】
３日後

【目安】
３週間後

【目安】
３か月後
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② 災害廃棄物の処理 

ア 町は、環境対策班を窓口として応急対策部が主体となり、把握した被災状況に基

づき、ＪＡ、協定締結各企業・団体、自衛隊の災害派遣部隊、自主防災組織、社会

福祉協議会、ボランティア等と連携し、処理を行う。 

この際、支援職員等の受入等に関する事項は総務班が調整し、ボランティアの派遣

については、被災状況により宿泊を伴わない町内、近隣市町からの募集や、自己完

結型など条件について、社会福祉協議会、ＮＰＯ等と調整するとともに、モバイル

建築等を有効に利用する。 

イ 町は、災害ごみが大量に発生した場合における仮置場の設置等について、町内に

設定できない場合は、県、近隣市町、さしま環境管理事務組合等と協議し決定する。

仮置場を設置する場合には、当該仮置場において、定期的な消毒を実施し、廃棄物

の飛散、流出、悪臭等による生活環境への支障や、火災の発生を防止するとともに、

廃棄物の処理方法に応じた分別を進める。また、アスベスト等の有害物質の適切な

処理にも努める。 

ウ 町は、災害廃棄物の処理に当たっては、適正な処理ルートを構築し、腐敗性のあ

る廃棄物の早期処理や、廃棄物の再資源化に努める。 

エ 町は、災害廃棄物の総排出量及び処理能力を勘案して、処理が難しいと判断した

ときは、県等に処理の応援を要請する。 

オ 町民が自宅の片付けを行った際に排出されるがれき等の片付けごみは、処理先へ

の搬出までの間、仮置場で一時的に保管する。必要に応じて県の災害廃棄物処理協

会と連携し、派遣された D.Waste-Net 等の支援を受け、二次仮置場、仮設処理施設、

資源化物一時保管場所を設定し、一次仮置場から搬入される廃棄物を破砕・選別し、

資源化や焼却等を行う。再資源化できない廃棄物は 終処分する。 

一般的な処理の流れは次のとおりである。 

  



第３編 震災対策計画 

第２章 災害応急対策計画 

第７節 応急復旧・事後処理 

3-209 

境町地域防災計画 

 

＜災害廃棄物の一般的な処理の流れ＞ 

 

③ 生活ごみ及び避難所ごみの収集処理 

被災地域における生活ごみ及び避難所ごみは、基本的に平時と同様の区分で収集し、

処理施設へ搬入して処理する。なお、避難所ごみは、平時の生活ごみとは組成が異なり、

特に衣類、ダンボール、容器包装プラスチック等が大量に発生することを踏まえ、分別

区分や収集頻度等を設定する。 

また、ごみ処理施設の被害が発生した場合、町は、さしま環境管理事務組合と連携し、

応急復旧に努め、処理できない場合は、県へ支援要請を行う。 

この際、住民、ボランティア、被災者支援班に対して災害廃棄物と明確に区分し、仮

置場等への排出を現に慎むよう周知する。 

④ 住民への周知及び広報 

大量に発生した災害廃棄物のほか、避難所ごみ、日常的生活ごみも一定量発生する。

これらを適切かつ効率的に処理するには町民への周知、統制が特に重要である。このた

め、町は、次の事項について災害用ホームページ、チラシの配布、広報誌、マスコミの

利用、避難所への掲示、防災アプリ等により広報し、町民へ周知する。 

町 民

建物解体現場

■ 協定締結企業・団体等

■ 自衛隊の災害派遣部隊

一次仮置場
（※１）

二次仮置場
（※２）

仮設処理施設破砕処理施設

粗大処理施設 民間処理施設

資 源 化

焼却施設

公共焼却施設 民間焼却施設

終 処 分 場

他都道府県処理施設
（広域処理場※３）

処理施設は、さしま環境

管理事務組合の処理施設の

被災状況による

ボランティア等

資源化物
一次保管場所

※１ １次仮置場：町民が直接持込みした災害廃棄物を集積し、分別後、処理施設又は二次仮置場まで搬出するまで
の間保管するため、町が設置する仮置場

※２ ２次仮置場：一次仮置場の災害廃棄物を、再度分別した後、破砕又は焼却等の処理をするまでの間、保管する
仮置場（仮設の破砕処理施設や資源物の一時保管場所を併設することもある。）

※３ 広域処理場： 災害廃棄物処理事業に支障が生じた場合、県、さしま環境管理事務組合及び茨城県産業資源循
環協会及び茨城県環境保全協会と県の締結した協定に基づき、他都道府県の協力を得て設定
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■災害廃棄物と生活ごみとの明確な区分 

■災害廃棄物の仮置場・搬入可能時間・経路等 

■収集する生活ごみの優先順位 

■災害廃棄物の臨時的な分別方法・分類 

■生活ごみ集積所・収集曜日・収集時間等の一時的な変更 

■避難所でのごみの排出方法等 

(６) し尿処理 

① 災害時におけるし尿処理 

ア 災害時におけるし尿処理は、生活環境の保全上、平常時と同様の収集運搬や処理

を維持することが求められるとともに、避難所の設置や下水道施設の機能の停止等

により、仮設トイレを設置した場合には、当該仮設トイレのし尿処理が必要となる。 

イ し尿処理施設の機能停止その他災害に起因する理由により、平常時におけるし尿

の汲取りや浄化槽の清掃、収集運搬及び処理に支障が生ずる可能性がある。 

町は、被災状況を的確に把握した上で、給排水等対策班及び環境対策班を主体に、

さしま環境管理事務組合、災害廃棄物処理に係る支援協会等の指導のもと、避難所

対策運営班と連携し、速やかに、仮設トイレに係るし尿の収集運搬計画の策定や、

下水道施設の応急復旧を図るとともに、し尿処理施設の機能停止等の支障の解消を

図る。応急復旧については、「本節第３ ５下水道（集落排水）施設の応急復旧」に

準ずる。 

ウ 町は、損壊家屋等における汲取り便槽や浄化槽の管理方法、携帯用トイレの処理

方法など、生活環境保全上必要な情報について、住民への周知を行う。 

エ 町は、避難所においては、ビニール袋に薬剤処理できる応急トイレや、携帯トイ

レを準備し、使用・処理要領について避難者に周知し、一般ごみとして処理する。 

オ 町は、仮設トイレの排出量を考慮した、総排出量及び処理能力を勘案して、処理

が難しいと判断したときは、県等に処理の応援を要請する。 

資料編：11 ごみ焼却・し尿処理・火葬場等の施設関係 

２ 防疫活動 

(１) 感染症予防対策 

災害時は、ライフラインの途絶等により衛生・生活環境の悪化・喪失により、感染症

がまん延する傾向にある。そのため、町は、被災者支援対策部を主体として、主に医療

救護対策班（健康推進課）を窓口とし、「防疫組織」を編成し、医療救護に関する協定に

基づく茨城県猿島郡医師会及び社団法人茨城西南歯科医師会や、保健所と緊密な連携を

とりながら、被災地における感染症対策を実施する。特に要配慮者等に対する支援とし

て、県を通じ、ＤＷＡＴ等の医療関係の応援について要請し、支援を受ける。 

(２) 災害後の衛生管理と感染症予防 

発災後の感染症として、次表の感染症が考えられる。 

けがに伴う感染症 破傷風、創傷感染症
※１ 

■けが防止のため、作業は素肌を露出しない

服装で行う。（長袖・長ズボン、ゴム手袋や

軍手、長靴、安全靴など） 
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■ガラスやトゲなどでけがをした場合、傷口

を清潔な水で十分に洗い流し、カットバン

等で保護する。 

■傷が深い場合や、トゲが残ったり傷口に泥

などが入り込んだ場合は、創傷感染予防の

ため受診する。 

舞い上がったほこりやし

ぶきを吸い込むことに関

連する感染症 

レジオネラ※２ ■作業中はマスクを着用する。 

■作業後に全身倦怠感、頭痛、発熱、呼吸器

症状（咳や痰）が生じた場合は受診する。 

水や土壌と皮膚が触れる

ことに関連する感染症 

レプトスピラ症※３ ■作業を行う際にゴム手袋を着けるなど、汚

水との直接の接触を避ける。 

（皮膚に傷がある場合は特に注意する。） 

■汚水に触れた手で、口や目に触れないよう

にする。 

■作業後に発熱、悪寒、筋肉痛、結膜充血な

どの症状が現れた際は受診する。 

※１破傷風菌が産生する毒素によって引き起こされる感染症である。破傷風菌は土壌に広

く分布しており、破傷風菌が傷口から体内に入ることによって感染（経皮感染）し、

破傷風毒素を産生する。軽微な傷から感染する可能性があるが、人から人に直接感染

することはない。潜伏期間は３日～３週間（平均１～２週間）、口を開けにくい、飲み

込みにくいなどの局所症状が現れ、激しいけいれんや呼吸障害が生じて亡くなること

もあり、抗菌薬による治療を行う。 
※２レジオネラ属菌による感染症である。レジオネラ属菌は自然界の土壌や淡水（川や湖）

に広く生息しており、レジオネラ属菌を含むエアロゾルを吸入することで感染する（空

気感染・飛沫感染）。人から人に直接感染することはない。潜伏期間は２～10 日、全

身倦怠感、頭痛、筋肉痛などの症状に始まり、乾いた咳、痰、高熱、悪寒、胸痛が出

現するなど重篤な肺炎に至り、亡くなることもあり、抗菌薬による治療を行う。 
※３レプトスピラ（細菌の一種）による感染症である。レプトスピラ症に感染しているネ

ズミなどの野生動物や家畜の尿、その尿で汚染された水・土壌と直接接触することに

よって感染する（経皮感染）。また、その尿で汚染された水や食品を介した感染（経口

感染）もある。人から人に直接感染することはない。潜伏期間は２～21 日程度、発熱、

悪寒、筋肉痛・結膜充血などの症状が現れ、重症化すると黄疸・出血傾向などがみら

れ、抗菌薬による治療を行う。 

出典：東京都福祉保健局「西多摩圏域 市町村災害時保健活動ガイドライン 

～保健師の活動を中心に～」及び国立感染症研究所「災害と感染症ポータル」 

 

いずれの場合も作業後の手洗いを徹底し、注意が必要だが、糖尿病、透析治療、がん

治療などの免疫力低下が予想される人については特に注意が必要である。 

手洗いは石鹸と流水により行い、洗い流すことが基本である。断水の場合はウェット

ティッシュで汚れを落とした後、アルコールを含む擦り込み式の消毒薬を使用する。 

(３) 防疫措置情報の収集・報告 

町は、災害の発生後において、気象庁、警察及び消防等との連絡をとり、その被害の

状況等の情報を収集するとともに、防疫措置の必要な地域又は場所等を把握し、相互に

情報の伝達を行う。 
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また、医療機関においても、被災者内での感染症患者や食中毒患者の発見に努めると

ともに、発見した場合又は疑いのある場合など、保健所への通報連絡を迅速に行う。 

なお、適切な防疫措置を講じるため、被災地に救護所が設けられた場合は、連絡を密

にし、町は、避難所感染症サーベイランスシステム※１（以下本項「感染症システム」と

いう。）による保健所からの情報を活用し、定期的な状況の把握に努める。 
※１避難所感染症サーベイランスシステム（ＮＥＳＩＤ）： 

感染症情報等を医療機関・保健所・県等の関係者間で共有し、国内の感染症に関する

情報の収集、公表、発生状況及び同行把握を行うシステムで、感染症法に基づく発生

届等について、オンライン入力により、医療機関等から保健所へ報告 

(４) 防疫計画及び対応策 

町は、地理的環境的諸条件や過去の被害の状況等を勘案し、災害予想図を作成すると

ともに、できるだけ詳しい防疫計画を樹立しておく。 

災害発生後においては、防疫計画を整備し、当該災害の被害状況に応じた防疫対応策

を講じる。 

(５) 防疫措置等の実施 

町は、感染症の予防及び感染症法に基づく県の指示により、防疫措置等を行う。 

(６) 消毒薬品・器具器材等の調達 

町は、あらかじめ防疫用資材の調達方法を確立しておく。なお、防疫用薬品資材は、

一般販売店から迅速に調達するが、日本赤十字社による救護班※１が派遣された場合等、

医療救護物資の調達・配分など、他の医療関係支援と相まって、必要な医療処置が行わ

れる。 
※１日本赤十字社による救護班の派遣（災害救助活動）： 

災害救助法に基づく「災害救助に関する厚生労働省と日本赤十字社との協定」により、

大規模災害発生直後に県の要請、又は自発的に自己完結型の救護班を派遣し、迅速な

応急的災害医療により被災地の医療救護を支援 

■噴霧器（各種） ■昆虫駆除薬剤 

■消毒薬品 ■検便用資材等 

(７) 記録の整備及び状況等の報告 

町は、警察、消防等のその他関係団体等の緊密な協力のもとに、災害防疫に関する記

録を整備するとともに次の事項について、速やかに保健所長を経由して県に報告する。 

■被害の状況 ■防疫活動に必要な物品及び経費 

■防疫活動の状況 ■防疫活動の終息と事務処理の結果等 

■その他 

(８) 医療関係団体・ボランティア支援による防疫活動 

町は、災害締結医療団体、その他の医療関係から派遣される団体、必要に応じて、薬

剤師会等関係団体やＮＰＯを通じ医療ボランティアの確保を依頼し、消毒の指導等につ

いて協力を仰ぐ。 

① 健康相談等 
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町は、各種医療団体、関係機関と連携し避難所等を巡回して、避難者の健康状態につ

いて調査を行うとともに、情報を共有する。この際、身体のみならずメンタルヘルスを

含め、特に要配慮者を重視し、必要に応じて保健指導及び健康・悩み相談を行う。 

② 栄養指導等 

町は、県及び県を通じ栄養士会等による日本栄養士災害支援チーム※１の派遣を要請

し、密接な連携をとりながら、避難施設で、次のような巡回相談、指導の実施及び栄養

相談に関する活動を行う。 
※１日本栄養士災害支援チーム（ＪＤＡ－ＤＡＴ）： 

大規模災害時、県の要請、又は自発的に緊急栄養補給物資の支援や被災者の栄養食活

動支援など被災状況に応じ、自己完結型により人的・物的支援を実施 

■要配慮者への指導、相談 

■長期に食事管理が必要な糖尿病、腎臓病患者等の指導、相談 

■被災生活が長期にわたることに伴う食生活上の問題点（ビタミン・ミネラルの

不足、繊維質の不足、高塩分食等）についてのケア 

■その他必要な指導、相談 

③ 派遣要請 

町は、災害の規模が大きく対応が困難であると判断した場合は、県を通じて他市町村

等へ保健師等の派遣要請を行う。 

第５ 行方不明者等の捜索 

町は、安否確認者の捜索に引き続き、「災害報告取扱要領における人的被害の把握に係る

運用（平成 24 年３月９日消防応第 49 号）」及び県の「災害時における人的被害情報の公表

方針（令和元年９月２日）」通知文に基づき行方不明者を捜索し、又は災害の際に死亡した

者について死体識別等の処理を行い、かつ死体の埋葬を実施する。 

資料編：13-４ 災害報告取扱要領における人的被害の把握に係る運用 

13-５ 災害時における人的被害情報の公表方針 

１ 捜索要領 

(１) 対象者 

災害により行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情により既に死亡していると推定さ

れる者とする。 

(２) 実施方法 

① 行方不明者情報の収集及び発表 

行方不明者情報は、警察への届け出、避難所住民・ボランティア等からの情報に基づ

き、被災者支援対策部を主体として、被災者情報を収集・集約し、総務班（住民課）に

よる住基突合、死亡届等により逐次明らかになった情報を、県の災害情報共有システム

により県へ報告するとともに、関係機関等と共有する。 

なお、行方不明者の発表は、一元的に県が実施することを基本とし、情報の錯綜を防

止するため、不用意に町から発言することのないよう注意する。 
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② 行方不明者及び死体の捜索 

行方不明者の捜索については、安否不明者の捜索に引き続き、県、警察、消防、自衛

隊の災害派遣部隊等と密に連携し、町が実施する。ただし、災害救助法適用時における

死体の捜索・処理については、県が自ら行うことを妨げない。 

(３) 応援の要請等 

町は、被災その他の理由により捜索が実施できないときにあっては、次の方法で応援

を要請する。 

① 災害対策本部は、県に死体捜索の応援を要請する。ただし、緊急を要する場合等に

あっては、災害応援協定に基づき、隣接市町村に捜索応援を要請する。 

② 町は、応援の要請に当たって、次の事項を明示して行う。 

■死体が埋没 

■死体数、氏名、性別、年齢、容貌、特徴、持ち物等 

■応援を求めたい人数又は必要な機材・器具 

■その他必要な事項 

(４) 災害救助法適用時の基準 

災害救助法の適用時における基準は、「本章第６節 災害救助法の適用」による。 

２ 遺体の処理 

町は、遺体を発見したときは、速やかに警察署に連絡し、検視及び検案を待って遺族に

引き渡される。遺体は、遺族等の関係者に遺体を引き渡すのが原則であるが、遺族がいな

い場合や、遺族が災害による混乱期等のため、その遺族が埋葬を行うことが困難な場合に

災害救助法に基づき、町が主体となって遺体を処理する。 

遺体の処理に当たっては、災害協定に基づき茨城中央葬祭業協同組合及び全日本葬祭業

協同組合連合会（以下本項「協定締結組合等）という。」と連携し、棺桶及び葬祭用品の供

給並びに遺体の搬送等について支援を受ける。なお、災害救助法を適用したときは、県（委

託された場合は町）が行う。 

(１) 方法 

町は、環境対策班又は地元医師会と連携し、境町消防団その他奉仕団等の協力により、

処理場所を借り上げ、協定締結組合等、日本赤十字社の救護班などの支援のもと、次の

方法により遺体を処理する。ただし、町で実施できないときは、警察等関係機関の出動

応援を求める。 

ア 遺体の洗浄、縫合、消毒等の処理 

イ 検案（死因その他についての医学的検査を行う。） 

(２) 遺体の収容（安置）、一時保存 

町は、検視、検案を終えた遺体について、町の設置する遺体収容所に収容する。 

① 遺体収容所（安置所）の設置 

町は、被害地域周辺の適切な場所（避難所から離れた寺院、公共建物、公園等におけ

るテントの展張など）に遺体の収容所（安置所）を設置する。被害が甚大な場合など、

遺体の収容、収容所の設営が困難な場合は、必要に応じて近隣市町に、場所の提供、設

置、運営の協力を要請する。 
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② 棺の確保 

町は、死者数、行方不明者数を早期に把握し、協定締結組合等を通じ、棺、ドライア

イス等を確保する。 

③ 身元不明遺体の集中安置 

町は、延焼火災等の発生により身元不明遺体が多数発生した場合、遺骨、遺品共に少

なく、身元確認に長期間を要する場合も考えられることから、寺院等に集中安置場所を

設定し、身元不明遺体を集中安置する。 

④ 身元確認 

町は、警察の協力を得て、遺体の身元を確認し、遺体処理票及び遺留品処理票を作成

の上納棺する。また、埋火葬許可証を発行する。 

(３) 災害救助法適用時の基準 

災害救助法の適用時における基準は、「本章第６節 災害救助法の適用」による。 

３ 遺体の埋葬 

町は、遺体収容後、次のように必要な処置・手続の後、遺体の埋葬を実施する。 

(１) 方法 

埋葬の実施は、遺族において実施することを原則とするが、前述の遺体の処理同様、

遺族がいない等の場合に、環境対策班を主体とし、さしま環境管理組合と調整し、火葬

に付すことを基本とし、棺、骨つぼ等を遺族に支給する等現物給付をもって行う。 

なお実施に当たっては次の点に留意すること。 

■事故死等による死体については、警察機関から引継ぎを受けた後埋葬する。 

■身元不明の死体については、警察その他関係機関に連絡しその調査に当たると

ともに、遺品の保管等身元確認のための適切な措置を行った後埋葬する。 

■被災地以外に漂着した死体等のうち身元が判明しない者の埋葬は行旅死亡人※１

としての取扱いの例による。 

※１行旅死亡人（こうりょしぼうにん）： 

日本において、本人の氏名、本籍地、住所などが判明せず、かつ遺体の引き取り手が

存在しない死者を指し、行倒れの人の身分を表す法律上の呼称でもある。 

(２) 災害救助法適用時の基準 

災害救助法の適用時における基準は、「本章第６節 災害救助法の適用」による。 
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第３編 震災対策計画 

第３章 災害復旧・復興対策計画 

第１節 復旧・復興の基本方向の決定 

 

《計画体系》 

復旧・復興の基本方向の決定 
  

１ 基本方向の決定   

      

  
  

２ 対策の推進 
  

       

 

 

関係部課 
総務課、防災安全課、地方創生課、財政管財課、上下水道課、都市計画課、

建設課、農業政策課、学校教育課、生涯学習課 

関係機関 国、県 

第１ 基本方向の決定 

町は、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ、迅速な原状

復旧を目指すか、又は更に災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的

復興を目指すかについて早急に検討し、復旧・復興の基本方向を定める。 

第２ 対策の推進 

町は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、他の地方公共団体等に対し、

職員の派遣その他の協力を求める。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求め

る場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用する。 

 



第３編 震災対策計画 

第３章 災害復旧・復興対策計画 

第２節 被災者の生活安定化 

3-217 

境町地域防災計画 

 

第２節 被災者の生活安定化 

大規模な災害時には、多くの人々が生命又は身体に危害を受け、住居や家財の喪失、経済的

困窮により地域社会が極度の混乱に陥る可能性がある。 

そこで、町は、県、町社会福祉協議会等と連携し、被災者支援対策部を主体として、災害時

における被災者の自立的生活再建を支援するため、関係機関、団体等と協力し、義援金の寄託・

配分、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資金の貸付等の措置を講ずる。 

また、町は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよ

う、見守りや、災害時における県弁護士会や行政書士会等の協定締結者の協力のもと、法律関

係等相談窓口の設置や、ホームページ、チラシ等による広報を実施し、被災者が容易に支援制

度を知ることができる環境の整備に努めるとともに、県被災者再建支援システムによる罹災証

明書の交付や被災者台帳等を有効に活用したきめ細やかな支援を行う。 

 

《計画体系》 

被災者の生活安定化 
  

１ 義援金品の募集及び配分   

      

  
  

２ 災害弔慰金等の支給及び災害援護資金等の支給 
  

     

  
  

３ 租税及び公共料金等の特例措置 
  

       

  
  

４ 住宅建設の促進 
  

       

  
  

５ 被災者生活再建支援法の適用 
  

       

  
  

６ 茨城県被災者生活再建支援補助事業による支援金の支給 
  

       

 

 

関係部課 
財政管財課、税務課、住民課、子ども未来課、社会福祉課、介護福祉課、農

業政策課、建設課、都市計画課、会計課 

関係機関 国、県、社会福祉協議会、住宅金融支援機構、金融機関 

第１ 義援金品の募集及び配分 

義援金は、寄付・募金などの被災地においいて、支援活動に使用されるためのお金とは異

なり、被災者の自立的生活再建を支援するため、被災者個人に配分されるものである。 

このため、義援金は、公正・平等を旨とし、町で募集する他、通常、日本赤十字社、共同

募金及び県が、募集・受付を実施する。なお、配分については、通常、県が日本赤十字茨城

県支部及び茨城県共同募金会等の関係機関・団体等（以下本項「義援金関係団体等」という。）

と協力して義援金分配委員会（以下本項「委員会」という。）を設置し、町がその配分を受

け、被災者に対し直接配分する。 

１ 義援金品の募集及び受付 

町は、県及び関係団体と密接な連携をとりながら、住民及び他都道府県民等への義援金

品の募集が必要と認められる災害が発生した場合、直ちに義援金品の受付窓口を設置し、

義援金品の募集及び受付を実施する。 
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また、募集に当たっては、ホームページによるほか、新聞、テレビ、ラジオ等の報道機

関と協力し、義援金品の受付方法等について広報・周知を図る。 

２ 委員会の設置 

(１) 委員会の設置 

町は、被災者あてに寄託された義援金を、被災者に公平かつ適正に配分することを目

的として、県及び義援金関係団体等に寄託された義援金は県が委員会を設置する。 

(２) 委員会の構成 

委員会は、次の関係機関をもって構成するが、被害の状況によりその他の関係機関、

団体等を構成員に加えることができる。 

■県 ■茨城県市長会 

■茨城県町村長 ■日本赤十字社茨城県支部 

■茨城県共同募金会 ■株式会社茨城新聞社 

■株式会社茨城放送 

３ 義援金品の保管 

寄託された被災者に対する義援金は、各義援金関係団体の受付機関において適正に保管

され、委員会が各受付機関より義援金の引継ぎを受け、町を通じて被災者に配分するまで

の間、適正に保管する。 

町は、町で募集した一般からの義援金及び委員会から寄託された被災者に対する義援金

品について、引継ぎを受け、町を通じて被災者に配分するまでの間、適正に保管する。 

４ 義援金品の配分 

(１) 配分方法の決定 

委員会は、各受付機関で受け付けた義援金の被災者に対する配分方法（対象、基準、

時期及びその他必要な事項）について、協議の上決定する。 

なお、県で受け付けた義援品については、被災市町村の需給状況を勘案し、効果的に

配分される。 

(２) 配分の実施 

町は、被災者支援対策部の被災者支援対策部（社会福祉課）を主体に、委員会におい

て決定された義援金の配分方法により、被災者に対し申請受付・配分についてホームペ

ージ、お知らせ、チラシ等により広報し、迅速かつ適正に配分する。 

(３) 配分の公表 

町は、被災者に対する義援金の配分結果について、委員会及び町の議会に報告すると

ともにホームページや報道機関等を通じて公表する。 

５ 義援金の課税上の取扱い 

義援金は、当該災害が災害救助法の適用を受けた場合は、「所得税法（昭和 40 年法律第

33 号）」、「地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）」及び「法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）」

に規定する「国又は地方公共団体に対する寄付金」に該当し、各金融機関での振込金受領

書又は委員会発行の領収証をもって、次表のように税法上の優遇措置の対象となる。 
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 措置の名称 関係根拠法令・条文 優遇措置の内容 

個人 特定寄付金 所得税法第 78 条第 2項

1 号 

寄付金の金額（ただし、上限は寄付金の 40％まで）

から 2,000 円を差し引いた額が、寄付者の年間所等

総額から控除 

住民税にかか

る寄付金控除 

地方税法第 37 条の 2第

1項 1号第314条の 7項

第 1 項 

寄付金の金額（ただし、上限は寄付金の 30％まで）

から 5,000 円を差し引いた額の 10％及び所得額のお

おむね 10％が寄付者の住民税から控除 

法人 指定寄付金 法人税法第 37 条第 3項

１号 

法人の有する通常の損金算入限度額にかかわらず全

額損金算入 

第２ 災害弔慰金等の支給及び災害援護資金等の支給 

（以下本項「災害弔慰金等」という。） 

１ 災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給 

町は、災害により家族を失い、精神又は身体に障害を受け、又は住家、家財を失った被

災者を救済するため、「災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）」に基

づく町条例の定めるところにより、県、町社会福祉協議会等と連携し、被災者支援対策部

（社会福祉課）を主体として、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資金

の貸付けを行う。なお、支給に関する事項を調査審議するため、審議会その他の合議制の

機関を置くよう努める。 

また、各種支援措置の実施に資するため、発災後早期に罹災証明書の交付体制を確立し、

罹災者に罹災証明を交付する。 

(１) 災害弔慰金 

① 災害弔慰金の支給 

対象災害 

・町において住居が 5 世帯以上滅失した自然災害 

・県内において、住居が 5 世帯以上滅失した市町村が 3 以上ある場

合の自然災害 

・県内において災害救助法が適用された市町村が 1 以上ある場合の

自然災害 

・災害救助法が適用された市町村をその区域に含む都道府県が 2 以

上ある場合の自然災害 

受給遺族 

ア．配偶者、子、父母、孫、祖父母 

イ．アの遺族がいずれも存在しない場合は、死亡した者の死亡当時

における兄弟姉妹（死亡した者と死亡当時その者と同居し、又は

生計を同じくしていた者に限る。） 

支給限度額 
① 生計維持者が死亡した場合 500 万円 

② その他の者が死亡した場合 250 万円 

費用負担割合 国（1/2）、県（1/4）、町（1/4） 

② 災害弔慰金の判定等 
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ア 判定 

自然災害による死亡※１であるか否かの判定は、町が行う。事実関係が明白でない場

合は、警察、消防等の各機関の情報等により十分調査のうえ判定する。 
※１災害関連死 

当該災害による負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担による疾病により死

亡し、「災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）」に基づき災害が

原因で死亡したものと認められたもの（実際には災害弔慰金が支給されていないも

のも含む。当該災害が原因の所在不明者は除く。） 

 

なお、各機関の情報等により確認しても判断できない場合は、協定に基づき、町で

医師や弁護士等の有識者の支援を受けて審査会を設置し、当該審査会の審査を経て判

定する。この際、関連死の判定等に当たっては、内閣府の整理する「災害関連死事例

集」や弔慰金不支給に対する取消訴訟判決内容等を参考にする。 

イ 支給対象となる遺族の確認 

支給対象となる遺族の範囲は、次のとおりである。 

 

＜災害弔慰金の支給対象となる遺族＞ 

 

(２) 災害障害見舞金の支給 

① 災害障害見舞金 

対象災害 

・町において住居が 5 世帯以上滅失した自然災害 

・県内において、住居が 5 世帯以上滅失した市町村が 3 以上ある場

合の自然災害 

・県内において災害救助法が適用された市町村が 1 以上ある場合の

自然災害 

・災害救助法が適用された市町村をその区域に含む都道府県が 2 以

上ある場合の自然災害 

（ ：対象遺族 ）

本 人

父 母

祖 母祖 父

曽祖母曽祖父

兄弟姉妹配偶者

子 子 子の配偶者

孫

死亡当時その者と同居し又は

生計を同じくしていた者
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受給者及び 

障害の程度 

上記の災害により精神又は身体に次に掲げる程度の障害を受けた者 

① 両眼が失明した者 

② 咀嚼及び言語の機能を廃した者 

③ 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要す

る者 

④ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要する者 

⑤ 両上肢をひじ関節以上で失った者 

⑥ 両上肢の用を全廃した者 

⑦ 両下肢をひざ関節以上で失った者 

⑧ 両下肢の用を全廃した者 

⑨ 精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害

の程度が前各号と同程度以上と認められる者 

支給限度額 
① 生計維持者が障害を受けた場合 250 万円 

② その他の者が障害を受けた場合 125 万円 

費用負担割合 国（1/2）、県（1/4）、町（1/4） 

 

② 災害障害見舞金の判定 

障害の原因となる負傷又は疾病が、自然災害によるものか否かの判定は、実施主体で

ある町が行う。障害の程度に該当するか否かの判断は、町がその医師会との災害協定に

基づき、その都度診断を行う医師を指定し、その作成する診断書に基づいて行う。 

(３) 災害弔慰金等の補助金申請手続 

年度内に支給した村の災害弔慰金等における県への補助金交付申請手続についての流

れは、次のとおりである。 

 

＜県への補助金申請手続の流れ＞ 

 

(４) 災害弔慰金等の支払いにおける留意事項 

ア 住民への支給の方法等 

災害弔慰金等の支給は、受給権に基づき支給されるものでなく、自然災害による死

亡、障害という事実に対し、町の措置として支給されるものです。そのため、町が、

３月末日３月２月上旬～１月

県

実績報告書
概算払

清算書提出

補助金交付
申請

■予算確保
■住民への広報

市町村

補助金交付
申請依頼

交付決定
補助金

概算交付
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被害の状況、遺族の状況等必要な調査を行って支給するものであり、県への申請書の

提出、支給の決定の通知等の手続は不要である。 

イ 県への情報提供 

支給に当たっては、報告義務はないものの、県及び国の負担が発生し、補正予算措

置等が必要となるため、県に対し適宜情報を提供する。 

なお、不支給決定に係る取消等の訴訟が提起された場合等にも、県に情報提供する。 

２ 災害援護資金の貸付け 

町は、「災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）」に基づく町条例の

定めるところにより、県、町社会福祉協議会等と連携し、被災者支援班（社会福祉課）を

主体として相談窓口を開設し、対象とする自然災害により負傷又は住居、家財に被害を受

けた世帯の世帯主に対し、生活の立て直しに資するため災害援護資金の貸付けを行う。 

① 災害援護資金の貸付基準等 

対象災害 
・県内において災害救助法が適用された市町村が 1 以上ある場合の

自然災害 

貸付限度額 

① 世帯主の 1 か月以上の負傷 150 万円 

② 家財の 1/3 以上の損害 150 万円 

③ 住居の半壊 170(250)万円 

④ 住居の全壊 250(350)万円 

⑤ 住居の全体が滅失 350 万円 

⑥ ①と②が重複 250 万円 

⑦ ①と③が重複 270(350)万円 

⑧ ①と④が重複 350 万円 

（ ）は特別の事情がある場合 

貸
付
条
件 

所得制限 

世帯人員  市町村民税における前年の総所得金額 

1 人    220 万円 

2 人    430 万円 

3 人    620 万円 

4 人    730 万円 

5 人以上  1 人増すごとに 730 万円に 30 万円を加えた額 

※ただし、その世帯の住居が滅失した場合にあっては、1,270 万円

とする。 

貸付利率 年 3％以内で市町村条例で定める率（据置期間中は無利子） 

措置期間 3 年（特別な事情のある場合は 5 年） 

償還期間 10 年（据置期間を含む。） 

償還方法 年賦又は半年賦又は月賦 

貸付原資負担 国（2/3）、県（1/3） 

備考 

※町は、災害が発生してから 3 か月以内に申請の受付を完了するよ

う努めるとともに、被災世帯に対し、申請は 3 か月以内に行う旨

を十分徹底するよう努める。 
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② 貸付調査等 

町は、災害援護資金の貸付けにおいて、貸付申告に基づき、罹災証明書等の被害の認

定、特に居住の事実や本人確認などを含め、貸付対象とすることが適当かについて調査

する。また、被災者が無理なく貸付金を返済できるよう、「災害援護資金の貸付けに係

る平成 30 年の地方からの提案等に関する対応について（令和２年６月５日付け府政防

第 1238 号）」に基づき、町内で協議し、返済能力に応じ町の判断で被災者の貸付額を決

定することも可能である。 

③ 貸付交付申請等の事務手続 

貸付原資負担は 100％国及び県である。このため、町から県への申請・償還手続を、

次表のように行う。なお、申請等に必要な書類、様式は、境町の「災害弔慰金の支給等

に関する条例施行規則（昭和 50 年規則第９号）」による。 

 

＜申請等の事務手続＞ 

区分 内容 

貸 付 原 資

交付申請 

申請時期 ■当該年度の 11 月 10 日まで（県要綱 4 条） 

必要書類 ■県貸付金所要額調書、予算書等、細部は上記施行規則による。 

償還 

償還期間 ■11 年 

償還方法 

■償還期間の終年 1 年前までは半期ごとに借受人からの償還額（元金）を町

から県に償還（※） 

① 毎年度 4月 1 日～9月 30 日に借受人から償還された分 

当該年度 3 月末までに県に償還 

② 毎年度 10 月 1 日～3月 31 日に借受人から償還された分 

翌年度 9月末までに県に償還 

※償還の猶予： 

・災害その他やむを得ない理由により、支払期日に償還金を支払うことが著

しく困難になったと認められる場合、償還金の支払を猶予することが可能 

・猶予期間：1 年以内（更にその事由が継続し、特に必要がある場合には、

改めて手続を実施） 

免除申請 

申請時期 ■当該年度の２月 

免除の条件 

■仮受人が、次に該当する場合は、町は未償還額の全部又は一部を免除する

ことができる。 

① 死亡（※） 

② 重度障害 

③ 破産手続開始の決定又は再生手続開始の決定に該当 

※死亡免除の場合は、相続人の分かる書類（戸籍謄本等）、相続放棄の場合、

裁判所の発行する相続放棄申述書等が必要 

３ 災害見舞金の支給 

県は、県内において発生した災害により、人的・住家被害を受け、生活に大きな打撃を

被った県民に対し、連絡や交通費、必要品の購入等のための応急的な援護として、「茨城県

災害見舞金支給要項（平成 21 年 11 月 24 日制定）」に基づき、見舞金を支給される。 

そのため、町では、被災者支援対策部（社会福祉課）を窓口とし、対象者からの請求手

続を実施する。なお、支給は、県から直接振り込まれ、県からは支給状況の報告を受ける。

ただし、次に該当する者は適用除外（災害見舞金支給後に申請があった場合も返還対象）

となるので注意する。 
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■人的被害については、災害弔慰金、災害障害見舞金の対象者 

■住宅の再建については、被災者生活再建支援法等に基づく被災者再建支援金等

の対象者 

災害見舞金の支給は次のとおりである。 

 

＜災害見舞金の支給＞ 

対象災害 

県内において発生した自然災害であって、以下の要件に該当するも

の 

① 一の市町村の区域内において、5 世帯以上の住家が全壊又は半

壊した災害 

② ①の災害により発生したその他の市町村での被害 

ただし、以下に規定する者には見舞金は支給しない。 

① 「災害弔慰金の支給等に関する法律」に規定する災害弔慰金又

は災害障害見舞金の支給要件に該当する者 

② 「被災者生活再建支援法」に規定する全壊・大規模半壊による

被災者生活再建支援金の支給要件に該当する者 

③ 茨城県被災者生活再建支援補助金交付要項第 3 条第 2 項に規定

する補助対象事業の支給の要件に該当する者 

支給額 

・死    亡  1 人当たり  10 万円 

・重度障害  1 人当たり   5 万円 

・住家全壊  1 世帯当たり  5 万円 

・住家半壊  1 世帯当たり  3 万円 

・床上浸水  1 世帯当たり  2 万円 

費用負担割合 県（10/10） 

４ 生活福祉資金の貸付け 

県社会福祉協議会は、「社会福祉法人茨城県社会福祉協議会生活福祉資金貸付規程」に基

づき、災害により被害を受けた低所得世帯等に対し、経済的自立及び生活意欲の助長促進

等が図れると認められるものについて、民生委員・児童委員及び市町村社会福祉協議会の

協力を得て生活福祉資金の貸付けを行う。 

なお、本資金の貸付けに関する申請・問い合せ窓口は、県の社会福祉協議会で、町の社

会福祉協議会を通じ申請し、町は被災者支援班により対象者に対し、制度の概要及び窓口

を紹介する。 

また、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）に基づく災害援護資

金の貸付対象となる世帯は原則として資金の貸付対象としない。ただし、特に当該世帯の

自立更生を促進するため必要があると認められるときは、福祉資金及び教育支援資金につ

いて、貸付対象とすることができる。 
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＜生活福祉資金貸付条件一覧＞ 

資金種類／資金の目的 

対象世帯 

● 
貸付条件 

低
所
得
世
帯 

障
が
い
者
世
帯 

高
齢
者
世
帯 

貸付上限額 
据置 
期間 

償還 
期限 

利率 

総
合
支
援
資
金
※
１ 

生
活
支
援
費

※
２ 

生活再建までの間に必要な生活費
用 

● - - 

2 人以上世帯 
月 200,000 円 

単身世帯 
月 150,000 円 

 
6 月 
※４ 

 
 

10 年 

連帯保証人 
あり 
無利子 

 
連帯保証人 

なし 
年 1.5％ 

住
宅
入
居
費 

敷金、礼金等住宅の賃貸契約を結ぶ
ために必要な費用※３ 

● - - 400,000 円 

一
時
生
活
再
建
費 

生活を再建するために一時的に必
要かつ日常生活費で賄うことが困
難である費用 

● - - 600,000 円 

福
祉
資
金 

福
祉
費 

生業を営むために必要な経費 ● ● ● 4,600,000 円 

6 月 
※４ 

20 年 

連帯保証人 
あり 
無利子 

 
連帯保証人 

なし 
年 1.5％ 

技能習得に必要な経費及びその期
間中の生計を維持するために必要
な経費 

● ● - 

技能を習得する期間が 
6 月程度 1,300,000 円 
1 年程度 2,200,000 円 
2 年程度 4,000,000 円 
3 年以内 5,800,000 円 

8 年 

住宅の増改築、補修等及び公営住宅
の譲り受けに必要な経費 

● ● ● 2,500,000 円 7 年 

福祉用具等の購入に必要な経費  ● ● 1,700,000 円 8 年 

障がい者用の自動車の購入に必要
な経費 

- ● - 2,500,000 円 8 年 

中国残留邦人等に係る国民年金保
険料の追納に必要な経費 

● ● ● 5,136,000 円 10 年 

負傷又は疾病の療養に必要な経費
及びその療養期間中の生計を維持
するために必要な経費 

● - ● 
1 年以内 

1,700,000 円 
1 年を超え 1年 6月以内 

2,300,000 円 

5 年 

介護サービス、障がい者サービス等
を受けるのに必要な経費及びその
期間中の生計を維持するために必
要な経費 

● ● ● 5 年 

災害を受けたことにより臨時に必
要となる経費 

● ● ● 1,500,000 円 7 年 

冠婚葬祭に必要な経費 ● ● ● 500,000 円 3 年 

住居の移転等、給排水設備等の設置
に必要な経費 

● ● ● 500,000 円 3 年 

就職、技能習得等の支度に必要な経
費 

● ● ● 500,000 円 3 年 

その他日常生活上一時的に必要な
経費 

● ● ● 500,000 円 3 年 
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資金種類／資金の目的 

対象世帯 

● 
貸付条件 

低
所
得
世
帯 

障
が
い
者
世
帯 

高
齢
者
世
帯 

貸付上限額 
据置 
期間 

償還 
期限 

利率 

福
祉
資
金 

緊
急
小
口
資
金
※
１ 

緊急かつ一時的に生計の維持が困
難となった場合に貸し付ける少額
の費用 
・医療費又は介護費の支払等臨時の

生活費が必要なとき 

・火災等被災によって臨時の生活費

が必要なとき 

・年金、保険、公的給付等の支給開始

までに生活費が必要なとき 

・会社からの解雇、休業等による収入

減のため生活費が必要なとき 

・滞納していた税金、国民健康保険

料、年金保険料の支払いにより支出

が増加したとき 

・公共料金の滞納により日常生活に

支障が生じるとき 

・法に基づく支援や実施機関及び関

係機関からの継続的な支援を受け

るために経費が必要なとき 

・給与等の盗難によって生活費が必

要なとき 

・その他これらと同等のやむを得な

い事由があって、緊急性、必要性が

高いと認められるとき 

● ● ● 100,000 円 
2 月 
※４ 12 月 無利子 

教
育
支
援
資
金 

教
育
支
援
費 

低所得世帯に属する者が高等学校、
大学又は高等専門学校に修学する
ために必要な経費 

● - - 

高校 月 35,000 円 
高専 月 60,000 円 
短大 月 60,000 円 
大学 月 65,000 円 

※特に必要と認める場合に

限り、上記金額の 1.5 倍

まで 

卒業後 
6 月 

20 年 無利子 

就
学
支
度
費 

低所得世帯に属する者が高等学校、
大学又は高等専門学校への入学に
際し必要な経費 

500,000 円 

不
動
産
担
保
型
生
活
資
金 

不
動
産
担
保

型
生
活
資
金 

一定の居住用不動産を有し、将来に
わたりその住居に住み続けること
を希望する高齢者世帯に対し、当該
不動案を担保として生活費を貸し
付ける資金 

● - ● 

・居住している不動産（土
地）の評価額の 7割程度 

月 300,000 円 

契約 

終了後 
3 月 

据置 
期間 
終了
時 

年 3％又
は長期プ
ライムレ
ートのい
ずれか低
い方 

要
保
護
世
帯
向
け 

不
動
産
担
保
型
生
活
資
金 

一定の居住用不動産を有し、将来に
わたりその住居を所有し、又は住み
続けることを希望する要保護の高
齢者世帯に対し、当該不動産を担保
として生活費を貸し付ける資金 

● - ● 

・居住用不動産の評価額
の 7割程度（集合住宅の
場合は 5割） 

生活扶助額の 1.5倍以内 

※１原則として生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業等による支援を受けていること。 
※２総合支援資金のうち生活支援費の貸付期間は、原則として３月とし、就職に向けた活動を誠

実に継続している場合などにおいては、 長 12 月まで延長することができる。 
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※３原則として、当該入居予定住宅の賃料について住居確保給付金の申請を行っている場合に限

る。 
※４災害を受けたことによる貸付けの場合には、災害の状況に応じ、貸付けの日から２年を超え

ない範囲内で据置期間を伸長することができる。 

５ 母子父子寡婦福祉資金の貸付け 

「母子及び父子並びに寡婦福祉法」（昭和 39 年法律第 129 号）に基づき、厚生労働省で

は、災害により被害を受けた母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、その経済的自立と

生活意欲の助長促進を図るため、母子父子寡婦福祉資金の貸付制度がある。 

なお、本資金の貸付けに関する申請・問い合せ窓口は、県の福祉担当窓口（境町担当：

県西県民センター地域福祉室）であり、町は、被災者支援班により対象者に対し、制度の

概要及び県の窓口を紹介する。 

＜住宅資金：貸付けの内容＞ 

貸付対象者 母子家庭の母、父子家庭の父又は寡婦 

貸付限度 150 万円以内（特に必要と認められる場合 200 万円以内） 

償還期間 
6 月以内の据置期間経過後 6 年以内（特に必要と認められる場

合 7 年以内） 

貸付利率 
保証人ありは無利子、保証人なしは年 1.0％（ただし、据置期間

中は無利子） 

６ 農林漁業復旧資金 

災害により被害を受けた農林漁業者又は農林漁業者の組織する団体に対し、復旧を促進

し、農林漁業の生産力の維持増進と経営の安定を図るため、天災による被害農林漁業者等

に対する資金の融通に関する暫定措置法（以下「天災融資法」という。）及び茨城県農林漁

業災害対策特別措置条例並びに株式会社日本政策金融公庫法に基づき、株式会社日本政策

金融公庫（農林水産事業部）が融資する。 

なお、本資金融資の申請・問い合せ窓口は、県の福祉担当窓口（境町担当：県西県民セ

ンター地域福祉室）であり、町は、農林畜産業対策班（農業政策課）により対象者に対し、

制度の概要及び県の窓口を紹介する。 

(１) 天災融資法に基づく融資 

天災融資法第２条第１項の規定に基づき、政令で指定された天災による被害を受けた

農林漁業者に必要な経営資金を融資する。 

【※天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法第２条第１項： 

「被害農業者」「被害林業者」「被害漁業者」の定義】 

＜貸付けの内容＞ 

貸付けの相手方 被害農林漁業者 

貸付対象事業 

種苗、肥料、飼料、薬剤、農機具（政令で定めるものに限る。）、

家畜、家禽、しいたけほだ木、漁具（政令で定めるものに限る。）、

稚魚、稚貝、餌料、漁業用燃油等の購入資金、漁船（政令で定め

るものに限る。）の建造又は取得資金、その他農林漁業経営に必

要な資金 
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貸付利率 6.5％以内（利率はその都度定める。） 

償還期限 6 年以内（ただし、激甚災害のときは 7 年以内） 

貸付限度額 
被害農林漁業者当たり 200 万円以内 

（激甚災害のときは 250 万円） 

貸付機関 農業協同組合、森林組合、漁業協同組合又は金融機関 

その他 町長の被害認定が必要 

(２) 茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基づく融資 

① 被害農林漁業者に必要な経営資金（茨城県農林漁業災害対策特別措置条例第２条

第 12 項） 

＜貸付けの内容＞ 

貸付けの相手方 被害農林漁業者 

貸付対象事業 

種苗、肥料、飼料、薬剤、農機具、家畜、しいたけほだ木、漁

具、稚魚、稚貝、餌料、漁業用燃油等の購入資金、漁船の建造又

は取得に必要な資金、その他農林漁業経営に必要な資金 

貸付利率 5％以内（特別被害地域内の特別被害農林漁業者は 3％以内） 

償還期限 6 年以内 

貸付限度額 被害農林漁業者当たり 200 万円以内 

貸付機関 農業協同組合、森林組合、漁業協同組合又は金融機関 

その他 町長の被害認定が必要 

 

② 被害を受けたために事業運営に必要な資金（茨城県農林漁業災害対策特別措置条

例第２条第 13 項） 

＜貸付けの内容＞ 

貸付けの相手方 被害組合 

貸付対象事業 被害を受けたために必要となった事業運営に要する資金 

貸付利率 6.5％以内 

償還期限 3 年以内 

貸付限度額 2,500 万円以内（連合会は 5,000 万円以内） 

貸付機関 
農業協同組合連合会、森林組合連合会、漁業協同組合連合会又

は金融機関 

 

③ 被害を受けた農業用施設の復旧に必要な資金（茨城県農林漁業災害対策特別措置

条例第２条第 14 項） 

＜貸付けの内容＞ 

貸付けの相手方 被害農業者又は特別被害農業者 

貸付対象事業 指定災害により被害を受けた農業用施設の復旧に必要な資金 

貸付利率 5％以内（特別被害地域内の特別被害農林漁業者は 3％以内） 

償還期限 12 年以内（共同利用施設は 15 年以内） 
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貸付限度額 
被害農林漁業者当たり 200 万円以内（共同利用施設は 2,000 万

円以内） 

貸付機関 農業協同組合、農業協同組合連合会又は金融機関 

その他 町長の被害認定が必要 

(３) 株式会社日本政策金融公庫（農林漁業施設資金） 

農林漁業者に対し、被害を受けた施設の復旧のために融資する資金の概要は次のとお

りである。 

＜貸付けの内容＞ 

償還期限 

共同利用施設：20 年（据置３年を含む。）以内 

主務大臣指定施設：果樹の改樹等 25 年（据置 10 年を含む。）以

内、その他 15 年（据置 3 年を含む。）以内 

貸付利率 ※公庫所定の利率による 

貸付限度額 

共同利用施設：貸付対象事業費の 80％ 

主務大臣指定施設：貸付対象事業費の 80％又は 1 施設 300 万円

（特認 600 万円、漁船 20t 未満：1,000 万円、20t 以上： 大 11

億円）のいずれか低い額 

担保 保証若しくは担保 

その他 

日本政策金融公庫のほか、農業協同組合、漁業協同組合、同連

合会、農林中央金庫等で申込み可能 

市町村長が発行する「罹災証明書」が必要 

(４) 農業災害補償 

農業経営者の災害によって受ける損失を補償する農業災害補償法（昭和 22 年法律第

185 号）に基づく収入保険及び農業共済について、災害時に農業共済組合等の補償業務

の迅速、適正化を図るとともに、早期に保険金及び共済金等の支払いができるよう指導

する。 

７ 中小企業復興資金 

被災した中小企業の再建を促進するための資金対策として、一般金融機関（普通銀行、

信用金庫、信用組合）及び政府系金融機関（株式会社商工組合中央金庫、株式会社日本政

策金融公庫）の融資、信用保証協会による融資の保証、災害融資特別県費預託等により施

設の復旧並びに事業の継続に必要な資金対策が迅速かつ円滑に行われるよう、商工産業対

策班（まちづくり推進課）により制度の概要、県及び関連機関の窓口を紹介する。 

(１) 資金需要の把握連絡 

中小企業関係の被害状況についての調査、再建のための資金需要についての把握等に

関して、県及び関連機関を通じて実施する。 

(２) 資金貸付けの簡易迅速化、条件の緩和等の措置 

管轄の金融機関に対して、被害の状況に応じ、貸付手続の簡易迅速化、貸付条件の緩

和等についての取扱い等についての要請を、県及び関連機関を通じて実施する。 

(３) 中小企業者に対する金融制度の周知 
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町は、国、県並びに政府系金融機関等が行う金融の特別措置について中小企業関係団

体と連携し、中小企業者に周知徹底を図る。 

(４) その他 

① 一般金融機関及び政府系金融機関に対し、県資金を預託し資金の円滑化を図る。 

② 県信用保証協会の保証推進のために必要な行政措置を行う。 

８ 住宅復興資金 

災害により住宅に被害を受けた者で次に該当する者に対しては、独立行政法人住宅金融

支援機構法の規定により災害復興住宅融資を適用し、建設資金又は補修資金の貸付けを行

う。 

なお、本資金の融資に関する申請・問い合せ窓口は、住宅金融支援機構であり、町は都

市計画対策班（都市計画課）により対象者に対し、制度の概要及び町の窓口を紹介する。 

(１) 災害復興住宅融資 

＜貸付けの内容＞ 

貸付対象者 

住宅が「全壊」、「大規模半壊」又は「半壊」した旨の「罹災証明

書」の交付を受けた者で、13 ㎡以上 175 ㎡以内の住宅部分を有

する住宅を建設する者 

貸付限度 原則 1,500 万円以内 

土地取得費 原則 970 万円以内 

整地費 400 万円以内 

償還期間 
① 耐火、準耐火、木造（耐久性） 35 年以内 

② 木造 25 年以内 

 

(２) 新築購入、リ・ユース（中古住宅）購入資金 

＜貸付けの内容＞ 

貸付対象者 

住宅が「全壊」、「大規模半壊」又は「半壊」した旨の罹災証明書

の交付を受けた者で、50 ㎡（共同建ての場合は 30 ㎡）以上 175

㎡以下の住宅部分を有する住宅を購入する者 

貸付限度 
①新築住宅 原則 2,470 万円以内（土地取得資金を含む。） 

②リ・ユース住宅 原則 2,170 万円以内（土地取得資金を含む。） 

償還期間 25～35 年以内 

 

(３) 補修資金 

＜貸付けの内容＞ 

貸付対象者 
補修に要する費用が 10 万円以上で、「罹災証明書」の発行を受

けた者 

貸付限度額 660 万円以内 

移転費 400 万円以内 
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整地費 400 万円以内 

償還期間 20 年以内 

(４) 町及び県の措置 

① 災害復興住宅資金 

町は、県と連携し、災害地の滅失家屋の状況を遅滞なく調査し、独立行政法人住宅金

融支援機構法に定める災害復興住宅資金の融資の適用災害に該当するときは、災害復

興住宅資金の融資について、借入手続の指導、融資希望者家屋の被害状況調査及び被害

率の認定を早期に実施し、災害復興資金の借入れの促進を図るよう努める。 

② 災害特別貸付金 

町長は、災害により滅失家屋がおおむね 10 戸以上となった被災地に対しては、罹災

者の希望により災害の実態を調査した上で、罹災者に対する貸付金の融資を独立行政

法人住宅金融支援機構に申し出るとともに、罹災者に融資制度の周知徹底を図り、借入

申込みの希望者に対して借入れの指導を行う。 

第３ 租税及び公共料金等の特例措置 

１ 国税等の徴収猶予及び減免の措置 

町、国及び県は、災害により被災者の納付すべき国税及び地方税について、法令及び条

例の規定に基づき、申告、申請、請求、その他書類の提出又は納付若しくは納入に関する

期日の延長、国税、地方税（延滞金等を含む。）の徴収猶予及び減免の措置を災害の状況に

応じて実施する。 

２ その他公共料金の特例措置 

(１) 郵政事業 

【日本郵便株式会社】 

① 被災者に対する郵便葉書などの無償交付 

災害救助法が適用された場合、被災１世帯当たり、郵便葉書５枚及び郵便書簡１枚の

範囲内で無償交付する。なお、交付場所は日本郵便株式会社が指定した郵便局とする。 

② 被災者の差し出す郵便物 

被災者が差し出す郵便物（速達郵便物及び電子郵便物を含む。）の料金免除を実施す

る。なお、取扱場所は日本郵便株式会社が指定した郵便局とする。 

③ 被災地あて救助用郵便物等の料金免除 

日本郵便株式会社が公示して、被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、共

同募金会又は共同募金連合会にあてた救助用物品を内容とするゆうパック及び救助用

又は見舞用の現金書留郵便物の料金免除を実施する。なお、引受け場所は全ての郵便局

（簡易郵便局を含む。）とする。 

(２) 通信事業 
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【ＮＴＴ東日本】 

「電話サービス契約約款通則 15」に基づき、災害が発生し、又は発生するおそれが

あるときは、臨時に料金又は工事に関する費用を減免することがある。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

ＮＴＴドコモの各種サービスの計画約款に基づき、災害が発生し、又は発生するおそ

れがあるときは、臨時にその料金又は工事費を減免することがある。 

(３) 電気事業 

【小売電気事業】 

原則として災害救助法適用地域の被災者が対象。経済産業大臣の許可を得て電気料

金免除等の特別措置を行うことがある。 

ア 電気料金の徴収期間及び支払期限の延伸 

イ 不使用月の基本料金の免除 

ウ 建替え等に伴う工事費負担金の免除（被災前と同一契約に限る。） 

エ 仮設住宅等での臨時電灯・電力使用のための臨時工事費の免除 

オ 被災により使用不能となった電気施設分の基本料金の免除 

カ 被災により１年未満で廃止又は減少した契約の料金精算の免除 

キ 被災に伴う引込線・メーター類の取付け位置変更のための諸工料の免除 

(４) ガス事業 

【東京瓦斯株式会社】 

ガス供給事業者が被害の状況を見て判断する。経済産業省若しくは関東経済産業局の

認可等が必要となる。 

ア 被災者のガス料金の早収期間及び支払期限の延長等 

イ 事業区域外の被災者が区域内に移住していた場合も、上記①を適用する。 

第４ 住宅建設の促進 

町は、自力で住宅建設ができない被災者に対する恒久的な住宅確保のため、町が実施する

災害公営住宅の建設及び既設公営住宅の復旧に対する指導、支援を適切に行う。町で対応が

困難な場合は県が代わって災害公営住宅を建設し、居住の安定を図る。 

また、町は、自力で住宅を建設する被災者に対しては独立行政法人住宅金融支援機構によ

る住宅資金の貸付けに対する情報の提供と指導を行う。 

１ 建設計画の作成 

町は、住宅被害の実態を把握し、住宅災害確定報告書、罹災者名簿、滅失住宅地図を作

成するものとし、県はこれを助言・指導する。 

２ 事業の実施 

町は、建設計画を整備し、災害公営住宅の建設、既設公営住宅の復旧を実施する。 

３ 入居者の選定 
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町は、特定入居を行うときの選定基準の作成及び選定を行うものとし、県はこれを助言・

指導する。 

第５ 被災者生活再建支援法の適用 

災害の被害を受けた者に対し、生活の再建を支援し、住民の生活の安定と被災地の速やか

な復興に資するため、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、被災者生活

再建支援金を支給するものであり、法に定める基準を満たした場合（市町村単位又は県域の

住家全壊世帯数が一定基準以上となった場合等）に、県により被災者生活再建支援法（以下

「支援法」という。）が適用され、被災者に支援金が支給される。 

１ 被害状況の把握及び被災世帯の認定 

町は、支援法の適用に当たって、住家の被害状況を把握し、次の基準で被災世帯の認定

を行う。 

(１) 被災世帯の認定 

支援法の対象となる被災世帯は、次に掲げるものをいう。（支援法第２条第２号） 

① 当該自然災害によりその居住する住宅が全壊した世帯 

② 当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、又はその居住する住宅の敷地に

被害が生じ、当該住宅の倒壊による危険を防止するため必要があること。当該住宅に

居住するために必要な補修費等が著しく高額となること、その他これらに準ずるや

むを得ない事由により当該住宅を解体し、又は解体されるに至った世帯 

③ 当該自然災害により火砕流等による被害が発生する危険な状況が継続することそ

の他の事由により、その居住する住宅が居住不能のものとなり、かつ、その状況が長

期にわたり継続することが見込まれる世帯 

④ 当該自然災害によりその居住する住宅が半壊し、基礎、基礎ぐい、壁、柱等であっ

て構造耐力上主要な部分として政令で定めるものの補修を含む大規模な補修を行わ

なければ当該住宅に居住することが困難であると認められる世帯（上記②、③に掲げ

る世帯を除く。） 

【※被災者再建支援法第２条第２号：「被災世帯」の定義】 

(２) 住家の滅失等の算定及び住家及び世帯の単位 

災害救助法における基準を参照 

２ 支援法の適用基準 

支援法の対象となる自然災害は、支援法施行令第１条の定めにより次に掲げるとおりで

ある。 

【※被災者再建支援法施行令第１条：支援金の支給に係る自然災害】 

(１) 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害（同

条第２項のいわゆるみなし規定により該当することとなるものを含む。）が発生した

市町村の区域に係る自然災害（支援法施行令第１条第１号） 

(２) 10 以上の世帯の住家が全壊する被害が発生した市町村の区域に係る自然災害（支

援法施行令第１条第２号） 
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(３) 100 以上の世帯の住家が全壊する被害が発生した都道府県の区域に係る自然災害

（支援法施行令第１条第３号） 

(４) (１)又は(２)に規定する被害が発生した都道府県の区域内の他の市町村（人口 10

万人未満のものに限る。）の区域で、５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した自

然災害（支援法施行令第１条第４号） 

(５) (３)又は(４)に規定する都道府県の区域に隣接する都道府県の区域内の市町村（人

口 10 万人未満のものに限る。）の区域で(１)～(３)に規定する区域のいずれかに隣

接し、５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した自然災害（支援法施行令第１条第

５号） 

(６) (３)又は(４)に規定する都道府県が２以上ある場合における市町村（人口 10 万未

満のものに限る。）の区域で、その自然災害により５（人口５万人未満の市町村にあ

っては、２）世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した自然災害。（支援法施行令第

１条第６号） 

３ 支援法の適用手続 

(１) 町による被害状況報告 

町長は、当該自然災害に係る被害状況を把握し、「被災者生活再建支援法の適用に係る

被害状況報告書」により知事に対して報告する。 

当該報告については、自然災害発生後の初期段階では、災害救助法適用手続における

報告「被害状況報告表」で兼ねることができる。 

資料編：13-６ 【様式】被害状況報告表 

(２) 県の被害状況報告及び支援法の適用 

知事は、町長の報告を精査した結果、発生した災害が支援法の適用基準に該当すると

認めたときは、内閣府政策統括官（防災担当）及び被災者生活支援法人に報告するとと

もに、支援法対象の自然災害であることを速やかに公示する。 

なお、町は、支援法が適用された通知を受ける。 

４ 支援金支給の基準 

支援金支給額の基準は、次表のとおりである。なお、世帯人数が１人の場合は、次表の

各該当額の３／４の額である。 

＜支援金支給額の基準＞ 

 
基礎支援金 

（住宅の被害程度） 

加算支援金 

（住宅の再建方法） 計 

申請期間 発災から 13 か月 発災から 37 か月 

全壊 

100 万円 

建設・購入 200 万円 300 万円 

解体 補修 100 万円 200 万円 

長期避難 賃借 50 万円 150 万円 

大規模半壊 50 万円 

建設・購入 200 万円 250 万円 

補修 100 万円 150 万円 

賃借 50 万円 100 万円 

中規模半壊 - 

建設・購入 100 万円 100 万円 

補修 50 万円 50 万円 

賃借 25 万円 25 万円 
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５ 支援金支給申請手続 

(１) 支援の対象 

■非住家（事務所や車庫）は対象外 

ただし、居宅兼車庫のように一体の建物として、居住の用に供されている物件

であれば支援の対象 

■被災当時に当該被災住宅に居住していた世帯が対象 

賃貸住宅（アパート等）の所有者は支援の対象外 

■被災当時に居住していた住家が対象 

別荘等は支援の対象外 

(２) 支給申請手続等の実施及び説明 

被災者の支援金申請窓口は町であり、町は、被災者支援班（社会福祉課）に相談窓口

を開設し、制度の対象となる被災世帯に対して、支給申請手続等について説明するとと

もに、申請は、県を通じ都道府県センターへ送付され、同センターから被災者へ支給さ

れる。支給の流れは、次のとおりである。 

＜支援金の申請及び支給の流れ＞ 

 

(３) 必要書類の発行 

町は、支給申請書に添付する必要のある書類について、被災者からの請求に基づき発

行する。 

■住民票など世帯が居住する住所の所在、世帯の構成が確認できる証明書類 

■罹災証明書類 

■振込口座先の通帳の写し 

(４) 申請期間 

■基礎支援金：発災日から 13 か月 

■加算支援金：発災日から 37 か月 

(５) 支給申請書等の取りまとめ 

町は、被災者から提出された支給申請書及び添付書類を確認取りまとめの上、速やか

に県に送付する。 

この際、「茨城県被災者生活再建支援システム」による被災者台帳作成機能及び県作成

のマクロ等を活用することにより、添付書類の作成が可能である。（「市町村から県への

被災者生活再建支援金支給申請書」の送付に係る添付書類の様式について（令和２年１

月 31 日事務連絡）」） 

６ 支援金の支給 

支給申請書類は、被災者生活再建支援法人で審査が行われ支援金の支給が決定される。 

都道府県センター

（ 公 財 ）

被 災 者 町 県

・支援金の支給

・支給の通知

支給の通知

申請書の送付

申請書の提出

申請書の送付

支給の通知
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決定内容は、被災者生活再建支援法人から申請者に通知書が交付されるとともに、支援

金は支給決定に基づき原則として被災者生活再建支援法人から直接口座振替払いにより、

申請者に支給される。 

(１) 支援金の現金支給 

町は、口座振替払いによる支援金支給ができないものについて、被災者生活再建支援

法人からの委託に基づき、申請者に現金による支援金の支給事務を行う。 

第６ 茨城県被災者生活再建支援補助事業による支援金の支給 

現行の被災者生活再建支援法（以下本項「法」という。）は、市町村の区域ごとに一定の

住家全壊被害等があった場合に適用されるため、同一災害での被災であっても、支援が受け

られない世帯が発生し、被災者間の不均衡が生じていた。 

そのため、県では、法の適用とならない住家被害等に対し法と同趣旨の支援金を支給し、

被災者の生活再建をより公平に支援するため、被災した世帯のうち、支援法の適用の対象と

ならない世帯を対象とし、生活再建のため、支援法と同趣旨の支援金を支給し、被災者の速

やかな復興に資するため、「茨城県被災者生活再建支援補助事業（以下「補助事業」という。）」

として制度化し、支援している。 

１ 被害状況の把握及び被災世帯の認定 

町は、補助事業の適用に当たって、住家の被害状況を把握し、次の基準で被災世帯の認

定を行う。 

(１) 被災世帯の認定 

補助事業の対象となる被災世帯は次に掲げるものをいう。 

① 当該自然災害により住家が全壊した世帯 

② 当該自然災害により住家が半壊し、又はその住家の敷地に被害が生じ、当該住家の

倒壊による危険を防止するため必要があること、当該住家に居住するために必要な

補修費等が著しく高額となることその他これらに準ずるやむを得ない事由により、

当該住家を解体し、又は解体されるに至った世帯 

③ 当該自然災害により住家が半壊し、基礎、基礎ぐい、壁、柱等であって構造耐力上

主要な部分として支援法施行令（平成 10 年政令第 361 号）第２条に定めるものの補

修を含む大規模な補修を行わなければ当該住家に居住することが困難であると認め

られる世帯（②に掲げる世帯を除く。以下「大規模半壊世帯」という。） 

④ 当該自然災害により住家が半壊した世帯（②及び③に掲げる世帯を除く。） 

【※被災者再建支援法施行令第２条：構造耐力上主要な部分】 

(２) 住家の滅失等の算定及び住家及び世帯の単位 

災害救助法における基準を参照 

２ 補助事業の適用基準 

補助事業の対象となる自然災害は、「茨城県被災者生活再建支援補助金交付要項第３条」

の規定に基づき、次のとおりである。 
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■県内において法が適用された市町村が１以上ある自然災害 

■県内において法の適用がないが、住家全壊被害が１世帯以上発生した自然災害 

３ 補助事業の適用手続 

(１) 町による被害状況報告 

町は、当該自然災害に係る被害状況を収集し、被災者支援班（社会福祉課）を窓口と

して、県に報告する。 

(２) 補助事業適用の通知 

県は、町の報告を精査した結果、発生した災害が補助事業の適用基準に該当すると認

めたときは、町に対し、補助事業適用を通知する。 

４ 支援金の支給額 

補助金支給額の基準は、次表のとおりである。なお、世帯人数が 1 人の場合は、次表の

各該当額の３／４の額である。 

＜補助金支給額の基準＞ 

 
基礎支援金 

（住宅の被害程度） 

加算支援金 

（住宅の再建方法） 
計 

全壊 

解体 

（50％台） 

100 万円 

建設・購入 200 万円 300 万円 

補修 100 万円 200 万円 

賃借 50 万円 150 万円 

大規模半壊 

（40％台） 
50 万円 

建設・購入 200 万円 250 万円 

補修 100 万円 150 万円 

賃借 50 万円 100 万円 

中規模半壊 

（30％台） 
- 

建設・購入 100 万円 100 万円 

補修 50 万円 50 万円 

賃借 25 万円 25 万円 

半壊 

（20％台） 
20 万円 

建設・購入 - - 

補修 - - 

賃借 - - 

５ 支援金支給申請手続 

(１) 支給申請手続等の説明 

被災者の支援金申請・支給窓口は町であり、町は、被災者支援班（社会福祉課）に相

談窓口を開設し、制度の対象となる被災世帯に対し、支給申請手続等について説明する。 

支援金の申請から支給までの流れは次のとおりである。 

＜支援金の申請及び支給の流れ＞ 

 

(２) 必要書類の発行 

町は、支給申請書に添付する必要のある書類について、被災者からの請求に基づき発

行する。 

被災世帯 町 県
② 支援金支給

③ 実績報告

④ 補助金交付

① 申 請
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■住民票など世帯が居住する住所の所在、世帯の構成が確認できる証明書類 

■罹災証明書類 

■振込口座先の通帳の写し 

６ 支援金の支給及び報告 

町は、被災世帯から提出された支給申請書類を審査し、適正と認められる場合は直接口

座振替払いにより申請者に支援金を支給する。 

なお、補助金の対象となる事業が完了したときは、当該事業が完了した日から起算して

30 日以内に茨城県被災者生活再建支援補助事業に係る事業実績報告書により報告する。 

７ 県からの補助 

町は、被災世帯へ支援金を支給した場合、支給の実績に基づいてその費用の一部の補助

を受けることができる。 
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第３節 被災施設の復旧 

災害復旧計画は、災害発生後被災した施設の原形復旧に併せて、災害の再発を防止するため、

必要な施設の新設又は改良を行う等、将来の災害に備える事業計画を樹立し、その実施を図る

ものである。 

 

《計画体系》 

被災施設の復旧 
  

１ 災害復旧事業計画の作成   

      

  
  

２ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画等の作成 
  

       

  
  

３ 解体、がれき処理 
  

       

 

 

関係部課 
総務課、財政管財課、税務課、防災安全課、農業政策課、建設課、都市計画

課、上下水道課 

関係機関 県西水道事務所 

第１ 災害復旧事業計画の作成 

町、県及びその他の機関は、災害応急対策を講じた後に被害の程度を十分調査・検討し、

それぞれが所管する公共施設に関する災害復旧事業計画を速やかに作成し、国又は県が費

用の全部又は一部を負担若しくは補助するものについて、復旧事業費の決定及び決定を受

けるための査定計画を立て、査定実施が速やかに行えるよう努める。 

１ 災害の再発防止 

関係機関は、復旧事業計画の樹立に当たって、被災原因、被災状況等を的確に把握し、

災害の再発防止に努めるよう十分連絡調整を図り計画を作成する。 

２ 災害復旧事業の実施体制 

災害により被害を受けた施設の復旧を迅速に行うため町、県、指定地方行政機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関等は、復旧事業の事業費が決定され次第、早期に実施する

ため、必要な職員の配備、職員の応援及び派遣等について措置する。 

３ 災害復旧事業期間の短縮 

町は、復旧事業計画の樹立に当たって、災害地の状況、被害の発生原因を考慮し、災害

の再発防止及び速やかな復旧が図られるよう関係機関と十分連絡をとって調整を図り、事

業期間の短縮に努める。 

災害復旧事業の種類を次に示す。 

▼  公共土木施設災害復旧計画《河川公共土木施設事業復旧計画、砂防設備事業復旧計

画、林地荒廃防止施設事業復旧計画、道路公共土木施設事業復旧計画》 

▼  農林水産施設災害復旧計画《農地農業用施設事業復旧計画、その他施設（林業施設
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事業復旧計画、共同利用施設事業復旧計画）》 

▼  都市災害復旧事業計画 

▼  上下水道災害復旧事業計画 
▼  住宅災害復旧事業計画 

▼  社会福祉施設災害復旧事業計画 

▼  公立医療施設、病院等災害復旧事業計画 

▼  学校教育施設災害災害復旧事業計画 

▼  社会教育施設災害復旧事業計画 

▼  復旧上必要な金融その他資金計画 

▼  その他の計画 

４ 復旧事業の促進 

町は、復旧事業が決定したものについては、速やかに実施できるよう措置し、復旧事業

の実施効果を挙げるよう努める。 

第２ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成計画等の作成 

町は、被災施設の災害の程度により、緊急の場合に応じて公共土木施設災害復旧事業費国

庫負担法等に規定する緊急査定が実施されるよう必要な措置を講じて復旧工事が迅速に行

われるよう努める。 

１ 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

（激甚法第３条、同法施行令第２～３条） 

【※激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律第３条：特別の財政援助 

及びその対象となる事業の範囲】 

【※同法施行令第２条：政令で定める公共土木施設】 

【※同法施行令第３条：堆積土砂に関する施設等の範囲】 

(１) 公共土木施設災害復旧事業 

・ 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の規定の適用を受ける公共土木施設の災

害復旧事業 

(２) 公共土木施設災害関連事業 

・ 公共土木施設災害復旧事業のみでは災害の再発防止に十分な効果が期待できない

と認められるため、これと合併施行する公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施

行令第１条各号の施設の新設又は改良に関する事業で、国の負担割合が２/３未満

のもの（道路、砂防を除く。） 

【※公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令第１条：公共土木施設の範囲】 

(３) 公立学校施設災害復旧事業 

・ 公立学校施設災害復旧費国庫負担法の規定の適用を受ける公立学校の施設の災害

復旧事業 

(４) 公営住宅災害復旧事業 
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・ 公営住宅法第８条第３項の規定の適用を受ける公営住宅又は共同施設の建設又は

補修に関する事業 

【※公営住宅法第８条第３項：災害の場合の公営住宅の建設等に係る国の補助の特例等】 

(５) 生活保護施設災害復旧事業 

・ 生活保護法第 40 条（地方公共団体が設置するもの）又は第 41 条（社会福祉法人

又は日赤が設置するもの）の規定により設置された施設の災害復旧事業 

【※生活保護法第 40 条：都道府県、市町村及び地方独立行政法人の保護施設設置の権限】 

(６) 児童福祉施設災害復旧事業 

・ 児童福祉法第 35 条第２項から第４項までの規定により設置された施設の災害復

旧事業 

【※児童福祉法第 35 条第２項：児童福祉施設設置の権限［経営者の社会的信望の有無］】 

【※同法第 35 条第３項：児童福祉施設設置の権限［職員の社会福祉事業に関する知識又

は経験の有無］】 

【※同法第 35 条第４項：児童福祉施設設置の権限［条件］】 

(７) 老人福祉施設災害復旧事業 

・ 老人福祉法第 15 条の規定により設置された養護老人ホーム及び特別養護老人ホ

ームの災害復旧事業 

【※老人福祉法第 15 条：施設設置の権限】 

(８) 身体障害者社会参加支援施設災害復旧事業 

・ 身体障害者福祉法第 28 条第１項又は第２項の規定により、県又は市町村が設置し

た施設の災害復旧事業 

【※身体障害者福祉法第 28 条第１項：施設設置の権限［都道府県］】 

【※同法第 28 条第２項：施設設置の権限［市町村］】 

(９) 障害者支援施設災害復旧事業 

・ 障害者自立支援法第 79 条第１項若しくは第２項又は第 83 条第２項若しくは第３

項の規定により県又は市町村が設置した施設の災害復旧事業 

【※障害者自立支援法第 79 条第１項：事業開始等の権限［障害福祉サービス事業］】 

【※同法第 79 条第２項：事業開始等の権限［一般相談支援事業及び特定相談支援事

業］】 

【※同法第 83 条第２項：施設設置等の義務［都道府県］】 

【※同法第 83 条第３項：施設設置等の義務［市町村］】 

(10) 婦人保護施設災害復旧事業 

・ 売春防止法第 36 条の規定により県が設置した婦人保護施設の災害復旧事業 

【※売春防止法第 36 条：婦人保護施設設置の権限】 

(11) 感染症指定医療機関災害復旧事業 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定する感染症指定

医療機関の災害復旧事業 

(12) 感染症予防事業 

・ 激甚災害のための感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 58

条の規定による県の支弁に係る感染症予防事業 

【※感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 58 条： 

書面による通知義務】 
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(13) 堆積土砂排除事業 

・ 公共施設の区域内の排除事業（激甚災害に伴い公共施設の区域内で堆積した政令

で定めた程度に達する異常に多量の泥土、砂礫、岩石、樹木等の排除事業で地方公

共団体又はその機関が施行するもの） 

・ 公共的施設区域外の排除事業（激甚災害に伴い発生した堆積土砂で、町長が指定

した場所に集積されたもの又は町長がこれを放置することが公益上重大な支障があ

ると認めたものについて、町が行う排除事業） 

(14) 湛水排除事業 

・ 激甚災害の発生に伴う破堤又は溢流により浸水した一団の地域について、浸水面

積が 30 ヘクタール以上に達するものの排除事業で地方公共団体が施行するもの 

２ 農林水産業に関する特別の助成 

(１) 農林水産業の災害復旧事業に係る補助の特別措置 

・ この特別措置は、その年に発生した激甚災害に係る災害復旧事業及び災害関連事

業に要する経費の額から、災害復旧事業については、天災融資法第３条第１項の規

定により補助する額、関連事業については、通常補助する額を、それぞれ控除した

額に対して、一定の区分に従い超過累進率により嵩上げを行い措置する。 

【※天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法 

第３条第１項：国庫補助の範囲】 

(２) 農林水産業共同利用施設災害復旧事業の補助の特例 

・ 激甚災害を受けた共同利用施設については、天災融資法の特例を定め、１か所の

工事費用が政令で指定される地域内の施設について１か所の工事費用を 13 万円に

引き下げて補助対象の範囲を拡大した。 

(３) 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

(４) 天災融資法第２条第１項の規定による天災が激甚災害として指定された場合、次

の２点の特別措置を行う。 

・ 天災融資法の対象となる経営資金の貸付限度額を 250 万円（果樹等政令で定める

資金として貸し付ける場合の貸付限度額については 600 万円。）に引き上げ、償還期

限を１年延長し、７年以内とする。 

・ 政令で定める地域において被害を受けた農業協同組合等又は農業協同組合連合会

に対する天災融資法の対象となる事業資金の貸付限度額を引き上げる。 

【※天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法 

第２条第１項：「被害農業者」「被害林業者」「被害漁業者」の定義】 

(５) 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

(６) 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

・ 激甚災害に伴う破提又は溢流により浸水した一団の地域について浸水面積が引き

続き、１週間以上にわたり 30 ヘクタール以上である区域で農林水産大臣が告示し

た場所の湛水排除事業費の補助 

３ 中小企業に関する特別の助成 

(１) 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 
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・ 激甚災害法による指定がなされた場合、被災地域内に事業所を有し、かつ激甚災

害を受けた中小企業者、事業協同組合等の再建資金の借入れに関する保証の特例が

定められている。 

・ 災害等の突発的事由により、経営の安定に支障を生じている中小企業者について、

中小企業信用保険法に基づき、資金の借入れについて、保証の特例が定められてい

る。 

(２) 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間の特例 

・ 激甚災害を受けた中小企業者に対する、廃止前の小規模企業者等設備導入資金助

成法に基づく貸付金について、県は償還期間を２年以内において延長することがで

きる。 

(３) 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

４ その他の財政援助及び助成 

(１) 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助の対象となるもの（法第３条第１項

の特定地方公共団体が設置する公民館、図書館、体育館、運動場、水泳プールその他

文部科学大臣が財務大臣と協議して定める施設で、その災害からの復旧に要する経

費の額が一つの公立社会教育施設ごとに 60 万円以上のもの） 

【※災害対策基本法第３条第１項：国の責務】 

(２) 私立学校施設災害復旧事業に対する補助（激甚災害を受けた私立の学校の建物等

の復旧に要する一つの学校の工事費の額をその学校の児童あるいは生徒の数で除し

て得た額が 750 円以上で、一つの学校について、幼稚園は 60 万円以上、特別支援学

校は 90 万円以上、小・中学校は 150 万円以上、高等学校は 210 万円以上、短大は 240

万円以上、大学は 300 万円以上の場合。） 

(３) 日本私立学校振興・共済事業団による被災私立学校施設の災害復旧に必要な資金

の貸付け 

(４) 市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

(５) 母子及び寡婦福祉資金に関する国の貸付けの特例（国は、特定地方公共団体である

県が被災者に対する母子及び寡婦福祉資金の貸付金の財源として特別会計に繰り入

れた額の３倍に相当する金額を県に対して貸し付ける。） 

(６) 水防資材費の補助の特例（次のいずれかの地域で国土交通大臣が告示する地域に

補助される。 

① 県に対して補助する場合は、激甚災害に対し県が水防のため使用した資材の取得

に要した費用が 190 万円を超える県 

② 水防管理団体に対しては、激甚災害に関し、当該水防管理団体が水防のため使用し

た資材の取得に要した費用が 35 万円を超える水防管理団体。なお、補助率は 2/３で

ある。） 

(７) 罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 

(８) 公共土木施設、公立学校施設、農地農業用施設及び林道の小災害復旧事業に対する

特別の財政援助 

５ 公共土木施設災害復旧の取扱手続 

(１) 公共事業について 



第３編 震災対策計画 

第３章 災害復旧・復興対策計画 

第３節 被災施設の復旧 

3-244 

境町地域防災計画 

 

公共土木施設災害復旧事業（河川、林地荒廃防止施設、地すべり防止施設、急傾斜地

崩壊防止施設、橋梁、道路、下水道）の取扱手続は次のとおりである。 

なお、災害復旧事業として採択されうる限度及び範囲については、公共土木施設災害

復旧事業費国庫負担法、同法施行令（昭和 26 年政令第 107 号）、同法施行規則（昭和 26

年運輸省令第 46 号）、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱、同査定方

針により運営される。 

 

 

(２) 小災害の措置について 

町は、上記以外の小災害（上記の国庫災害から外したものを含む。）で、将来再び出水

等の際に被害の要因をなすと認められるものは、事業の実施手法等を検討しつつ、速や

かに災害復旧事業を実施する。 

また、これらの実施に必要な資金需要額については、財源を確保するために起債その

他の措置を講ずる等災害復旧事業の早期実施に努める。 

第３ 解体、がれき処理 

１ 再生利用の促進 

災害復旧事業の実施に伴って、被害を受けた施設の解体及びがれき処理を行う場合、事

業主体となる者は、発生する廃棄物の再生利用により、 終処分量の削減に努める。 

２ 災害廃棄物処理事業との連携 

関係部局は、堆積土砂の除去事業や農用地の災害復旧事業の実施に当たり、当該事業に

伴って生じた廃棄物の処理について、災害廃棄物処理事業と併せて実施する場合には、密

接に連携して調整を行い、計画的な実施に努める。 
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第４節 激甚災害の指定 

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「激甚法」という。）に基づ

く激甚災害の指定を受けるため災害の状況を速やかに調査し、実情を把握して早期に激甚災害

の指定を受けられるよう措置し、公共施設の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう措

置を講じることが重要である。 

 

《計画体系》 

激甚災害の指定 
  

１ 災害調査   

      

  
  

２ 激甚災害指定の手続 
  

       

 

 

関係部課 総務課、防災安全課、農業政策課、建設課、都市計画課、上下水道課 

関係機関 県 

第１ 災害調査 

知事は、市町村の被害状況等を検討の上、激甚災害及び局地激甚災害の指定を受ける必要

があると思われる事業について各関係部局に必要な調査を行わせる。 

各関係部局は、施設その他の被害額、復旧事業に要する負担額、その他激甚法に定める必

要な事項を速やかに調査し（局地激甚災害の指定を受ける必要がある場合は防災・危機管理

部を通じ）、知事に報告する。知事は、調査結果を取りまとめ、内閣総理大臣に報告する。 

町は、県が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等について協力する。 

第２ 激甚災害指定の手続 

大規模な災害が発生した場合、内閣総理大臣は、知事等の報告に基づき、中央防災会議の

意見を聞いて、激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する。中央防災会議は、内閣総

理大臣に答申するに際し、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準に基づいて、激甚災

害として指定すべき災害かどうかを答申する。 
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第５節 災害復興計画 

被災した住民の生活や企業の活動等の健全な回復には、迅速な被災地域の復興が不可欠であ

る。復興は復旧と異なり、被災前の地域の抱える課題を解決し、被災を契機に都市構造や地域

産業の構造等の特性を踏まえた自然と共生したより災害の少ない都市への改変など、より良い

ものに改変する事業と位置付けられる。復興事業は、住民や企業、その他多数の機関が関係す

る高度かつ複雑な事業である。これを効果的に実施するためには、被災後速やかに、災害復興

計画を作成し、関係する主体との調整及び合意形成を行い、計画的な復興事業を推進する必要

がある。 

 

《計画体系》 

災害復興計画 
  

１ 事前復興対策の実施   

   

  
  

２ 災害復興対策本部の設置 
  

       

  
  

３ 災害復興方針及び災害復興計画の策定 
  

       

  
  

４ 災害復興対策事業の実施 
  

       

 

 

関係部課 
財政管財課、まちづくり推進課、地方創生課、農業政策課、建設課、都市計

画課、上下水道課 

第１ 事前復興対策の実施 

１ 復興手順の明確化 

町は、県と連携し、過去の復興事例等を参考として、方針の決定、計画の策定、法的手

続、住民の合意形成等の復興対策の手順をあらかじめ明らかにしておく。 

２ 復興基礎データの整備 

町は、県と連携し、復興対策に必要となる測量図面、建物現況、土地の権利関係等の各

種データをあらかじめ整備し、データベース化を図るよう努める。 

第２ 災害復興対策本部の設置 

町長は、被害状況を速やかに把握し、災害復興の必要性を確認した場合に、町長を本部長

とする災害復興対策本部を設置する。 

第３ 災害復興方針及び災害復興計画の策定 

町は、被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者等の意向等を勘案しつつ、必要に応

じて被災地の災害復興方針及び災害復興計画を策定する。 
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１ 災害復興検討委員会の設置 

町長は、学識経験者、有識者、町議会議員、住民代表、行政関係職員より構成される災

害復興検討委員会を設置する。 

２ 計画の策定に必要な調査の実施 

(１) 地域の被災状況の迅速な把握 

迅速かつ計画的な地域の復興を進めるためには、長期的な展望の上に立った基本的な

方向の決定、計画を策定する必要がある。災害復興検討委員会は、その基礎資料となる

被災地の詳細情報を関係機関と緊密な連携をとりながら収集し、整理分析を行う。 

(２) 地域住民の意向の把握 

災害復興検討委員会は、地域の復興の推進に際して、被災地の詳細な状況把握を行う

とともに、住民の意向等を反映しながら、復興の基本方針となる災害復興方針を策定す

る。 

３ 災害復興方針及び災害復興計画の策定 

(１) 復興のための基本方針及び計画の策定 

災害復興検討委員会は、災害が発生した場合には、復興に向けた指針、手順、基本目

標、計画推進のための体制整備等を位置付けた災害復興方針を策定する。 

また、復興方針に基づき具体的な災害復興計画を策定する。災害復興計画では、市街

地復興に関する計画、産業復興に関する計画、生活復興に関する計画及びその事業手法、

財源確保、推進体制に関する事項について定める。 

なお、大規模災害を受けた場合は、大規模災害からの復興に関する法律を活用し、国

の復興基本方針に即して、復興計画の策定を行う。 

(２) 地域住民への情報提供 

地域復興の主体は住民であり、定期的に住民との話合い等の機会を設定し、十分な意

思疎通を図る必要がある。 

災害復興対策本部は、復興計画に関する情報提供、広報及び啓発活動等を行う等によ

り計画内容の周知徹底を図る。 

(３) 計画推進のための体制の整備 

災害復興対策本部は、復旧・復興計画に基づいて効果的に各事業を遂行するため、国、

県及び関係機関等との事業推進、協働体制の確立に努める。その際、動員体制、復興事

業のための資機材の確保、地域との窓口、ボランティアとの連携体制についても確立す

る。 

第４ 災害復興対策事業の実施 

復旧・復興対策を実施するには、莫大な事業費が必要になるほか、災害の影響による税収

の落ち込み等により財政状況の悪化が懸念される。 

町は、復興対策を迅速かつ的確に実施するため県と調整を図りながら予算の編成と復興

財源の確保に努め災害復興事業を推進する。 
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１ 市街地復興事業のための行政上の手続の実施 

町は、被災市街地復興特別措置法第５条の規定により、都市計画に被災市街地復興推進

地域を指定し、建築行為等の制限等をすることができる。 

被災市街地復興推進地域は、通常の都市計画決定の手続と同様の手順で行う。 

【※被災市街地復興特別措置法第５条：被災市街地復興推進地域に関する 

都市計画策定の権限】 

２ 復興事業の実施 

(１) 専管部署の設置 

町は、復興に関する専管部署を設置する。 

(２) 復興事業の実施 

町は、復興に関する専管部署を中心に復興計画を整備し、復興事業を推進する。 

(３) 予算の編成 

① 財政需要見込額の算定 

町は、被災状況調査を基に、復旧・復興事業に関する財政需要見込額を算定する。 

② 発災年度の予算執行方針の策定 

町は、緊急度が高い復興事業を滞りなく実施するため、優先的に取り組むべき対策と

執行を当面凍結すべき事業を抽出し、予算執行方針を策定する。 

③ 予算の編成方針の策定 

町は、復興対策を迅速かつ的確に実施するための予算について､その編成方針を策定

する。 

(４) 復興財源の確保 

① 国、県への要望による財源の確保 

町は、復興対策実施に係る財政需要に対応するため、財源確保に関する特例措置、宝

くじ発行等について被災自治体と連携して国、県に要望する。 

② 地方債の発行等による財源の確保 

町は、復旧・復興対策に係る膨大な財政需要と大幅な税収減に対応するため、県と調

整を図りながら災害復旧事業債や歳入欠陥等債、その他復興を目的とした公営競技等

の開催などの措置による復興財源の確保を検討する。 

３ 事業推進に当たっての留意事項 

(１) 市街地復興事業のための行政上の手続の実施 

町は、復興のため市街地の整備改善が必要な場合には、建築基準法第 84 条による建築

制限区域の指定や被災市街地復興特別措置法第５条による被災市街地復興推進地域の指

定など、土地区画整理事業、市街地再開発事業等の実施により合理的かつ健全な市街地

の形成と都市機能の更新を図る。 

【※建築基準法第 84 条：被災市街地における建築制限の権限】 
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【※被災市街地復興特別措置法第５条：被災市街地復興推進地域に関する 

都市計画策定の権限】 

(２) 事業推進体制 

町は、被災地の復興について主体となって、県、関係機関・団体及び住民・事業所と

協力して、災害復興計画を整備し事業を推進する。なお、事業の計画的な推進のため、

必要に応じ、復興に関する専門部局を設置する。 
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付編 南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応の基本構想 

第１章 総則 

第１節 作成の趣旨 

(１) 作成の背景と法令等の整備 

南海トラフ沿いで発生する大規模な地震（以下「南海トラフ地震」という。）は、国は

これまで、その地震発生の切迫性等の違いから、「東海地震」と「東南海・南海地震」の

それぞれ、個別に対策を進めてきた。しかしながら、東海地震が未だ発生しておらず、

また、南海トラフ大規模地震（Ｍ８からＭ９クラス）は、今後 30 年以内に発生する確率

が 70～80％であり、昭和東南海地震・昭和南海地震の発生から約 80 年が経過し、切迫

性の高い状態にある。 

このため、国では、 新の科学的な知見を踏まえて、南海トラフ沿いで「東海、東南

海、南海地震が同時に発生」することを想定した対策の必要性が高まり、また、平成 23

年の東日本大震災地震対策を検討するに当たっては、「科学的に想定し得る 大規模の

地震・津波」を想定することが必要となり、国は、新たに「南海トラフ地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法（平成 14 年法律第 92 号）」（以下「南海トラフ特措

法」という。）に基づく「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」（以下「基本計画」と

いう。）を策定し、これにより南海トラフ地震が発生した場合に、著しい地震災害が生ず

るおそれがある「南海トラフ地震防災対策推進地域」（以下「推進地域」という。）に指

定されている地方公共団体、推進地域内の指定公共機関においては、「南海トラフ地震防

災対策推進計画」（以下「推進計画」という。）を作成することとなっている。茨城県に

おいては、沿岸沿いの８市町村が本推進地域に指定されているものの、町は推進計画策

定自治体としての指定はない。 

(２) 科学的知見に基づく後発地震への警戒 

国は、平成 29 年９月の中央防災会議による「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づ

く防災対応のあり方について（報告）」を受け、国、地方公共団体、関係事業者等におけ

る新たな防災対応に関する計画の策定の考え方や、防災対応の実施のための仕組み等を

整理する予定としている。その新たな防災対応が定められるまでの当面の間、過去の発

生形態から異常な現象が発生した後に発生するおそれがある南海トラフ大規模地震（以

下「後発地震」という。）発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まったと評価された

場合は、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」が発表され、政府から

避難等の警戒を行うよう呼びかけが行われるようになった。 

(３) 後発地震に対する町としての備え及び役割 

町は、法律に基づく計画策定義務等はない。しかしながら、南海トラフ地震では、町

も 大震度５強（東日本大震災と同じ。）が想定されており、「南海トラフ臨時情報の発

表」（第１章第１の６を参照）等、その多様な発生形態の特性、後発地震の蓋然性の高ま

りは、想定される未曽有の大規模災害として、多種多様の複合災害に国全体としての対

応が必要であり、町としても、町内への影響・災害対応のみならず、支援する自治体と

しての役割について、その方向性について検討しておく必要性がある。 
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そのため、南海トラフ地震の概要を知ることは重要であり、今回の改訂に伴い、前兆

となる地震の発生等の異常現象後、引き続き迫りくる後発地震に備えるための基本的な

考え方としてまとめたものである。 

(４) 「東海地震の警戒宣言発令時の対応措置計画」の廃止 

なお、「南海トラフ地震臨時情報」の運用開始（平成 29 年 11 月１日）に伴い、東海地

震の予測は困難なことから、「東海地震に関連する情報」としての発表は行わないことと

なった。 

そのため、従前の本計画における付編「東海地震の警戒宣言発令時の対応措置計画」

については削除する。また、本付編の内容については、県が、「南海トラフ沿いで異常な

現象が観測された場合に実施する新たな防災対応」に関する計画等を整理した際に、必

要な修正を行うこととする。 
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第２節 南海トラフ地震の概要 

 

《計画体系》 

南海トラフ地震の概要 
  

１ 南海トラフ地震の想定震源域   

      

  
  

２ 南海トラフ想定震源域周辺の地震発生状況 
  

     

  
  

３ 南海トラフ地震防災対策推進地域等 
  

       

  
  

４ 南海トラフ地震の被害想定 
  

       

  
  

５ 南海トラフ後発地震発生の形態 
  

       

  
  

６ 南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件 
  

       

 

第１ 南海トラフ地震の想定震源域 

南海トラフとは、駿河湾、遠州灘、紀伊半島の南側の海域、及び土佐湾を経て日向灘沖ま

でのフィリピン、ユーラシア各プレート接する改訂の帯状の地形を言い、南海トラフ地震は、

南海地震、東南海地震及び東海地震の各震源域を包括したものであり、南海トラフ地震の震

源想定域は次の図のとおりである。 

＜南海トラフ地震の想定震源域＞ 

 

出典：内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（令和３年５月） 
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第２ 南海トラフ想定震源域周辺の地震発生状況 

南海トラフ想定震源域周辺の過去の M7.0 以上の地震発生状況は、次図のとおりである。 

＜過去のＭ7.0 以上の地震発生状況＞ 

 

出典：内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（令和３年５月） 

第３ 南海トラフ地震防災対策推進地域等 

１ 指定基準の概要 

指定地域は、南海トラフ特措法に基づき、南海トラフ地震が発生した場合に著しい地震

災害が生ずるおそれがあるため、地震防災対策を推進する必要がある地域を、科学的に想

定し得る 大規模の地震（Ｍ９）を想定し、内閣総理大臣が指定する地域であり、その指

定基準は、次のとおりである。 

■震度６弱以上が予想される地域 

■津波高３ｍ以上で海岸堤防が低い地域 

■防災体制の確保、過去の被災履歴への配慮 

２ 推進地域 

指定を受けた推進地域は、１都２府 26 県 707 市町村であり、次図のとおりである。 

なお、県では、地震防災対策推進地域として、海岸線沿いを中心とした水戸市、日立市、

ひたちなか市、鹿嶋市、神栖市、鉾田市、大洗町東海村の８市町村が指定を受けているが、

県に「地震津波避難対策特別強化地域指定市町村※１」はない。 
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※１地震津波避難対策特別強化地域： 

津波により 30m 以上の浸水が地震発生から 30 分以内に発生する地域、強化地域市町

村に挟まれた市町村等 

＜指定を受けた推進地域＞ 

 

出典：内閣府「南海トラフ地震防災対策推進地域の指定」 

第４ 南海トラフ地震の被害想定 

本付偏における南海トラフ地震の被害想定は、平成 23 年８月に内閣府に設置された「南

海トラフの巨大地震モデル検討会」（以下「モデル検討会」という。）において、科学的知見

に基づき、南海トラフの巨大地震対策を検討する際に想定した 大クラスの地震・津波によ

る被害想定で、地震被害は、モデル検討会で検討された地震動５ケースのうち「被害が 大

となると想定されるケース」（以下「基本ケース」という。）をもとにしている。 

その上で、現状における社会構造の変化や対策の進捗等を踏まえ、 新のデータ（建築物

や人口、ライフライン等のデータ、津波避難意識アンケート結果等）に基づき再計算され、

国により平成元年６月に公表されたものを使用している。 

なお、昭和 56 年以前の旧耐震基準で建築された建物の耐震化を推進し、耐震性を持たせ

ることにより、死者数は約 80％減と大きく減少するものと推計される。このことからも、

建物の耐震性の強化を推進することは重要である。 
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＜基本ケースの震度分布＞ 

 

出典：内閣府「南海トラフ巨大地震の被害想定について」（令和元年６月） 

 

＜基本ケースにおける建物被害想定＞ 

地震動ケース（陸側）／津波ケース（ケース⑤） 

項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

揺れによる全壊 約 1,346,000 棟 

液状化による全壊 約 134,000 棟 

津波による全壊 約 154,000 棟 

急傾斜地崩壊による全壊 約 6,500 棟 

地震火災による焼失 
平均風速 約 154,000 棟 約 192,000 棟 約 678,000 棟 

風速 8m/s 約 189,000 棟 約 228,000 棟 約 746,000 棟 

全壊及び焼失棟数合計 
平均風速 約 1,794,000 棟 約 1,833,000 棟 約 2,318,000 棟 

風速 8m/s 約 1,829,000 棟 約 1,868,000 棟 約 2,386,000 棟 

ブロック塀等転倒数 約 849,000 件 

自動販売機転倒数 約 19,000 件 

屋外落下物が発生する建物数 約 859,000 棟 

※地震動による堤防・水門の機能不全を考慮した場合、津波による建物被害増分は約 19,000 棟 

 

＜基本ケースにおける人的被害想定＞ 

地震動ケース（陸側）／津波ケース（ケース①） 

項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

建物倒壊による死者 

（うち屋内収容物移動・転倒、屋内落下物） 

約 82,000 人 

（約 6,200 人） 

約 37,000 人 

（約 3,000 人） 

約 59,000 人 

（約 3,900 人） 

津波による死者 
早期避難率高

＋呼びかけ 
約 117,000 人 約 68,000 人 約 70,000 人 
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項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

早期避難率低 約 230,000 人 約 195,000 人 約 196,000 人 

急傾斜地崩壊による死者 約 600 人 約 200 人 約 400 人 

地震火災による死者 
平均風速 約 8,600 人 約 5,200 人 約 21,000 人 

風速 8m/s 約 10,000 人 約 5,900 人 約 22,000 人 

ブロック塀・自動販売機の転倒、屋外落下

物による死者 
約 30 人 約 500 人 約 800 人 

死者数合計 
平均風速 

約 208,000 人 

～約 321,000 人 

約 111,000 人 

～約 237,000 人 

約 151,000 人 

～約 277,000 人 

 
風速 8m/s 

約 209,000 人 

～約 323,000 人 

約 111,000 人 

～約 238,000 人 

約 152,000 人 

～約 278,000 人 

負傷者数 
約 606,000 人 

～約 623,000 人 

約 507,000 人 

～約 524,000 人 

約 516.000 人 

～約 535,000 人 

揺れによる建物被害に伴う要救助者 

（自力脱出困難者） 
約 311,000 人 約 194,000 人 約 243,000 人 

津波被害に伴う要救助者 約 29,000 人 約 32,000 人 約 32,000 人 

※津波による人的被害は、地震動に対して堤防・水門が正常に機能した場合であり、また津波避

難ビル等の効果を考慮していない場合 

第５ 南海トラフ後発地震発生の形態 

１ 大規模後発地震の発生可能性が相対的に高まったと判断できるケース 

南海トラフ地震での大規模な後発地震の発生形態は多様であり、次期に発生する後発地

震が、どのような形態となるかは不明だが、大規模後発地震発生の可能性が平常時と比べ

て相対的に高まったと評価された場合の防災対応について、「南海トラフ沿いの異常な現

象への防災対応検討ワーキンググループ」において平成 30 年 12 月にとりまとめられた。

現在、「大規模な後発地震の発生可能性が相対的に高まったと判断できるケース」（以下「判

断ケース」という。）は、(１)半割れケース、(２)一部割れケース、(３)ゆっくりすべりケ

ースの３ケースである。 

２ 各判断ケースごとの特性 

(１) 半割れケースの概要 

南海トラフの想定震源域内の領域で、次のように当初大規模地震が発生し、残りの領

域で大規模後発地震発生の可能性が相対的に高まったと評価された場合を想定している。 

■南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてＭ8.0 以上の地震が発

生した場合、大規模地震発生の可能性が相対的に高まったと評価する。 

■想定震源域の７割程度以上が破壊された段階で、おおむね想定震源域全体が破

壊されたとみなす。しかし、未破壊領域でも引き続き大規模地震が発生する可

能性は否定できないため、時間差をもたずに想定震源域の７割程度以上が破壊

された場合でも本ケースとして扱う。 

■プレート境界以外で発生したＭ8.0 以上の地震については、プレート境界で発生

するＭ8.0 以上の地震と比べプレート境界に対する直接的な影響は少ないと考

えられるため、プレート境界の地震と同等には取扱わず、後述の一部割れケー

スとして取扱う。 
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この場合、気象庁から、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」として発表され、

次のような対応が必要となる。 

■被災地域 

甚大な人的・物的被害が発生している状況における応急対応 

■後発地震に対して備える必要がある地域 

初の地震に対する緊急対応後、後発地震に対する防災対応 

■社会全体 

地震に備えつつ通常の社会活動をできるだけ維持 

■Ｍ８クラス以上の地震が７日以内に発生する頻度は十数回に１回程度（７事例

／103 事例）→通常の 100 倍程度の確率 

 

＜半割れケースのイメージ＞（東側でＭ７～Ｍ８の大規模地震が発生した場合） 

 

出典：内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（令和３年５月） 

(２) 一部割れケースの概要 

南海トラフ沿いで大規模地震に比べて一回り小さい地震（Ｍ７クラス）が発生した場

合を想定する。 

■南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界においてＭ7.0 以上、Ｍ8.0 未満

の地震が発生した場合、大規模地震発生の可能性が相対的に高まったと評価す

る。 

■想定震源域のプレート境界以外や、想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの範

囲で発生したＭ7.0 以上の地震についても「一部割れケース」として取り扱う。 

■Ｍ８クラス以上の地震が７日以内に発生する頻度は数百回に１回程度（６事例

／1,437 事例）→通常の数倍程度の確率 

この場合、気象庁から、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意情報）」が発表され、

次のような対応となる。 

■被災地域 

甚大な人的・物的被害が発生している状況における応急対応 

■後発地震に対して備える必要がある地域 

個々の状況に応じ、日頃からの地震への備えを再確認する等を中心とした防災

対応 
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＜一部割れケースのイメージ＞ 

 

出典：内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（令和３年５月） 

(３) ゆっくりすべりケースの概要 

ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が明

らかに変化しているような通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合を想定する。 

■上記の現象が観測された場合、M9 の大規模後発地震発生の可能性が相対的に高

まったと評価する。 

■南海トラフでは前例のない事例であり、大規模地震発生の可能性が平常時と比

べて相対的に高まっていると評価できるが、現時点において大規模地震の発生

の可能性の程度を定量的に評価する手法や基準はない。 

 

この場合、気象庁から、「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意情報）」が発表され、

「一部割れケース」ような対応となるが、気象庁から発表される地震活動や地殻変動に

関する情報に注意を払う。 

 

＜ゆっくりすべりケースのイメージ＞ 

 

出典：内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（令和３年５月） 
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(４) 各判断ケースの概要 

 半割れケース 一部割れケース ゆっくりすべりケース 

特性 ■南海トラフ沿いにおける「半割れケ

ース」を含む大規模地震の発生頻度

は 100～150 年程度に一度 

■南海トラフ沿いの大規模地震のう

ち直近 2事例は、それぞれ約 2 年、

約 32 時間の時間差をもって連続し

て M8 以上の地震が発生 

■世界の事例では、M8.0 以上の地震発

生後 1 週間以内に M8 クラス以上の

地震が発生する頻度は十数回に1回

程度 

■南海トラフ沿いにおけ

る発生頻度は 15 年程度

に１度 

■南海トラフ沿いにおけ

る「一部割れケース」に

相当する地震の直近7事

例では、その後大規模地

震が発生した事例はな

い 

■世界の事例では、M7.0 以

上の地震発生後1週間以

内に M8 クラスの地震が

発生する頻度は数百回

に 1 回程度 

■南海トラフでは前例の

ない事例 

■現時点において大規模

地震の発生の可能性の

程度を定量的に評価す

る手法や基準はない 

社会の

状況 

■被災地域では、応急対策活動を実施 

■被災地域以外では、大きな被害は発

生しないものの、沿岸地域では大津

波警報・津波警報が発表され、住民

は避難 

■震源付近の地域では大

きな揺れを感じるとと

もに、一部の沿岸地域で

は避難 

■「半割れケース」と比較

して、大きな被害は発生

しない 

■南海トラフでは前例の

ない事例として学術的

に注目され、社会的に

も関心を集めている 

住民の

対応 

沿岸域等の避難を前提とした防災対

応を実施 

■地震発生後の避難で明らかに避難

が完了できない地域の住民は避難 

■地震発生後の避難では間に合わな

い可能性がある地域の要配慮者は

避難し、それ以外の者は、避難の準

備を整え、個々の状況等に応じて自

主的に避難 

■それ以外の地域の住民は、日頃から

の地震への備えを再確認する等 

地震への備えの再確認等

を中心とした防災対応を

実施 

■日頃からの地震への備

えを再確認する等（必要

に応じて避難を自主的

に実施） 

地震への備えの再確認等

を中心とした防災対応を

実施 

■日頃からの地震への備

えを再確認する等 

企業の

対応 

■不特定多数の者が利用する施設や、

危険物取扱施設等については、出火

防止措置等の施設点検を確実に実

施 

■大規模地震発生時に明らかに従業

員等の生命に危険が及ぶ場合には、

それを回避する措置を実施 

■それ以外の企業についても、日頃か

らの地震への備えを再確認する等 

※トータルとして被害軽減・早期復旧

できる措置を可能な限り推奨 

■日頃からの地震への備

えを再確認する等 

※トータルとして被害軽

減・早期復旧できる措置

を可能な限り推奨 

■日頃からの地震への備

えを再確認する等 

※トータルとして被害軽

減・早期復旧できる措

置を可能な限り推奨 

も警

戒する

期間 

■１週間を基本 

■その後、「一部割れケース」の防災対

応を 1 週間取ることを基本 

■1週間を基本 ■すべりの変化が収まっ

てから、変化していた

期間とおおむね同程度

の期間が経過するまで 

出典：内閣府「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」 

（令和３年５月） 
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第６ 南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件 

「南海トラフ地震に関連する情報」は、南海トラフ全域を対象に大規模な後発地震発生の

可能性の高まりについて知らせするもので、この情報の種類と発表条件は、「南海トラフ地

震臨時情報」及び「南海トラフ地震関連解説情報」の２種類の情報名で発表され、その概要

は、次表のとおりであるる。 

１ 南海トラフ地震臨時情報 

(１) 南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模な

後発地震と関連するかどうか調査を開始した場合、または調査を継続している場合 

(２) 観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

 内容 情報発表条件 

南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報 

調査中 次のいずれかにより、臨時に「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開

催する場合に発表 

■監視領域内※１でマグニチュード 6.8 以上の地震※２が発生 

■ひずみ計で南海トラフ地震との関連性の検討が必要と認められる変化を観測 

■その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化を示す可能性のある現

象が観測される等、南海トラフ地震との関連性の検討が必要と認められる現象

を観測 

巨大地震警戒 ■想定震源域内のプレート境界において、M8.0 以上の地震が発生したと評価した

場合 

巨大地震注意 ■監視領域内※１において M7.0 以上の地震※２が発生したと評価した場合（「巨大地

震警戒」に該当する場合は除く） 

■想定震源域内のプレート境界において、通常と異なるゆっくりすべりが発生し

たと評価した場合 

調査終了 ■「巨大地震警戒」、「巨大地震注意」のいずれにも当てはまらない現象と評価し

た場合 
※１南海トラフの想定震源域及び想定震源域の海溝軸外側 50 ㎞程度までの範囲 
※２太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く 

２ 南海トラフ地震関連解説情報 

(１) 観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表する場合 

(２) 「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査結果を発表

する場合（ただし南海トラフ地震臨時情報を発表する場合を除く） 

 

なお、既に必要な防災対応がとられている際は、調査を開始した旨や調査結果を南海ト

ラフ地震関連解説情報で発表する場合がある。 

３ 情報発表までのフロー 

大規模な後発地震発生に備えた「南海トラフ地震に関連する情報」の発表におけるフロ

ーは、次表のとおりである。なお、基本的に、「推進地域」に指定された自治体等の情報発

表に伴う防災対応フローではあるが、被災自治体への支援・避難者の受入等、指定自治体

の対応行動が大きく影響することから、町として、その概要を知っておく必要がある。 
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＜評価の流れ＞ 

 

 

評価の流れ

異常な現象を観測

（30分以内に発表）
調査を開始し、異常な
現象に対する評価

（２時間程度で評価）
３つの形態の可能性

評価の結果
発表される情報

（１～２週間で評価）
「後発地震」に対する
警戒・注意の措置

南海トラフの想定震源域
またはその周辺で

Ｍ6.8以上の地震が発生

南海トラフの想定震源域
のプレート境界面で

通常とは異なる
ゆっくりすべりが
発生した可能性

気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」を発表

有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催し
起こった現象を評価

プレート境界の
Ｍ８以上
の地震

Ｍ７以上
の地震

ゆっくりすべり
左の条件を

満たさない場合

南海トラフ地震
臨時情報

（巨大地震警戒）

南海トラフ地震
臨時情報

（巨大地震注意）

南海トラフ地震
臨時情報

（調査終了）

気象庁からは、地震活動や地殻変動の状況につ
いて「南海トラフ地震関連解説情報」が適宜発
表される

（２時間程度）
「後発地震」に対して警戒する措置を
１週間とる

「後発地震」が発生しないまま２
週間が経過した場合に、国は「後
発地震」に対して注意する措置を
解除
地震発生当初と比べ、地震活動は
落ち着いてきているが、大規模地
震発生の可能性がなくなったわけ
ではないことに十分注意して通常
の生活に戻る
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付編 南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応の基本構想 

第２章 国の南海トラフ地震対応における基本事項 

第１節 国の防災対応の考え方 

 

《計画体系》 

国の防災対応の考え方 
  

１ 国の防災対応   

      

  
  

２ 国の基本計画の構成 
  

   
  

  
 

第１ 国の防災対応 

「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン」（令和３年５月

（一部改定）内閣府）」（以下「ガイドライン」という。）に示す南海トラフ地震における国

の防災対応の考え方は次のとおりである。 

(１) 南海トラフ大地震は、地震発生時期等の確度の高い予測は困難であり、完全に安全

な防災対応を実施することは現実的に困難であることを踏まえ、地震発生可能性と

防災対応の実施による日常生活・企業活動への影響のバランスを考慮しつつ、「より

安全な防災行動を選択」するという考え方が重要である 

(２) 日常生活等への影響を減らし、より安全性を高めるためには、平時から突発地震に

備えた事前対策を進めることが重要である 

(３) 現在の科学的知見では、地震発生時期・規模・位置等についての確度の高い予測は

困難であるとの認識を踏まえつつ、大規模地震の発生可能性が平常時より相対的に

高まったと評価された場合には、地震発生に備えた防災行動を取ることで被害をで

きるだけ減らしていくことが重要である。 

(４) 南海トラフ地震のうち、想定される 大規模の地震（以下「南海トラフ巨大地震」

という。）への対策については、前述の対策も活かしつつ、とりわけ 大規模の地震

に伴う巨大な津波に対しては、「命を守る」ことを基本として、被害の 小化を主眼

とする「減災」の考え方に基づき、住民避難を中心に、住民一人一人が迅速かつ主体

的に避難行動が取れるよう「自助」「共助」の取組みを強化し、支援していく必要が

ある。 

(５) 現在、大規模地震の発生可能性が相対的に高まったと判断できるケースは第１章

にある３通りである。防災対応の検討・実施に当たっては、以下の考え方を住民・企

業・地方公共団体等の各主体が認識することが重要である。 

① 地震リスクを意識して、個々の状況に応じてより安全な行動を選択する 

② 突発地震に備える 

(６) 広範囲で発生する強い揺れに対しては、住宅・建築物の耐震診断・耐震改修、重要

インフラの耐震化等の取組みを強化していくことが重要である。 

(７) このように、南海トラフ地震への対策の検討に当たっては、これまで経験してきた

地震津波災害への対策の充実・強化を図るということのみならず、我が国が経験した
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ことのない災害になることを踏まえ、予断を持たずに 悪の被害様相を念頭におく

必要がある。その上で、事前の備えとして頑強性のある予防対策及び応急対策を検討

し、これらの対策を、社会のあらゆる構成員が連携しながら着実に推進することをも

って、被害の軽減を図ることが重要である。 

第２ 国の基本計画の構成 

(１) 国の基本計画の位置付け 

国の基本計画は、南海トラフ措置法に基づき、中央防災会議により策定された南海ト

ラフ地震対応に係る計画の 上位に位置する。本計画より指定された指定地域の自治体、

企業等は推進計画を作成する。そのため、町の防災対応を検討する上では、自治体の作

成する指針計画の上位計画となる基本計画の記述内容・構成等の概要を承知しておく必

要がある。 

(２) 「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の構成 

第１章 南海トラフ地震に係る地震防災対策の円滑かつ迅速な推進の意義に関する事項 

予断を持たずに 悪の被害様相を念頭においた上で、予防対策、応急対策を検討し、着

実に推進することをもって被害の軽減を図ることが重要 

 

第２章 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する基本的方針 

南海トラフ地震の特徴を踏まえ、国、地方公共団体、地域住民等、様々な主体が連携を

とって、計画的かつ速やかに以下１～９の防災対策を推進 

１ 各般にわたる甚大な被害への対応 

３ 超広域にわたる被害への対応 

５ 時間差発生等への対応 

７ 戦略的な取組みの強化 

９ 科学的知見の蓄積と活用 

２ 津波からの人命の確保 

４ 国内外の経済に及ぼす甚大な影響の回避 

６ 外力レベルに応じた対策 

８ 訓練等を通じた対策手法の高度化 

 

第３章 南海トラフ地震に係る地震防災対策の基本的な施策 

第２章の「基本的方針」を踏まえて、以下１～７の施策を実施し、併せて、各施策に係

る具体的な目標及びその達成期間を設定 

１ 地震対策 

３ 総合的な防災体制 

５ 被災地内外における混乱の防止 

７ 様々な地域的課題への対応 

２ 津波対策 

４ 災害発生時の対応に係る事前の備え 

６ 多様な発生態様への対応 

 

 

第４章 南海トラフ地震が発生した場合の災害応急対策の実施に関する基本的方針 

発災時には、南海トラフ地震の特徴を踏まえ、以下１～12 に留意して災害応急対策を

推進 

１ 初動体制の確立 

３ 津波からの緊急避難への対応 

５ 救助・救急対策、緊急輸送のための

交通の確保 

７ 膨大な傷病者等への医療活動 

９ 膨大な避難者等への対応 

11 施設・設備等の二次災害対策 

２ 迅速な被害情報の把握 

４ 原子力事業所等への対応 

６ 津波火災対策 

８ 物資の絶対的不足への対応 

10 国内外への適切な情報提供 

12 ライフライン・インフラの復旧対策 
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13 広域応援体制の確立 

 

第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画の基本となるべき事項 

１ 地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項 

２ 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

３ 関係者との連携協力の確保に関する事項 

４ 時間差発生等における円滑な避難の確保等に関する事項 

５ 防災訓練に関する事項 

６ 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

７ 津波避難対策緊急事業計画の基本となるべき事項 

 

第６章 南海トラフ地震防災対策計画の基本となるべき事項 

推進地域内の関係施設管理者、事業者等が定める「対策計画」に記載すべき事項 

１ 対策計画を作成して津波に関する防災対策を講ずべき者 

２ 津波からの円滑な避難の確保に関する事項 

３ 時間差発生等における円滑な避難の確保に関する事項 

４ 防災訓練に関する事項 

５ 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 
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付編 南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応の基本構想 

第３章 町の防災対応の基本構想 

第１節 町の防災対応 

 

《計画体系》 

町の防災対応 
  

１ 南海トラフ地震に伴う防災上の環境の変化と特性   

      

  
  

２ 町の被害予測 
  

       

  
  

３ 町の基本的な防災対応 
  

       

 

第１ 南海トラフ地震に伴う防災上の環境の変化と特性 

南海トラフ巨大地震では、第１章にあるように、震度６弱以上または浸水深 30cm 以上の

浸水面積が 10ha 以上となる市区町村は、30 都府県の 737 市区町村と超広域に及び、従来の

応急対策やこれまであった国の支援システム、地方公共団体間の応援システムが機能しな

くなり、当初は、即時救援等のため自衛隊の災害派遣部隊、ボランティアが被災地に集中し、

通常の支援を期待できないこと認識しておく必要がある。 

また、国、地方公共団体等は、災害応急対策を行うに当たっては、東日本大震災に見るよ

うに壊滅的な被害により人的・物的資源が、国、地方及び民間を通じて絶対的に不足すると

ともに、通信機能の崩壊により発災直後には被害情報が全く不足することを前提に、被害が

比較的少ない都府県・市町村は自力で災害対応を行いつつ、被災地への支援及び来るべき後

発地震に備えての準備が極めて重要である。 

第２ 町の被害予測 

町の南海トラフ地震における 大想定震度は５強と想定され、マグニチュードにより異

なるが、近年では、平成 23 年の東日本大震災と同じ震度であり、当時、倒壊等の住家被害

はなく、壁、塀、屋根瓦等の被害が約 1,700 件であった。町の特定公共施設の耐震化率は、

２個施設を除き全て新耐震基準以降の建設又は耐震改修が終わっている。 

しかしながら、電気、上下水道等、一部のインフラ及び通信機能が一時的に途絶する可能

性はあり、被災者の生活支援が必要となる。また、役場庁舎は、耐震構造、予備電源、備蓄

品等により基本的な機能発揮は問題ないものと予測される。 

第３ 町の基本的な防災対応 

１ 町内で発生した被害への対応 

(１) 対応の基本方針 
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本計画では、県の地震想定において 大震度６強が想定される首都直下地震の１形態

である「茨城・埼玉県境地震」を想定しているため、町は、町内における南海トラフ地

震への対応は、本計画に基づく対応を基本とし、速やかに被害状況を把握し、人命救助

及び安否確認・捜索を優先した活動を行う。 

(２) 考慮事項 

町は、「南海トラフ臨時情報」等に関する気象庁、国からの情報を常時把握し、後発地

震の可能性を予期しつつ、住民への適宜の情報発信・備えについて注意喚起し、基本的

には１～２週間は、後発地震発生を前提とし、応急対応を実施しつつ防災体制を保持す

る。 

２ 被災地への応援 

(１) 応援における基本方針 

町は、被災地への応援派遣要請があった場合は、町内における応急復旧を踏まえ、ニ

ーズに応じ努めて適任者・特技保有者等を被災地へ派遣する。 

この際、派遣当初は、自己完結型での支援を基本とし、交替及び後発地震により派遣

職員が二次被害にあわないよう情報収集及び要請元・派遣先と綿密に調整する。なお、

本支援の考え方は、他の災害における応援の考え方に準用する。 

(２) 応援要請に基づく職員の派遣 

＜応援職員の派遣の枠組み＞ 

■「応急対策職員派遣制度」による派遣 

直接的な応援職員の仕組みとして、総務省、地方三団体（全国知事会、全国市長

会、全国町村長会）、指定都市市長会により構築された全国一元的な「応急対策職

員派遣制度」がある。本制度は、助言者として被災市町村の災害マネジメントを総

括的に支援する「総括支援チーム」及び被災市町村の避難所の運営や罹災証明書

の交付などの災害対応業務を対ロ方式で支援する「対ロ支援チーム」があり、各災

害フェーズに応じた支援を行う。 

■「茨城県災害対応支援チーム」による派遣 

県では、前述の「応急対策職員派遣制度」による「総括支援チーム」の応援職員

として、県内各市町村からの推薦によりマネジメント職員、避難所運営及び罹災

証明交付事務（助言者）を指定し、県内で災害が発生した場合に、非被災市町村か

ら「茨城県災害対応支援チーム」として応援職員を派遣する枠組みがある。 

■「相互応援協定」による派遣 

県内の被災地に対しては、上記応援の他、各自治体間で締結している「相互応援

協定」があり、ニーズに基づき応援職員を派遣する。 

なお、協定締結団体間の支援は、上記支援により拘束されるものではない。ま

た、相互応援の内容は、人的支援のみならず、物資、土地、施設等が含まれる。 

(３) 町独自の支援の検討 

① ふるさと納税を活用した支援 

■ふるさと納税代理受付事務 

被災地へのふるさと納税の募集・受付事務を代理で行い、被災地の経済的支援

及び負担を軽減 

■ふるさと納税型クラウドファンディング支援（モバイル建築ユニット等） 
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応急仮設住宅として運用できるモバイル建築等ユニット、その他にニーズに応

じ、ふるさと納税を活用したクラウドファンディングにより被災地へ輸送（町か

ら、又は企業から直納）及び設置を支援 

■ふるさと納税パートナーシップ支援 

ふるさと納税していただいた寄付金の３％を被災地へ届ける仕組み 

② 物資の支援 

発災当初は、被災地へのプッシュ型支援による倉庫の占用、輸送・物流インフラの崩

壊、ニーズに合致しない善意の個人物資等で溢れ、受付・配分・管理業務での負担を強

いる可能性がある。そのため、基本的に物資支援は、ニーズがあったもののみ、可能な

範囲で実施する。 

(４) 被災者の受入れ 

南海トラフ地震においては、東日本大震災、阪神淡路大震災等にみるように、家をな

くした被災者で溢れる。そのため、県、市町村会等と連携し、被災自治体のニーズに基

づき、応急仮設住宅の建設等が開設されるまでの間、一時的に被災者を受け入れる。受

入については、町内の避難状況を踏まえ、広い駐車場を確保できる、次の町の公共施設

を優先して使用を検討する。この際、避難者支援においては、被災者支援対策部を中心

に、被災者の立場になり、誠意をもって対応するとともに、災害救助法の適用について

県とよく調整する。 

■境町文化村各施設 

■ふれあいの里 

■境町利根川左岸河川防災ステーション（建設中） 

■さかいＲ＆Ｄセンター（仮称：建設中） 

■さくらの丘防災公園（仮称：建設中） 

なお、その他の公共施設の他、要配慮者等を考慮し、パークホテルさかいなど、町で

保有するモバイル建築ユニットを有効に活用する。 
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